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赤坂　正浩（憲法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　学会報告や雑誌連載を直接の契機として、「立法」「行政」「憲法改正」といった憲法学上の基

礎概念について再検討する機会をもち、憲法 41 条の「立法」についての多数説である「一般的

規範説」、憲法 96 条の「憲法改正」についての多数説である「全面改正合憲説」に対して疑問を

提起した。今後も、憲法学上の基礎概念に関するこうした作業を積み重ね、私なりの憲法の体系

的理解を模索したい。また、法科大学院における双方向的授業を契機として、憲法 25 条に関す

る「抽象的権利説」の限界、法人の人権と法律上の目的との関係など、従来は気づかなかった問

題点の検討を迫られている。教育活動の刺激を受けたこうした考察の結果も私なりの憲法論のな

かに取り込んで、公表できるような形にとりまとめていきたいと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

赤坂正浩
（共著）
赤坂正浩
（共著）
赤坂正浩
（共著）

憲法１人権・第２版

憲法２統治・第２版

ファーストステップ憲法

有斐閣

有斐閣

有斐閣

2004 年 4 月

2004 年 4 月

2005 年 5 月

教科書

教科書

教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

赤坂正浩
（単著）
赤坂正浩
（単著）
赤坂正浩
（単著）
赤坂正浩
（単著）

憲法の同一性と憲法改正の
限界
憲法改正の限界

立法の概念

クレップファー「動物保護の
憲法問題」

法律時報臨時増刊・
憲法改正問題
ジュリスト

公法研究

栗城・戸波・青柳編・
先端科学技術と人
権・信山社

2005 年 5 月

2005 年 5 月

2005 年 10 月

2005 年 2 月

117 ～ 120 頁

1289 号
18 ～ 25 頁
67 号
148 ～ 159 頁
343 ～ 368 頁

学術論文

学術論文

学術論文

翻訳

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
赤坂正浩 立法の概念 日本公法学会（北

海道大学）
2004 年 10 月 日 本 公 法

学会
一般

２　研究成果の概要と自己評価

　「人権論」「統治機構論」と並ぶ憲法解釈学の柱の１つである「憲法基礎論」の分野には、

かねてから研究関心をもっており、90 年代には「憲法変遷論」に関する研究をとりまとめ

た。「憲法変遷」とともに「憲法変動」現象を構成するのが「憲法改正」である。「憲法改

正」の法理論的研究の中心テーマが「憲法改正限界論」であるが、このテーマについて、「戦
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後憲法学における憲法改正限界論」（憲法問題研究 14 号 2003 年）に引き続き、２つの小論

を公表した。「憲法の同一性と憲法改正限界論」は、スイス憲法も参照しながら、主として

全面改正と部分改正との区別、日本国憲法の全面改正の許容性に焦点をあてた考察を試み

たものであり、「憲法改正限界論」は、全面改正・部分改正の問題を含めて、日本の憲法改

正限界論の理論構成の特色とその帰結をまとめようとしたものだ。研究はまだ「素描」の

段階に止まっており、特に全面改正問題について、さらに検討を深めたいと考えている。

　ファーストステップ憲法は、2002 年から 2004 年にかけて、雑誌・法学教室に３人の共著者と

ともに連載した６本の論説に補訂を加えて一書としたものだ。私が担当した６テーマには、環境

問題と憲法、先端科学技術と学問の自由など、きわめて興味深い現代的な憲法問題が含まれてお

り、これらの論稿を出発点としてさらに本格的な研究を積み重ねていきたいと考えている。特に、

日本の憲法学では近年十分な展開を見ていない「学問の自由」について、先端生命科学との関連

を中心に検討を加える予定である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

夜間主研究指導
憲法第二演習

2004 年後期
2005 年後期

4 単位
2 単位

〔自己評価〕

　夜間主研究指導では、人権分野全体をカバーする代表的な判例の研究を行い、憲法第二演習で

は、６つのテーマについて複数の代表的な憲法教科書を比較検討する文献研究を行った。いずれ

も、受講者が分担報告する伝統的なゼミ形式を基本としながら、質疑応答については教員からも

適宜受講者に質問する対話形式を心がけた。報告と対話式の組合せによって、従来よりも受講者

の事前準備を促すことができたと思うが、毎回の授業内容をどのようにとりまとめ、受講者全員

で確認するかは今後の課題である。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

憲法基礎
対話型演習・憲法訴訟Ⅰ

2004 年前期、2005 年前期
2004 年前期、2005 年前期

4 単位
2 単位

〔自己評価〕

　発足後まもない法科大学院の授業は、試行錯誤の連続である。「憲法基礎」では、教科書に指

定した芦部信喜・憲法に加えてかなり詳細なレジュメを配布し、人権分野を中心とした憲法の基

礎的知識の可能なかぎり明確で具体的な解説に努めている。2005 年には授業内での質問のほか

合計 4 回の小テストを実施するなど、知識の深化と定着にも努力したが、憲法は他の法分野と比
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べて抽象度が高いため、具体的な問題への応用力をどのように訓練するか、なお今後の課題は多

い。「対演・憲法訴訟Ⅰ」では、基本判例を精選して、受講者との質疑を通じて憲法判例法理の

綿密な分析検討を試みている。受講者 1 人あたり 4 回の小レポートを課して、応用的な問題解

決能力の涵養にも努めた。今後は、他の分野とのバランスも考慮して、情報過多に陥らないよう

にしながら、憲法問題の総合的な分析能力をいかに高めていくかが、大きな検討課題である。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

憲法問題分析特殊講義 2004 年後期、2005 年後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）１人

〔自己評価〕

　「憲法問題分析特殊講義」は、専修コース・社会人コースの学生を対象とする授業であり、法

科大学院の開設後は受講者の大半が憲法を専攻しない学生であるため、授業では一話読みきりの

形で、現代日本の憲法問題のトピックスを取り上げている。現実の憲法問題に対する受講者の関

心を刺激できたと考えているが、受講者との質疑応答の充実化をどのようにはかっていくか、受

講者による分担報告形式を取り入れていくべきかといった点が、これからの検討課題である。

４　ＦＤ活動

2004 年・2005 年とも、本法科大学院の対話型演習科目の授業参観を行った。

本法科大学院所属の全教員を対象に開催された教育に関する意見交換会に参加した。

上記以外に、年２、３回、憲法担当教員による授業方法・教材内容の打合せに参加している。

５　学内各種委員等

全学人権問題委員（2001 年度～）

法学研究科評議員（2005 年度後期）

法学研究科広報委員会副委員長（2005 年度後期）

法学研究科図書委員（2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本公法学会、全国憲法研究会、比較憲法学会、ドイツ憲法判例研究会
学会等役員 比較憲法学会理事

２　教育活動

　九州大学大学院法学府 2004 年度後期集中講義「憲法研究第 2」
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３　社会における活動

　兵庫県個人情報保護審議会委員（2002 年 11 月～）、神戸市臨床研究情報センター・ラボ利用

審査会委員（2003 年 4 月～）

４　国際交流
海外出張 2005 年 9 月　ドイツ（ドイツ憲法判例研究会主催の研究シンポジウムに参加）

飯田　文雄（政治理論・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この期間には、①アメリカ・リベラリズムに関する研究②現代平等論に関する研究③リベラリ

ズムの非西欧圏における受容に関する比較思想史的研究を行い、その成果を用いて教育を行った。

特に、該当期間に共著の教科書が出版されたことで、今後は教育がより体系的に行えることが期

待できる。今後は、①について単著を早急に刊行し、②③でも単著化を目指したい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

飯田文雄
（共著）

現代政治理論 有斐閣 2006.3.1 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

飯田文雄
（単著）

飯田文雄
（単著）

Fumio Iida
( 単著 )

「多文化社会におけるリベラ
リズム：ウィル・キムリカ
の場合」(4)

「多文化社会におけるリベラ
リズム：ウィル・キムリカ
の場合」(5）
"Summary of Discussion"

神戸法学雑誌

神戸法学雑誌

Proceedings of the 
Kyoto American
Studies Summer 
Seminar July29-
July31, 2004

2004 年 3 月

2005 年 3 月

2005 年 3 月

53 巻 4 号、
pp95-118

54 巻 4 号、
pp121-145

pp.35-6

学術論文

学術論文

学術論文
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（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
Fumio Iida Comment on Jean Blondel's 

paper entitled ‘Are There 
Differences on the Concept 
of Democracy in East and 
West?

"Democracy in 
Asia, Europe, 
and the World: 
Toward a Universal 
Definition"

2004 年 6 月 The Asia-
Europe 
Foundation 
and the Korean 
Association of 
International 
Studies, Seoul, 
Korea

招待講演

Fumio Iida Chair for session 1 The Kyoto 
American Studies 
Summer Seminar, 
2004 

2004 年 7 月 Center for 
American 
Studies, 
Ritsumeikan 
University

招待講演

飯田文雄 少数派文化論の現在 文化的少数派の権
利擁護論に関する
国際的比較研究研
究会

2004 年 10 月 文化的少数
派の権利擁
護論に関す
る国際的比
較研究研究
会

一般

Fumio Iida Multiculturalism in Non-
liberal Societies'

8th international 
seminar 
"Democracy and 
Human Rights 
in Multiethnic 
Societies"

2005 年 7 月 INSTITUTE 
FOR 

一般

Fumio Iida Comparisons beyond 
Concepts: A Postwar 
Japanese Liberal Perspective

American Political 
Science Association 
Annual Meeting 
2005

2005 年 9 月 American 
Political 
Science 
Association 

一般

Fumio Iida Globalizations and the 
Endurance of Democracy' 

First joint 
workshops of the 
Asian Consortium 
for Political 
Research

2005 年 9 月 Asian 
Consortium 
for Political 
Research

招待講演

飯田文雄 運命と平等 日本政治学会年報
委員会研究会

2005 年 12 月 日本政治学
会

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　従来、政治思想・政治理論の分野では、言語障壁の影響を受ける程度が強く、研究活動の国際

化が他分野と比して比較的遅れてきた。その中で、私自身は、当初より、研究活動の国際化を強

く指向した研究を進めてきた。本研究期間においては、従来より国際的な研究成果の公表を続け

てきた、前述③の比較思想的分野において、更に継続的に研究成果の外国語による公表を推し進

めることが出来た。加えて、該期間には、更に言語障壁の高い①アメリカ・リベラリズム論につ

いても、外国語による成果公表を若干行うことが出来た。今後は、①での外国語成果公表を増や

すこと、更に近年福祉国家の変容とともに隆盛を見せる②平等論分野でも、外国語での成果公表

を行うことが課題である。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

政治学 2004 年前期 ４単位
政治学Ⅰ（夜間主） 2004 年前期 ４単位
研究指導（夜間主） 2004 年後期 ８単位
１年次演習 2005 年後期 ２単位
教養原論 2004 年後期 ２単位

〔自己評価〕

　昼間の政治学および夜間の政治学Ⅰに関しては、すでに私自身が脱稿済みの教科書が長年発行

されず、講義がやりにくい状態が続いている。しかし今般これがようやく刊行されたので、これ

を機に授業内容、および手法等について大幅な改善を施すつもりである。他方、研究指導では、

学生に輪読をさせ、最終レポートで２冊の書物を比較させるという形式を継続し、比較的効果が

上がっている。テキストとしてはキムリカの『多文化時代の市民権』を使用した。一年次演習は、

ゼミでありながらオムニバスという形式をとっていることに根本的な問題があり、政治学に興味

が無い学生多数を相手にするという双方にとって不幸な事態になった。教養原論は、内容自体一

定の興味を得られたが、教務からの事務的連絡が良くなく、教室の施設使用方法（暖房等）とい

うきわめて形式的な側面で学生に不満が生じた点で、事務手続きの一考を求めたい。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

政治学特殊講義 2004 年後期 ２単位
政治学特殊講義 2005 年後期 ２単位
〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）０人 （2005 年度）１人

〔自己評価〕

　学生には特殊講義への参加に加え、通常年は月一回程度、論文執筆年度はそれ以上の面談・

チュートリアルを実施している。個人的には過剰とも思われるが、最後まで指導が無く大きな

破綻を来し論文が書けない学生を生み出さないための予防措置と考えている。また、これ以外に

2004 年度には第二演習教官として一名の学生を指導したが、ほぼ同様の指導を課した結果、相

当程度のレベルの論文を無事一年間で書き上げることが出来たので、今後もこの体制を基本的に

は維持するつもりである。
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４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

法学研究科図書委員会委員長（2004、５年度）、法学研究科評価委員会（2004 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本政治学会、政治思想学会、アメリカ学会、American Political Science 
Association、Asian Consortium for Political Research

学会等役員 Asian Consortium for Political Research exective committee(2004 年 6 月より）
学会誌等
編集委員 日本政治学会 2005 年度年報委員

研究会活動 東京大学政治理論研究会

２　教育活動

甲南大学非常勤講師（2004、2005）

石川　正（企業法務・法曹実務教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　独占禁止法のエンフォースメントに関連するテーマで一連の論文を書いてきたが、今後これの

まとめをしていきたい。また、企業法務について法科大学院の学生に、その考えどころを教えて

いきたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

石川正ほか 法科大学院時代の民事司法 ジュリスト 2004 年 4月 1265号
42－53頁

その他（講
演）

石川正ほか 現代型訴訟と鑑定：私鑑定も
含めて（座談会）

ＮＢＬ782号 2004 年 4月 782号
4－22頁

その他（座
談会）

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
石川正 独禁法改正について 2004 年 5月 日本ライセン

ス協会
講演
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石川正 国際仲裁を何故選択するか -
実務からの観点といくつかの問
題

国際仲裁特別講義 2004 年 6月 神戸大学 講義

石川正 改正独禁法及びそのビジネス
上の留意点

2004 年 7月 上野製薬 講演

石川正 服務研修 2004 年
8・12月

大阪 市 建 設
局・大阪市街
地開発

講演

石川正 対中ビジネスに必要なコト 大阪府立中之島図書
館ビジネスセミナー

2004 年10月 大阪府立中之
島図書館

講演

石川正 公正取引委員会のガイドライン
の読み方

2005年 3月 一水若手会 講演

石川正 国際仲裁への招待－国際取引
のトラブルは今どのように解決
されているか

国際仲裁特別講義 2005年 6月 神戸大学

石川正 国際仲裁の目的とその実際 2005年10月 武田薬品
石川正 独占禁止法と知的財産権法 2005JICA 中 国・ 知

的財産件コース
2005年
10･12月

比較法研究セ
ンター

石川正 私が経験した独禁法事件 独占禁止法実務研究
会

2005年12月 大阪弁護士会 講演

２　研究成果の概要と自己評価

　独占禁止法をエンフオースする一方法として公正取引委員会の警告制度の問題を執筆中である

が、これを完成できなかったことは、遺憾である。

3　法曹実務経験の概要と自己評価

　独占禁止法の分野で、内外の興味ある事件を担当してきた。その主要なものは、以下のとおり。

・種についてのカルテル事件・任天堂に対する EU 独禁法事件。また、ICC の国際仲裁事件 ( 日

本会社 vs. 米国会社）で仲裁人を引き受けて担当した。それなりにやってきたと、考える。

Ⅲ　学内活動

１　学部

担当なし

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対演・法曹倫理 2004年度後期、2005年度後期 2 単位
対演・総合法律（共同担当）2005 年度後期 2 単位
エクスターンシップ（共同担当）2005 年度 2 単位
Ｒ＆Ｗゼミ企業法務 2005 年度前期 2 単位
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〔自己評価〕

学生が興味を持って勉強してくれたと考える。

3　大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

企業法務特殊講義 2004 年度後期 2 単位

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本公法学会、日本経済法学会

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

ローエイシアの副会長、民事紛争処理基金で理事、武田薬品工業、JR 西日本の社外取締役の

監査役をした。

４　国際交流
海外出張 ICC の国際仲裁事件で、サンフランシスコに昨年 10 月出張した。

磯村　保（民事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2004 年度は COE プログラム「法と動態学」の観点から、法形成における判例と判例批評・学

説の役割について考察を行った。また2005年度においては、同様の問題意識を背景に、ネットワー

ク社会における新たな法的ルールの構築のための基礎的考察を行った。さらに、民法総則分野に

おける体系書執筆のために準備を進めているところであるが、これについては、まだ十分な成果

を公表する段階に至っていない。このほか、法科大学院における教育の在り方について、種々の

立場・側面から検討を進めている。

　教育の面では、個人的な理由からしばらく学部や法科大学院の講義に携わっていなかったが、

2005 年度から法学部の大講義を再び担当するようになり、新たな学部講義について種々の工夫

を加えた試みを行った。
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　今後の２年間においては、まず民法の体系書を完成させるとともに、現行民法の改正が現実味

を帯びてくる中で、既存のルールに関する解釈論だけでなく、立法的な提案に向けた研究を進め

たい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
磯村保

（共著）
民法Ⅳ（第３版） 有斐閣 2005 年 4 月 教科書

磯村保
（共著）

新民法教室Ⅰ（第３版） 法律文化社 2005 年 4 月 教科書

磯村保
（共著）

新民法教室Ⅱ（第３版） 法律文化社 2005 年 4 月 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
磯村保

（単著）
地震保険不加入に関する説
明義務等の違反に基づく慰
謝料請求の可否（最判平成
15 年 12 月 9 日民集 57 巻 11
号 1887 頁）

法学教室 2005 年 3 月 294 号別冊付
録 25 頁

判例解説

磯村保
（共著）

錯誤と法律行為論を語る 判例タイムズ 2006 年 2 月 1197 号
4 頁－ 26 頁

鼎談

磯村保
（単著）

インターネット・オークショ
ン取引をめぐる契約法上の
諸問題

民商法雑誌 2006 年 3 月 133 巻
4=5 号
684 頁－ 702
頁

学術論文

磯村保
（共著）

アメリカ合衆国における法
曹養成の実情に関する調査
報告書

法科大学院等専門
職大学院形成支援プ
ログラム「実務基礎
教育の在り方に関す
る調査研究」（http:/
/www.congre.co.jp/
lawschool-partnership/
index.html）掲載

2006 年 3 月 約 80 頁 調 査 報 告
書

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
磯村保

（単独）
判例批評のあり方̶̶法動
態学の視点から

CDAMS個人報告会
（神戸大学法学研究
科）

2004 年
12 月 1 日

CDAMS 研究報告

磯村保
（単独）

判例研究－土地売買契約の当
事者双方から所有権移転登記
手続についての代理を嘱託さ
れた司法書士が嘱託を拒んだ
ことに正当な事由がないとされ
た事例－（最判平成16年６月
８日判時1867号 50頁）

神戸大学民事判例研
究会（神戸大学法学
研究科）

2005 年
1 月 21 日

神 戸 大 学
民 事 判 例
研究会

研究報告
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磯村保
（単独）

判例研究－遺言書の記載のみ
に依拠して遺言書の条項の文
言を形式的に解釈した原審の
判断に違法があるとされた事例
－最判平成17 年 7 月22日判
時1908号128頁

神戸大学民事判例
研究会（神戸大学
法学研究科）

2006 年
1 月 20 日

神 戸 大 学
民 事 判 例
研究会

研究報告

２　研究成果の概要と自己評価

　この数年間、健康上の理由とともに法科大学院制度の発足・実施に関連する作業に関与するこ

とが多く、十分な研究時間を確保することが困難であり、この２年間の研究成果は不十分なもの

にとどまっている。ただ、これらの状況も次第に改善され、今後研究者としての活動に主要な精

力を注ぎたいと考えている。研究成果の一つである鼎談は、私自身の従前の考え方を再整理する

とともに、新しい学説・判例の展開を踏まえて、その位置づけを行ったものであり、民法の多く

の基本的な制度の理解に関わるものとして、今後の研究の発展につながるものと考えている。ま

た、ネットワーク取引に関する研究は、既存のルールの解釈を超えて、新しい法分野において何

があるべきルールかを、これまでの法原則との連続性を考慮しながら提示しようとしたものであ

り、今後、民法の法改正に関する議論が重要な意味を持つ中で、そうした政策提言的な研究が必

要であることを再確認した。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法Ｂ 2005 年度後期 4 単位
民法演習 2004 年度後期 2 単位
民法演習 2005 年度後期 2 単位
民法・基礎演習Ⅰ 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　民法Ｂは法学部の民法カリキュラムをスリム化した後のはじめての授業であり、２年次前期の

学部生を対象として行ったものであるが、債権総論と担保物権を含む広い領域について限られた

時間の中でどのように授業をするか、試行錯誤の連続であった。授業で取り上げるべき内容につ

いても、また授業の難易度についてもさらに工夫をする余地があると感じられた。

　民法演習は、従来から最高裁の重要判例を正確に読む訓練を中心に行い、その点では一定の成

果を上げることができたが、テーマの取捨選択をどうするか、種々の方法を組み合わせる余地が

ないかなどさらに検討したい。

　基礎演習Ⅰは、新しい学部教育カリキュラムで設けられた新しい授業科目であり、民法演習の

ように学生の報告をメインとする方式ではなく、毎回担当者を決めつつ、適宜それ以外の学生に

も発言を求め、また担当者には授業終了後にレポート提出を義務づけ、添削してこれを返却した。

履修者はおおむね肯定的な評価であったが、同じやり方で一貫するのがよいか、多様な方法を組
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み合わせる方がよいか、履修者自身の意見も分かれるところであり、来年度にも担当するこの授

業で新しい実験も行う予定である。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習総合法律 2005 年度後期 2 単位（共同担当）
民法特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）１人

〔自己評価〕

　民法特講では、近年に行われたドイツ債権法改正の結果、ドイツの履行障碍法がどのような変

容を遂げたかを検討し、それを通じて、これまでに日本民法における議論を位置づけるとともに、

今後の議論のあり方への示唆を得ようとしたものである。原文の正確な理解の仕方にも細心の注

意を払い、履修者が自らドイツ法を参考として研究論文を作成するに必要な基礎力を獲得できる

ように配慮した。その目標が十分に達成されたとはいえない面もあるが、来年度も、これを継続

発展させる予定である。

４　ＦＤ活動

2004 年 12 月 11 日　シンポジウム「法科大学院における教育の実際」で総括コメント（法科

大学院協会主催）

2005 年 1 月 15 日　シンポジウム「新司法試験サンプル問題検証」に出席（日弁連主催）

2005 年 6 月 11 日　意見交換会「法科大学院教育の現状と課題」共同司会担当（法科大学院協

会主催）

2005 年 12 月 3 日　シンポジウム「法科大学院における臨床系教育」に出席（法科大学院協会

主催）

2006 年 3 月 17 日　シンポジウム「法科大学院の挑戦－２年間の到達点とこれから」パネリス

として参加（予定）（日弁連法務研究財団主催）

５　学内各種委員等

法科大学院運営委員会（2004 年度、2005 年度）

Ⅳ　学外活動　民法特講

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会、日独法学会、金融法学会
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学会等役員 日独法学会理事長
学会誌等編
集委員 民商法雑誌編集共同代表

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

2005 年 9 月 30 日　日独シンポジウム「グローバル化と法」総括討論の総合司会（日
本語及びドイツ語）
2005 年 10 月 1 日　ＥＵＩＪ記念シンポジウム「 ＥＵ：過去・現在・未来」にお
けるジャクリーヌ・デュテーユ・ドゥ・ラ・ロシェール教授講演のファースト・
コメンテーター（日本語及び英語）

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

文部科学省・法科大学院特別審査会委員

文部科学省・法科大学院特別委員会委員

大学評価・学位授与機構・法科大学院認証評価委員会委員

日本学術会議会員（第 20 期）

法科大学院協会理事・同カリキュラム等検討委員会主任

財団法人比較法研究センター理事

神戸市・苦情処理審議会委員（副会長）

４　国際交流

海外出張 2006 年 2 月 8 日－同月 17 日　アメリカ合衆国（アメリカにおける法曹養成の実
情調査）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 (B) 法科大学院における教育手法
の総合的研究と実践的モデル
開発

研究代表者 2003 年度－
2005 年度

基盤研究 (A) 情報ネットワーク社会における
個人の利益・価値相互間の調
整と不法行為法の役割

研究分担者（研究代表者：
安永正昭・神戸大学大学
院法学研究科教授）

2003 年度－
2005 年度

２　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

文部科学省
法科大学院
等専門職大
学院形成支
援プログラム

共同プロジェクト「実務基礎教
育の在り方に関する調査研究」

業務推進担当者（2004
年度代表者：田中成明・
京都大学理事、2005 年
度代表者：潮見佳男・京
都大学大学院法学研究
科教授）

（2004 年度か
ら継続）



14 15

伊藤　光利（政治学・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　ここ数年は、それぞれ相互に関連する４つの研究分野に並行的に取り組んだ。第１に政治学方

法論の近年の革新的理論の動向の追求、第２に第２次大戦後の日本の政治と経済の関係に関する

政治経済学的検討，第３に政治的リーダーシップ研究の新しい素点とも言うべきコア・エグセク

ティヴ論の理論的検討と日本政治文責への比較論的適用の追求，第４に過去３０年間の３回にわ

たる政治・行政・団体エリートに対するサーベイ調査の総括分析である。これから数年はこれら

の研究成果を多少とも体系化してまとめていきたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

伊藤光利
（共著）

新修神戸市史 新修神戸市史編集
委員会

2005 年 3 月 その他

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

伊藤光利
（共著）

国会議員調査の分析枠組試
論と概括的分析

科学研究費・特別
推進 (2)「高度成長
終了以後の日本政
治の実証研究」（代
表者・村松岐夫）
研究報告書

2004 年 5 月 1 頁 -105 頁 学術

伊藤光利
（共著）

ポートアイランドと六甲ア
イランド

新修神戸市史編集
委員会

2005 年 3 月 436 頁 -503
頁

その他

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
伊藤光利 The Japanese Prime 

Minister's Leadership under 
the One Dominant Party 
System

International 
Conference for 
Governance Across 
Boundaries

2004 年
7 月 15 日

The 
Immigration 
Bureau, 
Taiwan, et al.

招 待 研 究
発表

伊藤光利 Comment on Ecological 
Governance

Governance in 
a New Era: An 
International 
Dialpgue

2004
年 7 月 16 日

Taiwan 
National 
Civil Sevice 
Institute et 
al.

招 待 パ ネ
ラー

伊藤光利 コア・エグゼクティヴと政策ネッ
トワークの変容－政治改革・
政府改革は実効性をもったか？

「コア・エグゼク
ティヴと幹部公務
員制度の研究」会
議

2005 年 10 月
10 日 -11 日

国際高等研
究所

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　それぞれ相互に関連する４つの研究分野に並行的に取り組み、その体系的総合化を目指したが，
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この作業は完成するに至っていない。 最も困難なのは、第１の政治学方法論の近年の革新的理論

の動向の追求である。いわゆる政治学の新制度論である 歴史主義、構成主義、合理主義の位置

関係が明確にできていない。第２に第２次大戦後の日本の政治と経済の関係に関する政治経済学

的検討については生産レジームと福祉レジームが 課題とがなっててきた。第３の 課題であるコ

ア・エグセクティヴ論の理論的検討は、科研研究の課題でもあり比較着実に研究が進み，成果が

生まれつつある。政治・行政・団体エリートに対するサーベイ調査の総括分析も研究が進んだ。

これらの研究成果をなんとか体系化してまとめていきたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

政治学演習 2004 年前期 2 単位
政治過程論 2004 年後期 4 単位
政治学演習 2004 年後期 2 単位
政治学演習 2005 年前期 2 単位
政治過程論 2005 年前期 4 単位
政治学演習 2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたっては、事実に関する知識のみでなく，事実の社会科学的方法論および理論

的理解を重視している。このコンセプトにもとづく教科書、レジュメ、講義の三者の連携が整備

されるようになってきたと思われる。この点は学生からも一定の評価を受けているようである。

社会的問題への関心と理解を深めるために，授業の冒頭に 10 分程度時事解説的な導入を行って

いるがこの解説の継続を望む学生がきわめて多いので、継続していきたい。受講生の関心との知

識のレベルが多様であるので、全員の関心を引きつけるのは困難である。一般には中・上位レベ

ルをターゲットとしている。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

政治学特殊講義 2004 年度前期 2 単位
政治過程演習 2005 年度前期
法政演習 2004 年度
政治学特殊講義 2005 年度前期 2 単位
政治過程演習 2005 年度 2 単位
法政演習
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〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）８人 （2005 年度）７人

指導学生の
学会活動

駅賢太郎（博士後期課程）関西行学会にて報告「国債管理政策の政治学」（2004 年 9
月京都大学）
高松淳也（博士課程後期）Anglo-Japanese Academy II: Globalisation, Regionalisation 
and National Policy Systems（東京大学 21世紀 COE『先進国における＜政策システ
ム＞の創出』,Centre for the Study of Globalisation and Regionalisation (CSGR), the 
University of Warwick な ど 共 催 ) に て 報 告，"Paradox of Privatisation: The Case 
of Railway Policy"(2006 年 1 月，the Scarman Conference Centre, the University of 
Warwick)

〔自己評価〕

　研究指導をしている大学院生は，研究コース、専修コース、社会人コースと多様であり，ひと

固まりの集団として相互に切磋琢磨させることが難しいが，相互に交流し，世界を広げているよ

うである。その分個々の学生の研究の水準に応じた指導に心がけている。研究コースの学生は着

実に研究を進めており，専修コースでも学問的な関心から水準の高い論文を完成させる学生も少

なくない。社会人コースのほとんどの学生は，職業経験や社会経験から生じた課題に熱心に取り

組んでいる。やはり個別的な指導を続けていくのが有意義であると考えられる。

４　ＦＤ活動

年数回の、またその都度ごとに専門を共通にする学内教員と授業方法等に関する会合に参加し

ている。

５　学内各種委員等

図書副館長（2004 年度）

阪神・淡路大震災十周年事業委員（2004 年）

神戸大学会館運営委員（2004 年 )

法学研究科人事委員（2004 年度～）

法学研究科 COE 推進委員（2004 年度～）

経営学研究所兼任教授（2004 年～ )

法学部教務委員（2005 年度～）

Ⅳ　学外活動　民法特講

１　学界における活動
所属学会 政治学会、行政学会、選挙学会、公共政策学会、比較政治学会
学会誌等編
集委員 公共政策学会奨励賞審査小委員会委員

研究会活動 関西行政学研究会、政治システム研究会、

２　教育活動

北海道大学大学院法学研究科集中講義「現代政治分析」（2004 年 9 月）
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３　社会における活動

向日市情報公開審査会委員（2004 年～）

京都市史編纂委員（2004 年～）

４　国際交流

海外出張 2005 年 7 月　台湾（International Conference for Governance Across Boundaries, 
and　Governance in a New Era: An International Dialpgue に出席）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 (B) 変革期における執政集団の比
較研究

研究代表者 2004 年～

２　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

国際高等研究
所

コア・エグゼクティヴと幹部公
務員制度の研究

分担者 2005年～

井上　典之（憲法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究面では、従来からの憲法・基本権についてのドイツ・ヨーロッパとの比較研究を継続し

て行うとともに、特にスポーツ領域での公法学あるいは法学的視点での諸問題についての調査・

検討を開始している。それと同時に、特に法科大学院の設置に伴う実務教育の必要性から、日

本での憲法・公法の実務を中心にした判例研究にも重点を置くようになっている。なお、比較

研究では、文化 ( スポーツはその一つの具体的領域 ) をキーワードに、多元主義や国家の中立

性についての研究を、基本権・人権論だけでなく、又、社会科学的アプローチだけでなく、人

文科学・文化科学的アプローチによっても分析していく方向を目指して、現在進行中である。

　教育面では、法科大学院の設置に伴い、どちらかというと学部教育よりも大学院の実務法律で

の教育に重点が移ってしまっているが、研究面との関係でも、日本の判例実務の検討を通して、

いかにすれば実務教育として学生のニーズに応えられるかが今後の課題となっている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

井上典之
( 共著 )

憲法学説に聞く―ロースク
ール・憲法講義―

日本評論社 2004 年 5 月 教科書

井上典之
( 共著 )

ファーストステップ憲法 有斐閣 2005 年 5 月 教科書

浦部・戸波編
( 分担執筆 )

法科大学院ケースブック憲
法

日本評論社 2005 年 7 月 教科書

小山・駒村編
( 分担執筆 )

論点探究憲法 弘文堂 2005 年 7 月 演習書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

井上典之 Die Verfassung und 
die Grundrechte für die 
japanischen Bürger : eine 
Eigentümlichkeit der 
Verfassungskultur in der 
japanischen Gesellschaft

Jahrbuch des 
öffentlichen Rechts 
der Gegenwart

2004 年 4 月 52 巻 103 頁
～ 113 頁

学術論文

井上典之 議会制民主主義 法学セミナー 2004 年 5 月 593 号
25 頁～ 27 頁

解説

井上典之 Eine Seite der japanischen 
Verfassungskultur : 
Einfluss der deutschen 
Theorie auf das japanische 
Grundrechtsverständnis

"A.Blankenagel, 
I.Pernice & 
H.Schulze-Fielitz 
(Hrsg.), Verfassung 
im Diskurs der 
Welt, Liber 
Amicorum für Peter 
Häberle zum 70. 
Geburtstag"

2005 年 5 月 501 頁～ 515
頁

学術論文

井上典之 Ein Vergleich zwischen 
dem deutschen und dem 
amerikanischen Modell der 
Verfassungsgerichtsbarkeit 
im Hinblick auf Japan

"Ch.Starck (Hrsg.), 
Fortschritte der 
Verfassungsgerichts
barkeit in der Welt"

2004 年 7 月 49 頁～ 56 頁 学術論文

井上典之 土地収用法及び公共用地取
得特別措置法の憲法適合性

民商法雑誌 2004 年 9 月 1178 頁 ～
1186 頁

判例評釈

井上典之 多数決による専門技術的問
題の処理

法学セミナー 2004 年 11 月 599 号 17 頁
～ 20 頁

学術論文

井上典之 野球協約は「プロ野球界の
憲法」？

法学セミナー 2005 年 4 月 604 号 12 頁
～ 15 頁

学術論文

井上典之 プロ野球問題と法律、法律
家の役割

法学セミナー 2005 年 4 月 604 号 6 頁～
11 頁

対談

井上典之 平和主義 ジュリスト 2005 年 5 月 1289 号 80 頁
～ 86 頁

学術論文
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井上典之 判例にみる憲法実体論 (1)
～ (12)

法学セミナー 2005 年 4 月
～ 2006 年 3
月

604 号 103
頁 ～ 107 頁、
605 号 82 頁
～ 86 頁、606
号 76 頁～ 80
頁、607 号 76
頁 ～ 80 頁、
608 号 79 頁
～ 83 頁、609
号 91 頁～ 95
頁、610 号 80
頁 ～ 84 頁、
611号 81頁～
85 頁、612 号
88頁～92頁、
613 号 84 頁
～ 88 頁、614
号 74 頁～ 78
頁、615 号 72
頁～76頁

解説

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
井上典之 プロ野球をめぐる法的諸問

題
法政策研究会研究
総会 ( 神戸大学）

2005 年 6 月 法政策研究会 一般

井上典之 Die japanische Sicht und 
Situation der Grund- und 
Menschenrechte im Zeichen 
der Globalisierung

日独国際コロキウ
ム ( ドイツ・バイ
ロイト大学 )

2005 年 9 月 バイロイト大
学ヨーロッパ
法・法文化研
究所

一般

井上典之 スポーツにおける平等の諸
次元

日本スポーツ法学
会研究総会 ( 早稲
田大学 )

2005 年 12 月 日本スポーツ
法学会

招待講演

２　研究成果の概要と自己評価

　これまでに行ってきた研究成果を著書や論文で公表することが主な業績となっている。教

科書としての編著を２冊公刊しただけでなく、法科大学院の講義に対応しうるようなケー

スブックを分担執筆するとともに、学部でも中級・上級者向けの演習本の分担執筆も行っ

た。また、この時期は、ドイツ・ヨーロッパでの日本との比較研究、とりわけヨーロッパ

人にとって関心の高い日本の憲法文化・理論および裁判実務の実態を紹介したり、逆に、ド

イツ・ヨーロッパの憲法・基本権理論を日本の視点から見た場合の諸問題、グローバル化

した世界での日本の憲法理論的および最高裁の判例に視られる問題を、ドイツ語というヨー

ロッパ言語で公表することも多くなっている。また、単独で日本の最高裁の判例を素材して

憲法の実体解釈を展開する作業にも着手し、すでに１年にわたって雑誌に連載をしている。

　ドイツ・ヨーロッパでの研究発表だけでなく、その土台となるべき比較研究も継続しており、

特に文化多元主義・国家の中立性との観点の下で、スポーツという文化領域での憲法・法学的問

題の分析・研究についても着手している。その萌芽的なものとして、プロ野球をめぐる法的問題

について、実務家との対談を通した問題点の洗い出しから、文化事象としてのスポーツ一般にお
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ける平等という問題の所在、その取扱い方法についての研究報告も行った。これらの問題につい

ては、憲法・公法という法分野だけではなく、また、日本国内に止まらず国際的な視点での研究

が必要なことから、海外出張を通してドイツ・ヨーロッパの法学者や実務家との意見交換にも現

在従事しており、今後はこの点の研究成果の一つの区切りを目指していくことが必要と考えてい

る。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

憲法Ⅱ 2004 年度前期 4 単位
憲法演習 2004 年度前期 2 単位
憲法基礎演習 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　学部講義は、法科大学院の設置に伴い、2004 年度に担当しただけとなっている。なお、その

際には、独自に作成した教材で講義内容を口述することに主眼を置いたが、それだけに止まらず

参考文献での各講時の該当箇所をを挙げることにより、抽象的になりがちな憲法の人権に関する

解釈論の理解に留意すると共に、受講学生にはＥメールを利用することで質問や疑問に答える手

法も取り入れている。

　なお、2005 年に新たに開講された憲法基礎演習では、配当学年が 2 年生となったことから、

講義で修得している知識の定着を補うことに主眼を置き、従来型の演習ではなく、各講時に講述

する部分も増やしながら、受講学生には憲法問題についての論述の方法を身につけさせることを

目的に展開した。この後者の目標は、まだ基礎演習が始まったばかりということもあり、今後の

担当に際しての一つの目安とするものとなった。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習・憲法訴訟Ⅰ 2004 年度前期 ２単位
対話型演習・憲法訴訟Ⅱ 2004 年度後期 ２単位
対話型演習・憲法訴訟Ⅰ 2005 年度前期 ２単位
公法系訴訟実務の基礎 2005 年度前期 ２単位
対話型演習・憲法訴訟Ⅱ 2005 年後期 ２単位

〔自己評価〕

　法科大学院では、対話型演習ということで、受講学生との双方向性に留意しながら演習を担当

している。教材は、憲法判例を素材にして作成すると共に、各講時では教材に併せた内容の質問

事項を中心にしたレジュメを配布すると共に関連検討課題を示すことで、各講時終了時点では受

講学生が当該関連検討課題に対応できるようになることを心がけている。また、各講時終了後お
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よび次回講時までには必ずその回の質問時間を持つことによって、受講学生の疑問を次回の講時

までに解消できるようにしている。もちろんＥメールでの質問も受け付けている。

　なお、現実にはまだ新司法試験がどのようなものになるのかが必ずしも明らかでなく、その点

で試行錯誤を繰り返しているが、サンプル問題およびプレテストの内容から、現在の対話型演習

ⅠおよびⅡでやっていることが大きくずれているわけではないと考えている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

憲法特殊講義 2004 年度前期 2 単位
憲法特殊講義 2005 年度前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）５人 （2005 年度）４人

〔自己評価〕

　研究者コースの講義では、毎年ドイツ憲法理論・基本権理論の文献を購読することによっ

て、比較憲法的視点での教育に従事している。2004 年度は、Peter Häberle, Menschenbild im 

Verfassungstaat の第２版を購読することにより、参加学生と共に、同書の邦語訳を作成し、現

在出版の準備をしている。

　2005 年度は、社会人コースの学生が参加したこともあり、ドイツの原書だけではなく、日本

語での基本権についての文献を併せ読むことで、日本の人権解釈論への応用の可否についても検

討する。しかし、毎年のことではあるが、参加学生の興味と関心によって、必ずしも当初予定す

る内容とは若干の変更があることにとまどいを覚えるが、これは研究者コースを担当する上で仕

方のないことと半ばあきらめのような境地にある。

　なお、2005 年度は、指導学生のうち３名が単位修得論文を作成し、後期課程修了を予定して

いる。

４　ＦＤ活動

　各学期に於ける講義では相互授業参観を行い、担当講義に他の研究科同僚教員による参観に来

てもらってる。また、法科大学院の対話型演習を含め、学部講義・演習・法科大学院科目の有機

的展開について、教材作成を含め、毎年３～５回打ち合わせのための会合を行っている。

５　学内各種委員等

学部教務委員 (2004 年～ )

教学専門委員ワーキング・グループ (2005 年～ )

ＥＵインスティテュート関西・カリキュラム部会代表 (2005 年～ )

全学共通教育「法と政治」部会代表 (2005 年 7 月～ 2006 年 3 月 )
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Ⅳ　学外活動　民法特講

１　学界における活動
所属学会 日本公法学会、日独法学会
学会誌等編
集委員 法政策研究会の雑誌「法政策学の試み」の監修者

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

2004 年 10 月 11 日　北海道大学で開催された日本公法学会の第一部会「憲法の基
礎概念」での研究報告の司会を行った。
2005 年 11 月 12 日　法政策研究会による「地方分権と三位一体改革」をテーマと
する研究シンポジウム ( 神戸国際会館 ) の開催および司会を行う。

研究会活動 全国憲法研究会所属
法政策研究会監事

２　教育活動

尼崎市上の島総合センター・講演会 (2005 年 3 月 3 日 ) 講師 ( テーマ：憲法による人権保障の

意味 )

尼崎市開明公民館・人間学講座 (2005 年 12 月 9 日 ) 講師 ( テーマ：一番身近にあって一番遠

くに感じる日本国憲法 )

尼崎市立花公民館・人権推進講座 (2006 年 1 月 31 日および 2 月 14 日 ) 講師 ( テーマ：憲法に

よる人権保障：個人の尊重と平等保障 )

３　社会における活動

平成 16 年度・平成 17 年度　司法試験第二次試験考査委員

高砂市情報公開・個人情報保護審議会委員長 (2000 年～）

川西市個人情報保護審議会委員 (2002 年～ )

豊中市個人情報保護審議会委員 (2005 年～）

法政策研究会監事 (2003 年～ )

４　国際交流

海外出張

2004 年 5 月　ドイツ連邦共和国 ( 記念コロキウム参加 )
2004 年 8 月　ドイツ連邦共和国 ( 国際コロキウム参加および研究打ち合わせ )
2005年 3月　イギリスおよびドイツ連邦共和国 (資料収集および研究打ち合わせ )
2005 年 9 月　ドイツ連邦共和国 ( 国際コロキウム報告 )
2006年 3月　イギリスおよびドイツ連邦共和国 (資料収集および研究打ち合わせ )

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
( Ｃ )( ２)

公法学の視点からみた多元主
義と国家の中立性についての
複合的研究

研究代表者 2004 年度～
2007 年度
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２　その他の研究助成
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

平 成 16 年
度・ 神 戸 大
学・ 教 育 研
究活性化支
援経費

スポーツにおける個人・団体(企
業 )の諸関係にみる法的問題
の研究

研究代表者(井上典之 )。
研究分担者：瀧澤栄治、
窪田充見、志谷匡志、泉
水文雄、淺野博宣

2004 年度

井上　由里子（知的財産法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2004 年度から 2005 年度にかけては、2004 年度より始まった法科大学院における教育に注力

してきた。知的財産関連科目は島並助教授及び岡村弁護士とともに担当し、新司法試験の選択科

目の受験にも対応した充実した教育を提供できるよう努めている。私の担当する知的財産法Ⅰの

授業方法については、初年度は講義形式、2 年目はケースメソッドを採用するなど試行錯誤をし

ながらも、向上に努めており、2 年目の授業での経験を踏まえて編纂したケースブック（島並助

教授らとの共著）が弘文堂から出版される運びとなっている。

　研究面では、主として不正競争法関係の研究を進めてきた。科研費の助成を受けた「パブリ

シティの権利」に関連する研究として、不正競争防止法での保護の可能性をにらんで、不正競争

防止法の請求権者、不正競争防止法上の混同概念について研究を進めたほか、インターネットの

普及を受けバブリシティの権利ネット環境で侵害される事例が多くなることが予想されることか

ら、「インターネット上のプロバイダの責任」に関する研究も行った。また、データベースの法

的保護のあり方についても研究を進めてきた。知的財産法は、知的財産戦略の下で制度改正や新

たにに設置された知財高裁の重要判決等も次々と下されていることから、流れを見失わないよう

努めながら、研究を進めていきたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

井上由里子
（小泉直樹教
授他との共編
著）

ケースブック知的財産法 弘文堂 2006 年 3 月 法 科 大 学
院 教 育 用
書籍

井上由里子
（宇賀克也教
授・長谷部恭
男教授他との
分担執筆）

情報法 放送大学教育振興
会

2006 年 3 月 教科書（放
送 大 学 大
学院・法シ
ステムⅢ）
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（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

井上由里子 不正競争防止法上の請求権
者ー成果開発と成果活用の
促進の観点から

日本工業所有権法
学会年報

2006 年 3 月 29 号 175 頁
～ 186 頁

学術論文

井上由里子 IT 時代の著作権制度の進展 医薬品企業法務研
究会会誌・リーガ
ルマインド

2005 年 12
月・2006 年
1 月

257 号
1 頁～ 19 頁

講演録

GIS関連法制
度研究会・堀
部政男教授
他共著

地理情報の効果的利活用に
当たって「著作権法」他

GIS 関連法制度研
究会報告書

2005 年 5 月 調 査 報 告
書

井上由里子 知的財産の基礎知識「商標
法」

法学セミナー 2005 年 3 月 603 号
15 頁～ 18 頁

法 科 大 学
院 教 育 用
解説

井上由里子・
島並良

新司法試験プレテスト解説
特集 『「選択科目」の魅力─
─８科目への入門』「知的財
産法」

法学セミナー 2005 年 10 月 610 号
6 頁～ 10 頁

法科大学院
教育用解説

井上由里子他
（中村嘉秀氏・
田中信義氏・
岩倉正和弁
護士・相澤英
孝弁護士との
座談会）

座談会「知的財産政策の将
来」

LAW &
TECHNOLOGY

2005 年 10 月 29 号
4 頁～ 29 頁

座談会

井上由里子  競走馬の名称と「パブリシ
ティの権利」

臨 増 ジ ュ リ -1291 
平成 16 年度重要判
例解説 -272

Yuriko 
INOUE

A Japanese Perspective 
on the Liability of Internet 
Service Providers

Journal of the 
Japan-Netherlands 
Institute ( 日蘭法学
会誌 )

2005 年 8 号
215 頁～ 235
頁

学術論文

井上由里子「購買後の混同」と不正競争
防止法上の混同概念̶̶ア
メリカでの議論を手がかり
に̶̶

「知的財産法の理論
と現代的課題」（弘
文堂）

2005 年 12 月 417
頁～ 435 頁

学術論文

井上由里子 初歩から学ぶ著作権法 ファイナンス（財
務省発行）

2004 年 12 月 40 巻 9 号 60
頁～ 65 頁

啓 発 用 解
説

井上由里子
（分担執筆）

「地理情報科学事典」「知的
財産法」

地理情報システム
学会編・朝倉書店

2004 年 410 頁～ 411
頁

啓 発 用 解
説

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
Yuriko 
INOUE

A Japanese Perspective 
on the Liability of Internet 
Service Providers

第 4回日蘭法シンポ
ジウム「情報とプライ
バシー」（ライデン大
学）

2004 年 8 月
26・27 日

Japan ー
Netherlands 
Institute( 日
蘭法学会）

報告

井上由里子 不正競争防止法上の請求権者 日本工業所有権法学会
（北海道大学）シンポジ
ウム「創作者の保護と
知的財産の活用の相克」

2005年
6月4日

日本工業所有
権法学会

シンポジス
トとして報
告
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島並良・田村
善之他

「職務発明の対価と外国特許」 シンポジウム「グロー
バル化する知的財産
紛争

2005年
9月16日

立教大学 コーディネ
イター

井上由里子
（高林龍教授・
市 川正巳判
事・龍村全弁
護士とのパネ
ルディスカッ
ション）

「パネルディスカッション「知的
財産保護の広がりとその境目」

「パブリシティの権利」
秋期研修会

2005年10月 東京第二弁護
士会

パネリスト

２　研究成果の概要と自己評価

　2004 年度及び 2005 年度は、科研費で助成を受けた「パブリシティの権利」に関連して、不正

競業法関係の分野を中心に研究を進めてきた。経済産業省の委託を受けて行われた財団法人知的

財産研究所における不正競争防止法の改正に関する委員会に委員として参加し、様々な角度から

の検討を行ったほか、「不正競争防止法の請求権者」に関する報告を日本工業所有権法学会にお

いて行い、その成果を論文として発表した。標識法上の「混同」概念についても、アメリカ法の

検討を基礎に研究論文を発表している。また、「パブリシティの権利」をはじめとする知的財産

の侵害がネット環境で多発するであろう状況にあることを受けて、インターネット上のプロバイ

ダの責任についても、日蘭法学会で報告を行い、その成果を論文として公表した。

　国際的な交流を通じて研究の新たな展開のきっかけを掴むことができるよう、海外での学会報

告やセミナー参加などにも積極的な姿勢で臨んできた。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

夜間主研究指導 2004 年後期 4 単位
無体財産法 2005 年前期 4 単位

〔自己評価〕

　夜間主研究指導においては、知的財産関係の主要な論点・裁判例を取り上げ、各回ごとに受講

生に報告をさせ討論をするという形式で授業を進めた。受講生の多くは非常に意欲的で、活発な

議論が行われた。ただ、知的財産法の知識なしに受講する学生もおり、特に特許法をはじめとす

る産業財産権法に関する問題については、基礎知識の欠如から討論についてくることのできない

学生も見受けられた。受講資格を知的財産の知識がある者に絞ることも考えられるが、夜間主研

究指導の役割や、知的財産法に対する学生の関心の高まりを考慮すると適切とは考えられず、基

礎知識の補充をいかにして授業の中で行うかということが課題として残った。なお、指導学生の

うち一名は、卒業後社会人コースの大学院に進学している。

　学部の無体財産法講義は、授業形式で無体財産法（知的財産法）全体をカバーするものである。

自作の講義レジュメを毎回配布し、学期の途中で自主的にアンケートを行うなどして、学生のニー
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ズや要望をできるかぎり取り入れつつ授業を行うことを心がけた。授業評価アンケートでは、お

おむね満足すべき評価を得ている。2006 年度からは、「知的財産と法」として 2 単位の科目とな

るので、広範囲に及ぶ法領域をどのように 2 単位で教えるかが課題となろう。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

知的財産法Ⅰ 2004 年後期 ４単位
知的財産法Ⅰ 2005 年後期 ４単位

〔自己評価〕

　2004 年度に発足した法科大学院では、知的財産関連科目として、他大学と比して格段に充実

した科目展開が図られており、島並助教授及び岡村弁護士とともにこれを担当した。知的財産法

は新司法試験の選択科目として新たに採用されたが、その出題範囲は、一応、特許法と著作権法

に限られることとなったので、新司法試験の受験にも応じうるよう、知的財産関連科目全体の内

容について担当教員相互の間で十分な議論を行っている。

　私の担当する知的財産法Ⅰは、主として著作権法を扱っている。2004 年度は講義形式で授業

を進めたが、2005 年度はケースメソッドを採用するなど、試行錯誤しながら授業方法の改善を

図っている。受講生には、ケースメソッドは概ね好評であった。2005 年度の授業の経験は、島

並助教授のほか、他大学の教員と共に編集したケースブック（弘文堂）に活かされている。課題

として残るのは、教科書や参考図書の選定である。知的財産法はこれまで司法試験の選択科目で

はなく、標準化された教科用ツールが少ない。2004 年度及び 2005 年度は、複数の文献を参考図

書として提示したが、予習・復習に使いやすいものを教科書として選定することがやはり必要で

あるように思われる。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

特殊講義無体財産法 2004 年後期 2 単位
特殊講義無体財産法 2005 年後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）５人

〔自己評価〕

　指導学生のうち、社会人コースの学生については、できるだけ職務上関連するテーマを選択す

るよう指導している。法曹リカレントコースの学生についても同様である。前期課程の学生につ

いては、特殊講義無体財産法に参加を求め、その中で、各自のテーマについて報告させ、討論さ

せるという形式で指導の実質化を図った。博士課程後期課程の学生については、研究テーマに関

連する窪田教授、島並助教授の助力も得て共同指導を行っている。
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　教育の重点が法科大学院に移っており、その他の大学院生向けの授業やゼミの開講が少ない。

学外の研究会などへの出席を可能とするなどの工夫を行っているが、法科大学院以外の大学院生

の教育環境をどのようにして整備していくべきかが課題である。

４　ＦＤ活動

　法科大学院教育において、2004 年度は講義形式を中心にで授業を行ったが、2005 年度からは

ケースメソッドを取り入れるなどの工夫改善を行っている。「ロースクール教員の教え方に関す

るシンポジウム」等に参加、学内の相互授業参観への参加、学内教員との授業方法等に関する会

合に参加している。

５　学内各種委員等

法学研究科大学院教務委員会・委員 (2004 年～）

神戸大学本部セクシャルハラスメント防止委員会・委員 (2004 年～）

神戸大学国際部アジア諸国におけるセキュリティポリシー調査委員会・委員長 (2005 年～）

神戸大学知財ポリシー委員会・委員 (2004 年度）

神戸大学発明委員会・委員（2005 年～）

Ⅳ　学外活動　民法特講

１　学界における活動
所属学会 日本工業所有権法学会　著作権法学会　日蘭法学会

研究会活動 東京大学 COE 知的財産研究会　東京大学著作権研究会　
京都大学比較法センター研究会

２　教育活動

　放送大学「情報法」非常勤講師

３　社会における活動

　文化審議会著作権分科会専門委員 (2004 年～ 2005 年）、工業所有権審議会臨時委員（2004 年

～ 2005 年）、工業所有権審議会委員（2005 年～）、内閣府総合技術会議知的財産戦略専門調査会

委員 (2004 年～）、東京第二弁護士会研修会講師、弁理士会研修会講師、財団法人日本総合研究

所　GIS 関連法制度研究会（2004 年度）、日本商標協会研修会講師（2004 年、2005 年、2006 年）、

　医薬品企業法務研究会講師（2005 年）、ブランディ・インターナショナル研修会講師（2005 年）、

日本食品センター特許・商標合同委員会研修会講師　立教大学シンポジウム「グローバル化する

知的財産紛争」コーディネーター（2005 年 9 月）、財団法人知的財産研究所「不正競争防止法を

活用した知的財産の保護強化（営業秘密の保護と模倣品・海賊版対策）に関する調査研究委員会」

委員 (2004 年度）、財団法人知的財産研究所「小売業商標のサービスマークとしての登録及びコ

ンセント制度導入に対応する審査の在り方に関する調査研究委員会」委員（2004 年度）、キャノ
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ン特許訴訟鑑定書執筆（2005年）、財団法人著作権情報センター法制面白書編集委員会（2004年～）

４　国際交流

海外出張

2004 年 8 月オランダ（日蘭法学会シンポジウム報告出席）
2005 年 7 月オランダ（アムステルダム大学情報法セミナー出席）
2006 年 3 月（清華大学にて産学連携及び国際共同研究におけるセキュリティポリ
シーに関する実態調査）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 B 最先端知的財産の法的エン
フォースメントメカニズム

研究分担者 2005 年～
2007 年

基盤研究 C 
(2)

「パブリシティの権利」を含めた
宣伝広告シンボルの法的保護
のあり方に関する研究

研究分担者 2004 年～
2005 年

２　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

日弁連法務
研究財団

標識法における「混同のおそれ」研究代表者 2001 年～
2007 年

上嶌　一高（刑事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　教育活動については、これまでの学部教育を行うことに加え、2004 年度から開始された法科

大学院における刑法及び経済刑法の授業を行うこととなり、その実施に、多くの時間を費やした。

研究活動については、従前より行っている財産犯罪、経済犯罪、金融犯罪に関する研究の継続を

中心として行った。背任罪と関係が深く、また、窃盗罪と並んで領得罪の基本的類型であるにも

かかわらず、これまで考察の十分になされてこなかった横領罪について、その理論的検討の成果

を公にした。今後は、規制の態様がさらに大きく変化しつつある経済取引をめぐる犯罪に注視し、

掘り下げた検討を行いたいと考えている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

上嶌一高 横領罪（上） 法学教室 2005 年 4 月 295 号
118 ～ 126 頁

学術論文

上嶌一高 横領罪（下） 法学教室 2005 年 5 月 296 号
93 ～ 100 頁

学術論文

上嶌一高 住専の融資担当者の特別背
任行為につき同社から融資
を受けていた会社の代表者
が共同正犯とされた事例

現代刑事法 2004 年 9 月 6 巻 9 号
92 ～ 98 頁

判例評釈

上嶌一高 全国法科大学院めぐり 現代刑事法 2004 年 10 月 6 巻 10 号
101 頁

その他

上嶌一高 虚偽無申告による逋脱犯の
成立

租税判例百選第 4
版

2005 年 10 月 240 頁 判例評釈

上嶌一高 罰金と重加算税との併科の
合憲性

租税判例百選第 4
版

2005 年 10 月 241 頁 判例評釈

上嶌一高 銀行頭取による信用保証協
会に対する背任罪の成否

ジュリスト 2005 年 6 月 1291 号
173 ～ 174 頁

判例評釈

上嶌一高 正規の国際運転免許証に酷
似する文書をその発給権限
のない団体の名義で作成し
た行為が私文書偽造罪に当
たるとされた事例

ジュリスト 2006 年 3 月 1308 号
132 頁～ 136
頁

判例評釈

２　研究成果の概要と自己評価

　近年検討を継続している、経済取引の相手方と財産犯の問題の一環として、背任罪あるいは特

別背任罪の共同正犯の成否について、最近の判例をもとに検討を行った。構成要件該当性の否定

が困難であるにもかかわらず、融資の相手方については、自己の利益を追求する一定の範囲内の

経済的活動である限りにおいては、背任罪の共犯は成立しないという考え方が、判例にも定着し

つつあるが、その理論的正当性は必ずしも明らかでなく、共犯成立範囲の限定は別の論理によっ

てなされるべきではないかと考えているが、ひきつづき、検討を行う所存である。また、背任罪

と関係が深く、また、窃盗罪と並んで領得罪の基本的類型であるにもかかわらず、これまで考察

の十分になされてこなかった横領罪について、その理論的検討の成果を公にした。不法領得の意

思や横領行為の意義が必ずしも明らかにされてこなかった嫌いがあるが、その点を理論的に解明

することを試みたものである。横領罪を含めた財産犯の基本的構造について考察をすすめる契機

としたいと考えている。他に、経済取引をめぐる犯罪について、検討を加えた小稿を公にした。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

刑法２（各論） 2004 年前期 ４単位
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刑事法演習 2004 年前期 ２単位
刑法２（各論） 2005 年前期 ４単位
刑事法演習 2005 年前期 ２単位

〔自己評価〕

　学部の刑法の講義については、西田典之・刑法各論（第２版、あるいは、第３版）を教科書、

西田典之ほか・判例刑法各論（第３版）を参考書として、レジュメをかねた比較的詳細な講義

メモを配布して、進行した。中間段階で、アンケートを行い、学生の関心・意識の動向をつか

むよう努めた。 刑事法演習については、最新の最高裁判例を素材として、各回報告者・解説者２

（ないし３）人ずつをあて、事前に、判例や関連する文献を配布した上で、検討を行った。特に、

2005 年度については、対象を主に法科大学院進学希望者とするとして募集を行った。教科書に

は解決の書かれていない問題について、詳細な事案を前に考えるという大講義では行うことので

きない訓練を行う場を提供するよう心がけた。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習刑事実体法 2004 年後期 ２単位
経済刑法 2004 年後期 ２単位
対話型演習刑事実体法 2005 年後期 ２単位
経済刑法 2005 年後期 ２単位

〔自己評価〕

　対話型演習刑事実体法については、１組を私が、２組を橋爪教授が担当して、行った（本科目

は、法科大学院２年次後期に２クラスで同一教材を用いて、同時限に開講された）。前半７単元は、

事例研究、後半６単元は、判例研究である。前半は、１単元について比較的長文の１個の事例を

提供し、「関連論点」、「予習・受講時のポイント」を示した上で、登場人物の罪責を検討させる

ものである。後半は、１単元について比較的最近の重要判例１ないし２を主たる検討対象とし、

関連する５、６の判例をあわせて示し、それらについての 10 余の設問を提供した上で、判例の

意義・射程、問題点について多角的に検討させることをねらいとするものである。各単元におい

て用いる事例問題、検討対象判例、設問、資料は、事前に一括して印刷し、教材として学生に配

布している。また、西田典之ほか・判例刑法総論第３版、判例刑法各論第３版（有斐閣。2002 年）

を参考書とした。各回の授業にあたっては、原則として授業当日１時間ないし１時間 30 分程度

の打合せを、橋爪教授と行った。取り上げるべき論点、参照すべき判例、強調すべき事項につい

て確認した上で、事例問題の解決、あるいは、判例の理解のあり方等について検討を加えた。毎

回数人の学生に提出させるレポートの検討と、各回の内容の検討の２本立ての構成であるため、

100 分の授業でどうしても時間が不足しがちであった。講義内容・教材の改善とともに、100 分

をどのように有効に使うことができるかについては、今後も試行錯誤が必要であると考える ｡ 経

済刑法については、芝原邦爾ほか・ケースブック経済刑法（初版あるいは第２版）を参考書として、
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授業を行った。事前に、最新の重要判例を中心として編集した教材を配布し、また、学生が経済

法や証券取引法等の授業で得た知識をもとに、発言を求めながら、抽象的で、普段なじみのない

法文に具体性を与えるよう努めた。 経済刑法は、広い範囲の経済関係法規を対象とするものであ

り、参加学生それぞれの知識の量に相当の差があることから、それぞれの問題について、どのよ

うな知識、事実を前提として講義を構成すればよいかの選択に戸惑うことがあった。この点につ

いてはできるかぎり積極的に学生に発言をしてもらうことにより、確認しながら進めたが、これ

から授業の経験を積み重ねる中で、自分なりの答えを見いだしたいと思っている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

実定法特殊講義（刑事法） 2004 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　授業の受講者の知識量・関心分野に相当の開きがあるため、なるべく具体的な事例を用いて、

実際にだされた判例を素材の中心にすえて、授業を行った。全員に与えられたテーマについての

報告を求め、だされた論稿を全員で検討することを行い、話し、書くという法学に必要な基本的

な能力を高めることにも意を用いた。

４　ＦＤ活動

　法科大学院開講授業を複数参観し、授業方法の研究を行った。多数回にわたり、実務家を含め

て、刑事法関連科目を担当する教員と授業方法のあり方、法科大学院のカリキュラムのあり方に

ついて検討し、自己の担当科目の内容、実施方法に反映させるよう努力した。2005 年度に３Ｌ

生向けにはじめて開講された「対話型演習総合法律」（石川正教授、山田隆夫教授担当）の企画、

授業実施に、磯村保教授、井上典之教授と共同で参加し、実務家教員担当科目と研究者担当科目

との関係について研究を行った。兵庫県弁護士会会員や司法研修所教員と、法科大学院における

教育のあり方について会合を行った。また、専門を異にする教員とも複数回授業のあり方に関す

る会合を行い、全般的な授業方法の研鑽に努めた。

５　学内各種委員等

法科大学院運営委員会委員，実務基礎科目検討ＷＧ委員、学部教務委員会委員、図書委員会委

員（以上、研究科関係。全期間）、動物実験委員会委員、六甲台地区動物実験委員会委員、医学

部動物実験委員会委員（全期間）、国際コミュニケーションセンター外国語教育連絡委員会委員

（2005 年。以上、大学関係。）
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本刑法学会
研究会活動 判例刑事法研究会、刑事判例研究会、経済犯罪研究会、京都刑事法研究会

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

司法試験考査委員（刑法。2003 年度から 2005 年度）

４　国際交流

特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 C 金融・証券犯罪に対する制裁
のあり方

代表者 2003 年～
2005 年

基盤研究 B2 現代の交通事犯に対する刑事
実体法・手続法的対応

分担者 2003 年～
2005 年

２　その他の研究助成

特になし

浦野　由紀子（民事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究活動については、在外研究を通じて、外国法の理論や現状について理解を深める機会に恵

まれただけでなく、日本家族法の特質や理論的問題について、幅広い視野から検討することがで

きた。また、国外で日本家族法の概要を紹介する機会に恵まれたことで、外国法の成果をとり入

れるだけではなく、外に向かって日本法の情報を積極的に発信することの重要性を実感した。今

後は、在外研究で得られた知見をもとにさらに研究を発展させ、深化を図ったうえで、本格的な

論文公表につなげたいと考えている。教育活動については、とくに法科大学院の講義手法のあり

方について苦慮したが、試行錯誤しつつ、少しずつ改善に努めてきた。今後も、教育効果をより

高められるよう、教材の内容や、質疑応答の方法等について工夫したいと考えている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

浦野由紀子 子の名前（ドイツ短信（1））戸籍時報 2004 年 4 月 No.568
70‐73 頁

研究ノート

浦野由紀子 子の養育費（ドイツ短信（2））戸籍時報 2004 年 5 月 No.569
96‐99 頁

研究ノート

浦野由紀子 家族法の学術会議にて（ド
イツ短信（3））

戸籍時報 2004 年 6 月 No.570
60‐63 頁

研究ノート

浦野由紀子 親子関係と血縁（ドイツ短
信（4））

戸籍時報 2004 年 7 月 No.571
100‐103 頁

研究ノート

浦野由紀子 Das japanische 
Scheidungsrecht

Zeitschrift für
das gesamte 
Familienrecht 
(FamRZ)

2004 年 8 月 16/2004,
1252-1256

学術論文

浦野由紀子 ドイツ世話法の現状（ドイ
ツ短信（5））

戸籍時報 2004 年 8 月 No.573
59‐62 頁

研究ノート

浦野由紀子 同性カップルをめぐる問題
（ドイツ短信（6・完））

戸籍時報 2004 年 9 月 No.574
72‐75 頁

研究ノート

浦野由紀子 相続財産である貯金につき、
共同相続人の一人が自己の
相続分を超えて払戻しを受
けた場合における不当利得
返還義務

法学教室（判例セ
レクト）

2005 年 3 月 294 号・別冊
付録、26 頁

判例評釈

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態

浦野由紀子 同性愛者に対する法的保護 ランチョン・スタッ
フセミナー

2004 年 12 月 神戸大学法
学研究科

その他

浦野由紀子 ドイツにおける子の名前を
めぐる問題

神戸大学民法判例
研究会（神戸大学）

2005 年 2 月 神戸大学民
法判例研究
会

その他

２　研究成果の概要と自己評価

　この 2 年間のうち、2004 年 9 月までの期間は、ドイツで在外研究を行なった。この間、ドイ

ツ家族法の全体像について理解を深めただけではなく、日本法（とくに婚姻法や扶養法）の構造

の特徴や今後の課題について、改めて気づかされたことも多かった。在外研究によって得られた

知見を、比較法的視点から日本の家族法研究にフィードバックさせるべく、主として研究ノート

の形で数本を公表した。各論稿は短いものではあるが、さまざまなテーマにつき、ドイツ家族法

の理論と実態に関する最新状況を広い視野から分析したもので、内容的にも斬新かつ示唆的なも

のを含んでいたのではないかと考えている。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法Ⅴ 2004 年度後期 ４単位
民法Ⅳ・特別講義民法Ⅳ 2005 年度前期 ４単位
実定法入門演習 2005 年度前期 ２単位
民法Ⅴ・特別講義民法Ⅴ 2005 年度後期 ４単位

〔自己評価〕

　学部の講義では、教科書を指定し、その内容に沿って授業を進めた。その際、記述の背後にあ

る考え方、他の問題との連関、学説の対立点がどこにあり、それがどのように結論を分岐させる

かなど、教科書に明確には書かれていないことに重点を置いて説明を行なうよう心がけた。また、

適宜、時事問題にも言及し、法と社会との具体的な関わりを示すことで、受講者の興味を喚起す

るよう努めた。授業評価アンケートにおいては概ね良い評価を得たが、今後は、参考資料の配布

等、さらに学生の理解を深めるための工夫をする必要があると感じている。演習科目については、

判例などの具体的事例を素材としてとりあげ、民法の基本的ルールや法解釈の具体的方法を習得

させることを目標とした。教材について毎回予習を課し、課題について予め自分で考えさせると

ともに、授業では学生どうしやグループごとの議論（アウトプット）の機会をできるだけ多くも

うけるなどして、学習意欲を高めるよう配慮した。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習家族法 2004 年度後期 ２単位
対話型演習家族法 2005 年度後期 ２単位

〔自己評価〕

　毎回、予習課題として判例等を素材とする事例問題を課し、講義での質疑応答を通じて、学生

の基礎的学力の向上を図るとともに、応用力の涵養のために、個々の知識に有機的連関をもたせ

るように努めた。その他、小テストを実施することで、基礎的知識・理解のさらなる定着を図っ

た。しかし、授業の進め方についてはいまだ試行錯誤の段階であり、学内でのＦＤ活動等を通じ

て、今後も改善につとめたいと考えている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕

担当なし

４　ＦＤ活動

2004 年および 2005 年、本学部および法科大学院の民事法関係科目の授業参観を行った（神戸
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大学）。

その他、各年 4 回～ 5 回専門を共通にする学内教員と授業方法等に関する会合に参加している。

５　学内各種委員等

広報委員（ホームページ運営小委員会）（2005 年度）

学部教務委員（2005 年度）

法科大学院教務・入試ＷＧ（2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 私法学会、日本家族〈社会と法〉学会
研究会活動 神戸大学民法判例研究会

２　教育活動

放送大学・面接授業「家族法」（2005 年）

３　社会における活動

特になし

４　国際交流

海外出張
在外研究（ドイツ、～ 2004 年 9 月）。なお、この間、ドイツ家族法に関するシン
ポジウムに出席（ドイツ、2004 年 4 月）。ドイツ法・オーストリア法に関する資
料収集（ドイツ、オーストリア、2005 年 8 月・9 月）。

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手研究
（Ｂ）

家族法における法原理の探究
および法規範の内的正当化を
めぐる研究

浦野由紀子 2005 年～

２　その他の研究助成

特になし
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大内　伸哉（労働法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究面では、「労働者」概念の再検討を通して、労働保護法の新たな規制システムについて研

究を進めてきた。今後は、労働に従事する個人について、従属性や非従属性にかかわりなく、広

く保護の対象としたうえで、具体的にいかなる法的保護を構築するのかということについて、外

国法研究もふまえて、より広い観点から検討を進めていくこととしたい。教育面では、学部での

労働法の講義に利用していた教科書を改訂し、内容をアップデートした。また、法科大学院の発

足にともない、法科大学院に対応した教育方法を模索し、同時に、法科大学院向けの教科書であ

る『ケースブック労働法』を編者の一人として作成した。今後は、法科大学院において、実務を

意識した教育をすると同時に、いかにして、アカデミックな内容をそこに盛り込むことができる

かを考えていきたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

大内伸哉
( 編著）

労働条件変更紛争の解決プ
ロセスと法理

日本労務研究会 2004 年 4 月 学術書

大内伸哉
（共編著）

解雇法制を考える－法学と
経済学の視点（増補版）

勁草書房 2004 年 5 月 学術書

大内伸哉
（共著）

雇用形態の多様化とワーク
ルールに関する調査研究報
告書

財団法人労働問題
リサーチセンター、
財団法人社会経済
生産性本部

2004 年 6 月 研 究 報 告
書

大内伸哉
( 編著）

コンプライアンスと内部告
発

日本労務研究会 2004 年 7 月 学術書

大内伸哉
( 共著）

労働関係法の現代的展開̶
中嶋士元也先生還暦記念論
集

信山社 2004 年 12 月 学術書

大内伸哉
（共著）

「労働者」の法的概念：７ヶ
国の比較法的考察

日本労働研究・研
修機構

2005 年 1 月 研 究 報 告
書

Shinya 
Ouchi 

（Guest 
Editor）

Labor Law in Motion Kluwer 2005 年 1 月 学術書

菅野和夫・
土田道夫・
山川隆一・
大内伸哉
（共編）

ケースブック労働法 弘文堂 2005 年 3 月 教科書

大内伸哉
( 共著）

望ましい就業規則－実務と理
論をふまえたモデル規定－

社会経済生産性本
部・生産性労働情
報センター

2005 年 10 月 学術書

大内伸哉
( 単著）

労働法実務講義（第 2 版） 日本法令 2005 年 10 月 教科書
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（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

大内伸哉
( 単著）

労働条件の変更プロセスと
労働者代表の関与

日本労働研究雑誌 2004 年 6 月 527 号
19-30 頁

学術論文

大内伸哉
( 単著）

就業規則による専任職制度
導入に伴う賃金減額の効力

（みちのく銀行事件）

民商法雑誌 2004 年 10 月 130 巻 6 号
1124-1138 頁

判例評釈

大内伸哉
( 単著）

従属労働者と自営業者の均
衡を求めて－労働保護法の
再構成のための一つの試み

『労働関係法の現代
的展開̶中嶋士元
也先生還暦記念論
集』

2004 年 12 月 47-69 頁 学術論文

大内伸哉
( 単著）

コンプライアンスと労働法
(1) ～ (3)

ビジネスガイド 2005 年 3 月
～ 5 月

624 号、625 号
62-67 頁、
626 号 58-63 頁

その他

Shinya 
Ouchi
 （単著）

Il trattamento dei lavoratori 
in relazione all'età 
nell'ordinamento giapponese

Diritto delle 
Relazioni Industriali

2005 年 12 月 N.4/ 
XV-2005, 
p.997-1009

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
Shinya 
Ouchi

Il trattamento dei lavoratori 
in relazione all'età 
nell'ordinamento giapponese

Conferenza 
internazionale

2004 年 11 月 Associazioni 
per gli studi 
internazionali 
e comparati 
sul lavoro 
e relazioni 
industriali

一般講演

２　研究成果の概要と自己評価

　2004 年～ 2006 年においては、「労働者」概念の再検討を通して、労働保護法の新たな規制シ

ステムについて研究を進めてきた。この研究テーマについては、既存の学説にはない独自の見解

（自営業者にも一定の労働保護を付与することとし、保護規制の種類に応じて契約により規制の

取捨を認めるというもの）を打ち出すことができた。また、労働条件変更法理について、従来の

自分の研究成果をベースとして、新たに詳細な判例分析を行い、さらに使用者からの情報提供・

協議の重要性を強調する見解を出し、また過半数代表制度との関係で労働条件変更法理を検討す

る論文も執筆した。こうした判例分析および見解・論文も、学界に一石を投じる内容であった。

このほか、従業員の内部告発に対する保護のあり方についても検討を行い、編者として研究書を

発表した。これは、労働法の観点からのものとしては初の本格的な研究書である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

労働法演習 2004 年前期 2 単位
労働法Ⅱ ( 夜間主 ) 2004 年前期 4 単位
夜間主研究指導 2004 年前期 4 単位
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労働法Ⅰ ( 夜間主） 2005 年後期 4 単位
労働法演習 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　学部の夜間主の講義にあたっては、自分の書いた教科書を使用し、初回に進行表を渡して、各

回において何頁から何頁まで進むということを示すことにより、受講者の予習のための便宜を

図った。労働法演習では、労働法のテーマを広く学ぶということを目的としており、講義でふれ

るような典型的な論点以外に、講義ではふれないが社会に出ると重要と思われるような論点も積

極的にとりいれ、受講者ができるだけ関心をもって演習に参加できるように配慮した。各回にお

いて出席者全員に発言を求めるが、回を重ねるにつれて発言内容が向上していくことが明確にわ

かり、こうした講義方法に一定の教育効果があったと認識している。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

Ｒ＆Ｗゼミ労働法 2005 年後期 ２単位

〔自己評価〕

　Ｒ＆Ｗゼミでは、学生の一部から答案練習に近いような授業をするようにとの要望があったが、

このゼミの趣旨に合わないということで、リサーチの側面を維持するようにした。授業では、労

働法の典型論点について調べて書かせて報告させるという内容であり、学生はそれなりに意欲的

に取り組んでいたが、試験に直結する内容ではないので、不満をもっていた学生もいたかもしれ

ない。もう少し判例を活用した講義をすべきであったかもしれないと、現時点ではやや反省して

いる。なお、学生からのリクエストに応じて、集団的労使関係法についての特別講義およびプレ

テストの講評会を行った。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

特別講義労働法 2004 年前期 ２単位
労働法社会保障法政策論 2004 年前期 ２単位
特別講義労働法 2005 年後期 ２単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）７人 （2005 年度）６人

〔自己評価〕

　特別講義労働法では、受講者の関心に合わせてテーマを選択して、判例や文献を読み、かなり

細かい指導を行った。少人数だったので、個々の受講者に適合した指導ができたと考えているが、

受講者のレベルや関心にばらつきがあるので、一つの授業でこうした講義方法を行うことの妥当

性はもう少し検討したほうがよいかもしれないと考えている。労働法社会保障法政策論は、社会



38 39

人コースの学生が中心であったので、判例を中心に報告をさせて、論点の検討をさせた。社会人

にとっては労働法は身近であるので、講義の中では受講者にできるだけ自由に議論をさせるよう

にしたが、どうしても法的な議論が弱い人もおり、そのような人に法的な思考や議論方法を学ば

せることに苦労した。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

人事委員（2003 年度～ 2004 年度）、広報委員（2004 年度）、図書委員（2004 年度）、神戸双

書刊行委員（2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本労働法学会、日本労使関係研究協会、イタリア近現代史研究会、日独労働法
学協会

学会等役員 日本労働法学会理事（2004 年 10 月～）
学会誌等編
集委員 日本労働研究雑誌編集委員（2000 年 9 月～ 2004 年 9 月、2005 年 10 月～）

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

国際比較労働法セミナーのコーディネータを2回（2004年 3月、2006年 2月。東京）

研究会活動 関西労働法研究会（幹事）

２　教育活動

　神戸松蔭女子大学で非常勤講師「女性と法」（2004 年前期、2005 年後期）、ボッコーニ大学 ( イ

タリア、ミラノ）客員教授（2004 年 11 月～ 2005 年 9 月）

３　社会における活動

　労働政策研究・研修機構の特別研究員（2000 年 9 月～）、「民間等における人事制度、人事管理・

運用等に関する研究会」委員（総務省）（2003 年 4 月～ 2004 年 9 月）、日本労働研究雑誌編集委

員（2000 年 9 月～ 2004 年 9 月、2005 年 10 月～）、「労働契約調査委員会」座長（日本労務研究会）

（2006 年 1 月～ 3 月）

４　国際交流

海外出張 2004 年 11 月～ 2005 年 9 月　ボッコーニ大学（イタリア、ミラノ）の客員教授と
して、研究・教育活動に従事した。
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Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（C2）

就労形態の多様化に対応する
包括的な労働法制のあり方に
関する研究

研究代表者 2003 年～
2005 年

基盤研究
（B2)

ヨーロッパ法と各構成国国内法
との相互作用

研究分担者 2004 年～
2007 年

２　その他の研究助成

特になし

大島　眞一（民事実務・法曹実務教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　裁判所からの派遣教員として，理論と実務を架橋するための教育を行うとの観点から，教育活

動に従事してきた。今後も，担当分野である「民事裁判実務」につき，理論を踏まえた上で，実

務的な視点から教育を行っていきたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

大島眞一
（単著）

重度後遺障害事案における
将来の介護費用－一時金賠
償から定期金賠償へ－

判例タイムズ 2005 年 3 月 1169 号
73 頁－ 86 頁

実務論文

大島眞一
（単著）

交通損害賠償訴訟における
虚構性と精緻性

判例タイムズ 2006 年 2 月 1197 号
27 頁－ 44 頁

実務論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
大島眞一 重度後遺障害事案における

将来の介護費用－一時金賠
償から定期金賠償へ－

日本交通法学会関
西支部研究会

2004 年 11 月 日本交通法
学会関西支
部

一般

大島眞一 交通損害賠償訴訟における
虚構性と精緻性

日本交通法学会関
西支部研究会

2005 年 11 月 日本交通法
学会関西支
部

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　法曹実務家であり，研究活動をしているわけではないが，大阪地裁の第 15 民事部（交通・労
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働災害専門部）に属しているので，交通民事・労働災害関係について，実務的な観点から考察を

行っている。

3　法曹実務経験の概要と自己評価

　2001 年 4 月～ 2004 年 3 月　大阪高裁第 5 民事部・陪席裁判官

　2004 年 4 月～ 2005 年 3 月　大阪地裁第 15 民事部・陪席裁判官

　2005 年 4 月～ 2006 年 3 月　大阪地裁第 15 民事部・裁判長

　大阪高裁第 5 民事部は，通常部であり，民事事件一般を担当し，大阪地裁第 15 民事部は，交通・

労働災害の専門部であり，交通・労働災害事件のみを担当した。

　関与した主な判決は，次のとおりであるが，今後とも適正・迅速な事件処理に努めていきたい。

　大阪高判につき平成 13 年 6 月 15 日（判時 1762 号 119 頁），平成 13 年 11 月 30 日（判タ

1087 号 209 頁），平成 14 年 5 月 16 日（判タ 1109 号 253 頁），平成 14 年 7 月 25 日（訟月 49 巻

5 号 1617 頁，判タ 1106 号 97 頁），平成 14 年 8 月 29 日（労判 837 号 47 頁），平成 14 年 9 月

26 日（判タ 1114 号 240 頁），平成 14 年 10 月 31 日（判タ 1109 号 263 頁），平成 14 年 12 月 26

日（訟月 50 巻 4 号 1387 頁，判タ 1134 号 216 頁），平成 15 年 3 月 28 日（金法 1692 号 51 頁，

金商 1173 号 35 頁），平成 15 年 10 月 10 日（訟月 50 巻 5 号 1482 頁，判タ 1159 号 158 頁），平

成 15 年 10 月 24 日（判時 1850 号 65 頁，判タ 1150 号 231 頁）。大阪地判につき平成 17 年 2 月

14 日（判タ 1187 号 272 頁），平成 17 年 2 月 21 日（判時 1889 号 75 頁，労判 892 号 59 頁），平

成 17 年 6 月 27 日（判タ 1188 号 282 頁）。

Ⅲ　学内活動

１　学部

　担当なし

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習民事裁判実務 2005 年前期 ２単位
Ｒ＆Ｗゼミ民事裁判実務 2005 年後期 ２単位

〔自己評価〕

　これらの科目は，理論と実務を架橋するものとして位置づけられ，民事事件における要件事実

と事実認定を中心とした内容である。すべて具体的な事例を題材とし，学生があらかじめ事例を

検討してくることを前提として，双方向の授業を行うことにより，学生が事実分析力や事実認定

能力の基礎を身につけることができるように努めた。また，Ｒ＆Ｗゼミ民事裁判実務においては，

模擬裁判も実施した。

　基本的な授業内容はこれで良いと思うが，要件事実についてはやや細かい点まで授業で取り上



42 43

げたきらいがある。法科大学院での実務教育の在り方とも関係するが，細かな要件事実の教育は

不要と思われるので，次年度は授業内容を若干変更し，理論を前提としつつ，より生きた民事裁

判実務が理解できるように工夫したい。

３　法学研究科・博士課程

　担当なし

４　ＦＤ活動

　2004 年度・2005 年度に本法科大学院民事法関係科目の授業参観を行った。（神戸大学）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本交通法学会
学会等役員 日本交通法学会理事（2005 年５月から）

２　教育活動

　特になし

大塚　裕史（刑事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　これまで予見可能性論を中心に過失犯論の研究を進めてきたが、この 2 年間は、予見可能性の

判断構造に関する考察をさらに深めると共に、結果回避可能性、実行行為性、さらには医療過誤

の分野における過失の競合の問題について検討した。今後は、過失の競合、過失の共犯の問題に

ついてさらに検討を進める必要がある。また、これまで積み上げてきた予見可能性の判断構造と

管理・監督過失の限界に関する研究成果を纏める作業が諸般の事情から遅れていることは反省す

べき点であり、早急に論文集を刊行することに努めたい。さらに、これまでの教育経験をも踏ま

え、法科大学院の学生向きの刑法総論･各論の教科書（体系書）や演習書の執筆を進めることを

考えている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

大塚裕史
（単著）

刑法総論の思考方法 [ 新版 ] 早稲田経営出版 2005 年 4 月 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

大塚裕史
（単著）

「因果経過」の予見可能性 板倉宏博士古稀祝
賀・現代社会型犯
罪の諸問題（勁草
書房）

2004 年 10 月 159 頁－ 182
頁

学術論文

大塚裕史
（単著）

過失犯における結果回避可
能性と予見可能性̶黄色点
滅信号事件最高裁判決を手
掛かりに̶

神戸法学雑誌 2005 年 3 月 54 巻 1 号
1 頁－ 37 頁

学術論文

大塚裕史
（単著）

チーム医療と過失犯論 刑事法ジャーナル 2006 年 3 月 3 号
15 頁－ 25 頁

学術論文

大塚裕史
（単著）

刑法 110 条 1 項にいう「公
共の危険」の意義

ジュリスト臨時増
刊・平成 15 年度重
要判例解説

2004 年 6 月 175 頁－ 176
頁

判例評釈

大塚裕史
（単著）

高速道路上に自車及び他車
を停止させた過失行為と後
続車の追突により生じた死
傷結果との間の因果関係 

法学教室 2005 年 9 月 300 号
178 頁－ 179
頁

判例評釈

大塚裕史
（単著）

交通事故と信頼の原則（１）
（２）（３・完）

海上警備 2004 年 6 月
2004 年 10 月
2005 年 1 月

329 号 37 頁
－ 5 1 頁 、
330 号 43 頁
－ 5 9 頁 、
331 号 27 頁
－ 43 頁

解説

大塚裕史
（単著）

管理・監督過失と信頼の原
則（１）（２・完）

海上警備 2005 年 3 月
2005 年 12 月

332 号 22 頁
－ 3 6 頁 、
334 号 26 頁
－ 43 頁

解説

大塚裕史
（単著）

業務上の過失、許された危
険と過失，結果的加重犯と
過失、予見可能性、信頼の
原則

三原憲三ほか編・
刑法ゼミナール［総
論］（成文堂）

2004 年 8 月 127 頁－ 141
頁

解説

大塚裕史
（単著）

神戸大学法科大学院未修者
コースの講義を終えて

受験新報 2004 年 10 月 54 巻 11 号
60 頁－ 63 頁

その他

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
大塚裕史 予見可能性と結果回避可能

性
判例刑事法研究会

（神戸大学）
2004 年 7 月 判例刑事法

研究会
その他（判
例研究）

大塚裕史 段階的過失論について 中四国法政学会第
46回大会（岡山大学）

2005 年 10 月 中四国法政
学会

パ ネ リ ス
ト

２　研究成果の概要と自己評価

　予見可能性の判断構造を明らかにする作業の一環として、近鉄生駒トンネル事件などを素材に
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因果経過の予見可能性の問題を検討した。判例･通説は、予見可能性の対象である因果経過を抽

象化しているが、抽象化の基準が全く示されない限り恣意的な結論が出される危険性があり、具

体的予見可能性説を維持する以上具体的因果経過を予見可能性の対象とすべきことを提唱した。

次に、予見可能性と結果回避可能性の関係を分析し、予見可能性判断が結果回避可能性判断の中

に埋没しないようにする必要があることを指摘し、結果回避可能性は予見可能性を仮定して行わ

れる違法判断であることを主張した。これらの問題点は、従来、学説が十分検討をしてこなかっ

た点であり、新たな理論枠組みの提示を試みた点で意義を持つものと思われる。また、近時、過

失の競合を広く認める裁判例が相次ぐ医療過誤事件を素材に、過失同時正犯と過失共同正犯の

相互関係についても検討を加えたが、この点は、問題提起にとどまっている。この問題は、全く

未開拓の分野といってよいので、今後、本格的な研究に着手したいと考えている。なお、予見可

能性の判断構造についての研究は因果経過の予見可能性を検討することで一段階したといえるの

で、早急に纏めて論文集の刊行に努めたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

刑法 2005 年前期 4 単位
実定法入門 演習 2005 年前期 2 単位
夜間主研究指導 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　刑法の講義では、いわゆる論点について判例･学説がなぜ対立するのかを刑法の基本原理･原則

に遡って分析し、それを分かりやすく説明することで、日頃から「考える」刑法を実践した。ま

た、毎回、重要ポイントと豊富な練習問題を掲載した補助教材を配布し教育効果を高めるよう努

めた。授業評価アンケートではある程度満足すべき結果が出ているが、さらに教育内容について

は毎年少しずつ改善し、より完成度の高い授業を提供するよう努めたい。刑法の演習では、具体

的な事件を素材に、判例の読み方、見解対立の原因分析の仕方、自己の立場に基づく議論展開の

方法などを習得させることを目的とした。その成果がどの程度あがっているかは必ずしも明らか

ではないが、演習後のアンケートでは、演習の参加して視野が広がった、じっくりと考えること

ができるようになったなどの意見が寄せられている。今後は、その内容をさらに充実させるよう

に努めたい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

刑事実体法 2004 年前期 ４単位
刑事実体法 2005 年前期 ４単位
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〔自己評価〕

　未修者を対象とする刑事実体法を２年間担当した。分かりやすい講義を心がけるという点では

学生の授業評価アンケートを見る限りはある程度の成果をあげたように思われるが、授業改善に

関する課題は大きい。まず、対話型のメソッドにこだわり過ぎシラバス通りの進行ができなかっ

た。しかし、その点を改善しても、４単位の枠内で刑法総論と刑法各論の全容を理解させるこ

とは非常に難しい。それを実現するためには、講義内容の改善だけではなく、分かりやすい自習

用教材が不可欠であるが、市販教材の中で適切なものが少ないので、今後、教材の開発に努めた

い。また、１Ｌにおける半期の学習で翌年既習者コースの学生と合流し２Ｌ科目を十分消化して

いくためには、１Ｌ時代から簡単な事例問題のトレーニングを積み、事例の中から論点を発見し

適切な解決に向けて法律構成ができる能力を養成する必要がある。刑事実体法の講義の中で事例

トレーニングは行っているが、今後は、確実に実力が身についているかを確認しながらさらに内

容を充実させる必要があると考えている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

刑事法特殊講義 2005 年後期 ２単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）０人 （2005 年度）３人

〔自己評価〕

　2005 年度は最新の刑事判例を素材に、事実関係の詳細な分析、判例の理論構成の当否、判例

の射程距離や関連する学説の到達点の確認、今後の検討課題の抽出などを検討した。刑事法の専

攻者以外の受講者が多かったので受講生にとってはハードな内容であったと思われるが、報告、

議論ともおおむね満足をできる内容であったと思われる。

４　ＦＤ活動

　2004 年度、本法科大学院刑事法関係科目の授業参観を行った。 

　2005 年度、法科大学院運営委員会教育改善ＷＧ長として、教育改善に関する学生アンケート

を実施し、教育改善に関する問題点の把握に努めると共に、教員対象の教育改善に関する意見交

換会を実施した。

５　学内各種委員等

　全学評価委員会委員（2005 年度）

　法学研究科人事委員会委員（2005 年度～）

　大学院教務委員会委員（2004 年度）

　評価委員会委員長（2005 年度）
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　法科大学院運営委員会委員（2005 年度～）、法科大学院運営委員会教育改善ＷＧ長（2005 年度）

　神戸法学会理事長（2004 年度～ 2005 年度）

　欧文紀要刊行会編集委員会委員長（2004 年度～ 2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本刑法学会、日本医事法学会、日本犯罪社会学会、中四国法政学会

研究会活動 判例刑事法研究会（神戸大学）、刑事法研究会（早稲田大学）、特別刑法研究会、
瀬戸内刑事法研究会

２　教育活動

　特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（Ｂ）

交通犯罪の刑事実体法的・手
続法的研究

研究分担者 2004 年～
2005 年

２　その他の研究助成

　特になし

大西　裕（行政学・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　韓国における金融政策の展開を中心に、比較政治学的な観点から政治と経済の関係を調査・分

析することにこの２年間は重点を置いて研究した。その成果は、2005 年９月に『韓国経済の政

治分析 - 大統領の政策選択 -』（有斐閣）として出版、公表した。今後２年間は、以上の政治経済

学的な関心からなされる調査・分析に加えて、民主主義体制の持続と性格について調査・分析し

ていきたいと考えている。すなわち、猪口孝らがおこなったアジア諸国における民主主義に関す

るアンケート調査（アジア・バロメーター）の分析と、辻中豊らが現在おこなっている社会集団・

市民社会に関する多国調査の分析をおこない、それを政治経済学と結びつけて、民主主義体制の

持続や性格変化に関する動態的な分析を予定している。教育については、前任校（大阪市立大学）

での担当科目であった「公共政策論」の経験を生かしつつ、行政学、政治過程論を担当した。行

政の活動や政治過程は、学生には身近な存在ではないので、今後は教育手法等を工夫していきた
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いと考えている。なお、報告者は 2005 年 10 月に本校に赴任した点を了解されたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
大西裕

（単著）
韓国経済の政治分析 有斐閣 2005 年 9 月 学術書

大西裕
（分担執筆）

黒岩郁雄編『開発途上国に
おけるガバナンスの諸課題』

アジア経済研究所 2004 年 2 月 学術書

大西裕
（分担執筆）

辻中豊・廉載鎬編著『第Ⅱ
巻　現代韓国の市民社会・
利益団体：日韓比較による
体制移行の研究』

木鐸社 2004 年 4 月 学術書

大西裕
（共著）

『新版　比較・選挙政治』 ミネルヴァ書房 2004 年 3 月 教科書

大西裕
（分担執筆）

Jiro OKAMOTO ed.,Trade 
Liberalization and APEC"

Routledge 2004 年 5 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
大西裕

（単著）
分裂の民主主義̶地域主
義政党制の低パフォーマン
ス̶

現代韓国朝鮮研究 2005 年 11 月 第 5 号、 
pp.12-21

学術論文

２　研究成果の概要と自己評価

　この 2 年間の研究成果は、主として２つに分かれる。ひとつは、韓国の金融政策・金融行政に

関するもので、もうひとつは、政治・行政の日韓比較研究に関するものである。

　金融政策・金融行政に関するものは、平成 13 年度・平成 14 年度奨励研究（A）「1990 年代以

降の韓国における金融行政の変化の研究」の成果で、1993 年から始まる部分的金融自由化と、

その後の停滞について、「グッド・ガバメントからグッド・ガバナンスへ？－東アジアの経験再

考－」として公表した。同じ系列で、平成 15 年度・平成 16 年度若手研究（Ａ）「民主化にとも

なう政党制の変容が経済政策に与える影響：韓国の場合」（通算 310 万円）の成果で、民主化を

前後して政党制が大幅に再編された韓国で、再編によって経済政策がどのように変化したのかを

分析し、単著『韓国経済の政治分析』として公表した。1960 年代以降の韓国の金融政策の政治

学的説明は以上の研究で相当程度明らかにされたと考えられるが、金大中政権以降の経済政策に

ついては分析が不十分であるため、今後の調査が必要であると考えられる。

　もう一つの系列は、平成 14 年度～ 16 年度基盤研究 (B)「日本・韓国の公共政策・政策過程に

関する体系的比較研究」（辻中豊筑波大学教授（研究代表）のほか研究分担者６名、共同で総額）

で、利益集団と政府・与党関係における日韓の違いを「与党ネットワーク」をキーワードに析出

し、成果の一部は『現代韓国の市民社会・利益団体』（辻中豊・廉載鎬編、木鐸社）に公表した。

ただし、辻中教授の下で集められたデータは 1997 年のものであるため、現在の日韓の利益集団
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と政党・政府の関係を示すにはいささか古くなっているといわざるを得ない。また、利益集団の

政策志向が一般有権者の志向といかなる違いがあるかもわかってはいないが、こうした点は政治

の変化が近年と身に激しい日韓両国を対象にする上で不十分な点である。これらの点は、現在進

行中の科研プロジェクトで調査・分析を進めていきたいと考える。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

行政学 2005 年後期 4 単位
行政学 ( 夜間主 ) 2005 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたっては、自作の講義資料によりつつ、受講者に適宜質問を行ったり、アンケー

トを行うなどして、講義が単調・一方的にならないよう心がけている。講義の内容や形式につい

ては、概ね好評のようであるが、行政現象や政策過程については、社会経験の浅い学生は直感的

には理解しがたい面があるという指摘を受けているので、具体的な事例を引くなどコンテンツの

開発をおこないたい。2005 年度は年度途中で神戸大学に異動したこともあり、学生に質問時間

を設定することができなかったので、今後設定して、疑問点の早めの解消に努めたい。

２　法科大学院

　担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

行政学特殊講義 2005 年後期 ２単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度） （2005 年度）０人

〔自己評価〕

　2005 年度はゲーム理論の入門書と大統領制下の政策結果に関する文献を講読した。赴任直後

ということもあり、学生の水準等を十分把握できておらず、学生が課題を未消化であった可能性

があるので、今後是正していきたい。

４　ＦＤ活動

　赴任後間がないため、ＦＤ活動には今後参加していきたい。
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５　学内各種委員等

　赴任後間もないのでない。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 政治学会、行政学会、比較政治学会、国際政治学会、公共政策学会、現代韓国朝
鮮学会、アジア政経学会

学会等役員 現代韓国朝鮮学会理事 (2004 年 11 月より )
学会誌等編
集委員 比較政治学会編集委員（2005 年６月まで）

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

政治学会 2005 年度分科会「民主化以降の民主主義」、比較政治学会 2004 年度分科
会「執政の変容と継続̶新興大統領制民主主義国における制度改革の政治」を企
画した。

研究会活動 関西行政学研究会、関西政治経済学研究会

２　教育活動

　大阪市立大学法学部第 1 部「公共政策論」（2004 年度～ 2005 年度）「公共政策論演習」（2005

年度）「外国書購読」（2004 年度）「政治学発展科目」（2004 年度）第 2 部「公共政策論」（2004 年度）

大阪市立大学大学院法学研究科「公共政策論」（2004 年度～ 2005 年度）法曹養成専攻「公共政

策論」（2005 年度）（以上、前任校）、関西学院大学法学部「地域政治 F：韓国の政治」（2004 年

度～ 2005 年度、非常勤講師）、甲南大学法学部「アジア地域研究」（2004 年度～ 2005 年度、非

常勤講師）、京都大学法学部「韓国の政治と経済」（2004 年度夏季集中講義、非常勤講師）

３　社会における活動

　京都市市政史編さん委員（1998 年～）

４　国際交流

海外出張

2004 年 2 月 8 月、10 月韓国（科研費現地調査）、10 月韓国（韓国セジョン研究所
主催シンポジウムに出席・報告）、12 月韓国（韓国統一部主催意見交流会に報告・
出席）、2005 年 2 月韓国（科研費現地調査）、6 月韓国（日韓国交正常化 40 周年記
念シンポジウムに出席・報告）、12 月韓国（科研費現地調査）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
(B)( 一般 )

広域的な自治体間連携の在
り方に関する国際比較研究

研究分担者 2004 年度～
2006 年度

特別推進
研究

日韓米独中における３レベ
ルの市民社会構造とガバナ
ンスに関する総合的比較実
証分析

研究分担者 2005 年度～
2009 年度
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基盤研究
(A)

民主主義の規範定着に関す
る比較研究

研究分担者 2005 年度～
2007 年度

基盤研究
(C)

日本と韓国における政治エ
リートの行動

研究分担者 2005 年度～
2007 年度

若手研究
(A)

民主化にともなう政党制の
変容が経済政策に与える影
響：韓国の場合

研究代表者 2003 年度～
2004 年度

基盤研究
(B)

民主化の定着に関する比較
研究

研究分担者 2002 年度～
2004 年度

基盤研究
(B)

日本・韓国の公共政策・政
策過程に関する体系的比較
研究

研究分担者 2002 年度～
2004 年度

２　その他の研究助成

特になし

樫村　志郎（法社会学・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この期間は、ほとんど共同研究を通じて、研究・教育を行った。(1) 2003 年 9 月以来、COE

研究事業「『市場化社会の法動態学』研究教育拠点」の事業推進担当者として、また、2004 年

10 月からは同事業のリーダーとして、COE プロジェクトに多大の時間と労力を投じた（2004 年

9 月まで事業推進担当者等、2004 年 10 月から拠点リーダー等）。本プロジェクトは 2007 年度ま

で継続の予定である。(2) 2003 年以来、特定領域研究「法化社会の民事司法」の B 班 ( 計画研究

の代表者、班の責任者）を総括し全国法行動調査を実施した。本研究は、2008 年度まで継続の

予定である。(3) 2003 年から基盤研究「弁護士過疎地における法的サービス供給の構造」を実施

し、報告書をまとめた（研究代表者）。本研究は 2005 年度に助成期間が終了した。(4) 2003 年度

まで助成を受けた「修復的司法」に関する共同研究（代表者、西村春夫常盤大学教授）について、

出版助成金を得て、研究成果を書物として刊行した。(5) 2003 年度から 2005 年度まで、日本法

社会学会の企画委員会の委員として学会企画を行い、2004 年の学術大会では全体シンポジウム

で報告した。(6) 震災研究に関しては、阪神淡路大震災 10 周年事業・震災 10 年シンポジウムの

企画、実施に参加し、( 財 ) 阪神・淡路大震災記念協会「震災オーラルヒストリー」記録活動に

参加し、神戸大学工学部を中心として震災教育を研究する現代教育ＧＰプロ ジェクト「震災教

育システムの開発と普及」（2005 年から開始）に参加し、最後のものでは震災ニュースの分析と

素材の教育応用を検討した。これらを通じて、法のエスノメソドロジーの確立に向けた研究、法

律相談研究、司法へのアクセスパターンの研究、修復的司法の適用可能性に関する研究、法社会

学の主題としての死と生にかかる研究について、論文等を公表し、研究会を主催する等の活動を
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行った。複数の共同研究プロジェクトが進行しているため、研究会実施や調査の組織や設計に多

くの注意を払いつつ、研究関心の統一性を保ち、相互に関係づけられた成果が得られるよう努力

した。教育においては、COE プロジェクトの一環として法動態学講義を展開すること、そして、

前期から引き続き、通常の講義等において法社会学およびエスノメソドロジーへの一般的入門等、

教育のための素材・手法を充実・発展させることと、ゼミ等を通じては、双方向的な少人数教育

を実施することに、力を入れた。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

樫村志郎
（分担執筆）

実践エスノメソドロジ）ー
入門（分担執筆部分　第 10
章「法現象の分析」）

有斐閣 2004 年 5 月 教科書

樫村志郎
（分担執筆）

法と社会へのアプローチ（分
担執筆部分　第５章「エス
ノメソドロジーと法」）

日本評論社 2004 年 10 月 教科書

樫村志郎
（共編著）

法社会学の可能性（執筆部
分　第１１章「『相談の語り』
とその多様性」）

法律文化社 2004 年 8 月 学術書

樫村志郎
（分担執筆）

逸脱研究入門ー逸脱研究の
理論と技法－（分担執筆部
分　第８章「会話分析によ
る研究」）

文化書房博文社 2004 年 10 月 教科書

樫村志郎
（共編著）

修復的司法の総合的研究－
刑罰を超え　新たな正義を
求めて－

風間書房 2006 年 1 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

樫村志郎
（単著）

法動態学の構想 神戸法学雑誌 2004 年 6 月 54 巻 1 号 3
頁（3-38 頁）

学術論文

樫村志郎
（単著）

法社会学の主題としての「死
と生」－「死の法社会学」
にむけて－

法社会学 2005 年 4 月 62 号 31 頁
（31-40 頁）

学術論文

樫村志郎
（単著）

司法過疎とその対策 法社会学 2005 年 10 月 63 号 161 頁
（161-185 頁）

学術論文

樫村志郎
（単著）

Beginning a Legal 
Consultation: a Sequential 
Analysis

CDAMS Discussion 
Paper Series

2005 年 9 月  05/12 学術論文

樫村志郎
（単著）

司法過疎とその対策 CDAMS Discussion 
Paper Series

2005 年 12 月  05/18 学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
樫村志郎 法社会学の主題としての「死

と生」
日本法社会学会学
術大会

2004 年 5 月 日本法社会
学会

一般講演
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樫村志郎 Patterns of Beginning and 
Topic Generation in Legal 
Consultation

Conference on 
Health, Rights and 
Persons

2004 年 5 月 Faculty of 
Politics, 
University of 
Cambridge

一般講演

樫村志郎 Everyday Methods for Find-
ing a Rule

比較規範生成論の
可能性

2004 年 7 月 神戸大学文
学部

一般講演

樫村志郎 リーガルカウンセリングに
ついて

成年後見センター・
リーガルサポート
研修会

2005 年 3 月 兵庫県司法
書士会

招待講演

樫村志郎 Beginning a Legal Consulta-
tion: A Sequential Analysis

International Insti-
tute for Ethnometh-
odology and Con-
versation Analysis, 
2005 Meeting

2005 年 8 月 International 
Institute for 
Ethnometh-
odology and 
Conversation 
Analysis

一般講演

樫村志郎 A Summary Report of the 
Social Science Symposium

International Forum 
for 10th Anniversa-
ry of Hanshin-Awaji 
Great Earthquake

2004 年 12 月 神戸大学 一般講演

樫村志郎 Patterns of Beginning and 
Topic Generation in Legal 
Consultation

言語と社会の規範
性に関するワーク
ショップ

2004 年 12 月 神戸大学「市
場化社会の
法動態学」研
究センター

一般講演

樫村志郎 法は地域に根づくか？－「司
法過疎」現象から見て－

〈法のクレオール〉と
主体的法形成にかか
る研究会

2006 年 3 月 北海道大学
法学研究科

招待講演

樫村志郎 基調報告・法学の研究・教
育におけるシミュレーショ
ン

関西学院大学法科大学
院法科大学院等専門職
大学院形成支援プログ
ラム第２回国際シンポジ
ウム「模擬法律事務所
はロースクールを変える
か－シミュレーション教
育の国際的経験を学ぶ
－

2006 年 2 月 関西学院大
学法科大学
院

招待講演

２　研究成果の概要と自己評価

　（1）『神戸法学雑誌』に発表した「法動態学の構想」は、COE プロジェクトの理論的意義の１

つを綱領的に明らかにしようとしたものである。（2）分担執筆の『実践エスノメソドロジー入門』、

『法と社会へのアプローチ』、『逸脱研究入門』、また比較規範生成論に関する会議で行った研究報

告は、法のエスノメソドロジーを構築しようとしたものである。（3）共編著『法社会学の可能性』

は、棚瀬孝雄京都大学教授の還暦を祝賀し、主として同世代の研究者とともに論文集を編集した

ものである。同書に寄稿した私自身の論文、ケンブリッジ大学、ベントレー大学、神戸大学言語

と社会規範に関するワークショップにおける報告（CDAMSディスカッションペーパー05/12）は、

法律相談の相互行為構造を解明しようとしたものである。兵庫県司法書士会成年後見センター・

リーガルサポート研修会における講演は、その教育的応用である。（4）『法社会学』63 号（CDAMS

ディスカッションペーパー 05/18）に発表した論文、＜法のクレオール＞と主体的法形成にかか

る研究会で行った報告は、弁護士過疎地にかかる研究の成果である。（5）共編著『修復的司法の
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総合的研究』は、修復的司法の適用可能性につき、実務、国際比較、理論の各側面から解明した

ものである。（6）『法社会学』62 号に発表した論文は、2004 年の法社会学会で行った報告をま

とめたものであり、法社会学の主題としての死の概略を描こうとしたものである。（7）関西学院

大学国際シンポジウムにおける報告は、法学の教育と研究におけるシミュレーションの意義をま

とめたものである。計画にしたがい、成果をあげた。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

社会問題自主研究 2004 年前期、後期、
2005 年前期

2 単位

法社会学概論 2005 年前期 4 単位
夜間研究指導 2005 年前期 8 単位
法社会学演習 2004 年前期、後期、

2005 年前期、後期
2 単位

応用法社会学 2004 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　計画にしたがい、成果をあげた。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

R&W ゼミ法社会学 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　受講者がなかったので評価できない。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法社会学特殊講義 2004 年度後期、
2005 年度後期

2 単位

現代法社会学特殊講義 2004 年度後期 2 単位
応用法社会学特別特殊講義 2004 年度後期 2 単位
法動態学特殊講義 2004 年度前期、後期、

2005 年度前期、後期
2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）６人 （2005 年度）６人

〔自己評価〕

　計画にしたがい成果をあげた。
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４　ＦＤ活動

　なし

５　学内各種委員等

　学術研究推進委員会、震災 10 年事業委員会、震災 10 年事業継続委員会、COE 推進委員会

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本法社会学会、日本犯罪社会学会、数理社会学会
学会等役員 日本法社会学会理事
シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

COE 事業等を通じて、多数

研究会活動 COE 事業等を通じて、多数

２　教育活動

　2005 年 9 月兵庫県立大学（法社会学、民事訴訟法）

３　社会における活動

　兵庫県法律扶助協会運営委員、大阪府消費者苦情審査会委員、平成16年度科学研究費説明会（神

戸大学）講師、兵庫県司法書士会・リーガルサポート兵庫センター研修会講師、関西学院大学ロー

スクール形成支援プログラム第２回国際シンポジウム講師

４　国際交流
海外出張 2004 年 5 月（英国）、2005 年 8 月（米国）、2005 年 10 月 ( デンマーク）
外国人研究
者受入れ Paul Drew（2004 年）他

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

特定領域研
究

法化社会における民事司法 総括班・分担者 2003-2008

特定領域研
究

市民の法使用の実態と課題
－司法型、行政型、民間型
ADR の使用－

代表者 2003-2008

基盤研究 弁護士過疎地における法的
サービス供給の構造－事例
調査と大量調査を通じて－

代表者 2003-2005

21 世紀 COE
補助金

『市場化社会の法動態学」研
究教育拠点

事業推進担当者・拠点
リーダー

2003-2007
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２　その他の研究助成

　なし

角松　生史（行政法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2002 年度公法学会報告において、筆者は、行政＝情報処理システムという見方に立脚した上で、

「情報産出能力と情報コスト負担に着目した制度設計が我々の課題となる」という研究課題を提

示した。その観点から都市計画法制、景観利益の法的位置づけなどについて検討したのがこの間

の主要な業績である。それに加え、行政法･行政救済法についての分担執筆論文・注釈書などに

も取り組んだ。また、前任校時代の 2004 年 9 月までのドイツ･ミュンヘンへの出張期間に日本

法教育に取り組むとともに、日本法に関する若干の講演を行った。2005 年 9 月は、ドイツ語に

よるはじめてのシンポジウム報告を担当した。

　なお、本学着任が 2005 年 10 月であるため、教育活動・学内活動については、海外における

教育活動を別とすれば、着任以降の分についてのみ記した。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

角松生史
( 共著）

矢作弘／小泉秀樹編『成長
主義を超えてー大都市はい
ま（シリーズ都市再生１）』

日本経済評論社 2005 年 5 月 学術書

角松生史
( 共著）

行政訴訟実務研究会編『自
治体法務サポート行政訴訟
の実務』

第一法規 2006 年 3 月 注釈書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

角松生史
( 単著）

『計画による公共性』再考̶ド
イツ建設法における『計画附
随的収用』

三辺夏雄 / 磯部力
/ 小早川光郎 /_ 橋滋
編『原田尚彦先生古
稀記念　法治国家と
行政訴訟』（有斐閣）

2004 年 8 月 513-549 頁 学術論文

角松生史
( 単著）

景観保護と司法判断̶国立市
マンション事件民事控訴審判
決

矢作弘／小泉秀樹編
『成長主義を超えてー
大都市はいま（シリー
ズ都市再生１）』

2005 年 5 月 257-277 頁 学術論文
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角松生史
( 単著）

憲法『改正』動向をどう受け止
めるか：行政法との関係̶行
政訴訟制度をめぐって

法学セミナー612号 2005 年 12 月 33-38 頁 学術論文

角松生史
( 単著）

行政事務事業の民営化 行政法の争点（第3
版）

2004 年 9 月 33-35 頁 学術論文

角松生史
( 単著）

食品衛生法違反通知の処分性
（最判 2004 年 4 月26日民集
58巻 4号 989頁）

法政研究72巻 2号 2005 年 11 月 72 巻 2 号
379-396 頁

判例評釈

角松生史
( 単著）

審理の対象̶理由の差替え（最
判1981年 7月14日民集35巻
5号 901頁）

租税判例百選（第4
版）

2005 年 10 月 236-237 頁 判例評釈

河内宏 /
角松生史
（共訳）

ミヒャエル・ケスター「ドイツ
法と欧州共同体法の緊張関係
の中における契約法」

法政研究72巻 4号 2006 年 3 月 215-227 頁 翻訳

釜谷真史 /
角松生史
（共訳）

ダグマー・ケスター＝ヴァルチェ
ン「平等取扱と契約自由」

法政研究72巻 4号 2006 年 3 月 229-245 頁 翻訳

角松生史
（単著）

第11条（被告適格等） 行政訴訟実務研究
会編『自治体法務サ
ポート行政訴訟の実
務』

2006 年 3 月 451-472 頁 条文注釈

角松生史
（単著）

第15条（被告を誤った訴えの
救済）

行政訴訟実務研究
会編『自治体法務サ
ポート行政訴訟の実
務』

2006 年 3 月 541-555 頁 条文注釈

角松生史
（単著）

第23条（行政庁の訴訟参加）行政訴訟実務研究
会編『自治体法務サ
ポート行政訴訟の実
務』

2006 年 3 月 711-719 頁 条文注釈

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
角松生史 食品衛生法違反通知の処分

性
福岡行政判例研究
会

2005 年 6 月 福岡行政判
例研究会

その他(判
例研究）

角松生史 Steuerung stadtraeumlicher 
Entwicklung und Bebauung 
unter burgerschaftlicher Mit-
wirkung durch Stadtplanung-
srecht

Dezentralisierung 
und kommunale 
Selbstverwaltung 
in Deutschland und 
Suedostasien am 
Beginn des 21. Jah-
rhunderts 

2005 年 9 月 ドイツ・シュ
パイヤー行
政大学院

一般

角松生史 都市景観の保全と形成̶都
市政策新展開の方向

日本土地法学会関
西支部総会･学術研
究大会

2005 年 12 月 日本土地法
学会関西支
部

一般

角松生史 景観利益と法の経済分析 『市場の法秩序』研
究会

2006 年 3 月 神戸大学「市
場化社会の
法動態学」研
究センター
(CDAMS)

一般

角松生史 景観保全の法的位置づけ 都市法研究会 2006 年 3 月 東京大学社
会科学研究
所

一般
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角松生史 景観保全の法的位置づけ 「市場環境・生活
環 境 の 秩 序 形 成
における公私の協
働 ̶̶《 公 共 圏 》 
の実定法学的構造」

（代表・吉田克己）
研究会

2006 年 3 月 北海道大学
大学院法学
研究科

一般

角松生史 景観権訴訟の現状と展望 シンポジウム「景
観保全の現状と課
題 」

2005 年 10 月 都市住宅学
会

パ ネ リ ス
ト

角松生史 Japan’s Constitution and its 
effect on Foreign Policy

市民講座：
Die neue Unue-
bersichtlichkeit: 
Zur Multiporalitaet 
der internationalen 
Ordnung

2004 年 6 月 Akademie 
für Politische 
Bildung Tutz-
ing

講師

角松生史 The Birth of the Constitution 
of Japan 

招待講演 2004 年 5 月 レイキャビ
ク大学

招待講演

角松生史 ナチス政権下における『合
法的革命』論について̶『八
月革命説』との関連で

九州公法判例研究
会

2004 年 11 月 九州公法判
例研究会

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　（1）大学院博士課程以来の研究テーマである「公共性」についての久しぶりの業績として、ド

イツにおける「計画による公共性」の観念を、都市建設法上の「計画附随的収用」という制度に

即して考察した。

　（2）いわゆる国立マンション訴訟に関係した「景観利益」をめぐる法的考察は近時の筆者の主

要研究テーマとなっているが、本期間中は「景観保護と司法判断」という論文を執筆し、数回の

研究会報告を行った。「都市空間についての意味情報の産出・処理過程の行政法的位置づけ」と

いう観点から景観の問題を位置づけるのが、一貫した考察視角である。上記論文では、日常景観

の重視、協議型まちづくりへの着目などの従来の観点に加え、（i）「審美的判断の主観性」論 (ii)

地域空間の意味の「物語性」などについてやや突っ込んだ考察を試みた。また同時に、コースの

定理に依拠した景観利益批判論について分析し、「法と経済学」的知見への応答を試みた。また、

2005 年 12 月の土地法学会関西支部報告においては、2004 年景観法のオープン･エンド的性格に

着目した分析を試みた。

　（3）2004 年行政事件訴訟法改正を受けて、従来筆者にとって手薄な領域であった行政救済法

の分野でも若干の研究を行った。新行訴法の注釈書を分担執筆（行政訴訟実務研究会編『自治体

法務サポート行政訴訟の実務』）するとともに、（i）処分性をめぐる近時の注目すべき裁判例で

ある最判 2004.4.26 の評釈（ii）行政事件訴訟法のルーツを探るものとしての兼子一研究などに

も取り組んだ。

　（4）その他、学界全体の企画といえる『行政法の争点』『租税判例百選』を分担執筆した。



58 59

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

行政法 A 2005 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　自作の講義資料を学生に毎回配布し、適宜板書を織り交ぜながら授業している。前任校時代

と同様、Web 上の資料等を活用しつつ、徹底的に具体例を示すことを重視した授業を展開した。

そのため、時間的にはかなり窮屈になり、補講を 2 回行わざるを得なかった（ただし、うち一回

は休講分の補完）ことが反省材料である。

　授業における獲得目標として、（1）行政活動の法的根拠や制限を定める実際の法令にできるだ

け触れること（2）行政活動をめぐる多面的な利害関係を理解すること（3）裁判例を読むことで、

法的な論理展開に習熟することを設定した。試験が未採点（卒業予定者を除く）であり、もっと

も授業評価アンケートの結果をみると、目標が十分達成されたとまではいえない。

　授業の進め方の工夫としては、メーリングリストや Web 頁で授業レジュメや参考資料を受講

者に送信し、また、質問への解答をメーリングリストに送付し、受講者全てが共有できるように

した。質疑応答をほとんど取り入れることができなかったことも反省材料である。

２　法科大学院

　なし

〔自己評価〕

　本学着任が 2005 年 10 月であるため、授業は一切担当していない。但し、３L 学生の答案練習

会 (2006 年 1 月、3 月）には、出題･採点･講評を分担した。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

行政法政策論特殊講義 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　社会人コース･研究者コースの学生が混在する標記講義において、判例･学術論文の読解の基礎

を講義するとともに、学生の報告を受けて討論した。学生の実務経験に基づく議論の方向整理に

はある程度成功したと思う。
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本公法学会

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

・ドイツ･ミュンヘン日独法律家の会シンポジウム「法継受と衝突」を共同でオー
ガナイズ (2005 年 7 月）
・九州大学 P&P シンポジウム「多文化社会における法概念の受容と衝突」(2005
年 3 月）を共同でオーガナイズ、討論通訳を分担した
・関西大学第 31 回現代法セミナー「ドイツにおける行政裁量の裁判的統制」( 報
告者：エッカルト・ヒーン（ドイツ連邦行政裁判所長官））の運営に協力、討論通
訳を務めた (2006 年 2 月）

研究会活動 神戸大学「市場化社会の法動態学」研究センター (CDAMS)「市場の法秩序研究会」
の運営に協力した

２　教育活動

　九州大学大学院法学府 LLM/YLP コース Japanese Constitutional and Administrative Law 集中

講義 (2005 年 12 月、2006 年 1 月）

３　社会における活動

農政調査会「農地制度をめぐる状況の変化の実態調査と検証にかかる研究委員会」委員（2005

年 7 月̶）

日本ディベート研究会九州支部の運営に協力、第 3 回 JDA 九州ディベート大会 (2005 年 12 月）

の審判を務める

全国教室ディベート連盟「全国中学・高校ディベート選手権」( 略称 ; ディベート甲子園 ) 九

州大会審判を務める (2004 年 7 月、2005 年 7 月）

都市住宅学会シンポジウム「景観保全の現状と課題」(2005 年 10 月）においてパネリストを

務める

ドイツ･ Tutzing 政治教育アカデミー市民講座において講師を務める (2004 年 6 月）

福岡県杷木町「個人情報保護研修」の講師を務める (2005 年 8 月）

４　国際交流

海外出張

・ドイツ・ミュンヘン大学法学部客員教授として日本法・日本公法の授業を担当
した（2003年9月ー2004年9月）。
・ドイツ・シュパイヤー行政大学院主催のシンポジウム「21世紀初頭におけるド
イツと南・東アジアにおける分権化と地方自治」(2005年9月）に参加し、報告し
た。
・九州大学大学院YLPコース候補者面接のため、モンゴルに出張した(2005年2
月）
・講演および学術交流協定(九州大学法学研究院等̶レイキャビク大学法学部）の
下準備のためアイスランドに出張した(2004年5月）
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Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤（ｃ） 情報処理システムとしての
都市法に関する比較公法学
的研究

研究代表者 2005-2007
年度

２　その他の研究助成

特になし

季　衛東（中国法、法社会学・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　司法改革に関する日中比較という観点から、この 2 年間は、裁判システムをめぐる問題状況を

整理し、公平と効率の基準による制度設計を検討するとともに、中国的現象の類型化・モデル化

に努めていた。また、よき資本主義的経済秩序、グローバル化における中国のアイデンティティ

の定位および法治化のためのさまざまな改革を中心に、学界向けの思考実験および中国社会実践

向けの発言を繰り返してきた。今後、中国的法曹構造の再編成に焦点を合わせながら司法改革お

よび政治改革を掘り下げて考察し、なかでも弁護士の行動様式や法律事務所の組織形態に関する

実証分析および理論構築の作業を行いたいと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

季　衛東
（単著）

法律程序的意義 中国法制出版社 2004 年 11 月 学術書

季　衛東
（単著）

中国的裁判の構図̶̶公論
と履歴管理の狭間で進む司
法改革

有斐閣 2004 年 11 月 学術書

季　衛東
（単著）

憲政新論̶̶全球化時代的
法與社会変遷（第２版）

北京大学出版社 2005 年 3 月 学術書（一
部 評 論 を
付録）

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

季　衛東 中国的公論の諸相̶̶基層
秩序生成の動態と言説媒体

三 谷 博 ( 編 )『 東
アジアの公論形成』
( 東京大学出版会 )

2004 年 12 月 245 頁 ̶283
頁

学術論文
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季　衛東 法律程序的形式性與実質
性̶̶以対程序理論的批判
和批判理論的程序化為線索

北京大学学報 ( 人
文社会科学版 )2006
年第１号

2006 年 1 月 109 頁 ̶131
頁

学術論文

季　衛東 最高人民法院的角色及其演
化

清華法学第７号 2006 年 1 月 ４頁̶20 頁 学術論文

季　衛東 結構的組合最優化̶̶探索
中国法與社会発展的新思路

論文集『国家、市場、
社会̶̶当代中国
的法律與発展』論
文集 ( 中国政法大
学出版社 )

2006 年 1 月 59 頁̶86 頁 学術論文

季　衛東 Legal Education in China: A 
Great Leap Forward of 
Professionalism

Kobe University 
Law Review 
(international 
edition 2004)

2006 年 3 月 第 39
巻 １ 頁 ̶21
頁

研 究 ノ ー
ト

季　衛東 施米特憲法学説的叡智與偏
見

二十一世紀第 94 号 2006 年 3 月 ４－ 14 頁 学術論文

季　衛東 中国の視座からみた憲法平
和主義の行方

法学館憲法研究所
編『日本国憲法の
多角的検証』( 日本
評論社 )

2006 年 3 月 第 2 部 第 4
章 207 頁 －
225 頁 ( 分担
執筆 )

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
季　衛東 東アジアにおける公論形成の

展望̶̶ネオ立憲主義的言説
と運動を手掛かりとして

東方国際学者会議 2004 年
5 月 21 日

東方国際学
者会議

一般報告

季　衛東 中国におけるＷＴＯ体制の
受容

神戸大学公開講座 2004 年
7 月 3 日

神戸大学大
学院法学研
究科

一般報告

季　衛東 The Paradigm Shift of Legal 
Order in the Global Age and 
Experience of the Chinese 
Civilization

Beijing Forum 2004 2004 年
8 月 24 日

北京大学 招待講演

季　衛東 中国司法的思惟方式及其文
化特徴

中国政法大学公開
講座

2004 年
11 日 4 日

中国政法大
学法学院

招待講演

季　衛東 中国法のパラダイムとグ
ローバルな時代における文
明間の対話

早稲田大学比較法
研究所国際シンポ
ジウム

2004 年
11 月 28 日

早稲田大学比
較法研究所

一般報告

季　衛東 Judicial Reform in China and 
Its Political Implications

RCSL Annual 
Meeting Law and 
Justice Beyongd 
Borders

2005 年
7 月 12 日

the Research 
Committee 
of Sociology 
of Law, ISA

一般報告

季　衛東 Public Discourse about 
the Fourth Amendment of 
China's Constitution in 2004 
Spring

Fourth International 
Convention of Asia 
Scholars

2004 年
8 月 21 日

International 
Conven-
tion of Asia 
Scholars

一般報告

季　衛東 中国物権法の制度設計に関
する初歩的考察

国 際 高 等 研 究 所
「中国民法典立法」
フォーラム

2005 年
8 月 27 日

国際高等研
究所

その他（コ
メント）

季　衛東 中国における法治国言説の
諸相

同志社法科大学院
国際シンポジウム

「国際化時代におけ
る『法の支配』原
理の比較法的検討」 

2005 年
9 月 20 日

同志社法科
大学院

招待講演
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季　衛東 Legal Approaches to Envi-
ronmental Protection and 
Sustained Development in 
Japan

CIDEG Inaugural 
Conference China's 
Harmonious 
Development:
Industries,
Environment and 
Institutions

2005 年
9 月 28 日

中国清華大
学公共管理
学院

招待講演

季　衛東 Public Pledge, Public Indig-
nation, and Public Discus-
sion: The Legal Discourse 
Field in Contemporary China

Cambridge Interna-
tion Conference on 
Envolving State-
Society Relations in 
Transitional China

2005 年
10 月 28 日

East Asia 
Institute, 
University of 
Cambridge

招待講演

季　衛東 To Take Law as the Public 
Life: Diversification of 
Chinese Society and 
Quardrants of Legal 
Discourse in China Today

CERI Colloque on 
Constitutionalism 
and Judicial Power 
in China

2005 年
12 月 12 日

Centre 
d'Etudes et 
de Recher-
ches Interna-
tionales

招待講演

２　研究成果の概要と自己評価

　比較法社会学の視座から中国の法と裁判ないし司法改革を考察し、関連する制度、政策および

文化を多角的に分析してきた。一連の作業を通して、規範と事実の関係や相互作用についての認

識が深まった。ただし、制度運用の細部、特定分野における訴訟の実態は、さらなる研究を待っ

ている。裁判制度の運用についてさらに深入りの追究を行うにあたって、法曹三者の関係は重要

な意義を持っている。とりわけ弁護士および法律事務所に関する実証的研究を行いたい。

　よりマクロ・レベルにおける制度条件については、関係資本（社会的資本）、関係的ファイナンス、

関係的契約、関係的紛争解決および利害関係者資本主義の理論的モデル化および実証分析につい

て、研究を行なう予定であり、その準備作業をもする。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

中国法 2004 年後期、2005 年後期 4 単位
演習中国法 2004 年後期、2005 年後期 2 単位
一年次演習 2005 年後期（分担） 2 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたっては、自作の詳しい講義資料を配布するほか、パワーポイントをも活用し

て、外国の制度をイメージできるように分かりやすく紹介し、分析を行った。授業の後で質問の

時間をも適宜に設けた。
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２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法科大学院アジア法 2004 年後期、2005 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　司法試験科目ではないアジア法をどのように法科大学院のニーズに適う形で講義し、受験勉強

のハードな日程においてどのように LS 学生の関心と興味を引き起こして必要な勉強時間を確保

するかは、一つの試練である。この二年間、試行錯誤を繰り返しながら、授業の効果をあげてき

たと思う。毎回レジュメと参考資料を配布し、かつパワーポイントの性能を生かすような方式を

採用した。ただし、対話型の授業方式をどのように機能させるかという課題がなお残されている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

大学院中国法特殊講義 2004 年後期、2005 年後期 2 単位
比較法政策演習 2004 年後期、2005 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　社会人コース･研究者コースの学生が混在する標記講義において、判例･学術論文の読解の基礎

を講義するとともに、学生の報告を受けて討論した。学生の実務経験に基づく議論の方向整理に

はある程度まで効果をあげたと思う。

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）３人 （2005 年度）５人

指導学生の
学会活動

河村有教（博士後期課程）は現代中国学
会関西部会･ 2004 年度夏季研究集会（関
西大学、2004 年７月）にて「現代中国
の Criminal Justice̶ 『̶裁判』と『正義』
をめぐって」という題目で報告。

河村有教（博士後期課程）は日本法社
会学会･ 2005 年度研究大会（専修大学、
2005 年５月）にて「『被害者司法』と傾
向世論との連関性̶̶中国的刑事裁判の
断面」という題目で報告；アジア法学会
･ 2005 年度研究大会（名古屋大学、2005
年６月）「現代中国刑事手続における裁
判の不確定性̶その制度的考察」という
題目で報告。

〔自己評価〕

　2004 年度は、ユルゲン・ハーバーマス『事実性と妥当性：法と民主的法治国家の討議理論に

関する研究』（未来社、2002 年）、2005 年度は、黒田明伸『貨幣システムの世界史̶̶＜非対称

性＞をよむ』（岩波書店、2003 年）と牧瀬義博『通貨の法律原理』（信山社、1991 年）を輪読し

たほか、院生に国際シンポジウムやフォーラムの参加を通して学問的議論のセンスとスキルを磨

かせるように努めた。大学院の授業では、問題意識の形成、概念と命題の抽出、類型化・体系化

作業、制度比較分析の視点、理論モデルの構築などの方法訓練に重点を置いた。なお、院生の論

文について具体的な指導を行い、改正意見を述べ、かつのその学会報告を聞いてコメントを出す
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ように努めた。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

2004 年～留学センター委員

2004 年～ CDAMS センター員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本法社会学会、比較法学会、法制史学会、アジア法学会、アジア政経学会、
Law and Society Association、Research Committee of Sociology of Law

学会等役員 日本法社会学会理事
学会誌等編
集委員 『法社会学』編集委員、『二十一世紀』編集委員

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

2004 年５月東方国際学者会議出席（日本）、８月北京フォーラム（中国）出席、
11 月早稲田大学比較法研究所国際コンファレンス出席（日本）、2005 年７月国際
法社会学会出席（フランス）、８月アジア学者会議出席（中国）、国際高等研究所
フォーラム出席（日本）、10 月ケンブリッジ大学東アジア研究所国際コンファレ
ンス出席（英国）、12 月パリ政治学院国際コンファレンス出席（フランス）など

研究会活動 東アジア法と社会研究会に参加し、司法と正統性問題、法治言説の分析などにつ
いて２回の報告を行った。

２　教育活動

　関西学院大学法科大学院 2004 年度、2005 年度「アジア法」講義（非常勤講師）、東京大学教

養学部 2005 年度「東アジアの公論」講義分担

３　社会における活動

アジア太平洋フォーラム淡路会議学術委員、清華大学公共管理学院 CIDEG 学術委員、『財経』

雑誌法学顧問、孫中山記念会理事

４　国際交流

海外出張

2004 年８月北京フォーラム（中国）出席、2005 年７月国際法社会学会出席（フラ
ンス）、８月アジア学者会議出席（中国）、10 月ケンブリッジ大学東アジア研究所
国際コンファレンス出席（英国）、12 月パリ政治学院国際コンファレンス出席（フ
ランス）
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Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（A)(2)

東アジア社会の法と近代化 分担者 ～ 2005 年

基盤研究
（A)( 一般 )

不平等条約体制下東アジア
における外国人の法的地位
に関する事例研究

分担者 ～ 2006 年

２　その他の研究助成

特になし

吉川　元（国際関係論・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この 2 年間は、欧州を中心にした予防外交および、平和構築、それにアジアでの平和構築の現

状分析を行った。これまでの OSCE( 欧州安全保障協力機構 ) を中心にした欧州予防外交体制の

研究成果を踏まえて、平和構築と予防外交が一体となっている欧州、とりわけ旧ユーゴスラビア

での欧州での平和活動について、一定程度の研究の進展が見られたと思う。また東チモールでの

平和構築の現状分析も行った。主権国家の国際基準が確立されつつある冷戦後の今日、紛争後平

和構築は、欧州に限らず、アジア・アフリカでも、欧米的な法の支配、民主制度の制度構築に主

眼が置かれているが、成功している例と失敗している例とがある。成功例と失敗例の比較を行い、

その背後にある成否の要因について、分析を行った。今後は、20 世紀初頭から 21 世紀初頭にか

けての 1 世紀に及ぶ、国際平和、安全保障のパラダイムの転換について、まとめる予定である。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
吉川 元 国際政治の行方 ナカニシヤ出版 2004 年 学術書
吉川 元 欧州の予防外交と平和構築̶

OSCEの予防外交を中心に
法律文化社 2004 年 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
Gen 

Kikkawa
“Japan’s Contribution to the 
European Union-Limits to 
Constructive Intervention,”

Wiener Blätter zur 
Friedensforschung

2004 年 9 月 120 号、
8-22 頁

学術論文



66 67

Gen 
Kikkawa

“ Self-determination and 
Japan: Changes in Self-
determination and the impact 
on Human Security,”

Wiener Blätter zur 
Friedensforschung

2005 年 9 月 124 号、
22-37 頁

学術論文

吉川 元 グローバル化時代の紛争予
防

平和研究 2005 年 30 号、
21-40 頁

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
吉川 元 Japan and East Timor オーストラリア日

本研究学会 2004 年
度研究大会

2005 年 7 月 The Japanese 
Studies 
Association 
of Australia

（JSAA）

一般

吉川 元 Japan’s Contribution to 
European Union

ウィーン大学国際
シンポジウム

2004 年 5 月 ウィーン大
学平和研究
センター

招待講演

吉川 元 Right of “Self-determination 
from the Japanese Point of 
View”

ウィーン大学国際
シンポジウム

2005 年 5 月 ウィーン大
学平和研究
センター

招待講演

２　研究成果の概要と自己評価

　予防外交の分野では、冷戦後の国際政治における、欧州を中心とした予防外交の理念と問題点

を、総論的にまとめることができたとおもう。今後、アジア、アフリカでの予防外交の取り組み

を検討したいが、現地調査を重ねなければならないと思う。平和構築の分野では、紛争の原因と

平和構築の成否の関連性について、独自の理論を提起した。エスニック紛争後の平和構築は、困

難を極め、民主的な国家制度の構築がいかに困難であるか、その結果、権力分掌体制のような、

独自の民主制度に傾斜していく。そうした政治的背景を検討した。カンボジアや東ティモールの

紛争のように、紛争の争点が政治的で、紛争当事者がエスニック集団ではなく、イデオロギー政

治集団である場合には、紛争後平和構築、とりわけ欧米的民主制度の導入は比較的容易であるこ

とを論証した。もっとも、アジア、アフリカの紛争原因をさらに究明するために、これからアジ

ア、アフリカの紛争原因について、更なる検討が必要であると思う。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

現代外交論 2004 年度後期 4 単位
現代外交論 2005 年度後期 4 単位
国際関係論演習 2004 年度通年 4 単位
国際関係論演習 2005 年度通年 4 単位

〔自己評価〕

　学部の講義 ( 現代外交論）にあたっては、過去 10 年かけて改定してきた外交論資料集のいっ

そうの充実を図った。資料集は学生に好評であったので、今後とも更なる充実をはかりたい。現
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代史、国際関係史に疎い学生が多くて、困る。05 年度は、19 世紀から 20 世紀前半にかけて、

とりわけ第一次世界大戦と第二次世界大戦の間の国際関係史の説明に、例年にないほど、時間を

費やしたために、現代安全保障論の講義の時間配分を縮小せざるを得なかった。高等学校で、世

界史、国際関係史を学んでいる者が多数とはいえない中、外交史、国際関係史をいかに手際よく

講義するかが次年度の最重要課題である。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際関係論特殊講義 2004 年度前期 2 単位
国際関係論特殊講義 2005 年度前期 2 単位
地域研究特殊講義 2005 年度前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）９人 （2005 年度）９人
指導学生の
学会活動

斎藤嘉臣、日本国際政治学会研究大会にて報告「NATO の政治化論争と『アルメ
ル研究』の再検討」(2004 年度、10 月、淡路夢舞台国際会議場）

〔自己評価〕

　地域研究特殊講義は、講義形式で授業を行っているために、履修生の参加意欲にばらつきがあ

る。きめこまかな指導が必要であろうと思われるが、履修者が比較的多いために、履修者全員に

行き届く指導ができない。工夫の必要性を痛感する。国際関係論特殊講義は、毎年、最初の 4 －

5 回を講義形式で、そのあとは毎回、課題文献の輪読形式で研究を進めているが、履修者は、そ

れなりの覚悟で参加している思う。よくついてきているので感心する。数度にわけて論文を書か

せて、論文指導を強化すれば力がつくとは理解しているが、時間的制約のために、無理である。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

人事委員（2004 年度～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本国際政治学会、国際法学会、日本平和学会、日本政治学会、国際人権法学会
学会等役員 日本国際政治学会理事、日本平和学会理事、国際法学会理事
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学会誌等編
集委員 国際法学会研究連絡委員、日本国際政治学会編集委員

研究会活動 予防外交の総合的研究研究会，共振する国内・国際秩序研究会

２　教育活動

　九州大学大学院国際関係論、2004 年度集中講義 (9 月）、名古屋大学大学院国際政治学、2005

年度集中講義 (9 月から 11 月にかけて 3 回に分けて）

３　社会における活動

　科研費委員 (2004 年度、2005 年度）、広島市立大学平和研究所研究員選考委員、阪神シニアー

カレッジ講師、ひょうご講座講師

４　国際交流

海外出張

2004 年 5 月、オーストリア ( 国際シンポジウム報告）、2004 年 9 月、アルメニア、
ナゴルノカラバフ ( 平和構築、現地調査）、2004 年 11 月、東ティモール ( 平和構
築現地調査 )、2005 年 5 月、オーストリア ( 国際シンポジウム報告）、2005 年 8 月、
マケドニア、ブルガリア ( 予防外交現地調査）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（A）

世界の予防外交の総合的研
究

研究代表者 ～ 2004 年

基盤研究
（C）

予防外交の視点から見た平
和構築の比較研究

研究代表者 2004 年～

２　その他の研究助成

特になし

窪田　充見（民事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この３年間は、基礎的な研究に十分に力を注げなかったこと、ならびに、前回のファカルティ

レポートにおいて今後の予定として掲げていた不法行為法の体系書等の執筆が実現できなかった

点を反省している。今後は、比較法的な研究を中心として、基礎的な研究作業によりウェイトを

置くとともに、不法行為法の体系書を早急にまとめることを予定している。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

窪田充見
（単著）

損害概念の変遷と民法の役割
－刑法と民法の対話の形ととも
に－

刑法雑誌 2005 年 2 月 44 巻 2 号
229-248 頁

学術論文

窪田充見
（単著）

複数の加害者の過失及び被害
者の過失が競合する一つの交
通事故においていわゆる絶対
的過失割合を認定することが
できる場合における過失相殺
の方法と加害者らの賠償責任

（最高裁第2小法廷平成15年
7 月11日判決民集 57 巻 7 号
815頁）

民商法雑誌 2005 年 3 月 131 巻 6 号
859-879 頁

判例評釈

窪田充見
（単著）

事故の被害者が別の原因で死
亡した場合

鎌田薫・加藤新太
郎・須藤典明・中
田裕康・三木浩一・
大村敦志編著『民
事法Ⅲ　債権各論』

（日本評論社）

2005 年 4 月 303-326 頁 解説

窪田充見
（単著）

過失相殺と身体的特徴の斟酌
（最判平成8年10月29日民集
50巻 9号 2474頁）

民法判例百選Ⅱ債
権［第 5 版　新法
対応補正版］

2005 年 4 月 196-197 頁 判例解説

窪田充見
（単著）

規制緩和社会における民事責
任のあり方について

企業と法創造（早
稲 田 大 学 21 世 紀
COE 紀要）

2005 年 5 月 1 巻 4 号
95-104 頁

学術論文

窪田充見
（単著）

法的な見解の表明と名誉毀損
の成否

ジュリスト平成 16
年度重要判例解説

2005 年 6 月 80-81 頁 判例解説

窪田充見
（単著）

自己決定権の諸相 医療における人格
権侵害研究会報告
書

2005 年 6 月 20-26 頁 報告書

窪田充見
（単著）

要件事実から考える安全配慮
義務の法的性質

大塚直＝後藤巻則
＝山野目章夫編『要
件事実論と民法学
との対話』（商事法
務）

2005 年 9 月 368-397 頁 学術論文

窪田充見
（単著）

民法科目における要件事実教
育と新司法試験の在り方

判例タイムズ 2006 年 1 月 1195 号
27-28 頁

その他

窪田充見
（単著）

不法行為法学から見たパブリ
シティ－生成途上の権利の保
護における不法行為法の役割
に関する覚書－

民商法雑誌 2006 年 3 月 133巻 4･5号
721-748 頁

学術論文

窪田充見
（単著）

特別座談会　債権法の改正に
向けて( 上 )－民法改正委員
会の議論の現状

ジュリスト 2006 年 3 月 1307 号
102-131 頁

その他

窪田充見
（単著）

特別座談会　債権法の改正に
向けて( 下 )－民法改正委員
会の議論の現状

ジュリスト 2006 年 3 月 1308 号
134-168 頁

その他
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（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
窪田充見 民事不法行為法における人格

的利益と財産的利益の交錯
情報ネットワーク社
会における個人の利
益の保護と不法行為
法

2005 年 1 月 情 報 ネ ッ ト
ワーク社会に
おける個人の
利益の保護と
不法行為法

一般

窪田充見 絶対的過失割合を認定できる
場合の過失相殺

神戸大学民法判例研
究会

2004 年 12 月 神戸大学民法
判例研究会

一般

窪田充見 法的な見解の表明と名誉毀損
の成否

神戸大学民法判例研
究会

2005 年 5 月 神戸大学民法
判例研究会

一般

窪田充見 階層的に構成された暴力団組
長の使用者責任

神戸大学民法判例研
究会

2005 年 10 月 神戸大学民法
判例研究会

一般

窪田充見 刑法と民法－不法行為法にお
ける損害論の動向と民事責任
の役割を中心に

刑法学会分科会 2004 年 5 月 日本刑法学会 一般

窪田充見 実親子法の改正 民法改正委員会家族
法部会

2004 年 3 月 民法改正委員
会

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　この３年間をふり返った場合、以下の２点が、この間の研究について言えるように思われる。

まず、第１点は、判例評釈や学生または一般向けの解説等をある程度の数、公表してきたものの、

基礎的な研究をふまえたうえでの本格的な学術論文と言えるようなものが少なかったという点で

ある。法科大学院の開始といった外在的な事情はあったものの、この点を率直に認めて、今後の

研究活動においては、より基礎的な研究に力を注がなくてはならない。第２の点は、不法行為法

の行為規制機能という観点からの刑法等、民法以外の分野との学際的な研究がある程度進められ

たことである。この方向は、すでに今回にさかのぼる３年間において端緒を得ていたところであ

るが、今後も、この研究を、対象を広げて進めていくことを予定している。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法Ⅳ（夜間主コース） 2004 年度前期 4 単位
民法Ⅲ 2005 年度後期 4 単位
法政基礎演習 2004 年度前期、2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　学部授業の中、民法Ⅳならびに民法Ⅲの講義においては、100 ～ 150 頁程度の教材を使用して、

授業を行なった。おおむね出席は良好であり、授業評価アンケートの結果も高かった。2003 年

度の民法演習においては、従来の担当者報告形式をあらため、あらかじめ設定した課題に沿って、

対話型で授業を進めるという方法を試みた。これは法科大学院における授業を想定した実験的な

試みであったが、学部学生に対しても有効な方法であるということが確認された。また、法政基

礎演習は、１年生向けの授業であり、あらかじめ定められたテーマに従って、文献を読み、整理
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するという技術を修得することを目標として授業を行なった。これについても、一定の成果が挙

げられたものと認識している。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習・契約法 2004 年度前期、2005 年度前期 2 単位
民法Ⅱ 2004 年度後期、2005 年度後期 4 単位
対話型演習・不法行為法 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　対話型演習・契約法ならびに同・不法行為法は、２年次向けの授業であり、すでにそれぞれの

分野について一定の知識を有していることを前提に、テンポの速い質問を中心に授業を組み立て

た。また、民法Ⅱは、１年次向けの授業であり、未修者を対象とするものであるが、これについ

ても、あらかじめ具体的に示した質問事項を中心に予習を十分にしていることを前提として、質

問を中心に授業を組み立てた。いずれの授業も十分に予習をしていることを前提として授業を進

めたので、学生諸君の負担は大きかったと思うが、学生諸君の協力もあり、一定の成果を挙げた

のではないかと理解している。授業評価アンケートにおいても、比較的高い評価を得ており、今

後も、この方式で授業を進めることを予定している。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕

担当授業科目名 開講学期 単位数
実定法演習 2004 年度前・後期、

2005 年度前・後期
4 単位

法政演習 2004 年度前・後期、
2005 年度前・後期

4 単位

民事法政策演習 2004 年度前・後期 4 単位
経済関係法総合演習 2004 年度前・後期、

2005 年度前・後期
4 単位

民法演習 2004 年度前・後期、
2005 年度前・後期

4 単位

法政演習 2004 年度前・後期、
2005 年度前・後期

4 単位

民法特殊講義 2005 年度前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）４人 （2005 年度）３人

〔自己評価〕

　この間、社会人コース、専修コース、研究者コースと異なるコースに在籍する大学院生を指導

した。研究者コースの大学院生に対してはドイツ語の講読を中心に行うとともに、修士論文の作

成指導に当たった。社会人コースの学生に対しては、民法の基礎的な知識を再確認するとともに、

それを深めるために、過去１０年間程度の不法行為に関する最高裁判決を中心に検討を行うとと
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もに、研究指導を行なった。これらは、いずれも一定の成果を挙げたものと認識している。

４　ＦＤ活動

　学部講義ならびに法科大学院の授業においては、本学で行われる相互授業参観において他の

ファカルティメンバーの参観を受け、また、他のメンバーの授業を参観した。その他、2005 年

に行われた法科大学院シンポジウム（四国ロースクールシンポジウム）においてコメンテーター

として参加し、民法における要件事実教育に関して発言するとともに、その内容を判例タイムズ

に掲載した。

５　学内各種委員等

　この間、大学院教務委員（2003 年度～ 2004 年度は大学院教務委員長）、神戸大学独立法人化

検討ワーキンググループ組織業務部会幹事（2003 年度～ 2004 年度）をつとめた。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会、日本交通法学会、日独法学会
学会等役員 日本交通法学会理事、日独法学会理事

研究会活動 医療における人格権保護研究会、企業社会の変容と民事責任システム研究会、民
法改正委員会等

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

　法制審議会幹事、国土交通省近畿地方建設局入札監視委員会委員、神戸市情報公開審査会委員、

神戸市外郭団体情報公開審査会委員

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究Ａ 情報ネットワーク社会にお
ける個人の利益・価値相互
間の調整と不法行為法の役
割

研究分担者 2003 年度～
2005 年度

基盤研究Ｂ ヨーロッパ法と各構成国国
内法との相互作用

研究代表者 2005 年度～
2009 年度

２　その他の研究助成

特になし
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小室　程夫（国際経済法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2004 年 3 月から 2006 年 3 月までの 2 年間、国際経済法の新領域で数多くの著作を公刊した。

また海外で学術研究報告や講演を行った。この間の研究成果は、著書６点、論文２点、研究報告

9 回である。法学部や法科大学院での講義も数多くの受講生から評価された。海外での講演のう

ち、世界銀行・WTO（世界貿易機関）共催の国際会議（WTO 本会議場）、ロシアでの WTO 加

盟国際会議、韓国での東アジア自由貿易圏国際会議は、media をつうじて世界に公開された。こ

の意味で過去 2 年間の研究教育活動はほぼ満足のいくものとなった。今後は国際経済法の最新

テーマである「食品安全と貿易」、「環境保護と貿易」、「WTO と EU」の研究をさらに深めたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

小室程夫
( 単著 )

ASEANの FTA 原産地規則・
証明制度に関する調査研究報告
書－－日本の ASEANの FTA
原産地規則の構想

日本機械輸出組合
刊

2004 年 5 月、
pp.1-60

経済産業省
委託調査

小室程夫
（単著）

ASEANの FTA 原産地規則・
証明制度に関する調査研究報告

日本機械輸出組合
刊

2004 年 5 月、
pp.1-59

経済産業省
委託調査

小室程夫
（単著）

ＡＰＥＣ域内の原産地規則
及び税関手続きに係る調査
研究

日本機械輸出組合
刊

2005 年 3 月、
pp.1-153

独立行政法
人 経 済 産
業研究所委
託研究調査
報告書

小室程夫
( 単著 )

EAFTA 形成に向けての原
産地規則のハーモナイゼー
ションに係る調査報告書

日本機械輸出組合
刊

2005 年 11
月、pp.1-65

財団法人・
国 際 経 済
交 流 財 団
委 託 調 査
報告書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
Norio

KOMURO
( 単著 )

FTA Rules of Origin and 
Asian Integration

Mitsuo Matsuhita 
and Dukgeun 
Ahn ed., WTO 
AND EAST 
ASIA(Cameron 
May, London)

2004 pp.441-496 学術論文

Norio
KOMURO
( 単著 )

ASEAN and Preferential 
Rules of Origin

The Journal of 
World Investment 
& Trade, Werner 
Publishing
Company

Oct.04 Vol.7, Nr.6,  
pp.709-758 

学術論文
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Norio
KOMURO
( 単著 )

AFTA Rules of Origin International Trade 
Law and
Regulation, Sweet 
& Maxwell, London

Jan.05 pp. 1-13 学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
小室程夫 「WTO紛争解決手続と日本－

－司法的解決と司法外解決」
CDAMS WTO 
Seminar

26.Apr.04 CDAMS 一般講演

小室程夫 日 Singapore 自由貿易協定
と原産地証明・検査制度

FTA 原産地証明 2004 年 10 月
22 日

日本商工会
議所

招待講演

Norio
KOMURO

Harmonization of the Rules 
of Origin for Creating the 
EAFTA 

Creating the 
EAFTA, 
International 
Symposium 

Oct-05, 
pp.79-89

Japan 
Economic 
Foundation 
(JEF) & 
Korean 
Institute for 
International 
Economic 
Policy 
(KIEP)

招待講演

小室程夫 WTO －国際経済法の現状と
展開

神戸大学公開講座
「市場化社会の法動
態学」研究センター

（CDAMS）

2004 年 7 月
3 日

神戸大学 一般講演

小室程夫 「East Asia FTA and China」 山東大学国際会議 2005 年 11 月 山東大学経済
学部会議場

招待講演

Norio
Komuro 

Japan's Generalized System 
of Preferences:An Oriental 
Pandora's Box  

World Bank/WTO
共催国際会議講演
PREFERENCE
EROSION:
IMPACTS AND 
POLICY 
RESPONSES

June 
13-14th, 
2005

World Bank/
WTO

招待講演

Norio
Komuro 

Norio KomuroWTO, 
WHO ARE YOU? http:/
/web.worldbank.org/
WBSITE/EXTERNAL

World Bank 主催国
際会議講演 Trade 
Policy and WTO 
Accession: A
Training of Trainers 
Course for Russia 
and the CIS

31.Mar.05 World Bank/
Russian
Federation

招待講演

Norio
Komuro 

Norio Komuro
Accession to the WTO 
- issues and experience  
http://web.worldbank.org/
WBSITE/EXTERNAL/
TOPICS/TRADE)

World Bank 主催国
際会議講演

1.Apr.05 World Bank/
Russian
Federation

招待講演

Norio
Komuro 

Norio Komuro 
www.kiep.go.kr/eng/；
www.jef.or.jp/PDF

韓国国際会議講演
(International
Conference On
Creating the 
EAFTA、 

27.Oct.05 Japan
Economic 
Foundation 
(JEF) &
Korean
Institute for
International
Economic 
Policy 
(KIEP)

招待講演
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２　研究成果の概要と自己評価

研究成果は大別して、WTO と自由貿易協定、WTO 加盟問題、FTA 原産地証明・検査制度、

ASEAN、APEC に関するものに分かれる。しかし、いずれの課題も WTO ルールとの整合性を

問うものであり、また日本の国際経済分野の現状を再考する点で一致する。この分野の研究は日

本ではきわめてすくないため、WTO、世界銀行、ADB、韓国 KIEP 研究所、中国山東大学・山

東省社会科学院からの招聘をうけた。いずれの研究も世界的に評価された。目的達成の実感が強

い。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際経済法 前期 4 単位
国際経済法演習 通年 4 単位

〔自己評価〕

　著書「ゼミナール国際経済法入門」（日本経済新聞社刊）と編著「国際経済条約法令集」（東

信堂）をもちいた授業で学生に国際経済法の基礎と判例法を教えることができた。受講生は毎年

300 人前後であり、学生に基礎から学問を教えることに奏功した。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際経済法 II 前期 4 単位
国際経済法 I 後期 2 単位
国際経済法Ｒ＆Ｗ 後期 2 単位

〔自己評価〕

　法科大学院ではかなり高度の教育を行った。国際経済法の条約・国内実施法の解釈から重要判

例の読み方まで、広範で深い教育を行った。学生もねばり強くついてきた。やるべきことはやっ

たという感慨が残るのみである。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際経済法特殊講義 前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）５人 （2005 年度）５人
指導学生の
学会活動

博士課程・池田崇志学会報告（日本国際商取引学会、2004 年神戸大学）博士課程・
田漢哲学会報告（日本国際商取引学会、2004 年神戸大学）
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〔自己評価〕

　誠心誠意、学生の質問に答え、学生をプロに育てあげている。後悔すべきことはなにもない。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

監査。図書委員。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本国際経済法学会、日本 EU 学会、日本国際商取引学会
学会等役員 理事

２　教育活動

　毎年前期の夏休み直前に神戸学院大学の学部・大学院で、集中講義「EC 法」を講じている。

本務校である神戸大学法学部・法科大学院の講義が終了したあとで、他大学・神戸学院大学で講

師を務めているため、本務校の職務に支障をきたしてはいない。

３　社会における活動

　ADB、World Bank, WTO, UNCTAD の諮問に応じて法律顧問を継続している。

４　国際交流

海外出張

１．China International Conference（2004 年 5 月 23 日より 5 月 28 日 )
２．Moscow WB International Conference( 28 march - 14 april, 2005)3. China, 
International Conference (4 through 10 nov. 2005), 4 Korea International 
Conference (26 oct-2 nov 2005), 5. WB/WTO Geneva International Conference (8 
-18 june 2005)

近藤　光男（商法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この２年間は研究面でも教育面でも2005年６月に成立した会社法にかなりの時間を費やした。

すなわち 2004 年度においては、法務省の公表した「会社法制の現代化に関する要綱試案」を多

面的に検討を加えてきた。その成果については、いくつかの論文とすることができた。また、大
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学院の特殊講義でも 2004 年度は会社法改正について検討を行った。会社法が成立した後は、法

制度の検討や解釈論を試みてきた。今後は、この２年間会社法研究に時間をとられて手薄になっ

ていた証券取引法の研究にも時間を割きたい。とりわけ投資家保護について、多面的な研究を行

うことを考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

近藤光男
（共著）

改正株式会社法Ⅲ 弘文堂 2004 年 11 月 学術書

近藤光男
（単著）

コーポレートガバナンスと
経営者責任

有斐閣 2004 年 10 月 学術書

近藤光男
（単著）

最新株式会社法（第 3 版） 中央経済社 2006 年 3 月 教科書

近藤光男
（単著）

商法総則・商行為法（第 5 版）有斐閣 2006 年 3 月 教科書

近藤光男
（共著）

改正株式会社法Ⅳ 弘文堂 2005 年 10 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

近藤光男 社外取締役の独立性 旬刊商事法務 2005 年 7 月 1738 号
51 － 54 頁

判例研究

近藤光男 会社法の現代化と取締役の
責任

ビジネス法務 2004 年 7 月 4 巻 7 号
48 － 54 頁

学術論文

近藤光男
（共著）

定款自治による株主の保護 旬刊商事法務 2004 年 6 月 1699 号
16 － 26 頁

学術論文

近藤光男
（共著）

定款自治による株主の保護 旬刊商事法務 2004 年 5 月 1698 号
4 － 16 頁

学術論文

近藤光男 会社法制現代化の意味 月刊監査役 2005 年 10 月 505 号
10 － 11 頁

その他

近藤光男 証券決済制度改革の諸問題̶
証券取引法上の清算機関を中
心に̶

証券取引法研究会編
『近年の証券規制を
めぐる諸問題』(日本
証券経済研究所 )

2004 年 11 月 153 頁－
177 頁

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
近藤光男 社外取締役の独立性 神戸大学商事法研

究会
2005 年 4 月 神戸大学商

事法研究会
判例研究

２　研究成果の概要と自己評価

　平成 17 年に制定された会社法は、従来の商法の会社に関する規定を一変させた。新たな会社

法の枠組みは要綱案の段階においてすでに明らかにされていたので、平成 16 年の研究は要綱案

についての詳細な分析と検討に時間を費やした。とりわけ、監査役制度や取締役の責任といった

機関に関する改正事項に関する研究が中心となった。会社法が制定された後は、従来の商法の考
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え方がどのように変容することになるのか、従来の判例の意義の変化が研究の中心となり、その

研究成果は、志谷教授との共著である改正株式会社法Ⅳにまとめられている。ここで有益な解釈

論を提供できたものと思われる。一方証券法関係の研究では、以前に行ってきた証券決済制度に

関する研究に一区切りつけるために、論文集「近年の証券規制をめぐる諸問題」に掲載させるこ

とができた。商法総則商行為の分野については、会社法制定に伴い、商法改正がこの分野におい

ても行われている。そこで、この点の商法改正についても詳細な検討を行っており、その成果は、

商法総則商行為法（第５版）という形で、2006 年３月に刊行された。この期間の多くの商法学

者がそうであったように、多くの時間が会社法改正問題に向けられた。今後は、手薄になりつつ

ある金融商品取引法、投資者保護制に関する研究にも時間をかけていきたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

商法演習 2004 年度前期 2 単位
商法演習 2005 年年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年度においては、最近の会社法改正について、近藤・志谷著の「改正株式会社法Ⅱ」を

教科書として指定し、詳細に検討した。各学生に多方面から資料を調べさせて報告させた。2005

年度においては、会社判例百選を使い、会社法の基本的な問題をとりあげた。学生には、判例の

基本的な理解のほか、最近の会社法の動向にも注意をさせて報告を行わせた。学生の活発な議論

を引き出すことができたので、演習としては成功を収めた。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習商法Ⅰ 2004 年度前期 2 単位
対話型演習商法Ⅰ 2005 年度前期 2 単位
対話型演習商法Ⅱ 2004 年度後期 2 単位
対話型演習商法Ⅱ 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年度において、実務上重要な意味を持っている判例を素材にした教材を使い、学生に事

実の説明や論点について議論させることで講義を進めてきた。その結果従来教科書を読むだけで

は得られなかった幅広い視野で会社法の問題を理解できるようになったものと思われる。授業に

ついてのアンケートでもそのような見方をする学生が多い。しかし、2005 年度には、会社法が

制定されることとなり、法制度が大きく変わってしまった。教科書等がまったくない状況での講

義であるため、学生に予習を求めることにも限界があった。このため、条文を逐一検討させるこ
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とが必要となり、判例の検討の時間が犠牲になってしまった。2006 年度からは、会社法の教科

書も多く刊行されることになるので、2004 年度同様の講義の内容が確保できるものと思われる。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

商法特殊講義 2004 年度前期 2 単位
商法特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）12 人 （2005 年度）10 人

〔自己評価〕

　2004 年度においては、会社法制の現代化に関する要綱試案を検討した。広範な会社法改正の

領域を１学期で研究するのは時間的に難しかったが、各学生に膨大な資料を使って周到に準備さ

せることで、全分野の検討が十分に行われた。報告者のみならず参加者の予習の成果であった。

2005 年度は最近の会社法に関する下級審判例を検討した。実務上問題になった意外な論点を数

多く拾い上げて、分析し検討することができた。いずれの年度においても学生が積極的に議論に

参加していた。学生にとって、将来研究者として活躍する下地ができたものと思われる。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

実務法律専攻長（2004 年度～ 2005 年度）法科大学院運営委員会委員長（2004 年度～ 2005 年

度）人事委員会委員（2003 年度～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会、日米法学会
学会等役員 日本私法学会理事（2003 年度～）
研究会活動 神戸大学商事法研究会、企業立法研究会

２　教育活動

　経済産業省と神戸大学との共催による、事業再生講座 で「新会社法と事業再生」を担当。

３　社会における活動

大阪証券取引所規律委員会（2004 年度は委員、2005 年度は委員長）
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齋藤　彰（国際取引法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究面では、国際的な契約関係の複雑化に伴う法理論的対応を考えるために、マクニールの関

係的契約論と、経済学の新しい分野である取引費用経済学の視点を採り入れて、市場型契約から

長期に渡る複雑な相互依存関係を構築する合弁契約等の関係的契約にいたるまでを、一貫して見

るための枠組みとして活用できる基盤理論を構築する研究に取り組んできた。こうした視点を生

かし、取引活動において活躍する法律専門家を養成するための教育方法を模索し、法科大学院に

おいて試行しつつある。また、民事紛争の国際化に対応するための国家を超えた法的な理論枠組

みを再構成する作業を継続中である。教育面では、法科大学院の科目に関しては、国際取引法に

おいて大量の法律情報を読みこなすことや、口頭報告・議論等の方法を採り入れた実務法律家と

して基盤を身に付けるための新たな教育方法を展開しつつある。同じく法科大学院の「ヨーロッ

パ法」のコーディネータとして、外国人研究者や法律実務家をゲストとして招き支援をえること

で、学生に現実感のある情報を提供するよう工夫している。今後も、研究活動と教育活動とをう

まく統合し展開させることによって、法科大学院及び大学院研究者コースの学生の指導を中心に

教育活動を進展させるとともに、研究面では学際性と実践性を生かした新しい国際取引法の研究

を展開していくことを考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

齋藤　彰
（共著）

国際取引紛争における当事
者自治の進展

法律文化社 2005 年 11 月 学術書

Akira Saito 
(co-author)   

Evolution of Party Autonomy 
in Intrnational Civil Disputes

LexisNexis 2005 学術書

齋藤　彰
（共著）

グローバル商取引と紛争解
決

同文舘 2006 年 3 月
刊行予定

教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

齋藤　彰
（訳）

オリバー・E・ウィリアムソン「な
ぜ、法・経済・そして組織なの
か？：或いは、法学教育はどこ
に向かうべきか」

神戸法学雑誌 54 巻
1 号

2004 年 6 月 63-124 頁 翻訳

齋藤　彰 不当利得──ノウハウの侵害 国際私法判例百選 2004 年 7 月 72-73 頁 判例評釈
齋藤　彰 養親子関係の成立──セーフ

ガード条項
国際私法判例百選 2004 年 7 月 130-131 頁 判例評釈

齋藤　彰 八尾晃コメント 国際商取引学会年
報 6 号

2004 年 7 月 報 告 コ メ
ント

齋藤　彰 中国における国有企業改革の
現状

国際金融 1135 号 2004 年 48-53 頁 学術論文
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齋藤　彰 仲裁による中国司法現代化戦
略

国際金融 1141 号 2005 年 57-63 頁 学術論文

齋藤　彰 コメント（小田博：渉外訴訟に
おける訴訟能力の諸問題）

国際商取引学会年
報 7 号

2005 年 7 月 73-75 頁 報 告 コ メ
ント

齋藤　彰 国際ビジネスにおける知的財
産：国際技術移転のスピルオー
バー効果の視点から

民商法雑誌 133 巻
4 ＝ 5 号

2006 年 3 月 749-790 頁 学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
齋藤　彰 グローバルコモン・ローとして

のナチュラルフォーラム理論の
可能性

CDAMS（21世紀
COE）応用研究分野
拡大ワークショップ

2004 年 6 月 21 世紀 COE 一般

齋藤　彰 小田博報告に対するコメント 国際商取引学会全
国大会

2004 年 10 月 国際商取引
学会

報告コメン
ト

齋藤　彰 Value Creation by Lawyers 
in Business Contracting

CDAMS Global 
Business Law 
Lectures in 
Shanghai

2004 年 12 月 上 海 大 学・
21 世紀 COE
共催

招待講演

齋藤　彰 Gradual Emergence of Global 
Contract Law ---The New 
World lead by UNIDROIT 
Principles---

CDAMS Global 
Business Law 
Lectures in 
Shanghai

2004 年 12 月 華東政法大
学・21 世 紀
COE 共催

招待講演

齋藤　彰 取引費用経済学と関係的契約
論：ジョスコーによる反トラスト
法からの示唆

CDAMS（21世紀
COE)応用研究分野
研究報告会

2005 年 1 月 21 世紀 COE 一般

齋藤　彰 知的環境の視点から見た著作
権：Lessigの法制度改革につ
いての提言

情報ネットワーク科
研研究会

2005 年 1 月 情報ネット
ワーク科研

一般

齋藤　彰 『市場の発展と比較法』の学際
的アプローチに向けて：コメン
ト

CDAMS（21世紀
COE)応用研究分野
ワークショップ

2005 年 2 月 21 世紀 COE 報告コメン
ト

齋藤　彰 国際親子法をめぐる二三の論
点について

谷口会例会 2005 年 2 月 谷口会 招待講演

齋藤　彰 日本における消費者の司法的
保護について：その法文化的
背景と現状の評価

ブラジル・日本にお
ける司法制度改革

2005 年 9 月 リオ州立大
学・CDAMS
共同主催シ
ンポジウム

招待講演

齋藤　彰 日本における最近の法学教育
改革について

ブラジル・日本にお
ける司法制度改革

2005 年 9 月 リオ州立大
学・CDAMS
共同主催シ
ンポジウム

招待講演

齋藤　彰 取引秩序と法律家 CDAMS第 3回国際
シンポジウム

2005 年 9 月 21 世紀 COE パネリスト

齋藤　彰 国際ビジネスと知的財産：国際
技術移転のSpill Over 効果の
視点から

国際商取引学会全国
大会

2005 年 10 月 国際商取引
学会

パネリスト

２　研究成果の概要と自己評価

　研究集会等への参加と論文等の執筆において、充実した 2 年間であったと全体としては評価

する。研究面では特に英文での共著（学術書 ) を 21 世紀 COE の研究活動の一環として世に問

うことができた。また、取引費用経済学の方法を法律学に採り入れる試みがある程度進展したこ
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とも、新たな成果である。これは 21 世紀 COE プログラムによって創設された CDAMS(「市場

化社会の法動態学」研究センター）における共同研究の成果が少しずつ形になり始めたことを示

している。また、国際的な学術交流のネットワークの構築という点でも成果があったと考える。

イギリス・オーストラリア・アメリカ・ブラジル・中国・香港・マレーシア・シンガポールなど

の法学研究者や法律実務家との共同研究も着実に進展している。また特に 2004 年 12 月に実施

した上海ので二つの大学における講演や、2005 年 9 月に行ったブラジルでのシンポジウムでは、

研究者だけではなく地元の学生諸君とも触れる機会が多くあり、グローバル化の進展のなかで日

本の法律学研究者として海外の法律学を学ぶ学生達に発信すべきもののイメージをある程度捉え

ることができた。それは、非西欧文化圏としての社会を維持しながら、西欧社会の伝統である法

律を受け入れて、どうにかこうにかそれを用いることで一応の成果を上げてきた日本社会として

の経験を伝えることである。しかし他方で、それにも関わらず日本法が欧米社会との比較におい

て、多くの点においてなお法の継受に対して大きなハンディキャップを負っている事実であると

考える。国際取引法という分野を専攻する者の責任として、そうした比較法的視点をも採り入れ

て、ビジネスのグローバル化を円滑にかつ、実りあるものとするための研究を一層進めていくこ

とを、これからの課題としたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際私法 2004 年前期 4 単位
国際私法（演習） 2004 年後期 2 単位
国際取引法 2005 年前期 4 単位
国際私法（演習） 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　学部の講義においては、資料集やレジュメ等を準備して、それをもとにできる限り臨場感のあ

る講義を行うよう努めてきた。また、ミニレポートなどを頻繁に課すことにより、受講生の理解

度を細かく点検すると同時に、分かりにくい点や関心の高い問題などについて知ることによって、

多人数講義のなかにおいて相互コミュニケーションの要素を補うよう心掛けてきた。こうした試

みは、かなりの程度まで効果を上げてきたと考える。しかし他方で、講義全体の進行計画等との

関係では大きなズレが生じることが多く、講義全体で取り上げるべき問題を全て網羅することが

できないといった弊害もあったように思う。こうした点は、これからも改善していかなければな

らない課題である。また、学部の演習においてはロールプレイを採り入れたり、外国人実務家を

ゲストに迎えたりすることで、様々な意味で学生に刺激を与えることができた。ロールプレイに

おいて学生は熱心に取り組んでおり、予測以上の教育効果を上げることができたように思う。ま

た国際性や海外への関心を高めることができた。これは国際私法の演習として、適切なものであっ

たと考える。他方で、もう少し法律解釈論的な議論をおこなう時間を確保する必要も感じた。こ
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うしたバランスを取ることを、今後の課題としたい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際取引法 2004 年前期 4 単位
国際取引法 2005 年前期 4 単位
ヨーロッパ法 2005 年前期 4単位（オムニバス）
R&W ゼミ・国際取引法 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　法科大学院の国際取引法については、将来渉外取引法務の専門家として活動するための基礎力

を養成するために、大量の文献を読みこなし、プレゼンテーションを行い、議論するという方法

を採用している。教員側にも戸惑うことは多いが、各受講者が半期の間に 3 回程度報告をする

機会を持つことで、学生の評価は高く、期待以上の効果がでているように思われる。また、外国

人講師を招いて開催した課外のリーガルスキルの講習会にも国際取引法を受講した学生が多く参

加しており、熱心に取り組んでいた。現在の方向性を生かして、さらに内容を洗練することを考

えたい。ヨーロッパ法は、海外の研究者や他分野の教員と協力することで、斬新な構成の講義が

提供できていると考えるが、さらに工夫を加える必要があり、今後の課題は多い。特に日本語の

教材が不足しており、ヨーロッパ全体の動きが早いため、それについて行くこと自体が難しい。

2005 年に神戸大学に創設された EUIJ 関西やベルギーの College of Europe 等と連携してゲスト

講師を活用し、学生に様々な経験と刺激を与える工夫を一層行っていくことが必要であると考え

る。R&W ゼミ国際取引法では、英語での履歴書の作成や、専門分野に関して法律専門家として

の意見が求められた場合を想定したレポートを作成し、口頭でプレゼンテーションを行う練習を

行ってきた。2005 年度は、学生の熱心な取り組みの結果として、良い効果がでているように思う。

今後さらに充実した指導が行えるよう自己研鑽を積む必要性を感じている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際民事法特殊講義 2004 年後期 2 単位
国際民事法特殊講義 2005 年後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）５人 （2005 年度）５人
指導学生の
学会活動 平尾一成（博士後期課程）国際商取引学会全国大会（2004 年広島修道大学 )　

〔自己評価〕

　研究者コースを中心とする大学院生の指導に関しては、同じ専攻領域を研究する同僚の中野俊

一郎教授と連携を取りながら、どちらが正式の指導教員であろうと、学生の研究関心の方向性に



84 85

応じて双方が適切に研究指導および助言を行うという方針で指導してきた。そうした方法は、学

生の新たな問題意識に応える範囲を拡大する意味において、或いは学生の成長による関心の変化

に対応して継続性をもった指導をおこなう意味において、かなりうまく機能しているように思わ

れる。21 世紀 COE によって創設された CDAMS の研究集会に出席して、世界的な研究者の報

告を聞くことによって、最先端の研究に触れることも積極的に勧めてきた。また、学生に積極的

に研究報告の場を与える意味で、国際商取引学会などでの自薦による報告の機会を生かすことも、

積極的に助言してきた。しかし、様々な意味でこれからの時代を担う研究者を育成することは困

難であることを感じており、そのためには自分自身が常に研究者として成長し続ける必要性があ

ることを痛切に感じている。

４　ＦＤ活動

21 世紀 COE における教育プログラム開発研究分野の研究会に積極的に参加し、リーガルスキ

ルの教育方法について学んだり、他分野を専攻する教員達と一緒に新しい講義科目を立ち上げ、

相互に講義を聴講し合うことによって、自分自身の教え方の問題点や長所短所を考える機会を多

く持ってきた。また、学生の悩みや精神的なトラブルに正しく対応できるよう、精神科医を招い

た講習会を企画して、同僚と一緒に学ぶ機会を持った。

５　学内各種委員等

2004 年度は国際交流委員として、神戸大学とリオ・デ・ジャネイロ州立大学および韓国の国

立全南大学との学生交換協定の締結の神戸大学側の実質的な責任者を担当した。その後両校から

は毎年交換留学生を受け入れている。2005 年度より、法学研究科の学生委員として、学生のキャ

ンパスライフの向上のために様々な業務に従事している。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 国際商取引学会・国際私法学会・比較法学会・私法学会・Society of Legal 
Scholars・LAWASIA

学会等役員 国際商取引学会理事
シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

国際商取引学会西部部会（2005 年 3 月・2006 年 3 月）実行委員長。

２　教育活動

　谷口会（大阪家裁家事調停委員研究会）講師（2005 年 2 月）、兵庫県立大学経営学部非常勤講

師（2005 年後期：担当科目「国際取引法」）
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３　社会における活動

神戸家庭裁判所・民事及び家事調停委員、神戸家庭裁判所参与員。

４　国際交流

海外出張

2004 年 5～6月　アメリカ合衆国（国際ワークショップ開催の打合せ）；　2004 年12月
中国（上海の2つの大学で講義を行うため）；2005年1～2月アメリカ合衆国（CDAMS2005
年度国際シンポジウム開催の打合せのため）；2005年 9月ブラジル（リオデジャネイロ州立
大学にて国際シンポジウムで報告を担当するため）；2006年 3月マレーシア・ベトナム（マ
ラヤ大学・国立ホーチミン等で講義を行うため）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤 (C) 国際ビジネス契約における多層
的契約構造の進展についての
法律学的研究

研究代表者 2002 ～ 2005

基盤 (A) 情報ネットワーク社会における
個人の利益・価値相互間の調
整と不法行為の役割

研究分担者 2003 ～ 2005

２　その他の研究助成

　特になし

坂元　茂樹（国際法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この 3 年間は、条約法、国際人権法及び海洋法を中心に研究を進めてきた。条約法については、

日韓歴史共同研究委員会の近現代の部会に参加し、日韓保護条約や日韓併合条約の効力問題につ

いての研究を行った。

　海洋法の分野では、2002 年からハワイの東西センター、インドネシアの東南アジア研究セン

ター、日本の海洋政策研究財団が後援する排他的経済水域の軍事活動に関する国際会議の結論が、

2005 年 9 月に Guidelines for Navigation and Overflight in the Exclusive Economic Zone としてま

とまり、国際海洋法裁判所のヤンコフ裁判官らとともに EEZ Group21 のメンバーとして、同作

業に参画し公表した。

　国際人権法については、法科大学院の教科書と条約集を、友人らと共著の形で出版した。

　今後は、条約法、国際人権法及び海洋法に加えて、授業上の必要もあり、国際人道法の勉強も

行いたいと考えている。



86 87

　教育面では法科大学院の講義の準備に追われる毎日であった。教材の作成はもとよりのこと、

双方向授業という新たな授業形式をどうやって自らの教育手法として取り入れていくかという試

行錯誤の連続である。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

坂元茂樹
（共編）

ベーシック条約集〔第５版〕東信堂 2004 年 4
月

教科書

坂元茂樹
（共編）

条約法の理論と実際 東信堂 2004 年 5
月

学術書

坂元茂樹
（共編）

ベーシック条約集〔第６版〕東信堂 2005 年 4
月

教科書

坂元茂樹
（共編）

国際人権条約・宣言集〔第
３版〕

東信堂 2005 年 12
月

教科書

坂元茂樹
（共編）

法科大学院ケースブック国
際人権法

日本評論社 2006 年 3
月

教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

坂元茂樹 近代日本の国際法受容をめぐ
る一考察(1)－日韓の比較を交
えて－

関西大学法学論集 2004 年 5 月 54 巻 1 号
50 － 81 頁

学術論文

坂元茂樹 判例研究・国際司法裁判所漁
業管轄権事件（スペイン対カ
ナダ）

国際法外交雑誌 2004 年 8 月 103 巻
2 号 8 5 －
104 頁

判例評釈

坂元茂樹 人権としての国際人権法教育 国際人権 2004 年 10 月 15 号
65 － 72 頁

学術論文

坂元茂樹 ＰＳＩ（拡散防止構想）と国際
法

ジュリスト 2004 年 11 月 1279 号
52 － 62 頁

学術論文

坂元茂樹 武力紛争の特質とその実効性 石本泰雄先生傘寿記
念論文集『武力紛争
の国際法』東信堂

2004 年 12 月 29 － 57 頁 学術論文

坂元茂樹 臨検・捜索－ＳＵＡ条約改正
案を素材に－

『各国における海上保
安体制の比較研究』

（財）海上保安協会

2005 年 3 月 32 － 47 頁 学術論文

坂元茂樹 日韓間の諸条約の問題－国際
法学の観点から－

『日韓歴史共同研究
報告書第３分科会上
巻』日韓歴史共同研
究委員会

2005 年 11 月 5 － 25 頁 学術論文

坂元茂樹 海上テロ等の防止と安全保障
をめぐる最新の動き

『海洋白書2006 年日
本の動き世界の動き』
海洋政策研究財団

2006 年 2 月 88 － 94 頁 その他

坂元茂樹 日本の難民認定手続における
現状と課題

山手治之先生喜寿記
念論文集『グローバ
ル化する世界と法の
課題』東信堂

2006 年 3 月 389 － 434 頁 学術論文
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（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
坂元茂樹 The Proliferation Security 

Initiative : the Way Forward
The Regime of the 
Exclusive Economic 
Zone : Issue and 
Response（上海交
通大学）

2004 年 10 月 シ ッ プ・ ア
ン ド・ オ ー
シャン財団・
上海交通大
学

招待講演

坂元茂樹 ＩＵＵ漁業に対する規制措
置の法的枠組み

国際シンポ『海洋
生物資源の持続的
利用と責任ある漁
業の確立』（三田共
用会議所）

2005 年 3 月
25 日

外務省経済
局漁業室

招待講演

坂元茂樹 過去の克服と国際法 From the '1905 
Convention' to the 
1965 Normalization 
of Diplomatic 
Relations between 
Korea and Japan 
:Reconsideration 
and Proposals 
for Genuine 
Reconciliation 
between the Two 
Countries(Kintex 
Hall)

2005 年 6 月 ソウル大学 招待講演

２　研究成果の概要と自己評価

　従来から条約法、国際人権法及び海洋法を柱に勉強を続けているが、法学研究科に法務を担当

する自衛官が国際人道法の修得をめざして入学しており、新たに国際人道法の勉強を開始した。

今後とも論文を書き進めることでさらなる国際人道法の知識の獲得を目指したいと考えている。

　2004 年に出版した条約法に関する論文集『条約法の理論と実際』（東信堂）が、2005 年度安

達峰一郎賞を受賞したことは幸運であった。また、日韓歴史共同研究委員会の近現代部会に参加

し、日韓の旧条約問題についてさらに検討を進める機会を得ることができた。

　海洋法の分野については、近年注目されている大量破壊兵器の拡散に対応するＰＳＩ（拡散防

止構想）の検討とそれを実効ならしめるための法的整備である海洋航行不法行為防止条約（ＳＵ

Ａ条約）の改正作業の検討を行った。今後は、国際漁業の分野で注目されているＩＵＵ漁業の問

題を論文にまとめることができるように努力を続けたいと考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際法演習 2004 年度前期 2 単位
国際紛争処理法 2004 年度後期 2 単位
国際法演習 2004 年度後期 2 単位
国際法演習 2005 年度前期 2 単位
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国際法演習 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたっては、できるだけ講義で取り上げる判例等に関する資料を配付するように

している。ときに学生に質問したりして、一方的な講義形式にならないように工夫している。

　演習においては学生の自主性に委ね、レジュメ、報告等についてグループで準備、報告させて

いる。また、一橋大学、大阪市立大学の国際法演習の学生たちともインターカレッジな交流会を

１年に１回開催し、共通の国際法のテーマについてディスカッションを行っている。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際法適用論 2004 年度前期 2 単位
国際人権法 2004 年度後期 2 単位
国際法適用論 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　新司法試験での国際関係法（公法分野）の内容が十分に明らかでないことや、カバーすべき範

囲がかなり広いこともあり、講義は未だに試行錯誤の連続である。国際法適用論については、講

義に必要な条約は条約集の編集委員として必要な条約等については可能な限り収録するようにし

ている。講義用の教材資料は未だ手作りの段階であるが、数年後には友人らとともに法科大学院

の国際法の教科書を出版すべく準備を進めている。国際人権法については、講義に必要な教科書、

国際人権条約集は、それぞれ 2005 年と 2006 年に出版し、それを使用しながら講義を行いたい

と考えている。

　法科大学院の講義にあたっては、できるだけ双方向型の講義を心がけている。そのため受講生

には予習の際に、教材で示した質問事項に対して事前に回答を準備してくるように要求している。

学生の授業評価はおおむね好意的であるが、教師としては毎回緊張の連続であり、当分の間授業

改善のためにさまざまな工夫が必要だと考えている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際法政策論 2004 年度後期 2 単位
国際法特殊講義 2005 年度前期 2 単位
国際法政策論 2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）３人

〔自己評価〕

　国際法政策論は、2004 年度前期は、国際人道法に関する日本の代表的な著作である竹本正幸
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著『国際人道法の再確認と発展』と藤田久一著『国際人道法』を輪読し、受講学生と討議した。

2005 年度前期は、The International Covenant on Civil and Political Rights- Cases, Materials, and 

Commentary, 2nd ed. (Oxford University Press, 2004) を素材に、国際人権法の勉強として、国際

人権規約自由権規約の個人通報制度の個人通報事例に関する国連の規約人権委員会の見解を検

討するとともに、これらの通報事例を援用した日本の国際人権訴訟における日本の国内判例を

比較検討した。国際法特殊講義では、The Law of the Sea, 3rd ed. (Manchester University Press, 

1999) を素材に、海洋法の諸問題について検討した。

　法務を担当する自衛官が社会人として入学しており、国際人道法の最新の知見を教授できるよ

うに講義の準備を行っている。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

法学研究科広報委員会委員長（2005 年度～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 国際法学会、世界法学会、国際人権法学会、国際法協会日本支部

学会等役員 国際法学会理事（2000 年 10 月より）、世界法学会理事（2002 年 5 月より）、国際
人権法学会理事（2000 年 11 月より）

学会誌等編
集委員

国際法学会『国際法外交雑誌』編集委員（1991 年～ 1996 年）、世界法学会『世界
法年報』編集主任（2002 年～ 2004 年）国際人権法学会『国際人権』編集主任（2001
年～ 2003 年）、国際法協会日本支部 Japanese Annual of International Law 編集委
員 (1997 年～）

研究会活動 京都大学国際法研究会、東京大学国際法研究会、国際立法研究会、世界人権問題
研究センター第１部（国際人権法）研究会

２　教育活動

　2004 年度及び 2005 年度関西大学法学部「国際法Ⅰ・Ⅱ」、2004 年度及び 2005 年度関西大学

大学院法学研究科「国際関係法特論研究Ⅱ」

３　社会における活動

外務省国際社会協力部人権人道課個人通報制度研究会委員（2004 年～）、外務省経済局海洋室

海洋政策研究会委員（2004年～ 2005年）、財団法人海上保安協会海洋法調査研究委員会委員（2004

年～ 2006 年）、財団法人世界人権問題研究センター第１部（国際人権法）部長（2004 年～）、市

川国際奨学財団理事（2004 年～）、京都市人権文化推進計画策定審議会委員（2004 年～ 2005 年）、

京都市人権文化推進懇話会委員（2005 年～）、人権大学講座講師「国際人権の最前線－国連人権

委員会の現場から－」（2005 年 6 月）、人権ゆかりの地をたずねて講師「舞鶴湾と浮島丸事件」（2005
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年 9 月）、神戸大学海事科学部「海でつながるＥＵと日本」講師「拡散防止構想とＥＵ」（2005

年 10 月）

４　国際交流

海外出張 2004 年10月中国（海洋法に関する国際シンポジウムに出席）、2005年10月韓国（日韓の
旧条約問題に関する国際シンポジウムに出席）

外国人研究
者受入れ 劉遠征（中国海洋大学助教授）

５　受賞
受賞者名 受賞名 受賞の対象 授与機関名 受賞年月
坂元茂樹 安達峰一郎賞 条約法の理論と実際 安達峰一郎財団 2005 年 10 月

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（Ｂ）（１）

現代的な文脈における条約
法の再検討－条約義務に対
する国家の同意の内実

研究代表者 2004 年～
2007 年

基盤研究
（Ｂ）（１）

現代海洋法秩序の法史的分
析と総合体系化の研究

研究分担者（研究代表
者：栗林忠男）

2004 年～
2006 年

基盤研究
（Ｂ）（１）

多文化社会における国際
人権規約Ｂ規約のフォロー
アップに関する体系的研究

研究分担者（研究代表
者：上田正昭）

2003 年～
2005 年

２　その他の研究助成

　特になし

佐藤　英明（租税法・教授 )

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　本報告の対象期間は、私にとって教育と研究科運営に時間のほとんどを費やした時期にあた

り、研究成果としては見るべきものがない。前半にあたる 2004 年度はこの年度に創設された法

科大学院運営の教務責任者としての活動にほぼすべての時間を充てる必要があり、後半にあたる

2005 年度は大学院教務委員長として、前年度ほどではないが一定の時間を研究科の運営に充て

ざるをえない状況であった。ただし、2005 年度に入ってからは各種の口頭報告・講演を行なう

余裕ができてきており、次年度以降にこれらの成果を刊行するべく努力したい。

　教育の面では、法科大学院における授業科目が始まるとともに、これまで継続的に行なってき
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た法学部・法学研究科における授業科目が終了していく時期にあたったため、自分の教育内容の

いわば中間決算をしながら、新たな教育内容と教育手法とを模索する時期となった。この 2 年間

に 2 種類の教育用書物の刊行に携わることができたこととの関係で、次年度以降は、実際の教育

経験をこれらの書物の改訂作業等に活かしていきたいと考える。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

佐藤英明
( 編集・分担

執筆 )

ケースブック租税法 弘文堂 2004 年 8 月 教科書

佐藤英明
( 編集・分担

執筆 )

租税法演習ノート──租税
法を楽しむ 21 問

弘文堂 2005 年 10 月 その他

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

佐藤英明
（単著）

犯則調査権限導入に関する
論点整理

ジュリスト 2004 年 6 月 1270 号
47 ～ 52 頁

学術論文

佐藤英明
（単著）

破産法改正と租税債権 租税法研究 2005 年 6 月 33 号
68 ～ 86 頁

学術論文

佐藤英明
（単著）

「給与」課税をめぐるいくつ
かの問題点

税務事例研究 2004 年 5 月 79 号
21 頁～ 40 頁

解説

佐藤英明
（単著）

第三者による隠ぺい仮装工
作と重加算税賦課～最近の
裁判例から

税務事例研究 2005 年 5 月 85 号
23 ～ 51 頁

解説

佐藤英明
（単著）

信託法改正の動向と課税上
の問題点

税務弘報 2005 年 12 月 53 巻 14 号
2 ～ 3 頁

解説

Hideaki Sato Japan (revised edition) Internatioanl Guide 
to the Taxation of 
Trusts

2005 年 11 月 Japan
3 頁～ 94 頁

学術論文

佐藤英明
（単著）

課税要件法定主義 租税判例百選[第 4
版 ]

2005 年 10 月 10 ～ 11 頁 解説

佐藤英明
（単著）

脱税工作のための支出金の
損金性

租税判例百選 [ 第 4
版 ]

2005 年 10 月 102 ～ 103 頁 解説

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
佐藤英明 固定資産評価をめぐる判例

の動向
第９回固定資産評
価研究大会 ( 都市
センターホテル )

2005 年 10 月 ( 財 ) 資産評
価システム研
究センター

招待講演

佐藤英明 破産法改正と租税債権 第 34 回租税法学会
総会 ( 神戸大学 )

2005 年 10 月 租税法学会 一般

佐藤英明 「給与」課税をめぐる諸問題 第 57 回 租 研 大 会
( 関電会館 )

2005 年 9 月 ( 社 ) 日本租
税研究協会

招待講演

佐藤英明 興銀事件上告審判決につい
て

租税判例研究会(法
務省 )

2005 年 9 月 租税判例研
究会

判例研究
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佐藤英明 退職所得・企業年金と所得
税

人的役務と所得税
共同研究 ( ニュー・
オータニ・イン )

2005 年 7 月 ( 財 ) 日本税
務研究セン
ター

一般

佐藤英明 アメリカ連邦破産法におけ
る租税の扱い

租税法研究会 ( 学
士会館分館 )

2005 年 5 月 租税法研究
会

一般

佐藤英明 「組織体課税問題」と LLC
への課税方法の展望

近税連組織体課税
研究会 ( 近畿税理
士会連合会 )

2004 年 8 月 近畿税理士
会連合会

一般

佐藤英明 投資信託課税の変遷 証券化税制研究会
（不動産証券化協会）

2004 年 7 月 不動産証券
化協会

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　2004 年度の前半は『ケースブック租税法』の編集・著作に自由な時間のほぼすべてを充てた。

本書の刊行により法科大学院を含めたわが国の租税法教育に水準の高い教材を提供しえたものと

考えている。また 2004 年末から 2005 年前期一杯の期間は、『租税法演習ノート』の編集と執筆

に多くの時間を充てた。これも租税法の分野で類書がなく、かつ、需要の高い新しいタイプの教

育用教材であると自負している。これらに加え、2003 年度から 2004 年度一杯にかけて『租税判

例百選〔第 4 版〕』の編集に関わる機会を持ったことも貴重な経験であった。今後はこれらの書

物の改訂作業を通して、わが国の租税法教育にいくばくかの貢献をしたいと考えている。

　すでに述べたように他の事柄に時間をとられた関係から研究面ではあまり見るべき成果はな

い。僅かに、破産手続と租税債権との関係についての研究が進んだことと、これまで継続してき

た人的役務の対価に対する課税の研究に一定の展望が見えてきた程度が成果と言える。前者の問

題については本研究科の中西正教授との共同研究期間があと 1 年間残っていることから、その期

間内に一定の成果を得るべく努力したい。また、人的役務報酬課税についても来年度の早い時期

に研究成果を公表することを考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法政基礎演習 2004 年度前期 2 単位
租税法 2004 年度後期 4 単位
法政基礎演習 2005 年度前期 2 単位
租税法 2005 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　2003 年度から法学部の新カリキュラムへの移行が始まった影響で、1989 年以来 16 回にわたっ

て担当した（1992 年度は在外研究により担当せず。また、1994 年度は 95 年 1 月半ばで中止。）「租

税法」の授業が 2005 年度をもって終了することとなった。この期間に得られた教育手法等に関

する知見（対話的な授業の進め方や具体的な教材の選定など。）は今後の新しい授業担当に活か

して行くことができると考える。



92 93

　また、入学直後の 1 年生を対象として法政基礎演習の担当を通じ、専門的知識の伝授ではなく

大学生としての基礎的な知力の養成を目的とした授業の進め方について考え、かつ、実践する機

会を得たことは貴重な経験であった。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

租税法Ⅰ 2004 年度前期 2 単位
租税法Ⅱ 2004 年度後期 4 単位
租税法Ⅰ 2005 年度前期 2 単位
R&W ゼミ租税法 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　「租税法Ⅰ」においては租税法の基礎的な知識や物の考え方を教授することを、また、「租税法

Ⅱ」においては裁判例の理解を通じて所得税を中心とする現行税制の姿を受講者に理解させるこ

とを、それぞれ目的とした。特に「租税法Ⅱ」においては徹底的な対話型の教育手法を試みた。

　この経験から、租税法の分野については必ずしも対話型の教育手法に偏ることなく、系統学習

の部分も適宜授業に織り込みながら学習させる方が効率的であるとの反省にいたり、今後の課題

として考えている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

租税法政策論 2004 年度前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）７人 （2005 年度）８人

〔自己評価〕

　指導学生を都合がつく限り一同に集めて研究報告をさせ、指導するというスタイルでの研究指

導を、この 2 年間も続けてきた。また、税務大学校研究部と連絡をとり、今後、同校から継続的

に学生を受け入れる方向で協議が進んだことも、合わせて特記しておきたい。

　なお、法学研究科博士課程も平成 15 年度から新制度に移行し、1993 年度以来 12 回にわたっ

て担当してきた「租税法政策論」の授業も終了することになった。近年、この授業科目で扱って

いた法人課税の問題に関する教育上の知見ついては、今後、法科大学院における「租税法Ⅱ」の

授業に活かしていくことができると考えている。

４　ＦＤ活動

法科大学院における授業参観、研究科内の会合に参加した他、2005 年 3 月には、「法科大学院

における税法の教育方法に関する研究会」( 於、京都大学 ) に参加した。
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５　学内各種委員等

法科大学院運営委員会副委員長 ( 教務担当 )・2004 年度

大学院教務委員長・2005 年度

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本公法学会、租税法学会
学会等役員 租税法学会理事・運営委員長
研究会活動 租税法研究会・租税判例研究会

２　教育活動

　特になし。

３　社会における活動

税制調査会専門委員 [ 金融小委員会 ]( 総理府 )

税理士試験委員 ( 国税庁 )

固定資産税制度に関する調査研究委員会委員 (( 財 ) 資産評価システム研究センター )

固定資産税のあり方に関する調査研究委員会委員 (( 財 ) 資産評価システム研究センター )

個人住民税検討会 (( 財 ) 自治情報センター )

大都市特例税制検討会 ( 指定都市市長会 )

福岡市税財政調査会 ( 福岡市 )

「税に関する論文」選考委員（納税協会連合会）

志谷　匡史（商法・教授 )

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　新会社法の成立および証券取引法の度重なる改正を受けて、この２年間は、新法および改正法

の解釈を試み、理論的・実務的問題点を指摘するとともに、他の研究者と協力して見解を著作に

まとめる作業を行った。これについては一定の進展をみたが、今後２年間は、残された問題を取

り上げて理論的考察を深めるとともに、実務家と協力して理論と実務との架橋を図るようにした

い。合わせて研究成果が大学院および学部における教育に活かせるよう取り組んでいきたい。ま

た、投資分野について横断的な新法が制定され、法制が新たなフェーズに入ったことを踏まえて、

研究領域を広げて掘り下げた検討を行いたいと考えている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

志谷匡史
( 共著 )

企業法総論 中央経済社 2004 年 3 月 教科書

志谷匡史
( 共著 )

証券取引所の自主規制に関
する研究会中間報告書

東京証券取引所 2004 年 6 月 報告書

志谷匡史
( 共著 )

改正株式会社法Ⅲ 弘文堂 2004 年 11 月 学術書

志谷匡史
( 共著 )

証券取引法 青林書院 2006 年 2 月 学術書

志谷匡史
( 共著 )

新版・改正株式会社法Ⅳ 弘文堂 2006 年 7 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

志谷匡史
( 共著 )

定款自治による株主の救済
〔上〕〔下〕

商事法務 2004 年 5 月
6 月

1698 号
4 頁－ 16 頁、
1699 号
16 頁－ 26 頁

学術論文

志谷匡史
( 単著 )

法令遵守体制の整備と証券
会社役員の責任－東京地裁
平成 15 年 2 月 27 日判決を
素材に－

月刊資本市場 2004 年 9 月 229 号
28 頁－ 43 頁

学術論文

志谷匡史
( 単著 )

証券市場と公的規制 神戸法学 2005 年 3 月 54 巻 4 号
39 頁－ 63 頁

学術論文

志谷匡史
( 単著 )

商法・証券取引法の視点か
ら再考する「西武・コクド
事件」

ビジネス法務 2005 年 4 月 第 5 巻 4 号
40 頁－ 46 頁

学術論文

志谷匡史
( 単著 )

証券市場の不祥事と自主規
制

月刊資本市場 2005 年 5 月 237 号
21 頁－ 35 頁

学術論文

志谷匡史
( 単著 )

新会社法と株主平等原則 企業会計 2005 年 6 月 57 巻 6 号
81 頁－ 88 頁

学術論文

２　研究成果の概要と自己評価

　会社法の分野では、解釈論の立場から、平成 16 年改正の解釈を行い著作にまとめるとともに、

平成 17 年の新会社法の成立を基礎に、新法の解釈を同じく著作にまとめることができた。これ

らの基礎的な作業を通じて一応の基本的知見を得ることができた。もっとも、実務的観点を含め

たさらに精緻な解釈を展開しなければならない。今後予想される裁判例に対する調査・分析を怠

りなく行うことにより、新法の理解が深まるものと期待される。会社法の分野における具体的な

教育手法の開発は今後に残された大きな課題であって、単に研究者のみならず、研究者・専門法

曹および企業実務家の三者が手を携えて取り組んでいくべき課題であると認識している。

　証券取引法の分野では、解釈論の立場から、最近の改正内容に関して解釈を行い著作にまとめ

るとともに、他の研究者や実務家と協同して証券取引所の自主規制問題について深く掘り下げた

検討を行う機会を得ることができた。会社法分野に勝るとも劣らず証券取引の分野においては、



96 97

実務界との共同作業の必要性が益々痛感される。取引所の自主規制の研究は、不十分ながらその

方向を志向した試みであると評価してよいであろう。この分野においては平成 18 年に横断的な

投資者保護立法が制定されたが、比較法的観点を取り込んだ検証作業が待たれている。今後はこ

の課題に取り組んでいきたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

商法Ⅰ ( 昼間主 ) 2004 年度前期 4 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたっては、基本的な教科書に頼らず、自ら作成したレジュメに沿って講義を進

めた。重要なポイントに関しては、板書も多用しながら理解を深められるように配慮した。もっ

とも、質問を授業の前後および授業中においても可能な限り受け付ける努力をしたが、今後はＩ

Ｔを活用した方策を試みることが必要ではないかと思われる。これは質問への対処のみならず、

たとえばレジュメや図表、判例の抜粋など、能力があり意欲の高い学生に対して、勉学意欲を高

める方向で活用すべきであると考えられる。授業自体もパワーポイントの活用を検討する予定で

ある。いずれも今後の課題とする。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

会社法 2004 年度後期 4 単位
対話型演習商法Ⅱ 2004 年度後期 2 単位
証券取引法 2005 年度前期 2 単位
会社法 2005 年度後期 4 単位
対話型演習商法Ⅱ 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　３科目を担当しているが、法科大学院開講時から授業を担当しているものの、試行錯誤と評価

さぜるをえない状況である。たとえば未修者向けの会社法を取り上げると、半期間に学部生向け

とは相当にレベル・ボリュームの異なる法律論を効果的・効率的に授業することは、きわめて難

しいといえる。既修者向けの対話型演習商法Ⅱについても、事情はそれほど異なるものではない。

ただ、対話型である点を利用して学生に自ら考えさせる形で問題を提起することはある程度でき

たと思われる。証券取引法に関しては、基礎的な理解力の涵養に努めた。新会社法制定を受けて、

2005 年度には他の研究者と協同して、４回にわたり、主として法科大学院生を対象に「新会社

法セミナー」を開催することができた。今後も重要な改正がなされるときは、「セミナー」形式

を活用することも検討すべきであろう。
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３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

商法演習 2004 年度前後期 4 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）１人 （2005 年度）０人

〔自己評価〕

　2004 年度に１名の社会人大学院生に対して、修士論文の作成を指導した。この学生は、修士

号を取得して引き続き同じ職場で活躍している。仕事に研究成果を活かすことができているよう

である。

４　ＦＤ活動

2004 年本法科大学院民事法関係科目の授業参観を行った ( 神戸大学 )

５　学内各種委員等

利益相反マネジメント委員会委員 (2005 年度～ )

法学研究科評価委員 (2004 年度～ )

神戸大学史Ⅱ執筆専門委員 (2005 年度～ )　

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会、日米法学会、金融法学会、信託法学会
研究会活動 神戸大学商事法研究会、京都大学商法研究会、証券取引法研究会

２　教育活動

　特になし

品田　裕（政治過程論・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この２年間の研究の関心は、主として政治家の活動・政策を計測し、記述することにあった。

そのためにデータを作成・整備・加工し、その分析をする作業を進めてきた。最終成果物にはな

かなか至らないものの、相当程度、データの蓄積ができた。特に科研費を得て選挙公約分析によ

る現代日本の政策空間に関する研究を進めてきた。他方、有権者については引き続き関心を有し



98 99

ていたものの手薄となり、成果になっていない。今後は、当面は現在行っている選挙公約に関連

する分析を中心に、以下の項目についても方法を十分留意しつつ、研究を進めたい。(1) 自民党

議員の派閥・政策分野、(2) 投票参加に与える啓発活動の効果、(3)1970 年以降の市長選挙、(4)

有権者の政治意識、特に政党支持の類型、(5) シミュレーションを用いた分析、(6) 新制度下に

おける有権者の戦略的投票行動の分析 ( 中断している研究の完成 )、(7) 旧中選挙区制度の総合的

評価 ( 中断している研究の完成 )、(8) 昭和 20 年代の総選挙データの点検･公開 ( 中断している作

業の完成 )。他方、教育については、05 年度に朝日新聞社のご協力を得て「ジャーナリズム・ワー

クショップ」を開講できたが、さらに讀賣新聞社・神戸新聞社のご協力により新規科目を 06 年

度に開講できることとなった。これらは大学院専修コースでの公共知識人材育成にむけての新し

い試みであるが、引き続きジャーナリズム関連科目の充実整備をはかっていきたい。また大学院

研究者コース向けには、文部科学省「魅力ある大学院教育」イニシアティブ事業の遂行に努めた。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

品田　裕 選挙公約分析による現代日本
の政策空間に関する研究

平成 16 年度科学研
究費補助金報告書

2005 年 3 月 1-70 報告書

品田　裕 集計データ分析による政党間
競争研究の確立（川人貞史「選
挙制度と政党システム」）

レヴァイアサン 2004 年 10 月 35号176-180 書評

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
品田　裕 内閣支持率と世論 神戸大学 EXE 研究

会（神戸大学）
2005 年 8 月 神 戸 大 学

EXE 研究会
一般

２　研究成果の概要と自己評価

　この 2 年間、選挙公約データや自民党議員データなど、他に類を見ない独自データを引き続き、

充実させることができたと考える。これらのデータを駆使した分析を今後、展開していきたい。

現段階での中間的な成果を科研報告書にまとめた。これらのデータには、他研究者からの注目も

集まりつつある。公約関連では、各地の若手研究者との共同データ作成・共同研究を進めている。

試験的な公開は徐々に行っているが、今後はデータの公開普及と利用促進をはかる予定である。

自民党議員データは、93 年までの主に部会・調査会所属に関するデータであるが、来年度の公

開に向けて準備を進めている。これらの研究に軸足をおきながら、政治過程論分野での研究も一

部、行った。未公表であるが、政治家に対する調査データを分析した論文 1 本を執筆した（近刊

予定）ほか、シミュレーションなどの新しい手法についても検討している。また、有権者レベル

の学術的分析としては見るべきものはないが、各地の選挙管理委員会との連携により、投票啓発

に一定程度、貢献できた。今後は、選挙公約研究を中心に、これらの分野についても学術的な発

表をしていきたい。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

政治文化論 2004 年・2005 年　前期 4 単位
政治データ分析 2004 年後期・2005 年前期 2 単位
社会分析基礎演習 2004 年・2005 年　後期 2 単位
社会問題自主研究 2004 年・2005 年　前期・後期 2 単位

〔自己評価〕

　政治文化論においては、模擬的な世論調査やゲストを招いての講演会を交え、学生に興味関心

を持たせるようにしている。授業では、簡単なレジュメを配布し、これに基づき講義を行っている。

政治データ分析は、授業の前半を講義および実習にあて、後半 3 分の 1 程度で学生に自由に調

査分析をさせて、そのレポートを提出させている。レポート提出に至った学生の多くは、非常に

熱心でレポートも面白い。しかし、どうしても時間不足で、十分に高度な内容とは言えないのに

内容が未消化に終わる傾向があり今後の課題である。社会分析基礎演習は、2 年生という学年ゆ

えの難しさがあり、なお試行錯誤の状態であるが、やり方によっては充実できる手ごたえを感じ

ている。社会問題自主研究については、学期を通じて学生の関心が維持できない点に問題が残る。

２　法科大学院

　担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

政治過程論特殊講義 2004 年度・2005 年度　後期 2 単位
政治データ分析特別特殊講義 2004 年度後期・2005 年度前期 2 単位
政治文化論特別特殊講義 2004 年度・2005 年度　前期 4 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）５人 （2005 年度）５人

〔自己評価〕

　ここ 2 年間の特殊講義については、主に計量分析を初歩からまなぶことを基本に、随時、受講

者の希望による報告などを交えて行った。特に修士論文などの執筆予定者には定期的に報告をさ

せ、その際に伊藤光利教授・網谷龍介教授・大西裕教授の出席や助言を求め、共同指導体制に近

づくよう配慮した。また、2005 年度には専修コースにおける公共知識人材育成のための新しい

試みの一環として、朝日新聞社の協力の下、桐村英一郎客員教授を迎え、新規授業「ジャーナリ

ズム・ワークショップ 1・2」を立ち上げ、多くの場合、陪席に努めた。この授業は全く新しい

試みであったが成功したものと考えている。
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４　ＦＤ活動

2005 年北海道大学大学院法学研究科視察。

上記以外に、各年４回～５回専門を共通にする学内教員と授業方法等に関する話し合いを行っ

ている。

５　学内各種委員等

法学研究科企画室長（2004 年度・2005 年度）、法学研究科法政情報委員長（2004 年度・2005

年度）、法学研究科大学院教務委員（2004 年度・2005 年度）、法学研究科教学専門委員会 WG 委

員（2004 年度・2005 年度）、六甲台合同電算機委員（2004 年度・2005 年度）、六甲台ネットワー

ク運営調整委員（2004 年度・2005 年度）、ICPSR 委員（2004 年度・2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本政治学会、日本選挙学会、日本比較政治学会、日本政治研究学会

学会等役員 日本政治研究学会世話人、日本政治学会選挙管理委員、日本比較政治学会企画委員、
日本政治学会監事（～ 2004 年 10 月）

学会誌等編
集委員 日本政治研究世話人

研究会活動 政治行動研究会、専門知研究会、PA 研究会、EXE 研究会

２　教育活動

　同志社大学法学部「比較政治制度論１・２」（非常勤講師　2004-2005）、京都女子大学現代社

会学部「データ処理論１・２」（非常勤講師　2004-2005）、大阪市立大学法学部「政治過程論」（非

常勤講師　2005 夏季集中）、京都大学大学院法学研究科国際公共政策専攻「選挙と政治」（非常

勤講師　2004-2005 後期）

３　社会における活動

大阪市明るい選挙推進協議会副会長、加西市史編纂委員、その他、岡山県、尼崎市、宝塚市等

で投票率向上の啓発等のため講演。

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究（C）選挙公約分析による現代日本
の政策空間に関する研究

研究代表者 2002 ～
2004 年

基盤研究（B）変革期における執政集団の比
較研究

研究分担者（研究代表
者　伊藤光利）

2003 ～
2005 年

基盤研究（B）新時代の日米関係を規定する
要因の解明：史的展開と国内
政治過程からの総合的分析

研究分担者（研究代表
者　五百籏頭眞）

2004 ～
2006 年
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基盤研究（C）選挙公約の実証分析による「改
革」の時代の政策空間に関す
る研究

研究代表者 2005 年～

２　その他の研究助成

　特になし

須藤　政夫（刑事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　法科対学院の設立に伴い、実務家教員として派遣され、この２年間、学生に対して、刑事手続

につき、実務感覚にあふれた理解力を持たせるように努力してきた。しかしながら、これまであ

る意味偏った教育を受けてきたためか、未だ十分その目的が達成されたとは言い難い。今後、さ

らに、教育方法を検討し、実践的な理論を学生に身に付けさせるように努力したいと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発行年月 主催者名 発表形態
須藤政夫 違法捜査の抑制について 日本刑法学会・広

島
2004 年 5 月 広島大学 一般講演

２　研究成果の概要と自己評価

　警察官による違法捜査抑制において検察官の果たす役割と実効性について発表したが、十分な

準備を行わないままの発表であったため、必ずしも内容的には満足のいくものではなかった。

3　法曹実務経験の概要と自己評価

　2001 年４月から 2002 年３月まで大阪地検公安部長、2002 年４月から 2003 年３月まで高松高

検公安部長、2003 年４月から 2004 年３月まで大阪高検検事。大阪地検勤務時は、告訴告発事件

で警察の捜査が遅延等しているものにつき、警察の相談を受けて処理方針の指導などを担当し、

警察捜査のチェックを主に行っていた関係で、検察権行使の在り方などを学生に教える際に役

立っているのではないかと思われる。また、高検勤務時は、無罪事件等の控訴要否の審議にタッ

チする関係で、検察官の捜査公判活動の不備などを見聞することが多く、その経験が、授業にお

いて、捜査公判手続で生じる具体的な問題点を学生と検討・討議する際の参考になっている。逆

に、検事として勤務していた当時は、法的な論理を考えることはあまりなく、これまでの実務慣
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行にしたがって捜査公判活動を行っていたが、法科大学院に派遣され、その実務慣行がいかなる

法的論理で裏打ちされているかが、よく分かった。このことは、実務に戻った後に、大変役に立

つと思われる。

Ⅲ　学内活動

１　学部

　担当なし

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対演刑事事実認定 2005 年前期 ２単位×２
刑事手続実務 2005 年後期 ２単位

〔自己評価〕

　実務感覚を養う授業を行うために、教材は事件記録教材や自作の講義資料を使用し、また、「刑

事手続実務」の授業においては、双方向授業を行うことを心がけ、学生との対話をできる限り行っ

てきた。また、学生には毎回、問題に対する回答メモをメールで提出させ、授業前にその各意見

を一覧表にしたものを作成配布して、自己と他学生の考え方の違いを具体的に分からせることに

よって、授業における理解度を深められるように配慮した。この方法は、適切な授業を行う上に

おいて非常に有効ではあるが、学生数が増えると、物理的に困難になることから、これに代わる

他の方法を模索中である。

３　法学研究科・博士課程

　担当なし

４　ＦＤ活動

2004 年本法科大学院刑事法関係科目の授業参観を行った（神戸大学）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
研究会活動 神戸大学刑事判例研究会

２　教育活動

　特になし
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泉水　文雄（経済法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この 2 年間は、法科大学院において授業が始まった最初の 2 年間であった。この結果、従来

に比べ、学部、法科大学院、研究者大学院を含めた教育に時間と労力を費やす結果となった。ま

た、学部教務委員長および新司法試験考査委員の仕事も行った。それらも 1 つの理由となり、研

究論文の数が減ってしまった。その代わり、教科書等を出版することができた。独禁法改正の時

期にも当たり、法改正に絡んだ研究会報告、省庁、公益企業などにおける様々な仕事において研

究を生かすこともできた。そのような意味では充実した時期であったが、次年度以降は、研究を

一層行いさらに研究成果を上げたいと考えている

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

泉水文雄
（分担執筆）

アメリカ経済論 ミネルヴァ書房 2004 年 4 月 教科書

泉水文雄
（編集）

独占禁止法 弘文堂 2004 年 10 月 教科書

泉水文雄
（共著）

ベーシック経済法（第 2 版）有斐閣 2006 年 3 月 教科書

泉水文雄
（分担執筆）

Corporate Governance in 
Context Corporations, States, 
and Markets in Europe, 
Japan, and the US

Oxford University 
Press

2005 年 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

泉水文雄
（単著）

特別講演　独占禁止法の最
近の問題

リーガルマインド 2004 年 4 月 238 号・
43 頁～ 65 頁

会議録

泉水文雄
（単著）

国等により利用権が排他的
に割り当てられている事業
者に関する問題

ジュリスト 2004 年 6 月 1270 号・
65 頁～ 74 頁

学術論文

泉水文雄
（単著）

独禁法改正を問う（下）（経
済教室）

日本経済新聞 2004 年 9 月 31 頁 その他

泉水文雄
（共著）

公益分野における市場支配
的地位の濫用に対するＥＣ
競争法の適用に関する調査
報告

公正取引 2004 年 10 月 648 号 18 頁
～ 25 頁

学術論文

泉水文雄
（共著）

諸外国の電気通信分野にお
ける市場支配的地位の濫用
規制等に関する調査報告書

http://
www.jftc.go.jp/
cprc/reports/
cr0204.pdf

2005 年 3 月 1 頁～ 45 頁 その他

泉水文雄
（共著）

諸外国の電気通信分野にお
ける市場支配的地位の濫用
規制等に関する調査報告

公正取引 2005 年 4 月 654 号・31
頁～ 39 頁

学術論文
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泉水文雄
（単著）

日本における競争法̶競争
法の多様性と普遍性̶

神戸法学雑誌 2005 年 6 月 55 巻 1 号・
93 頁 ～ 118
頁

学術論文

泉水文雄
（単著）

Sector-Specific Regulations 
and Antitrust: Corporate 
Governance of Public 
Undertakings in Japan. In 
Corporate Governance in 
Context Corporations, States, 
and Markets in Europe, 
Japan, and the US

Corporate 
Governance 
in Context 
Corporations, 
States, and Markets 
in Europe, Japan, 
and the US

2005 年 461 － 478 頁 学術論文

泉水文雄
（単著）

支配型私的独占と課徴金 神戸法学雑誌 2005 年 3 月 55 巻 4 号 学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
泉水文雄 競争評価結果と今後の政策

展開
「電気通信事業分野
の競争評価カンファ
レンス̶競争政策の
新たなステージへ̶」
パネル2（三田共用
会議所講堂）

2004 年
6 月 14 日

総 務 省、 京
都 大 学、 日
本経済新聞
社

パネリスト

泉水文雄 マイクロソフト事件反トラ
スト訴訟をめぐって

関西日米交流フォー
ラ ム（ ハ ー ビ ス
OSAKA６階会議室）

2004 年
8 月 27 日

関西日米交
流フォーラ
ム

その他

泉水文雄 Comment to Professor 
Mestmaecker, Sector Specific 
Regulations and Anti-trust: 
Corporate Governance of 
Public Undertakings

Conference Change 
of Governance: 
Europe, Japan 
and the US-
Corporations, 
States, Markets, 
and Intermediaries-

（ベルリン日本セン
ター）

2004 年 9 月
9 － 11 日

Max Planck 
Institute 
for Foreign 
Private 
and private 
International 
Law and 
Japanese 
German 
Center Berlin

コメンテー
ター

泉水文雄 日本における競争法 アジア市場における
持続可能な競争秩序
の多様性に向けて̶
法動態学からのアプ
ローチ（神戸国際会
議場）

2004 年 10 月
23 日

神 戸 大 学
法学研究科
CDAM

一般講演、
パネリスト

泉水文雄 独占禁止法改正案について 第24回独占禁止法
研究会 (京都弁護士
会館

2004 年 12 月
10日

京 都弁 護 士
会・独禁法研
究会

その他

泉水文雄 新規参入障壁と消費者の利
益

第17回独占禁止法
研究会 (東京弁護士
会館 )

2004 年 12 月
11日

日本弁護士連
合会消費者問
題対策委員会

招待講演

泉水文雄 独占禁止法はだれがどのよ
うにして作ったのか

第４回公開セミナー
（公正取引委員会大
会議室）

2005 年 4 月
27日

公正取引委員
会競争政策研
究センター

一般講演

２　研究成果の概要と自己評価

　Ⅰで述べたように、研究成果の数は従来より少ない。その代わり、法科大学院における標準教
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科書を目指した『独占禁止法』( 弘文堂 ) が出版でき、法科大学院生だけでなく、弁護士、企業

法務家などからも好評を得た。また、独占禁止法の大改正の時期にもあたり、『ベーシック経済法』

( 有斐閣 ) を含めて、教科書の改訂作業が 2005 年の年度末までかかった。このほか、ケースブッ

ク、経済学者との共著の本などの出版作業も進んでいる。このように、教育や出版に忙殺された

2 年間であったが、その中において、数は少ないものの、OUP から出版された分担執筆の書籍

を含めてある程度満足できる研究論文も出すことができた。研究会等の報告（なお、掲載リスト

では定例の研究会での報告は省略している）においても、従来よりも数は少ないが、重要なもの

が少なくない。今後、さらに研究論文数を増やしたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

経済法 2004 年度後期 4 単位
経済法 ( 夜間 ) 2004 年度後期 4 単位
経済法・市場と法 2005 年度後期 4 単位
1 年次演習 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　経済法については、レジュメを配布して授業を行った。2005 年度は 4 単位科目としての最後

の年であったためか、受講生が多かった。定期試験の成績はよかったが、試験問題がやや易しす

ぎた点が反省材料であった。1 年次演習は、3 名の教員のオムニバスで行った。授業評価アンケー

トでも知的財産権をテーマにしたところテーマに関心を持って参加し、今後も勉強したいという

た学生が多かった。ただし、1 年生のゼミとしてはややゼミの運営を学生に任せすぎたきらいが

ある。1 年生に対する少人数教育の方法については今後も一層改善をしたい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

経済法Ⅰ 2004 年度前期 4 単位
経済法Ⅱ 2004 年度後期 2 単位
経済法Ⅰ 2005 年度前期 4 単位
経済法Ⅱ 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　経済法Ⅰでは独禁法の実体規定について、経済法Ⅱでは独禁法の手続、知的財産権との関係な

どの発展問題について講義を行った。試行錯誤をしつつ行っている。授業では手作りの審決判例

集およびレジュメを配布して進めていった。授業に臨んでは、あらかじめ資料集とレジュメを読

み、資料集掲載の審決判決等に関してレジュメに記載の設問等を考えてくることを毎回求めた。

2004 年度の経済法Ⅰは、法科大学院の初年度の学生数が少ないためもあり、受講者 4 は 12 名、
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経済法Ⅱの受講者は 11 名であった。2005 年度の経済法Ⅰ受講者 47 名、経済法Ⅱの受講生 27 名

であった。受講生は毎回予習および質問の準備を行い、授業では質問等を無作為に当てていった

にもかかわらずよくついてきて、内容にも関心が持ってくれた。また、成績も優秀であった。授

業アンケートの結果も好評であった (2005 年後期の経済法Ⅱに関する興味・見方・履修価値平均

は 5 点満点中 4.91 点 )。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

経済法特殊講義 2004 年度後期 2 単位
経済法特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）３人
指導学生の
学会活動

井畑陽平 ( 博士後期課程 )：関西米国ＥＣ競争法研究会で数度報告し、成果をその
度に月刊誌「公正取引」に掲載

〔自己評価〕

　2004 年度の経済法特殊講義では、Harry First. Antitrust in Japan: The Original Intent, 9 P. AC 

. R. IM. L. & P. OL. ’ Y. J. 1, 35-40 (2000) を講読し、そこに言及されてない日本関係の文献に

ついてさらなる調査を行った。これは外国人留学生に対する語学の研鑽を兼ねたものである。

2005 年度には、決済カードの独禁法上の問題について、博士論文執筆のための研究を行った。

報告者が各章各節を提出し、それについて検討を加えるという方法で行った。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

全学教務委員 (2003 年度～ 2004 年度 )、学部教務委員長 (2003 年度～ 2004 年度 )、教学専門

委員会委員（2004 年度）、図書委員会委員 (2005 年度～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本経済法学会、日本国際経済法学会

学会等役員 日本経済法学会理事、同・常務理事（1999 年 10 月～ 2005 年 10 月）、同・運営委
員、日本国際経済法学会運営委員

研究会活動
関西経済法研究会、関西米国ＥＣ競争法判例研究会、公正取引委員会・審決判例
研究会、大阪弁護士会独占禁止法研究会、京都弁護士会独占禁止法研究会、電力
系統利用協議会・中・長期業務関連勉強会など
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２　教育活動

特になし

３　社会における活動

公正取引委員会・競争政策研究センター客員主任研究員（2003 年～）、新司法試験考査委員（経

済法、2005 年～）、公正取引委員会・国際問題研究会会員（1999 年～）、神戸市特定調達調査委

員会委員（1999 年～ 2005 年）、明石市入札調査委員会委員（2002 年～）、CRIC 著作権研究所・

著作権と独禁法研究会委員 (2003 年～ 2006 年）、発展途上国独禁法セミナー講師（国際協力事

業団・比較法研究センター、2004 年 9 月、2005 年 3 月）など

４　国際交流
海外出張 2004 年 9 月（ドイツ、カンファレンス参加）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 (C) 市場支配的事業者の意義およ
びその濫用行為に対する法規
制の比較法的研究

研究代表者 2003 年～
2005 年

基盤研究（B）IT 経済社会の形成と競争政策
上の課題に関する総合的研究

研究分担者 2002 年～
2004 年

基盤研究（B）ヨーロッパ法と各構成国国内法
との相互作用

研究分担者 2004 年～
2006 年

２　その他の研究助成

　特になし

瀧澤　栄治（ローマ法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究については、以下の三つの柱で行うことを計画している。第一は、これまでに研究会等に

おいて報告を行ったいくつかのテーマについて、論文として公表すること、第二は、すでに公表

した論文のテーマについて近時新たな研究成果が出されているので、これを分析・検討すること、

第三は、比較法研究である。

　教育については、これまで学部講義においてローマ債権法を中心に授業を行ってきたが、今後

は物権法についても授業を行うべく準備を進めている。授業において使用する教科書の出版を予



108 109

定している。大学院教育においては、法制史研究を行うための基本的な作業を身につけてもらう

ことを目標として、教育を行っていきたい。法科大学院での授業は、様々な時代、地域における

法制度のあり方を知ってもらい、広い視野を持つよう、授業を計画している。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

　特になし。

２　研究成果の概要と自己評価

　弁護士との共訳というかたちで、現在最も活躍中の比較法研究者の一人である Alan Watson

教授の著作について、翻訳作業を行い、公刊する予定である。本書は、様々な時代、様々な国々

の法制度について、ローマ法の継受を大きな柱として、なぜそのようなものとして存在するに至っ

たのかを論じたものである。これまでの私のローマ法研究は、ローマ及びビザンツの時代にのみ

向けられていたのであるが、本書から比較法研究の重要性、おもしろさを学び、今後は、ヨーロッ

パの各国の法制度の比較、そして日本法、とりわけ民法典の比較法的な位置づけについても研究

課題としたいと考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

西洋法史（夜間主） 2005 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　授業内容と各テーマにおける重要事項を示した「講義要領」（２２頁）及び、分かり易く解説

した教材を配布して授業を行った。今回は、学生に十分に授業内容を理解してもらうため、まず

全体の概観を説明し、個別のテーマにおいて重複をいとわずに重要なポイントを何度も繰り返し

説明するよう心がけた。しかし、その反面、授業の進度が従来に比べ落ちてしまった。この点を

ふまえて、さらに工夫を凝らすことが今後の課題であると考えている。

２　法科大学院

〔担当講義〕

担当授業科目名 開講学期 単位数
法思想 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　講義用教材（20 頁）を配布し、これに従って授業を行った。知識の習得というよりは、いろ

いろな見方、考え方があるということを知ってもらうことに重点を置いた。そのため、説明の途
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中でも、学生に質問があればすぐに質問して良いこととした。今後は、講義用教材の一層の内容

充実に努めるつもりである。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

西洋法史特殊講義 2004 年度後期 2 単位
西洋法史特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　ローマ法の歴史について一般向けに分かり易く書かれたドイツ語文献の講読を行った。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

神戸大学評議員（2003 年 4 月～ 2005 年 10 月）

法学研究科長・法学部長（2003 年 10 月～ 2005 年 10 月）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 法制史学会

２　教育活動

東北大学法学研究科・法学部、非常勤講師　「ローマ法」2005 年度夏季集中講義を担当

Ⅴ　外部研究補助金取得状況
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

平成 16 年度
神戸大学教
育研究活性
化支援経費

スポーツにおける個人・団体(企
業 )の諸関係にみる法的課題
の研究

研究分担者 ( 研究代表
者：井上典之 )

2004 年～
2005 年
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月村　太郎（国際政治史・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2004 年 4 月－ 2006 年 3 月は研究上の大きな転換点の時期であったと考える。1999 年頃より

ボスニア内戦に関する単著の執筆を準備し行ってきた。この作業を進めるうちに、今後の研究活

動の方向性が定まった。第一は民族紛争（地域紛争）に関する比較・理論的研究である。これに

ついては、「民族紛争に関する政治学的比較研究」（科学研究費補助金Ｃ）よって既に着手してお

り、一応の結論を纏めて『国際政治講座２』（東京大学出版会）の一章になる予定である（本来

ならば既に出版されている筈だが、２校以来２年以上が経過するが諸般の事情でまだ出版されて

いない）。これを受けて、21 世紀ＣＯＥプログラム「市場化社会の法動態学」研究教育拠点の事

業として 2005 年 1 月より地域紛争研究会を立ち上げ、研究を更に深めている。今後の研究活動

における第二の柱は、バルカン地域の政治変動に関するものである。これについては 2005 年度

の「バルカン地域の国際関係を巡る政治・経済的変動に関する研究」（科学研究補助金Ａ）を獲

得し、今後の研究上の発展が期待される。尚、ボスニア内戦に関する単著は『ユーゴ内戦』とし

て 2006 年９月に脱稿し、出版された（東京大学出版会刊）。教育活動においては、学部ではバ

ルカン地域における／を巡る国際関係史を講義し、大学院では民族紛争（地域紛争）を取り上げ

ている。いずれも研究上の柱を密接に関連しており、今後の研究の進展に伴い、更に充実した授

業ができるものと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

月村太郎
（共著）

Democracy and Market 
Economics（英文）

Slavic Research 
Center, Hokkaido 
University

2004 年 その他

月村太郎
（共著）

世界の予防外交の総合的研
究

（科研報告書） 2005 年 3 月 その他

月村太郎
（共著）

グローバル化するアジア （科研報告書） 2005 年 6 月 その他

月村太郎
（単著）

ユーゴ内戦 東京大学出版会 2006 年 9 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

月村太郎
（単著）

Has Democratization 
Consolidated in the Former 
Yugoslavia?

上 記 Democracy…
に所収

2004 年 pp.249-271 学術論文

月村太郎
（単著）

ボスニア内戦と和平案 上記『世界の予防
外交…』所収

2005 年 3 月 98-115 頁 学術論文

月村太郎
（単著）

ヨーロッパのイスラム教徒 上記『グローバル
化･･･』所収

2005 年 6 月 第一部 17-31
頁

学術論文
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（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
月村太郎 暴力的紛争と民族主義̶ボ

スニア内戦を例として
CDAMS 個 人 報 告
会（神戸大学）

2005 年 1 月 CDAMS 一般

月村太郎 Multiethnicity in Japan Democracy and 
Human Rights 
in Multiethnic 
Societies 
VIII(Konjic, Bosnia 
and Hercegovina)

2005 年 7 月 Institute for  
Strengthening
Democracy in 
Bosnia

一般

月村太郎 バルカン地域におけるバル
カン化と非バルカン化

日本国際政治学会研
究大会（札幌コンベ
ンションセンター）

2005 年 11 月 日本国際政
治学会

一般

月村太郎 バルカン地域を巡る二つの
ガバナンス

科研研究会（神戸
大学）

2005 年 12 月 科学研究費補
助金基盤研究
(Ａ )「バルカ
ン地域を巡る
国際関係の政
治・経済的変
動に関する研
究」

一般

月村太郎 Key Development in 
Japanese Higher Education

Anglo-Japanese 
Academy 
(University of 
Warwich, UK)

2006 年 1 月 東 京大学 21
世 紀 COEプ
ログラム「先
進国における
政策システム
の創出」ほか

一般

月村太郎 東欧の解体？ ロシア東欧研究大
会（青山学院大学）

2006 年 11 月 ロシア東欧学
会

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　この間の研究成果はボスニア内戦に関するものとバルカン地域一般に関するもの、日本に関す

るものに分かれる。ボスニア内戦に関する研究は 1999 年頃より進めており、単著の原稿を『ユー

ゴ内戦』として 2006 年９月に刊行している。いわばそれへ至る副産物として位置付けられるの

が論文として挙げた３本である。勿論単著の単なる抜き書きではなく、それぞれに執筆上のコン

セプトは違うが、内容は単著執筆の目的で収集・分析した資料に大きく負っている。ボスニア内

戦に関する研究が一段落し、研究対象を地域的拡大する方向で研究を進めているが、その実現に

大きく貢献するのが、2005 年度より「バルカン地域を巡る国際関係の政治・経済的変動に関す

る研究」（科学研究費補助金Ａ）であると考える。研究に着手したばかりなので研究成果は殆ど

ないが、まず概括的なものとして、日本国際政治学会研究大会共通論題で報告した「バルカン地

域におけるバルカン化と非バルカン化」であり、その一部を修正して科研研究会で報告した「バ

ルカン地域を巡る二つのガバナンス」である。日本に関するものは、他より求められて行った研

究発表であり、ここに含めるべきではないかもしれないが、Multiethnicity in Japan については、

日本人の研究者として海外で日本について報告を求められた毎にこれまでにもこれに類するテー

マで報告しており、アドホックながら研究を行ってきている。Key Development in Japanese 

Higher Education は研究を始めたばかりだが、今後多くの要望がなされる可能性も否定できない。
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以上を踏まえて 2004 年 4 月－ 2006 年 3 月の期間の研究活動を自己評価すれば、期間前からの

中期的研究において計画通りの目的である単著の脱稿という形で一区切りが付けられたこと、研

究対象の拡大に着手し得たことから、自分なりに満足できた研究成果であったと考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際関係史 2004 年前期、2005 年前期 4 単位
国際関係史（夜間主） 2005 年前期 4 単位
法政基礎演習 2004 年前期、2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　学部では国際関係史（昼間主は毎年開講、夜間主は隔年開講だが 2005 年度が最終開講年度）

を講義している。配当学期がそれまでの一年次後期から二年次前期に移ったのを機に講義内容の

大幅な変更を行った。それまで東中欧・バルカン地域に渡る国際関係史を講義していたのに対し

て、現在は地域的焦点をバルカン地域に絞り、より集中的な内容に変えた。他方でその為により

マニアックな講義内容になる危険性もあり、それについては常に分かりやすいように内容に工夫

を行っている。歴史離れが巷間言われており、それを何とか防ごうと、更なる努力を行っていく

つもりである。法政基礎演習は一年次前期に配置され、神戸大学法学部における転換教育の枢要

を占めるものである。政治系の担当者として、各クラスを回って同じテキストを使用して行った。

2001 年 9 月 11 日以降の全国五大紙の社説を比較して読ませ、レポートを提出させたが、授業中

の学生の受講態度を見ていると、概ね好評ではなかったかと評価している。

２　法科大学院

　担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際関係論特殊講義 2004 年前期、2005 年前期 2 単位
現代政治Ⅱ特殊講義 2004 年前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004年度）7人（うち国際協力研究科3人）（2005年度）10人（うち国際協力研究科4人）

〔自己評価〕

　国際関係論特殊講義では、民族紛争（地域紛争）に関する講義を最初に若干行った後に、英文

テキストを講読した。現代政治Ⅱ特殊講義では、民族紛争（地域紛争）に関する日本語の基本書

を読ませた後にレポートを提出させ、授業ではそのレポートを題材に講義を進めた。これによっ
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て基本書から有意な知識・知見を身につける上に、文章作法を指導している。研究指導では論文

指導を中心に行っている上に、希望者を中心に英語の補習も行った。英語のテキストを逐語訳さ

せるものである。昨今の大学院の講義では大量の英書を読むことを前提としている場合も多々あ

るが、そもそも英語力がそれに追いつかない学生もおり、授業の消化不良も見られる。それらを

補うべく行っている英語補習である。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

2005 年 4 月より教育研究評議員及び大学教育研究センター運営委員／大学教育推進機構全学

共通教育運営協議会委員、2005 年 10 月よりＣＯＥ推進委員会（「市場化社会の法動態学」研究

教育拠点）委員、CDAMS 運営委員会幹事

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本政治学会、日本国際政治学会、日本比較政治学会、東欧史研究会
学会誌等編
集委員 日本国際政治学会機関誌編集委員会副主任（書評委員会主任、2004 年度より）

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

日本国際政治学会 2004 年度研究大会実行責任者

研究会活動 地域紛争研究会（運営委員会幹事）

２　教育活動

大阪外国大学外国語学部「ハンガリー文化研究Ⅱ」2004 年度、2005 年度共に通年、立命館大

学国際関係研究科「ヨーロッパ研究」2004 年度前期

３　社会における活動

神戸大学 EU ウィーク講師（2005 年 10 月）

４　国際交流

海外出張

以下、いずれも資料調査または研究打ち合わせ：2004 年 7 月（クロアチア、ボス
ニア・ヘルツェゴヴィナ）、2004 年 11 月（クロアチア、セルビア・モンテネグロ、
ノルウェー、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ）、2005 年 7 月（クロアチア、ボスニ
ア・ヘルツェゴヴィナ）、2005 年 9 月（クロアチア、モルドヴァ、ルーマニア）、
2006 年 3 月（クロアチア、セルビア・モンテネグロ）／以下、Anglo-Japanese 
Academy 関連（渡航地はいずれもイギリス）：2004 年 8 月（準備委員会）、2005
年 1 月（開催）
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Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（Ａ２）

東欧の地域社会形成と拡大
EUの相互的影響に関する研究

研究分担者（研究代表
者は家田修・北海道大学
教授）

2002 年～
2004 年

基盤研究
（Ａ２）

世界の予防外交の総合的研究 研究分担者（研究代表
者吉川元・神戸大学教授

2002 年～
2004 年

基盤研究
（Ｃ２）

民族紛争に関する政治学的比
較研究

研究代表者 2002 年～
2004 年

基盤研究
（Ｂ）

文化的少数派の権利擁護に関
する国際比較研究

研究分担者（研究代表
者は飯田文雄・神戸大学
教授）

2003 年～
2006 年

21 世紀 COE
プログラム

「市場化社会の法動態学」研究
教育拠点

事業推進担当者（研究代
表者は樫村志郎・神戸大
学教授）

2003 年～
2007 年

基盤研究
（Ａ）

バルカン地域を巡る国際関係
の政治・経済的変動に関する
研究

研究代表者 2005 年～
2008 年

基盤研究
（Ａ）

旧ソ連・東欧地域における体
制転換の総合的比較研究

研究分担者（研究代表
者は林忠行・北海道大学
教授）

2005 年～
2008 年

２　その他の研究助成

　特になし

手嶋　豊（民法、医事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　前回ファカルティレポートで懸案とした、医事法全体の議論状況の把握の困難さの問題を緩和

するための一方策として医事法に関する入門書を執筆することがあり、今期はそれについて一区

切りをつけることができた点では、目標を達成することができたと考える。しかしながら、変化

が激しい領域であることから、今後もこうした作業は継続する必要がある。また、あくまで基礎

的な情報についての状況を示し得たにとどまるのも事実であるため、より大きな体系書を執筆す

ることも必要である。教育については、より望ましい方法についてなお検討すべき余地が多く存

在していると考えており、法科大学院と学部との教育内容の再整理と充実が特に重要であると思

われる。



114 115

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
手嶋豊

（単著）
医事法入門 有斐閣 2005 年 6 月 教科書

手嶋豊
（分担執筆）

法学講義民法６　事務管理・
不当利得・不法行為

悠々社 2006 年 2 月 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
手嶋豊 治療の失敗に関する医療関係

者の患者への報告義務
医事法の方法と課題 2004 年 6 月 183 頁～

196 頁
学術論文

手嶋豊 インフォームド・コンセントと説
明義務

医療事故紛争の予
防・対応の実務

2005 年 12 月 63 頁～
78 頁

解説

手嶋豊 医療と説明義務 判例タイムズ 2005 年 7 月 1178 号 185
頁～ 189 頁

学術論文

手嶋豊 不法行為ー医療過誤から考え
てみよう

法学セミナー 2004 年 6 月 594 号
31 頁～ 35 頁

解説

手嶋豊 今、医療に求められているも
のー法学の観点から

日本医師会雑誌 2005 年 4 月 134 巻 1 号
42 頁～ 46 頁

解説

手嶋豊 法学と医学との対話 法学教室 2005 年 9 月 300 号
20 頁～ 29 頁

その他(対
談 )

手嶋豊 競走馬の所有者による無断
ゲームソフト制作業者への差止
め・損害賠償請求

私法判例リマークス 2005 年 7 月 31 号
54 頁～ 57 頁

判例評釈

手嶋豊 急性脳症患者の治療につき医
師に転送義務違反がある場合
に、重大な後遺症が残らなかっ
た相当程度の可能性があったこ
とが証明されるときの医師の不
法行為責任

法学教室判例セレク
ト

2004 年 3 月 294 号
別冊 20 頁

判例評釈

手嶋豊 スキルス胃がんにより死亡した
患者について胃の内視鏡検査
を実施した医師が適切な再検
査を行っていれば患者がその
死亡の時点においてなお生存
していた相当程度の可能性が
あったとして医師に診療契約上
の債務不履行責任があるとさ
れた事例

判例評論 2005 年 2 月 552 号
178 頁～ 182
頁

判例評釈

手嶋豊 被告人の読書歴等に基づき動
機を推論する新聞記事と名誉
毀損

メディア判例百選 2005 年 12 月 62 頁～ 63 頁 判例評釈

手嶋豊 2004 年学界回顧・医事法 法律時報 2004 年 12 月 76 巻 13 号
117 頁～ 123
頁

その他

手嶋豊 2005 年学界回顧・医事法 法律時報 2005 年 12 月 77 巻 13 号
118 頁～ 123
頁

その他

手嶋豊
他 5 名

医療記録改ざん問題を検討す
る

カルテ改ざんはなぜ
起きる

2006 年 3 月 205 頁～ 243
頁

その他
( 座談会 )
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（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
手嶋豊 オランダにおける診療契約

法について
日本医事法学会（京
都府立医科大学）

2005 年 11 月 日本医事法
学会

パネリスト

手嶋豊 不法行為における因果関係
の問題

法と心理学ワーク
ショップ

2005 年 10 月 ＣＤＡＭＳ パネリスト

２　研究成果の概要と自己評価

　民法の分野で公表された研究成果は、不法行為法に関する判例評釈と、教科書の分担執筆に限

られており、もう少し拡充することが望まれ、今後積極的に検討していく必要があることを自覚

している。医事法の分野では、損害賠償と関連した判例評釈、主として読者層を医療関係者と想

定した一般啓蒙的なものを公表した。また、教科書を執筆した。医事法では、その時点における

法状況に関する情報を、簡潔かつ横断的に読者に示す入門書が十分に用意されていないという問

題点が、従来より指摘されており、今期、そうした空白状態を改善するための試みとして、今回

の作業は位置づけられる。もっとも、医療制度改革法案が公にされ、医療事故を予防する制度が

構築される動きもあり、さらに、生殖補助医療を事実上規制していた周辺事情にも変化がみられ

ること、医療過誤に関する新たな判例がその後も続いていることなど、当該文献を執筆していた

時点での社会状況は、既に変化しつつある。その意味では、改訂を継続していかなければ、同書

の存在意義は瞬く間に減殺されてしまうことになるのは事実であるが、その核となる部分を公に

することができたことは、研究成果の社会への還元として一歩前に進めることができたと考えて

いる。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法Ⅳ（昼間主） 2004 年度前期 4 単位
民法演習 2004 年度前期 4 単位
外国書講読（夜間） 2005 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　講義に際しては、採用した教科書に準拠して作成した資料を受講生に配布し、その理解の補助

に資するように配慮している。また、板書も可能な限り用いることとして、動きのある講義とす

るように心がけている。学生からの講義への希望・要望も積極的に聞くことにより、講義する側

が気がつきにくい点の改善も、行うようにしている。こうした試みは講義をわかりやすくする点

で一定程度の成果を挙げていると思われるが、時に、受講生からの要請に矛盾が生じることがあ

り、いずれを選択すべきであるのかについて、判断を迷うこともなくはない。今後もこうした受

講生の希望を取り入れつつ、より理解しやすい講義を展開してゆく必要があると感じている。
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２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習不法行為法 2004 年度後期、2005 年度後期 2 単位
対話型演習民事法総合 2005 年度後期 2 単位
民法Ⅰ a 2005 年度前期 4 単位

〔自己評価〕

　法科大学院において要求される講義水準について、制度が始まったばかりであることや、新司

法試験の内容も明確であるとはいえないことから、はっきりしない点が多く、現在の講義方法に

ついては今後、修正を余儀なくされることが多々あると思われる。法学未修者に対する講義では、

部分と全体とをバランスよく目配りすることができるように注意を払うことに配慮し、法学既修

者の講義では、既修事項について重ねて検討することの積極的な意義を理解できるように配慮し

た。しかしながら、いずれの講義においても、得た知識・自分の持っている知識を単に知識とし

て蓄えるだけではなく、それを用いるという作業も併せて行わせるようにしないと、実務家に必

要とされる知識として活用できるものになっていかないということがあり、この点についてのノ

ウハウを洗練させることが、今後も必要であるように考えている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

大学院特殊講義 2004 年度前期 ２単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）１人 （2005 年度）２人

〔自己評価〕

　2004 年度は American Law Institute の不法行為法リステイトメントの解説書を輪読し、アメ

リカの不法行為法についての理解を深めるとともに、日本の不法行為法、及び、受講生の出身国

の法状況との比較を行った。

４　ＦＤ活動

2004 年度司法研修所において実施された法科大学院教員研修プログラム（民事裁判・民事弁

護共通演習）に参加し、前期修習の概要、司法研修所の教育状況、司法研修所が当面している問

題点とそれへの対応、法科大学院に期待されること等についての議論に触れる機会を得た。

５　学内各種委員等

法学部教務委員長（2005 年度）
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本私法学会、日米法学会、日本医事法学会、日本生命倫理学会、日本法社会学
会

学会等役員 日本私法学会運営懇談会委員
学会誌等編
集委員 年報医事法学（日本医事法学会）編集委員

研究会活動 神戸大学大学院法学研究科２１世紀ＣＯＥプログラムＣＤＡＭＳ研究員、神戸大
学民法判例研究会、早稲田大学２１世紀ＣＯＥプログラム研究協力者

２　教育活動

兵庫県立看護大学 ( 現・兵庫県立大学看護学部 ) 非常勤講師 2004 年、2005 年

山口大学医学部非常勤講師 2004 年、2005 年

３　社会における活動

兵庫県精神医療審査会委員

大阪市立大学大学院医学研究科倫理委員会委員

西神戸医療センター倫理委員会委員

創薬プロテオームファクトリー施設倫理委員会委員

兵庫県県民生活審議会消費者保護部会委員

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤（Ａ）
（２）

情報ネットワーク社会における
個人の利益・価値相互間の調
整と不法行為法の役割

研究分担者 ～平成 17 年

２　その他の研究助成

　特になし

中川　丈久（行政法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2004 年４月開校以来、法科大学院において行政法関係の授業を担当しているが、2005 年４月

からは教務及び入試の責任者を務めることとなり、文字通り、多忙を極めている。

　法科大学院関係の仕事として、公法系訴訟実務の教材を法曹三者とともに作成しているほか、
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新司法試験の公法系のサンプル問題作成を経て、2005 年度からは考査委員としてプレ問題及び

正式の問題作成を行っている。また、法科大学院の認証評価（大学評価・学位授与機構）にも関

わっている。

　法科大学院関係以外では、2002 年度から関わっていた行政事件訴訟法改正法が 2004 年夏に成

立し、ひとつの締めくくりとなった。2003 年から政府の知的財産戦略本部に関与したことから、

引き続き、知的財産法の行政法的側面（知財侵害物品の水際取締り）について実務的知見を得る

ことが多くなった。

　学界活動としては、2004 年秋に、日米の恒常的法制改革をテーマに、日米法学会、日弁連、

神戸大学 COE プログラムの３カ所で、米国の研究者３名を招聘して研究会を開催した。2005 年

秋には、日本法哲学会において、行政法学者からみた法の支配について報告した。

　研究テーマは、従来のものに加え、2005 年度後半からは、諸種の研究会参加などを通じて、

関税法、行政改革の歴史、行政上の義務の履行確保措置の包括的研究などに拡大を始めた。なお、

2005 年３月をもって阿部泰隆教授が定年退職されたことは、私にとっても思い出深い区切りと

なった。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
高田敏・

村上武則編
( 中川・執筆
分担）

ファンダメンタル地方自治
法

法律文化社 2004 年 4 月 教科書

芝池義一・
高木光編

( 中川・執筆
分担）

ケースブック行政法 弘文堂 2004 年 4 月 教科書

小早川光郎
編 ( 中川・
執筆分担）

研究会・改正行政事件訴訟
法

有斐閣 2005 年 3 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

中川丈久
( 単著）

これからどうなる・行政訴訟法
改正　

カウサ 2004 年 4 月 12 号
56-59 頁

解説

中川丈久
( 単著）

消防法 5条等にいう『権原を
有する関係者』の解釈について・
消防法の将来像について（立
法上の課題）

近代消防 2004 年 6 月 2004 年 6 月
号
55-60 頁

研究ノート

中川丈久
( 単著）

知的財産権を侵害する物品に
対する水際取締り

NBL 2004 年 6 月 787 号
15-24 頁

解説

中川丈久
( 単著）

行政指導の概念とその法的統
制

ジュリスト増刊・行政
法の争点

2004 年 9 月 38-39 頁 解説

中川丈久
( 単著）

行政訴訟としての『確認訴訟』
の可能性

民商法雑誌 2004 年 9 月 130 巻 6 号
963-1017 頁

学術論文
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中川丈久
( 単著）

アメリカ（連邦法）における環
境情報の公開

環境研究 2004 年 11 月 2004 年 135
号 72-78 頁

研究ノート

中川丈久
( 単著）

行政法と企業法務の今後 NBL 2005 年 1 月 800 号
14-15 頁

解説

中川丈久
( 単著）

情報公開法制における若干の
問題点

法政策研究 2005 年 1 月 7 巻
55-70 頁

研究ノート

中川丈久
( 単著）

司法改革のこれまで、そしてこ
れから

法律時報 2005 年 8 月 959 号
6-27 頁

その他

中川丈久
( 単著）

行政による民事紛争処理の諸
相－行政指導と行政型 ADR

自治体学研究 2005 年 9 月 91 号
26-31 頁

研究ノート

中川丈久
( 単著）

もんじゅ差戻審高裁判決 ジュリスト増刊環境
判例百選

2004 年 4 月 202-203 頁 判例評釈

中川丈久
( 単著）

帰属を誤った課税処分の効力 ジュリスト増刊租税
判例百選

2005 年 10 月 200-201 頁 判例評釈

中川丈久
( 単著）

福井秀夫・村田斉志・越智敏
裕著「新行政事件訴訟法̶̶
逐条解説とQ&A」

自治研究 2005 年 11 月 81 巻 10 号
153-160 頁

書評

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
中川丈久 行政訴訟の日米比較 日米における継続的

な法制改革機関( 東
京）

2004 年
9 月 12 日

日米法学会 パネリスト

中川丈久 警察と情報公開 警察における法政策
に関する関西研究会
(大阪）

2004 年
11 月 30 日

警察庁 一般講演

中川丈久 選挙失効請求事件 行政判例研究会 (東
京）

2004 年
12 月 18 日

行政法判例
研究会

一般講演

中川丈久 改正行訴法における確認訴訟
について

関西行政法研究会
(大阪）

2004 年
11 月 14 日

関西行政法
研究会

一般講演

中川丈久 行政法から見た日本における
「法の支配」

日本法哲学会 (名古
屋）

2005 年
11 月 12 日

日本法哲学
会

招待講演

中川丈久 裁量審査についての米国法か
らのコメント

行政裁量と裁判所に
よるその統制（日独
シンポ）(東京）

2006 年
2 月 11 日

日本における
ドイツ年シン
ポ実行委員会

パネリスト

２　研究成果の概要と自己評価

　2004 年夏に成立した改正行政事件訴訟法に関する学術論文が主たる成果である。同法が、い

わゆるオープンスペースを多く残すものであったため、それについてどう考えるか、行政訴訟の

将来を見据えた議論をする必要があり、当事者訴訟を中心として、自らの考えを展開した。日米

法学会における日米比較報告も、これらの成果の一環である。

　他方、2005 年秋に日本法哲学会において行った「法の支配」についての報告は、行政法の基

礎理論について、憲法や法哲学との違いを考え直すものであり（2006 年 10 月に学術論文として

公表済）、教務・入試主任としてまさに法科大学院入試作業の真っ最中において、貴重な学術的

時間を取り戻す機会ともなった。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

行政法演習（第 1） 2004 年度後期 2 単位
行政法演習（第 1） 2005 年度後期 2 単位
国家と法 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　法科大学院の開校に伴い、学部については２単位のゼミのみを担当した。公務員志望者が多い

ため、事例演習や、自治体法務的な演習（条例を作る）を行った。なお、2005 年度には共通授

業科目として、国家と法を担当し、立憲主義について、工学部生のほか発達科学部、医学部の学

生に講義を行ったが、予想に反してきわめて充実した授業となった。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習行政法 2004 年度前期 ４単位
対話型演習行政法Ⅰ 2005 年度前期 ２単位
対話型演習行政法Ⅱ 2005 年度後期 ２単位
裁判行政の基本構造 2004 年度前期・

2005 年度前期（夏期集中）
２単位

公法系訴訟実務の基礎 2005 年度前期 ２単位

〔自己評価〕

　法科大学院における授業は、すべて独自教材を作成して行っており、そのための準備に大量の

時間を割いている。授業で用いた反省点をもとに数年間、改訂を加えるつもりである。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

行政法過程論 2004 年度前期 ２単位
行政法過程論 2005 年度前期 ２単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）９人 （2005 年度）９人

〔自己評価〕

　社会人コースを主たる履修者とする行政法過程論では、情報公開法制をここ数年取り上げてい

る。実務的な解釈実例を中心に、学生と議論しながら理解を深めるようにしている。

４　ＦＤ活動

法科大学院の授業の相互参観に努めて参加するようにしている。また、学生からの種々の聴き
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とりによって、レポートや授業中の質問事項などについての問題点を認識し、改善に努めるとと

もに、同僚への情報発信に努めている。

５　学内各種委員等

法学研究科

・法科大学院運営委員会委員　2005年４月からは副委員長（教務・入試ＷＧ長を兼ねる）

・法学研究科企画室委員

・評価委員会委員

全学

・情報公開委員会委員

・情報公開実施委員会委員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 公法学会、日米法学会、行政法研究フォーラム
学会等役員 編集委員（日米法学会）、事務局長 ( 行政法研究フォーラム）
学会誌等編
集委員

「アメリカ法」
「民商法雑誌」

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

日米法学会（恒常的法制改革について）の主催 ( 東京）、日弁連・行政訴訟センター
におけるシンポ（日米における継続的な法制改革機関）( 東京）、神戸大学ＣＤＡ
ＭＳ・研究会（日米における行政法上の諸課題）( 神戸）におけるオーガナイザー

（いずれも 2004 年９月。国際）。

研究会活動 行政法研究フォーラム、行政判例研究会（ぎょうせい）、関西行政法研究会。

２　教育活動

松蔭女子学院大学 ( 日本国憲法）2004 年度及び 2005 年度。

３　社会における活動

1. 司法制度改革推進本部・行政訴訟検討会（外国法制研究会委員）。2002 年３月～ 2004 年 10 月。

2. 知的財産戦略本部・権利保護基盤の強化に関する専門調査会・委員。2003年９月～2005年６月。

3. 司法試験委員会・新司法試験問題検討会・委員。2004 年４月～ 2005 年３月。

4. 司法試験委員会・新司法試験考査委員。2005 年４月～。

5. 大学評価・学位授与機構　法科大学院認証評価委員会・専門委員（兼・同委員会運営連絡会

議委員）　2004 年６月～

6. 法科大学院協会常務委員　2003 年 12 月～ 2005 年３月。カリキュラム等検討委員会委員。　

2003 年 12 月～。

7. 財務省　関税・外国為替等審議会　関税分科会・専門委員 2004 年９月～

8. 警察庁・警察の法政策に関する関西研究会委員。継続。
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9. 環境省・環境情報研究会委員。継続。

10. 入国管理法制研究会委員。2002 年９月～。

11. 総務省・行政改革ダイナミクス研究会研究委員　2005 年 10 月～

12. 公文書管理法に関する研究会委員　2005 年 10 月～

13. 財務省・関税法研究会委員　2005 年 11 月～

14. 経済産業省・知的財産権侵害品の貿易管理に関する研究会委員　2006 年１月～

15. 内閣府・独占禁止法基本問題懇親会　専門調査員　2006 年 2 月～

16. 神戸市消費生活会議・消費者法制部会委員　2004 年～

17. 神戸市景観審議会・臨時委員　2005 年１月～

18. 神戸市開発審査会委員　2005 年１月～

19. 情報公開・個人情報保護審査会委員：兵庫県（情報公開）、西宮市（情報公開・個人情報保護）、

三田市（情報公開・個人情報保護）、豊中市（情報公開・個人情報保護）のほか、尼崎市（情

報公開・個人情報保護）は 2005 年３月まで。

４　国際交流

海外出張
2004年 12月６日～12月 11日 (フランス）ヨーロッパにおける行政法教育の現状。
2005 年３月２日～３月 11 日（フランス・ドイツ）法曹養成に関する視察。2005
年５月 19 日～５月 24 日（中国）アジアにおける法律学教育の現状。

外国人研究
者受入れ Ventsislav Velikov

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究Ｃ 法科大学院時代の行政法理
論：実務・教育に対する有用
性を志向した学際的再構築

研究代表者 2003 年度～
2005 年度

基盤研究Ｃ 法科大学院における教育手法
の研究

分担者 2003 年度～
2005 年度

２　その他の研究助成

　特になし

中西　正（民事手続法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　新倒産諸法の成立を受け、この 2 年間は倒産実体法といわれる分野での理論的研究を行った。



124 125

また、民事再生法成立以来著しい進歩を見せる再生型倒産処理手続の研究も行った。この分野で

は、法律学と経営学の統合という観点で、研究した。最後に、法科大学院の研究との関連で、実

際の訴訟実務の枠組みで、既存の民訴理論がどのように動くのか、それはどのように修正されな

ければならないかを、研究した。当面は、以上の３つの観点での研究を続行する予定である。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

中西　正
（共著）

ロースクール民事訴訟法 有斐閣 2004 年 4 月 教科書

中西　正
（共著）

論点解説・新破産法・上 金融財政事情研究
会

2005 年 1 月 学術書

中西　正
（共著）

ロースクール民事訴訟法・
第 2 版

有斐閣 2005 年 3 月 教科書

中西　正
（分担執筆）

双方未履行双務契約の破産
法上の取り扱い・現代民事
司法の諸相

有斐閣 2005 年 11 月 学術書

中西　正
（共著）

ロースクール倒産法 有斐閣 2005 年 11 月 教科書

中西　正
（共著）

法学講義・民事訴訟法 悠々社 2006 年 3 月 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

中西　正 新破産法における実体法上
の課題

事業再生と債権管
理

2005 年 1 月 107 号 110 頁
-117 頁

学術論文

中西　正 停止条件付き債務等の破産
手続開始後の条件成就と相
殺

NBL 2005 年 3 月 804 号
8 頁 -12 頁

判例評釈

中西　正 動産売買先取特権に基づく
物上代位

民事執行・保全判
例百選

2005 年 8 月 204 頁 -205
頁

判例評釈

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
中西　正 一応の推定・証明度 シンポジウム・民事

訴訟における事実認
定論の到達点と今後
の理論的課題

2005 年 11 月 司法研修所 パネリスト

２　研究成果の概要と自己評価

　倒産実体法については、プライオリティー・ルールに関する私見を固めることができたと考え

ている。これについては、平成 16 年度中に一定の成果とすることができると思われる。

　また、その特殊問題である、租税債権の倒産処理手続における取り扱いについて、佐藤教授と

の共同研究により、同様に、平成 16 年度中に一定の成果とすることができると思われる。

　再生型倒産処理手続の研究については、経営学科との共同研究により、基本的視座を獲得でき
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たと考えている。その成果は、経済産業省と共催した事業再生実務家養成講座における、カリキュ

ラム構成等において、発表することができた。今後、この分野を最重要と位置づけ、経営学との

共同研究を進めて行きたい。

　最後に、既存の民訴理論が現実の訴訟でどのように動くのかに関する研究については、司法研

修所でのシンポジウムで、一定の成果を見せることができた。また、平成 16 年度中に発表され

る論文も既に執筆している。

　ここ数年、比較法を含んだ、4 万字程度の論説が出ていないのが問題である。このような事態

を痛切に反省し、今年度からは是非ともこのような論文の発表を続けて行きたいと考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民事訴訟法演習 2004 年前期 2 単位
民事執行法・破産法 2005 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　演習は、できるだけ具体的事例に基づいて理論を理解させるように努めた。民事執行法・破産

法は、民事訴訟法や民法とのつながりを重視した授業にするよう心掛けた。話の内容が難しい等、

まだまだ克服すべき点があるように思われる。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対演・民事執行法 2004 年前期 ２単位
倒産法 2004 年後期 ４単位
民事執行・保全法 2005 年後期 ２単位
倒産法 2005 年後期 ４単位

〔自己評価〕

　理論をかなり生の事実に近い事例に基づいて教えることが、法科大学院での最重要課題だと考

えているが、なかなか実現できないでいる。理想的な教材がないことも、その理由の１つである。

倒産法については、最近理想的な教科書が、いくつか出版されたので、問題は解決される可能性

が高いが、民事執行法は依然問題である。

４　ＦＤ活動

経済産業省、神戸大学大学院法学研究科、経営学研究科共催の、事業再生実務家養成講座を、

企画し、実施した（平成 15 年 12 月 3 日、10 日、17 日、平成 16 年 1 月 7 日）。弁護士、公認会

計士を中心に、35 名ほどの受講者に対し、一流の弁護士、FA を講師陣に迎え、有益な講座を提
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供できたと考えている。

５　学内各種委員等

法学研究科教務委員会（2004年度-2005年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 民事訴訟法学会
学会等役員 役員（2004 年）

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

司法試験委員　2004 年、2005 年

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究（B）
（2）

倒産処理法における租税債権
の取り扱い

研究代表者 2004-2006

２　その他の研究助成

　特になし

中野　俊一郎（国際私法、国際民事訴訟法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　仲裁法の成立を受けて、この 2 年間は、仲裁法の適用過程で問題となりうる点を抽出し、検討

するとともに、日本における国際仲裁の法的規整の概要を国外に向けて紹介し、さらに、国際取

引紛争の解決手段としての ADR の活用可能性を考えるという作業を行った。これについては一

定の進展をみたが、今後 2 年間は、国際仲裁の法的規整に関し、残された問題を取り上げて理論

的視点から検討作業を続けるとともに、その教育手法等について、海外での実態調査も含め、取

り組んでゆきたい。また、国際管轄合意や準拠法選択合意と仲裁合意の関係についても、理論的

視点から、さらに掘り下げて検討してみたいと考えている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

中野俊一郎
（共著）

国際民事手続法
(International Civil 
Procedure)

有斐閣 2005 年 9 月 教科書

中野俊一郎
（分担執筆）

国際取引紛争における当事
者自治の進展

法律文化社 2005 年 11 月 学術書

中野俊一郎
（分担執筆）

EU の国際民事訴訟法判例
(Entscheidungen zum 
europäischen und 
internationalen 
Zivilprozessrecht)

信山社 2005 年 11 月 学術書

中野俊一郎
（編集委員、
分担執筆）

国際関係法辞典　第 2 版 三省堂 2005 年 9 月 学術書

中野俊一郎
（共著）

Evolution of Party Autonomy 
in International Civil 
Disputes

LexisNexis 2005 年 12 月 学術書

中野俊一郎
（分担執筆）

文科省私立大学学術フロン
ティア研究 ＜アジア・オセアニ
ア国際商事仲裁制度活性化の
条件と方策＞研究成果報告書

名城大学 2004 年 4 月 調 査 報 告
書

中野俊一郎
（分担執筆）

プライマリー国際取引法 法律文化社 2006 年 2 月 教科書

中野俊一郎
（分担執筆）

法学講義・民事訴訟法 悠々社 2006 年 3 月 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

中野俊一郎
（単著）

非国家法の準拠法適格性　－
国際私法的側面からみたLex 
Mercatoria－

CDAMSディスカッ
ションペーパー

2004 年 6 月 04/6J p.1-22 学術論文

中野俊一郎
（単著）

管轄合意・仲裁合意・準拠法
選択合意　－国際私法・国際
民事訴訟法における合意の並
行的処理の可能性と限界－

CDAMSディスカッ
ションペーパー

2004 年 7 月 04/9J p.1-19 学術論文

中野俊一郎
（単著）

仲裁契約の準拠法と仲裁法 JCAジャーナル 2004 年 11 月 51 巻 11 号
68-74 頁

学術論文

中野俊一郎
（単著）

International Commercial 
Arbitration Under the New 
Arbitraton Law of Japan

The Japanese 
Annual of 
International Law

2005 年 3 月 No.47  
pp.96-118

学術論文

中野俊一郎
（単著）

知的財産権紛争とADR－仲
裁を中心として－

企業と法創造 2005 年 3 月 1 巻 4 号
391-397 頁

学術論文

中野俊一郎
（単著）

国際私法の現代化に関する要
綱中間試案と国際取引－国際
私法の将来像と準拠法選択の
自由－（上、下）

JCAジャーナル 2005 年 8 月
-9 月

52 巻 8 号
2-8 頁、9 号
2-9 頁

学術論文

中野俊一郎
（単著）

ADRによる国際商取引紛争の
解決と国際私法

国際私法年報7 2006 年 1 月 87-114 頁、
230-231 頁

学術論文
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中野俊一郎
（単著）

国際商事仲裁 国際私法判例百選
（別冊ジュリスト172
号）

2004 年 7 月 66-67 頁 判例評釈

中野俊一郎
（単著）

公海上への航空機の墜落 国際私法判例百選
（別冊ジュリスト172
号）

2004 年 7 月 204-205 頁 判例評釈

中野俊一郎
（共著）

研究会　新仲裁法の理論と実
務－国際仲裁・準拠法（その1、
その2）

ジュリスト 2004 年 7 月、
8 月

1271号48-71
頁、1272 号
106-132 頁

その他

中野俊一郎
（単著）

問題提起：仲裁教育の現状と
課題

JCAジャーナル 2005 年 4 月 52 巻 4 号
48-50 頁

その他

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態

中野俊一郎 仲裁契約と国際私法 国際私法学会110回
大会（香川大学）

2004 年 5月 国際私法学会 一般

中野俊一郎 管轄合意・仲裁合意・準拠法
選択合意

CDAMS 拡大ワーク
ショップ「国際取引
紛争における当事者
自治の進展」（神戸
大学）

2004 年 6月 神 戸 大 学
CDAMS

一般

中野俊一郎 知的財産権紛争とADR－仲
裁を中心として－

日韓知的財産権法・
国際私法共同セミ
ナー（漢陽大学）

2004 年 9月 韓国国際私法
学会・早稲田
大学COE『企
業法制と法創
造』総合研究
所

一般

中野俊一郎 問題提起：日本における仲裁
教育の現状と課題

CDAMS主催ワーク
ショップ「法学部・
法科大学院における
仲裁教育の可能性」

（神戸大学）

2004 年11月 神 戸 大 学
CDAMS

一般

中野俊一郎 日本における民商事事件に関
する国際裁判管轄

ブラジル－日本国際
シンポジウム「司法
制度改革」（リオデ
ジャネイロ州立大学）

2005年 9月 神 戸 大 学
CDAMS・ リ
オデジャネイ
ロ州立大学

一般

中野俊一郎 国際商事仲裁 ブラジル－日本国際
シンポジウム「司法
制度改革」（リオデ
ジャネイロ州立大学）

2005年 9月 神 戸 大 学
CDAMS・ リ
オデジャネイ
ロ州立大学

一般

中野俊一郎 知的財産権侵害に関する国際
裁判管轄

知的財産権・国際私
法共同シンポジウム

「知的財産権に関する
国際私法原則」（早
稲田大学）

2006年1月 早 稲田大 学
COE『企業法
制と法創造』
総合研究所

一般

中野俊一郎 新仲裁法と国際取引実務 国際商取引学会西部
部会（神戸大学）

2005年 3月 国際商取引学
会

パネリスト

中野俊一郎 国際商取引法の教育の内容と
あり方

国際商取引学会（拓
殖大学）

2005 年 10 月 国 際 商 取
引学会

パネリスト

２　研究成果の概要と自己評価

　国際仲裁の分野では、国際私法的視点から、仲裁手続準拠法や仲裁契約準拠法の決定につき仲

裁地を連結点とする場合の問題点、実体判断基準の準拠法、知的財産紛争への仲裁の利用可能性
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等について検討した。これらの作業により、新仲裁法の下での国際仲裁の規整につき、一応の基

礎的知見は得られたが、実務において生じるべき新たな問題点について、これから検証していか

ねばならない。仲裁教育の手法や内容については、外国から専門家を招いて意見交換を行うとと

もに、実務家や仲裁研究者を招聘して連続セミナーを開講し、受講生からも有益なフィードバッ

クを得たが、これについては、具体的な教育プログラムの開発に繋げる作業が残されている。

　狭義の国際私法の分野では、UNIDROIT 国際商事契約原則など、国家によらない新しい国際

契約規則が出現し、国際契約実務において準拠法として活用されていることに鑑み、このような

動きを理論的にもバックアップするべく、従来の通説とは異なり、一般国際私法においても非国

家法の準拠法適格性を認める余地があることを、比較法的研究によって示した。また、近く成立

が見込まれる改正国際私法について、将来の国際取引実務に及ぼす影響という観点から、批判的

提言を行った。

　国際民事訴訟法の分野では、財産所在地の国際裁判管轄に関するドイツＢＧＨ判決の事案・判

旨と学説上の評価を調査し、わが国での解釈と比較検討するとともに、管轄合意・仲裁合意・準

拠法選択合意の三者の類似性に着目して、これらを統一的に規整する必要性・可能性と限界につ

き、基礎的考察を行った。後者については、弱者保護の問題等につき、さらに突っ込んだ検討が

求められよう。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法と国家 2004 年度前期 2 単位
国際民事訴訟法 2004 年度後期 2 単位
国際生活と法 2005 年度後期 2 単位
国際私法 2005 年度前期（夜間主） 4 単位
国際私法演習 2004 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたっては、自作の講義資料によりつつ、受講者に適宜質問を行ったり、アンケー

トを行うなどして、講義が単調・一方的にならないよう心がけている。また、研究室における質

問時間を設けるほか、電子メールでの質問をも受け付け、疑問点を早めに解消できるようにして

いる。「国際生活と法」の講義では、毎回、次回の講義資料を配付し、設問への解答を準備させ

ることにより、予習への意欲を高めるように配慮した。講義評価アンケートにおいては、概ね満

足すべき評価を得ているが、これは、講義水準を低めに設定していることとも関係しており、分

かり易さを保ちつつ内容の高度化を図るのが今後の課題である。
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２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際私法・国際民事訴訟法 2004、2005 年度後期 4 単位
Ｒ＆Ｗ国際私法 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　新司法試験での国際関係法（民事法分野）の内容が十分に明らかでないことや、カバーすべき

範囲がかなり広いこともあって、未だ試行錯誤の連続である。R&W ゼミの内容についても悩み

は尽きないが、当面は判例にあらわれた事例を素材にするしかないかと考えている。このほか、

国際仲裁について、法科大学院生を主に対象としたセミナー（自主参加：2004 年度は全 4 回、

2005 年度は全 8 回）をコーディネートした。ここでは、学内外の実務家や研究者を講師として、

1 週間前に資料を事前配付した上で、パワーポイントを用いて双方向的な講義を行い、講義終了

後にアンケートを実施した。参加者からはよい評価を得ており、来年度以後も継続実施する予定

である。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際民事法特殊講義 2004、2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）４人 （2005 年度）３人
指導学生の
学会活動

王莉（博士後期課程）国際商取引学会西部部会にて報告「中国における本土・香港間の仲
裁判断の承認執行」（2005 年 3 月）

〔自己評価〕

　2004 年 度 は van den Berg の The New York Convention of 1958、2005 年 度 は Berger の

Arbitration Interactive を輪読したほか、一部では、外国人講師をまじえて、国際取引法、国際仲

裁法に関するワークショップ形式の実験的講義を行った。このほか、2004 年度の「法動態学特

殊講義」において、「国際訴訟・国際仲裁と当事者自治」について講義した。

　研究者コースの講義は、ここ数年、国際取引法を担当する齋藤彰教授と共同で行うこととして

いる。互いに相手の講義に出席するのは、時間的にややきついところもあるが、自由に意見を述

べ、あるいはサポートしあうことによって、互いの長所を生かし、短所を補いあうことができて

いるように思う。大学院学生の指導についても同様であり、実質的には共同指導体制に等しい形

をとっている。

４　ＦＤ活動

・研究科主催のランチョン・スタッフセミナーに数回参加した。

・CDAMS・法科大学院の共催により、国際仲裁に関する連続セミナーをコーディネートし、講
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義の一部を担当した（2004、2005 年度）。

・仲裁教育をテーマとして、2004 年 11 月に国際ワークショップをコーディネートし、報告の一

部を担当した。

・日本司法書士連合会主催「ADR 人材育成講演会」（2005 年 7 月 30-31 日）に参加した。

・日弁連「法科大学院における ADR 教育」シンポジウム（2005 年 10 月 29 日）に参加した。

・2005 年度の研究会コースの講義においては、齋藤教授、ニック・オレイ講師と共同で数時間

の講義を行い、双方向的講義の手法やロールプレイの実践例について学んだ。

５　学内各種委員等

・評価委員会副委員長（2004 年 4 月～）

・学部教務委員

・学生委員会委員

・「凌霜」編集委員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会
国際私法学会、仲裁 ADR 法学会、国際法学会、国際商取引学会、民事訴訟法学会、
LAWASIA、International Law Association、International Association of Procedural 
Law

学会等役員
* 国際私法学会・理事（2002 年 5 月より）
* 仲裁 ADR 法学会・理事（2004 年 10 月より）
* 国際法学会・評議員（2003 年 10 月より）

学会誌等編
集委員 * 仲裁 ADR 法学会「仲裁と ADR」編集委員

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

* CDAMS 国際ワークショップ「法学部・法科大学院における仲裁教育の可能性」
(2004 年 11 月、神戸大学）
* CDAMS 講演会・王暁嘩（中国社会科学院教授 )「中国の独占禁止法について」(2004
年 10 月）
* CDAMS 講演会・Paul M. Secunda（ミシシッピ大学教授）「米国における仲裁と
仲裁法教育」（2005 年 3 月）

研究会活動
* 関西国際私法研究会（1983 年～）
* 日韓国際民事訴訟法共同研究会（1997 年～）
* 日本法の国際化に関する研究会（2003 年～ 2004 年）

２　教育活動

* 神戸市外国語大学「国際私法」（2004 年度、夏期集中）

* 大阪樟蔭女子大学「国際関係法」（2004 ～ 2005 年度、夏期集中）

３　社会における活動

* 神戸家庭裁判所調停委員 (2002 年 4 月～ )

* 神戸家庭裁判所参与員（2002 年 1 月～）

* 日本学術振興会・科学研究費委員会専門委員（2005 年 1 月 1 日～ 2006 年 12 月 31 日）
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* 同志社大学法学部第三者専門評価委員会委員（2005 年 6 月 1 日～ 2007 年 3 月 31 日）

* 法務省法務総合研究所・国際民商事法センター主催・国際民商事法研修講師（2005 ～ 2006 年度 )

４　国際交流

海外出張

* 2004 年 8 月、オランダ、ドイツ（International Law Association 大会出席）
* 2004 年 9 月、韓国（日韓知的財産権法・国際私法共同セミナーにて研究報告）
* 2004 年 9 月、フランス（国際民事訴訟法学会大会出席）
* 2005 年 2 月、オーストラリア（メルボルン大、シドニー大研究集会出席）
* 2005 年 9 月、ブラジル（ブラジル－日本国際シンポジウムにて研究報告）
* 2005 年 9 月、ハンガリー（国際民事訴訟法学会大会出席）
* 2005 年 12 月、シンガポール（シンガポール国立大学、調停センターにて調査）
* 2006 年 2 月、オーストラリア（シドニー大、オーストラリア国立大、裁判所に
て調査）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 (C) 国際商取引紛争へのADRの
利用可能性とその実効性確保
に関する抵触法的研究

研究代表者 平成 15 ～
17 年度

特定領域研
究

国際取引における仲裁の総合
的研究

研究代表者 平成 16 ～
21 年度

基盤研究
(A)( 一般 )

多様化し複雑化する国際家族
紛争に対応する国際家事手続
法制の整備に関する調査研究

分担者（代表者：渡辺惺
之立命館大学教授）

平成 17 ～
20 年度

基盤研究
(B)( 一般 )

東アジアにおける渉外私法に
関わる法制度の調整的整備と
相互協力に関する拠点形成研
究

分担者（代表者：木棚照
一早稲田大学教授）

平成 17 ～
20 年度

基盤研究
(B)( 一般 )

グローバル社会における民事
手続法制度の継受と伝播

分担者（代表者：出口雅
久立命館大学教授）

平成 17 ～
20 年度

２　その他の研究助成

　特になし

橋爪　隆（刑事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究活動においては、東大助手時代からの研究テーマである正当防衛論をはじめ、緊急避難、

自救行為などを視野に入れつつ、刑事違法性論の研究に従事し、その一部の成果は既に論文のか

たちで公表している。さらに、正当防衛論に関する包括的な研究成果を2006年度中に公刊すべく、

準備作業を進めた。また、詐欺罪、破産犯罪などの経済犯罪・財産犯罪の研究に従事した。さら
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に、刑法学会の共同研究として、「民法と刑法の交錯」という切り口から刑事帰責論を再検討で

きたことは有益であった。これらの作業は今後も継続して行いたい。

　一方、教育活動においては、2004 年 4 月のいわゆる法科大学院の開設にあたり、法科大学院

生に対して効果的な双方向的な教育のありかたについて検討を重ねた。事例を分析させ、自分の

考えた筋道を文章として表現させることにより、学生の思考力・表現力を涵養することを目指し

た。より効果的な教育手法を目指して、さらに検討を重ねたいと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
橋爪隆

（共著）
ケース＆プロブレム刑法総
論

弘文堂 2004 年 12 月 演習書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
橋爪隆

（単著）
刑事帰責論と民事不法行為論
の比較

刑法雑誌 2005 年 2 月 44 巻 2 号
85 ～ 98 頁

学術論文

橋爪隆
（単著）

詐欺罪（上） 法学教室 2005 年 2 月 293 号
71 ～ 80 頁

学術論文

橋爪隆
（単著）

詐欺罪（下） 法学教室 2005 年 3 月 294 号
91 ～ 103 頁

学術論文

橋爪隆
（単著）

自救行為について（１） 神戸法学雑誌 2005 年 3 月 54 巻 4 号
175 ～ 199 頁

学術論文

橋爪隆
（単著）

正当防衛状況における複数人
の関与

『神山敏雄先生古稀
祝賀論文集第1巻』

（成文堂）

2006 年 635 ～ 668 頁 学術論文

橋爪隆
（単著）

クレジットカードの不正使用 ジュリスト（平成16
年度重要判例解説）

2005 年 6 月 1291 号
171 ～ 172 頁

判例評釈

橋爪隆
（単著）

質権設定者が質入れした株券
につき除権判決を得て失効さ
せた行為と背任罪の成否

ジュリスト 2005 年 6 月 1292 号
76 ～ 80 頁

判例評釈

橋爪隆
（単著）

不法残留を理由に退去強制令
書の発付を受けた者が自費出
国の許可を得て仮放免されて
いた期間についての不法残留
罪の成否

判例評論 2006 年 3 月 565 号
222 ～ 226 頁

判例評釈

橋爪隆
（単著）

入室管理システムを使用した
ホテルでの無銭宿泊における2
項詐欺罪の成否

刑事法ジャーナル 2006 年 4 月 3 号
77 ～ 83 頁

判例評釈

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
橋爪隆 刑事帰責論と民事不法行為論

の比較
日本刑法学会（広島
大学）

2004 年 5 月 日本刑法学
会

一般

橋爪隆 質権設定者が質入れした株券
につき除権判決を得て失効さ
せた行為と背任罪の成否

刑事判例研究会（東
京大学）

2004 年 6 月 刑事判例研
究会

一般
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橋爪隆 クレジットカードの不正使用 判例刑事法研究会
（神戸大学）

2005 年 2 月 判例刑事法
研究会

一般

橋爪隆 入室管理システムを使用した
ホテルでの無銭宿泊における2
項詐欺罪の成否

下級審判例研究会
（東京大学）

2005 年 12 月 下級審判例
研究会

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　本項目では、本期間に公刊した研究成果のうち、著書および学術論文の概要について示すこと

にしたい。

　まず著書『ケース＆プロブレム刑法総論』は、判例を素材として刑法総論の考え方の指針を示

したものであり、筆者は「正当防衛と緊急避難」（第 5 章）、「過失犯」（第 7 章）を分担執筆した。

　学術論文においては、刑事違法性論に関する研究成果として、「自救行為について（1）」を公

表した。これは、これまで十分に検討されていなかった自救行為という違法阻却事由を、他の違

法阻却事由との比較の視座から論じようとするものであり、一定の問題提起の役割を果たしたと

思われる（2006 年度中に完結させる必要があると考えている）。また、「正当防衛状況における

複数人の関与」は、正当防衛状況の有責招致について複数人の異なる関与があった場合に、各関

与者について正当防衛が認められるか否かを検討したものであり、共犯論と正当防衛論に交錯す

る領域について考え方の筋道を示すとともに、正当防衛に関する基本的な考え方を再確認するも

のである。これらの業績は学界に一定の寄与をなし得るものと考えるが、そのためにも、さらに

研究を重ね、正当防衛論に関する包括的な研究書を公刊する必要がある。

　また、「刑事帰責論と民事不法行為論の比較」は、因果関係論（客観的帰属）、過失、被害者の

素因といった刑事法、民事法の両領域で問題となるテーマについて簡単な比較を試みたものであ

り、今後の議論の素地を提供できたように考えている。さらに「詐欺罪」は、いわゆる「法益関

係的錯誤」の理論を詐欺罪に適用した場合の具体的な結論を示したものであり、近時の最高裁判

例の検討も含め、主として学生に対して、詐欺罪をめぐる最新の議論状況を伝えることができた

ものと思われる。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

実定法入門 2004 年前期 2 単位
実定法入門 2005 年前期 2 単位
刑法Ⅰ（総論） 2004 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　刑法Ⅰ（総論）においては、抽象的で難解になりがちな刑法総論の議論を、わかりやすく、かつ、

内容のレベルを落とさずに伝えることを目標としている。具体的には①講義レジュメの事前配布

や課題の設定により、学生の予習作業を容易にするとともに、②学生が質問しやすいよう、電子
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メールによる質問を受け付けることにしている。講義評価アンケートの結果をみると、これらの

目的はある程度達成できたように思われる。

　一方、「実定法入門」は入学したばかりの 1 回生に対して、実定法の全体像を示すことを目標

に新設された科目であるが、公法・刑事法・民事法の全貌をわかりやすく示すことは、私にとっ

てはきわめて困難な作業であった。特に民事法、公法分野については専門外であり、どのような

切り口から説明すればよいか、考えさせられることが多かった。講義評価アンケートではおおむ

ね満足すべき評価を得ることができたが、これは 1 回生の学生諸君の熱意に助けられたところが

大きい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

応用刑事実体法 2004 年前期 2 単位
応用刑事実体法 2005 年前期 2 単位
対話型演習刑事実体法 2004 年後期 2 単位
対話型演習刑事実体法 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　法科大学院の講義にあたっては、学生に暗記偏重の勉強をさせるのではなく、刑法の考え方の

筋道をきちんと理解させ、「自分の頭で考える」方法を伝達することを最大の目標とした。教員

の目的設定自体は多くの学生に理解され、受け入れられたと考えているが、期末試験等の成果を

見る限り、まだその成果は十分ではなく、なお、さらに改善を図る必要があると考えている。

　また、自分の思考過程を明晰化するためには、口頭によるディスカッションにとどまらず、文

章で表現させる機会が重要であると考え、事例問題の解答を文章化させたり、小テスト・レポー

ト等で事例を分析させる機会を多く設けるようにした。講義評価アンケートの結果を見ると、こ

のような試みが高く評価されているように思われ、今後もさらに継続していきたい。

３　法学研究科・博士課程

担当なし

４　ＦＤ活動

　2004 年 6 月、司法研修所において講義を参観し、その後、司法研修所教官、各大学の刑事法

教員と教育手法等について議論する機会を持った（司法研修所）。

　2005 年 1 月、司法研修所の刑事裁判教官、検察教官に授業を参観していただき、その後、刑

事法の教育のありかたについて懇談する機会を持った（神戸大学）。

　2005 年 11 月、法科大学院刑事法関係科目の授業参観を行った（神戸大学）。

　2004 年度中に教学専門委員会ワーキンググループとして、新設の一年次演習科目のありかた

について検討を重ね、教材モデルを開発し、担当者と４～ 5 回程度の検討・討論の機会を持った（神
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戸大学）。

　その他、年に５回前後、刑事法の学内教員と教育方法に関する議論の機会を設けている。

５　学内各種委員等

「市場化社会の法動態学」研究センター運営委員会・同ワーキンググループ（2004 年度～）

教学専門委員会ワーキンググループ（2004 年度～）

法科大学院運営委員会・修了者ワーキンググループ（2005 年度～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本刑法学会、国際刑法学会

研究会活動
刑事判例研究会、下級審判例研究会（以上、東京大学）、判例刑事法研究会（神戸
大学）、京都刑事法研究会（京都大学）、刑事実体法研究会（最高裁判所刑事局）、
経済刑法研究会に参加している。

２　教育活動

なし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
(B)(2)

現代の交通事犯に対する刑事
実体法・手続法的対応

研究分担者 2004 ～
2005 年度

若手研究 倒産処理手続の刑事法的保護
に関する研究

研究代表者 2004 ～
2005 年度

２　その他の研究助成

　特になし

蓮沼　啓介（法哲学・教授 )

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　日本国憲法の制定に際して不問に付された復古国学に対する根本的な批判を敢行することが出

来て痛快である。また正義の理論や法解釈の理論にとって要となる社交の公理を提出することが

出来て幸せである。

　法哲学の講義も理論編と歴史編に分割して実行できた。それぞれを出版できる日も近い。講座
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派史学を破産と清算に追い込む日が間もなく到来するとここで宣言して置きたい。

　今後は D. ティヴィッドソンが 1969 年に提出した偽パラドックスの誤謬を暴き出し、真理の

対応説の復権を企て、経験論の再生を推し進める積もりである。

　またカントのカテゴリー論に修正を加え、第二の定言命法を人間の経験する世界の内部に於い

て定立することを介して、ジョン・ロールズに顕著な哲学の貧困を乗り越えて、正義の理論を再

び定式にもらたすことを企てている。かくて国際正義の復権を図り、国際連合に対してその向か

うべき将来像を提起する考えである。更に経験界に定立された第二の定言命法を媒介にして価値

相対主義の根源性を明らかにする試みに取り組みたい ｡

　なお西周研究会の発足により、長年の懸案であった西周文書の研究に弾みが付くという嬉しい

誤算が生じたことを付記して置きたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

蓮沼啓介
( 共著）

西周と日本の近代 ぺりかん社 2005 年 5 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

蓮沼啓介
( 単著 )

易緯鄭玄注について 比較法史研究 2004 年 3 月 12 号 152 頁
～ 167 頁

学術論文

蓮沼啓介
( 単著 )

異称日本伝注釈（梁書編） 神戸法学雑誌 2004 年 9 月 54 巻 2 号
207 頁～ 238
頁

資料解説

蓮沼啓介
( 単著 )

日新関係の新展開：三国史
「紀」序説

神戸法学雑誌 2004 年 12 月 54 巻 3 号
107 頁～ 131
頁

学術論文

蓮沼啓介
( 単著 )

異称日本伝注釈（呉志編） 神戸法学雑誌 2005 年 3 月 54 巻 4 号
329 頁～ 341
頁

資料解説

蓮沼啓介
( 単著 )

地方分権の光と影 神戸法学年報 2005 年 3 月 20 号
1 頁～ 29 頁

学術論文

蓮沼啓介
( 単著 )

Grice 再考 日本教育連絡会議
論文集

2005 年 3 月 17 号
58 頁～ 64 頁

学術論文

蓮沼啓介
( 単著 )

紀年の成立 比較法史研究 2005 年 3 月 13 号 102 頁
～ 119 頁

学術論文

蓮沼啓介
( 単著 )

復古国学の批判 神戸法学雑誌 2005 年 9 月 55 巻 2 号
1 頁～ 36 頁

学術論文

蓮沼啓介
( 単著 )

異称日本伝注釈 ( 宋書編 ) 神戸法学雑誌 2005 年 12 月 55 巻 3 号
45 頁～ 73 頁

資料解説

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
蓮沼啓介 地方分権の光と影 滋賀県町村教育長等

合同研究会(大津 )
2004 年 5 月 滋賀県町村

教育長会ほ
か

招待講演
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蓮沼啓介 Grice再考 日本語教育連絡会議
( 土日基金文化セン
ター)

2004 年 8 月 日本語教育
連絡会議

一般

蓮沼啓介 『西周伝』の成立事情 西周シンポジウム 2004 年 11 月 島根県立大
学西周研究
会

一般

蓮沼啓介 秦韓と扶桑 比較法史学会 2005 年 2 月 比較法史学
会

招待講演

蓮沼啓介 十年以内に実現できる憲法改
正について

JF 夏フォーラム( 大
津プリンスホテル)

2005 年 9 月 21 世紀日本
フォーラム

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　神武紀元に関して那珂通世が提出した易緯鄭玄注に見える天文数による逆算説の誤謬と梁書扶

桑国伝に関して白鳥庫吉の提出した扶桑国虚誕説の誤謬を暴き出すことにより、日本書紀や梁書

扶桑国伝の資料価値を再認識することが出来た。こうして古事記分注に見える崩年干支と日本書

紀に見える天皇の治世年数を活用して倭国の王暦を復元して、新しい日本史の時代区分論を提出

することが可能となる。また三国史記や中国の史書に見える倭国関係の記事と倭国の王暦を対照

する道も開かれる。韓国や中国の史書と日本の史書の関連が解き明かされて、初めて隣国同士が

相互理解と相互信頼の道に向かうことができる。これは自明の理である。

　また一世を風靡した P. グライスの会話の公理を音列の水準から全身の水準に転回することに

より、社交の公理を取り出すことに成功した。社交の公理は法の解釈に当たり、補助法源とされ

る原則であり、また正義の理論において基本的な自由の相互における優先順位を決定する原則で

もある。社交の公理は法の解釈をめぐる H.L.A. ハートと R.M. ドゥオーキンの論争に決着をつ

けることを可能にする理論枠組みでもある。社交の公理の間の優先順位を固定すれば、法解釈に

おける正解が求められる。その限りで法解釈には正解が存在すると説く正解テーゼは正しい学説

である。但し、社交の公理の適用法は複数あり得るので、その内からどれを選ぶのかは、主観的

な選択によらざるを得ない。その限りで正解テーゼは不十分な学説である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

2 年演習 2004 年度前期 2 単位
法哲学 2004 年度後期 4 単位
法哲学 ( 夜間主 ) 2004 年度後期 4 単位
法哲学 2005 年度後期 4 単位
法哲学演習 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　法哲学の講義を理論編と歴史編に分割して実行した。2004 年度には理論編の講義を行い、

2005 年度には歴史編の講義を行った。これにより従来の講義に伴っていた題材相互の関係が分

かりにくいという欠陥を相当程度まで縮減することが出来た。
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　また教科書なしに講義を行うために生じる学生側の困難を軽減するために、講義のレジュメや

資料を毎回配布し、黒板への板書を活用した。だが、こうした旧来の手法には限界があり、講義

内容の早急な出版が望まれるところである。この点でまず日本史の法哲学という題名を付して歴

史編を著書に纏める計画である。更に次年度より現代の法哲学という新しい科目を展開して理論

編の一部を講義する積もりである。数年先には法哲学入門という題名を付した一冊の書物に纏め

る考えである。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法思想 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　法思想のうち後半の部分では古代日本の法思想に関する講義を行った。講義では出席を奨励す

るために出席点を出すこととした。また時間の制約の中で質疑応答を円滑に行うために、講義の

切りのよい所で質問表を配布して疑問点を書き出すことを求め、提出された疑問点を順序良く取

り上げて、全ての疑問点に対して質問者にとって納得の行く解答を探すことを心掛けた。

　講義の際には事前に配布された資料集に加えて赤青緑黒という色違いのサインペンを活用して

白い黒板に色違いの文字を書き分けて講義の説明を出来る限り分かり易くするように心掛けた。

だが、考課令集解 ( 官人景迹条 ) のテキストは平均的な院生にはやや難解であり、五名の受講生

のうち期末試験の受験者は三名に終わった。講義の難易度をもう少し調整する必要があったのか

も知れないと反省している次第である。

３　法学研究科・研究者コース

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法哲学特殊講義 2004 年度前期 2 単位
法哲学特殊講義 2005 年度前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）２人

〔自己評価〕

　2004 年度と 2005 年度と続けて J. ハーバーマスの著書の翻訳である『事実性と妥当性』( 上下

･未来社･ 2002/2003 年 ) の輪読を行い、規範的な合意の形成に適合的であるとハーバーマスの強

調するコミュニケーション的な行為の意義と限界を探求した。

　翻訳書の輪読は外国語の翻訳の労苦を大幅に軽減するものであり、法学研究科の前期課程のう

ち専修コースに在籍する院生の指導には特に好ましい手法であると自負している。
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４　ＦＤ活動

2004 年セクシャルハラスメント防止に関する教員研修会に参加した。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本法哲学会、比較法史学会、日本語文法学会
学会等役員 比較法史学会理事
学会誌等編
集委員 比較法史研究編集委員

研究会活動 島根県立大学西周研究会、同志社大学法理学研究会

２　教育活動

　特になし

３　社会における活動

　財務省財務総合政策研究所特別研究官 (2004 年 4 月～ )

４　国際交流
海外出張 2004 年 8 月トルコ ( 日本語教育連絡会議出席 )

畑　瑞穂（民事手続法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この 2 年間は、スタートした法科大学院における教育に多くの時間と労力を費やした。

　研究面では、従来重点を置いてきた審理過程とは異なる多数当事者訴訟等の分野にも手を広げ

ることになった。今後は、研究の幅を更に広げるとともに、従前から予定している判決手続の体

系書の執筆をも念頭に置きつつ、研究を進めて行くことになろう。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
畑瑞穂

（共編著）
福永有利先生古稀記念・企
業紛争と民事手続法理論

商事法務 2005 年 6 月 学術書
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（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
畑瑞穂

（単著）
演習（相殺の抗弁と二重起訴
の禁止）

法学教室 2004 年 7 月 286 号 116 頁
～ 117 頁

その他

畑瑞穂
（単著）

演習（審理の充実・迅速化） 法学教室 2004 年 9 月 288 号 112 頁
～ 113 頁

その他

畑瑞穂
（単著）

演習（一部請求後の残部請求）法学教室 2004 年 12 月 291 号 128 頁
～ 129 頁

その他

畑瑞穂
（単著）

演習（補助参加・訴訟告知） 法学教室 2005 年 3 月 294 号 168 頁
～ 169 頁

その他

畑瑞穂
（単著）

多数当事者訴訟における合一
確定の意義

民事訴訟雑誌 2005 年 3 月 51 号 119 頁
～ 126 頁

学術論文

畑瑞穂
（単著）

演習（確認の利益） 法学教室 2005 年 6 月 297 号 126 頁
～ 127 頁

その他

畑瑞穂
（単著）

要件事実論と法科大学院教育 ジュリスト 2005 年 6 月 1290 号 46 頁
～ 51 頁

学術論文

畑瑞穂
（単著）

多数当事者訴訟における合一
確定の意義

福永古稀『企業紛争
と民事手続法理論』
（商事法務）

2005 年 6 月 125 頁～ 152
頁

学術論文

畑瑞穂
（単著）

離婚訴訟における関連請求・
附帯処分等と同時解決の要請

谷口古稀『現代民事
司法の諸相』（成文
堂）

2005 年 6 月 331 頁～ 349
頁

学術論文

畑瑞穂
（単著）

演習（当事者間の役割分担） 法学教室 2005 年 9 月 300 号 188 頁
～ 189 頁

その他

畑瑞穂
（単著）

占有移転禁止の仮処分の効力 伊藤眞ほか編・別冊
ジュリスト177号『民
事執行・保全判例百
選』

2005 年 9 月 256 頁～ 257
頁

判例解説

畑瑞穂
（単著）

離婚訴訟における反訴と附帯
申立て

民商法雑誌 2005 年 11 月 133 巻 2 号
349 頁～ 353
頁

判例解説

畑瑞穂
（単著）

演習（確定判決の騙取と送達
の瑕疵）

法学教室 2005 年 12 月 303 号 120 頁
～ 121 頁

その他

畑瑞穂
（単著）

演習（固有必要的共同訴訟の
範囲）

法学教室 2006 年 3 月 306 号 116 頁
～ 117 頁

その他

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
畑瑞穂 多数当事者訴訟における合一

確定の意義
関西民事訴訟法研究
会（エルおおさか）

2004 年 4 月 関西民事訴
訟法研究会

一般

畑瑞穂 多数当事者訴訟における合一
確定の意義

日本民事訴訟法学会
大会（名古屋大学）

2004 年 5 月 日本民事訴
訟法学会

一般

畑瑞穂 離婚訴訟における損害賠償請
求の反訴・財産分与の申し立
てに関する取扱い

日本民事訴訟法学会
関西支部研究会（島
根ビル）

2005年 3月 日本民事訴訟
法学会関西支
部

その他（判
例研究）

畑瑞穂 送達の瑕疵と名宛人の救済方
法

日本民事訴訟法学会
関西支部研究会（島
根ビル）

2005年 9月 日本民事訴訟
法学会関西支
部

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　この 2 年間は、日本民事訴訟法学会大会の大シンポジウムでの報告と二つの古稀記念論文集の

執筆に多くの時間と労力を割いた。これらにおいては、従来重点を置いてきた審理過程とは異な
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る多数当事者訴訟等の分野にも手を広げることになった。

　「多数当事者訴訟における合一確定の意義」と題する論文等が複数あるのは、上記シンポジウ

ム報告が民事訴訟雑誌に掲載されたほか、その内容を敷衍して引用を補ったものを福永有利先生

古稀記念論集に掲載したためである。内容的には、独立当事者参加訴訟に重点を置いて、その沿

革や比較法的な位置を概観し、若干の解釈論的な提言を行ったものであるが、かなりの難問を扱っ

ており、さらに検討を要する。

　谷口安平先生古稀祝賀論集に掲載した「離婚訴訟における関連請求・附帯処分等と同時解決の

要請」は、判例研究から発展したものであり、かつて立法準備作業に関与した新人事訴訟法に関

わるものでもある。

　本格的な学術論文の体裁ではないが、学生向けの演習の連載においてもさまざまなテーマを扱

い、研究の幅を広げるのに役立った。そのうちいくつかのテーマについては、論文を執筆するこ

とを考えている。

　公刊には至っていないが、新仲裁法の英文解説書を共同執筆したのも新しい経験であった。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法政基礎演習 2004 年前期 2 単位
執行・倒産法 2004 年後期 4 単位
法政基礎演習 2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年・2005 年の法政基礎演習は、本学部における新たな試みであり、自らの専門に必ずし

も関わらない素材を扱って、学部 1 年生に法学部生として学んでいくためのリテラシーを教える、

というコンセプトに従って授業を行うことに苦労した。

　2004 年の執行・倒産法では、民事執行・保全・倒産の分野で相次ぐ大きな法改正にキャッチアッ

プしつつ、これらの分野の基本的な仕組みや考え方を平易に伝えることを心がけ、一定の手応え

を得た。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民事訴訟法 2004 年後期 4 単位
対話型演習民事訴訟法 2005 年前期 2 単位
民事訴訟法 2005 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　2004 年・2005 年の民事訴訟法では、未修者コース 1 年生に民事訴訟法の基本的知識や考え方

をわかりやすく伝えることに努めた。シンプルな設例の多用やオフィス・アワーの実施等の工夫
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を行い、一定の手応えを得た。

　2005 年の対話型演習民事訴訟法では、3 年生を対象に、判例等を編集した教科書を中心として、

基本的知識を確認しつつ、判例の実質的な意義や判例相互間の関係等を考えさせて、体系的・論

理的思考を身に付けさせることに努め、一定の手応えを得た。

３　法学研究科・博士課程

担当なし

４　ＦＤ活動

（2004 年）

　本法科大学院科目（憲法、対話型演習民事執行法）の授業参観を行った（神戸大学）。

　司法研修所の法科大学院教員研修プログラムに参加した（司法研修所）。

　日弁連法務研究財団主催「法科大学院教員の教え方に関するシンポジウム」に参加した（中央

大学駿河台記念館）。

（2005 年）

　本法科大学院科目（対話型演習民事裁判実務）の授業参観を行った（神戸大学）。

　法科大学院教員研修の一環として、日本弁護士連合会新規登録弁護士研修に参加した（大阪弁

護士会館）。

法科大学院の対話型演習民事訴訟法について、他の授業担当者と 15 回程度授業方法等につい

ての会合を行った。

法科大学院の対話型演習民事法総合の授業担当者とも 10 回程度授業方法等についての会合を

行った。

（2004 年・2005 年共通）

学部の法政基礎演習についても、各年２～３回授業担当者間で授業方法等についての会合を

行った。

上記以外に、法科大学院教員の授業方法等に関する会合（各年３～４回）、法学研究科教員相

互で意見交換を行うランチョン・ファカルティ・セミナー（各年４～５回）、研究科外から講師

を招いてのセクシャル・ハラスメント、個人情報保護、学生の「心のケア」についての各ファカ

ルティ・セミナーに参加した。

５　学内各種委員等

法学研究科企画室員（2004 年～）

法学研究科教学関係専門委員会ワーキンググループメンバー（2005 年～）

法学研究科学部教務委員（2005 年～）
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本民事訴訟法学会、日本私法学会、日本法社会学会
学会等役員 日本民事訴訟法学会理事（2004 年 5 月から）

研究会活動 日本民事訴訟法学会関西支部研究会、関西民事訴訟法研究会、民事訴訟法研究会（東
京大学）、東京民事訴訟法研究会、関西金融法務懇談会

２　教育活動

　特になし

３　社会における活動

　裁判所書記官等試験委員会臨時委員（2004 年 2 月～）

非訟事件・家事審判手続研究会（法務省・商事法務研究会）メンバー（2006 年 1 月～）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（Ｃ２）

多数の権利者を代表する者に
よる権利者のための訴訟追行
の総合的研究

研究分担者（研究代表者：
山本弘）

2004 ～

２　その他の研究助成

　特になし

馬場　健一（法社会学・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究対象としてきた司法制度改革も実施期に入り、理念的議論の段階から、社会における実現

可能性を探り、また制度変革がもたらす実際的効果の検討を行う状況に至っている。この二年間

は、司法制度改革問題では最も関心を持ってきた裁判官制度改革に特に引き続き着目しつつ検討

を進めてきた。また司法改革の日韓比較を行うなど、比較法的視点からも分析をすすめた。司法

制度改革問題以外では、日本の法社会学の関心の焦点のひとつであった低訴訟率の説明につき、

自分なりの視点を呈示した。これまで自分が行ってきた法社会学方法論研究や実証研究・理論研

究等と合わせて、かなり自分なりの法社会学の全体像がまとまりをもってきたのではないかとの

感触を得ている。このような研究成果を下敷きに、学部教育、大学院教育、法科大学院教育も試

行錯誤しつつ進めてきた。
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　今後は、司法制度改革問題では、下級裁判所裁判官指名諮問委員会の運用の中で示されてきた

実際的課題や裁判官給与問題をめぐる分析と理論的視点の呈示に加え、弁護士制度改革などにも

視野を広げていく予定である。他方法社会学の一般的研究に関しては、これまでに発表してきた

諸論考を一貫性のある視点からまとめていく作業が課題だと考えている。教育活動についても、

従来の蓄積と反省を踏まえつつ、こうした展開をも組み込んだ意欲的なものとするよう努めてい

きたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

馬場健一
（共著）

法社会学の可能性 法律文化社 2004 年 8 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

馬場健一 「法曹制度検討会」のチェッ
ク

法学セミナー増刊
Causa

2004 年 4 月 12 号 126 頁
－ 127 頁

その他

馬場健一 訴訟回避傾向再考－「文化
論的説明」へのレクイエム
－

和田仁孝・樫村志
郎・阿部昌樹編『法
社会学の可能性』

（法律文化社）

2004 年 8 月 123 頁－ 146
頁

学術論文

馬場健一 裁判官制度改革の到達点と
展望

法律時報 2005 年 7 月 77 巻 8 号 51
頁－ 55 頁

その他

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
馬場健一 司法改革の日韓比較 日韓シンポジウム「市

民社会の生成と法の
役割」（京都大学）

2004 年 10 月 京都大学大学
院法学研究科
21 世 紀 COE

「21 世紀型法
秩序形成プロ
グラム」市民
社会研究班：

「法システムの
変容の実証的
検討」

一般

馬場健一 日本における訴訟回避傾向再
考

神戸大学法学研究科
第11回ランチョン・
スタッフ・セミナー（神
戸大学）

2005 年 1 月 神戸大学法学
研究科僚友会

一般

馬場健一 法教育との関わりで裁判員制
度を考える

大阪教育法研究会例
会（クレオ大阪東）

2005 年 9 月 大阪教育法研
究会

一般

馬場健一 裁判官報酬問題について考え
る

日本裁判官ネット
ワーク・シンポジウム

（東京・主婦会館プ
ラザエフ）

2005 年 11 月 日本 裁 判 官
ネットワーク

招待講演・
パネリスト
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２　研究成果の概要と自己評価

　司法改革問題では最も関心を持ってきた裁判官制度改革については、「法曹制度検討会」の議

論と成果をフォローし、改革の具体化を同時進行的に批評し、検討会の到達点と残された課題に

つき検討した。個別具体的には下級裁判所指名諮問委員会の裁判官の独立に果たす意義とその問

題点とを分析し、他方で裁判官報酬減額問題の憲法的、比較法的、法社会学的インプリケーショ

ンと諸論点とを探った。また日韓の司法改革の異同につき、裁判官制度改革、法科大学院、司

法への市民参加制度を素材に、そこに現れた差異の規定要因について検討した。司法制度改革問

題以外では、日本の低訴訟率の説明につき、従来の緒議論を批判的に検討した上、「機能不全説」

が最も説得的であることを論じた。

　以上の研究課題の中にはすでに活字となって公表されているもの、執筆してはいるが公表に

至っていないもののほか、研究会等で発表した段階のものなども含まれている。公表にいたって

いないものにつき早急にまとめていくことが当面の課題である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法社会学入門 2004 年前期 2 単位
法社会学概論 2004 年前期 4 単位
法社会学演習 2004 年前期 2 単位
法社会学演習 2004 年後期 2 単位
法社会学入門 2005 年前期 2 単位
法社会学演習 2005 年前期 2 単位
応用法社会学 2005 年後期 2 単位
法社会学演習 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　学部の講義をおこなうにあたっては、自作の詳細なレジュメを作成し、学生に講義ノートを書

かせるかわりに基本的にこのレジュメに従って進めている。学生はレジュメを参照しつつ、適宜

記入したりメモしたりして講義を聴講している。またレジュメには参考文献リストや関連資料を

も添付し、適宜参照を指示したり講義の中で実際に参照するなどし、理解を助けるように努めて

いる。この講義形式は受講生にはおおむね好意的な評価を受けているものと理解している。その

他一般に講義評価アンケートの評価もほぼ満足のいく結果を得ている。2005 年度後期の応用法

社会学の講義では、試験前に例題集を作成し、配布したところ、講義理解の上で一定の効果をも

たらしたように思われる。

　学部演習においては、大量の和文文献の講読を指定し、その内容をもとに受講者全員が自由闊

達に意見発表し、討論する参加型を旨としている。回を進めるにつれて、自分の意見をうまくま

とめて発表できるようになっていく姿を認めることができる。
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２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

現代司法論 2004 年後期 2 単位
現代司法論 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　日本の司法制度や法律家、司法改革等の社会科学・法社会学研究の蓄積をもとに、批判的精神

に依拠した分析視角から新時代の司法あるべき姿を展望しようと努めてきた。実際に生起した各

種の事件や改革運動、社会における司法に対する役割期待や法律家像の変容、歴史的経緯などを

各種取り上げつつ、立体的かつ動態的で、また法科大学院時代の実践的含意をももちうる講義を

目指そうとしてきた。実務家の卵たる受講生に、司法制度や法律家が社会的・歴史的存在であり、

現実政治や社会変動の中でのアクターであることを実感し、法的判断だけでなく、実存的決定を

否応なくせまられている存在であることを理解してもらうことを目的とし、問題への解答や知識

を求めるのではなく、問題を実感しその複合的・歴史的性格を把握し、暫定的であれ自分なりの

解答を模索する姿勢を獲得してもらうよう努めてきた。なにぶん初めての試みで試行錯誤の連続

であるが、受講生は、司法試験科目・実定法科目でないにもかかわらず、少人数教育の中で双方

向の活発かつ真摯な受講態度を示してくれており、有意義な実践たり得ていると自負している。

講義内容の精選や受講生の増加が今後の課題といえる。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法社会学特殊講義 2004 年前期 2 単位
法形成過程論 2004 年前期 2 単位
法社会学特殊講義 2005 年前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）１人 （2005 年度）１人

〔自己評価〕

　大学院生指導については、直接の指導の他、随時電子メールでの指導を行ってきている。論文

構想の批評、実際の論文の添削や指導などにも、頻繁に電子メールを使用しているため、院生に

はこちらの指摘が文書のかたちで残り、理解されやすく対応のしやすいものとなっていると思わ

れる。

４　ＦＤ活動

2004 年本法科大学院関係科目及び本学部の講義科目の授業参観を受け付けた（神戸大学）。

2005 年本法科大学院関係科目及び本学部の講義科目の授業参観を受け付けた（神戸大学）。
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５　学内各種委員等

国際交流委員（全学 2005 年度～）

留学生委員（全学 2005 年度～）

学術情報基盤センター調整会議委員（全学 2004 年度～）

安全衛生委員（全学 2004 年度～）

六甲台電算機合同委員（六甲台 2004 年度～）

大学院教務委員（法学研究科 2005 年度～）

学生委員（法学研究科 2005 年度～）

国際提携委員（法学研究科 2004 年度～ 2005 年度委員長）

図書委員（法学研究科 2004 年度～）

ＣＯＥ研究員等審査委員（法学研究科 2004 年度～ 2005 年度）

法政情報委員（法学研究科 2004 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本法社会学会　教育法学会
学会等役員 日本法社会学会理事（2002 年度～）
学会誌等編
集委員 日本法社会学会学会誌「法社会学」編集委員（2002 年度～）

研究会活動 日本法社会学会関西支部

２　教育活動

　龍谷大学法科大学院「法社会学」（2005 年度後期）非常勤講師

３　社会における活動

　神戸大学法学研究科公開講座講師「グローバリゼーションの進展と司法改革・法科大学院」

（2004 年 6 月）。楽学舎講演会（於大阪住友病院）講師、「裁判員制度」（2005 年 5 月）、同「憲

法９条問題」（2005 年 7 月）。裁判官評価ネット・関西代表。大阪教育法研究会顧問。

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

21世紀ＣＯＥ
プログラム

「市場化社会の法動態学」研究
教育拠点

事業推進担当者 ～ 2005 年

特定領域研究 法化社会における紛争処理と
民事司法

分担者 2003 年～

２　その他の研究助成

　特になし
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濱田　冨士郎（労働法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　ここ数年来、アメリカの奴隷法史の研究に全力投球しているが、研究の完成までにはいましば

らくの時日（あと１、２年か？）を必要とする状況である。法科大学院での労働法教育について

は、当初予想以上に準備の負担が重かったように思われる。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

濱田冨士郎
( 単著 )

NHK 受信料の集金業務等の
受託者と NHK との間の契約

判例時報 2005 年 4 月 1882 号 193
－ 197 頁

判例評釈

濱田冨士郎
( 単著 )

均等法の現状と課題　̶　男
女雇用機会均等政策研究会報
告書を素材にして

日本労働研究雑誌 2005 年 5 月 538 号
4-17 頁

学術論文

濱田冨士郎
( 単著 )

男女雇用機会均等法の見直し
の方向性　̶　企業への影響
を踏まえて

関西経協 2005 年 10 月 59 巻
10 号 8-12 頁

学術論文

２　研究成果の概要と自己評価

　アメリカ労働契約法史の研究の過程で手を染めることになったアメリカ奴隷法史の研究のため

に、すでに 10 年近くの年月をかけているが、その完成までにはあと一息、なお若干の時日を要

する状況である。遺憾ながら、それが日本法の研究の成果の産出にしわ寄せされる結果となって

いる。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

1 年次演習 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　１年生を対象とするため、特定の専門領域に踏み込みすぎない法学教育として適切な教材を選

択するのに若干のむづかしさを感じたが、担当学生数が２０名と限られていたこともあり、参加

した各学生は専門的ともいうべき判例の読解にも意欲を示し、それなりの手応えを引き出すこと

ができたかと思われる。
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２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

労働法Ⅰ 2004 年度前期 2 単位
労働法Ⅱ 2004 年度後期 4 単位
労働法Ⅰ 2005 年度前期 2 単位
労働法Ⅱ 2005 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　毎授業ごとに２ないし３の判例を受講学生に報告させ、実務的な側面に重点を置いた法律論の

教授を心がけたが、一般的な授業の要請を満たしつつ、その制約の中でなお常時判例を読ませる

ことには、若干の技術的な無理があったようにも思われる。

３　法学研究科・博士課程

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）５人 （2005 年度）５人

〔自己評価〕

　担当院生は有職の社会人が多く、遺憾ながら、指導のために客観的に望まれるだけの十分の時

間をとることができなかった。

４　ＦＤ活動

教育、生活指導両面での学生サービスの充実に心がけているが、特段ユニークなことはしてい

ない。

５　学内各種委員等

国立大学法人神戸大学理事（2004 年４月１日～ 2005 年２月 15 日）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本労働法学会

２　教育活動

　兵庫県立大学経営学部「労働法」2005 年度夏季集中講義

３　社会における活動

　兵庫地方労働審議会会長（2001 年４月～）

　兵庫女性の地位推進協議会座長（2002 年４月～）
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濵本　正太郎（国際法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究面においては、この間、ここ数年間継続していた国際法上の無効に関する研究をまとめる

ことを中心とした。幸い、当初の予定よりは大幅に遅れたものの、まとめの作業も終了し、本報

告期間後ではあるがまもなく発表できることになった。また、無効の研究との関連で着手した国

際投資法・ヨーロッパ法・国際法の国内法秩序における適用に関する研究を、無効との関連とい

う文脈にとどまらず、より一般的なものに広げつつある。これらは、いずれも、非国家主体との

関係で国際法がどのような役割を果たしうるかに関する問題であり、並行して研究を進めること

には相乗効果が期待できる。

　教育面においては、まず、神戸大学法学部・法学研究科・国際協力研究科における国際法教育

の整合性と質の向上に向け、国際協力研究科教員と協力しつつ、講義の新設・整理や、講義内容・

手法についての調整を行った。また、世界でも有数規模の EU 教育の枠組を持つ EUIJ 関西の設

置に成功し、その内容を充実させることに力を注いだ。個人的な努力としては、学部レヴェルに

おける対話型教育の実践を継続し、学生が示した成績および学生による評価を見る限り、ある程

度満足できる成果が上がっている。このいずれも進行途上のものであり、一層充実させるべく努

力を続けたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

濵本正太郎 Le _pouvoir_ de dernier mot Kobe Univers i ty 
Law Review

2005 年 3 月 No.38,
pp. 21-44

学術論文

濵本正太郎 パレスティナの「壁」事件 神戸法学年報 2005 年 3 月 20 号
103-147 頁

判例評釈

濵本正太郎 外国大使館に対する課税の
免除

ジュリスト 2005 年 5 月 1291 号
281 － 283 頁

判例評釈

濵本正太郎 ヨーロッパ人権裁判所の判
決を理由とする再審査手続

神戸法学年報 2006 年 3 月 21 号
1 － 18 頁

研究ノート

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態

濵本正太郎 拘束力ある安全保障理事会決
議の有効性の国連加盟国によ
る一方的否認

国際法研究会（京都
大学）

2004 年 11 月 国際法研究会
（京都大学）

一般

濵本正太郎 イスラエルの「壁」の合法性 国際機構研究会（京
都大学）

2005 年 1 月 国際機構研究
会（京都大学）

その他（判
例研究）

濵本正太郎 ICSID仲裁改革について 国際機構研究会（京
都大学）

2005 年 2 月 国際機構研究
会（京都大学）

一般

濵本正太郎 Indirect Expropriation and the 
Right to Regulate

国際経済法研究会
（外務省国際法局）

2005 年 3 月 外務省 一般
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濵本正太郎 ヨーロッパ共同体司法裁判所に
よる国連安全保障理事会の行
為の有効性審査

国際機構研究会（京
都大学）

2005 年 12 月 国際機構研究
会（京都大学）

その他（判
例研究）

濵本正太郎 ヨーロッパ人権裁判所の判決
を理由とする再審査手続

国際法研究会（京都
大学）

2005 年 12 月 国際法研究会
（京都大学）

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　先に述べたように、この期間中にもっとも力点を置いた国際法における無効に関する研究の全

体は、本期間中には発表できなかったため、ここには記さない。

　ただし、論文の Le _pouvoir_ de dernier mot は、無効研究の一部であり、包括的研究の中に直

接には含めないことにしたので、別に発表した。これは、国際機構の行為の有効性を争う手続が

一般に定められていない中で、国際機構加盟国がその有効性を一方的に否定し続ける場合の法的

状況を検討したものである。従来の議論では、「国際機構の行為は有効であることが推定される」

というにとどまり、実際にその有効性が争われる場合についての検討がほとんどなされていな

かった。これは、本研究期間前に力点を置いていた、国際法における合法性と実効性との対峙を

扱った際と同じ問題意識によるものである。

　また、研究ノートとして、ヨーロッパ人権裁判所判決を理由とするフランス刑事訴訟法の再審

制度を紹介した。これは、国際法規範の国内法秩序での適用についての研究であると同時に、（広

義の）ヨーロッパ法に関する研究である。これは、国内司法機関が、国内法秩序における国際法

解釈権を放棄する画期的事例であり、国家主権概念の再検討を迫るものであると同時に、実践的

にも、日本にとっては、市民的および政治的権利に関する国際規約の（第一）選択議定書加入の

是非をめぐる議論との関係で、極めて参考になる事例である。

　さらに、国際裁判例・国内裁判例につき、評釈を発表した。国際法に関する裁判例が国際面で

も国内面でも激増する中、継続的に判例評釈を行っていく必要性を痛感しており、本期間中の二

つの評釈はその第一歩である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際法概論 2004 年度前期 2 単位
2 年ゼミ 2004 年度前期 2 単位
外国書講読（仏書） 2004 年度前期 2 単位
社会問題自主研究 2004 年度前期
社会問題自主研究 2004 年度後期
国際機構法 2005 年度前期 2 単位
国際法（夜間主） 2005 年度前期 4 単位
外国書講読（仏書） 2005 年度前期 2 単位
社会問題自主研究 2005 年度前期
国際紛争と法 2005 年度後期 2 単位
社会問題自主研究 2005 年度後期



152 153

研究指導（夜間主） 2005 年度後期 8 単位

〔自己評価〕

　2004 年度の「国際法概論」（主として 2 年次生対象）においては、指定する教科書に英語のも

のを採用した。当然ながら学生にとっては大きな困難を伴うものであり、詳細な「教科書ガイド」

を作成して支援した（HP に掲載している）。また、並行して担当した「2 年ゼミ」では、資料も

ゼミ内での使用言語も全て英語で行った。このいずれも、一定数の学生のやる気は強く刺激した

ようで、驚くほどの進歩を示した者が少なからずいた一方、挑戦する意思すら最初からない学生

が一定数いることも確認させられた。

　また、学部の講義においても、講義のほとんど全てを対話式で行うように心がけている。いわ

ゆる一方通行型の講義の意義については、大学教育手法研究の専門家の間でも議論が割れている

が、私個人としては、時間の無駄遣いでしかないと考えている。ただし、一定程度の予習が当然

の前提となるため̶̶といっても、欧米の大学学士課程の類似の講義で課される予習量の 3 分の

1 程度しか課していないのだが̶̶、予習を課されることに慣れていない日本の学生はこれを大

きな負担と感じるようで、受講生は毎年少ない。地道に学生の理解を求めていくほかなかろう。

　なお、「社会問題自主研究」では、継続的に国際法模擬裁判を行っている。

２　法科大学院

〔自己評価〕

　国際法 R&W ゼミを担当しており、2005 年度後期に初めて開講される予定であったが、履修

登録者が 0 名であったため、開講されていない。新司法試験についてあらゆることが不透明な状

況にある中で、選択科目としてはあまり人気のない国際法であることに加え、試験対策を直接に

は意識していないことが明瞭な講義要綱を作成したことが、学生の敬遠を呼んだのかもしれない。

とはいえ、R&W ゼミは試験対策を直接の目的とした講義であってはならず、新司法試験につい

てある程度の予測可能性を学生が得るであろう 3 年後ないし 5 年後までは、受講者数が僅少と

いう現状を甘受するほかなかろう。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

フランス法文献研究 2004 年度前期 2 単位
フランス法文献研究 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　大学院では、従来から「フランス法文献研究」を担当している。教育効果を上げるため、学部

の「外国書講読（仏書）」とは区別し、別個の講義として開講している。ここしばらくは、フラ

ンス法秩序におけるヨーロッパ法あるいは国際法の位置づけや、フランス法における主権概念に

ついての論考や裁判例を取り上げている。幸い、熱心な学生に恵まれ、充実した講義を行うこと
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ができている。

４　ＦＤ活動

　磯村保教授を代表者とする科学研究費に基づく法学教育手法研究を研究分担者として継続的に

行っており、諸外国の法学教育手法の研究、授業参観の効果、授業アンケートの分析手法とその

授業改善への活用法、法学教育手法としての模擬裁判について研究を進めている。また、社会学・

心理学分野の知見を導入した大学教育手法研究の近年の目覚ましい進展の成果を利用すべく、当

該分野の研究を常にフォローしている。

　また、法科大学院運営委員会教育手法ワーキンググループの構成員として、教育手法に関する

会合を年に数回開催し、継続的に教育手法改善に取り組んでいる。

５　学内各種委員等

法学研究科国際提携委員会委員（2000 年度～現在）

法学研究科法政情報委員会委員（2001 年度～現在）

法学研究科法科大学院運営委員会委員（2004 年度）

法学研究科教学専門委員会ワーキンググループ委員（2004 年度～現在）

法学研究科法科大学院運営委員会教育手法ワーキンググループ委員（2005 年度）

法学研究科 EUIJ 関西業務推進委員会ワーキンググループ委員（2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 国際法学会（日本）、世界法学会、アメリカ国際法学会、フランス国際法学会
学会等役員 国際法学会（日本）評議員
シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

EUIJ 関西国際シンポジウム（2005 年 10 月）主催

研究会活動 国際法研究会（京都大学）、関西国際機構研究会（京都大学）、国際経済法研究会（外
務省国際法局）、意見交換会（外務省国際法局）

２　教育活動

神戸大学大学院国際協力研究科「国際投資法」（2005 年度後期・非常勤講師）

３　社会における活動

　EUIJ 関西アウトリーチ部会代表（2005 年度～）

外務省における研究会活動（上記）
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４　国際交流

海外出張

2004 年 9 月　フランス・パリ第二大学（調査研究）
2005 年 3 月　ベルギー・College of Europe（EUIJ 関西への協力要請）
　　　　　　  フランス・パリ第二大学（神戸大学との交流計画策定）
2005 年 9 月　フランス・パリ第二大学（調査研究）
2006 年 2 月～ 3 月　フランス・パリ第二大学・国立図書館
　　　　　　　　　　　　　  ・外務省外交史料館（調査研究）
イタリア・ヨーロッパ大学院大学（国際投資法シンポジウム出席）

外国人研究
者受入れ

2004 年 10 月　Pablo Dengler（College of Europe 講師）
2005 年 1 月　Rodolph Munoz（College of Europe 講師）
2005 年 10 月　Pablo Dengler（College of Europe 講師）
2006 年 1 月　Dominik Hanf（College of Europe 教授）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手研究
(B)

「事実上の国際政府」論の再
検討

研究代表者 2003 年～

基盤研究
(B)

法科大学院における教育手
法の総合的研究と実践的モ
デル開発

研究分担者 2003 年～

基盤研究
(B)

現代的な文脈における条約
法の再検討

研究分担者 2004 年～

基盤研究
(B)

ヨーロッパ法と各構成国国
内法との相互作用

研究分担者 2004 年～

２　その他の研究助成

　特になし

藤原　明久（日本法史・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　長年の懸案であった、神戸法学雑誌に既発表の論考をまとめて、『日本条約改正史の研究ーー

井上・大隈の改正交渉と欧米列国ーー』と題する一書を、2004 年、雄松堂出版より上梓した。

明治政府の条約改正における一大目標であった、外国領事裁判権の撤廃は、1899（明治 32）年

実施の改正条約によって達成された。拙書で取り扱った改正交渉は、引き続いて青木・榎本・陸

奥外相の下で遂行された。この交渉過程を再検討するのが残された今後の課題である。

　また、明治初年にフランス法を継受して、日本民事法がどのように形成されたのか、そして、

日本法・慣習とフランス法とがどのように交錯したかについて、担保法を取り上げて解明した。

　徒に馬齢を重ね、来る 2007 年には還暦を迎える。研究状況は年を追って厳しくなっているが、
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明治民法施行（1898（明治 31）年）までの民事法に関する旧稿を早期に一書にまとめるべく尽

力したい。

　教育活動では、法科大学院において、2005 年後期に始まった『法文化』の講義を、森下敏男

教授とともに担当した。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

藤原明久 日本条約改正史の研究－井
上・大隈の改正交渉と欧米
列国－

雄松堂出版 2004 年 5 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

藤原明久 明治初年における二重書入
（抵当）の処罰－『新律綱領』
の重典売田宅条の適用をめ
ぐって－

神戸法学雑誌 2004 年 12 月 50 巻 3 号
51 ～ 106 頁

学術論文

FUJIWARA, 
Akihisa

Die Rezeption der 
franzoesischen Regeln von 
der Gesamtschuld in Japan 

Hundert Jahre 
Japanischen 
Zivilgesetzbuch, hg. 
v. Rolf Knuetel und 
Shigeo Nishimura

2004 S.49 ｰ 60 学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
藤原明久 コメントと討論－法制史か

ら
シンポジウム｢日本
にとってドイツ法学と
は? －民事法の場合
－｣

2005 年 3 月 国際高等研究
所・フンボル
ト財団

コメント

２　研究成果の概要と自己評価

　『日本条約改正史の研究』は、外国領事裁判権の撤廃、日本法典の編纂をめぐって欧米締約国

との交渉が激しく繰り広げられた、1882 － 89( 明治 15-22）年の、外務卿井上馨の条約改正予備

会議、外務大臣井上馨の条約改正会議、外務大臣大隈重信の条約改正交渉について考察を加えた

ものである。従前の日本条約改正史の研究においては、日本側の外交資料に依拠して論じられる

傾向が強かったが、近年では欧米列国側資料をも利用して国際的環境の中で明らかにしようとす

る動向が現れてきている。本拙著では、積極的に日本側と欧米列国側との資料を突き合わせ、条

約改正交渉過程の全体像を法的側面から解明し、少なからず新たな知見を得ることができたとお

もう。

　「明治初年における二重書入（抵当）の処罰」では、江戸幕府法上、非占有担保であった書入

がフランス法を摂取して抵当権に構成され、登記を成立要件とした。違法な二重書入は、中国法

の敷写しである『新律綱領』重典売田宅条によって処罰された。江戸幕府法、中国法、フランス
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法の各法理が、明治初年において複雑に交錯した状況を具体的に解明した。

　Die  Rezeption －－は、明治民法施行以前の連帯債務法が、日本固有法とフランス法との衝突

の中で、どのように形成されたかを解明したものである。旧稿をドイツ語に翻訳して、1998 年

9 月、福岡市で開催された、日本民法典百年国際シンポジウムに提出した原稿であり、報告論文

集に収載された。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

日本法史 2004 年度前期 4 単位
日本法史 2005 年度前期 4 単位
日本法史 ( 夜間主 ) 2005 年度後期 4 単位
日本法史演習 2004 年度通年 4 単位
日本法史演習 2005 年度通年 4 単位

〔自己評価〕

( 講義自己評価 )

　日本近代法史を主として講義対象としている。明治維新直後から西欧法を継受して、日本の近

代法体系は、法典編纂によって明治 20 － 30 年代に成立するが、第二次大戦後、アメリカ法の

大きな影響を受けた。現代の実定法の基礎となっている、近代法体系の成立過程を明らかにする

ことは、現代法体系をよりよく理解する助けとなるからである。講義は、その都度配布する資料

に沿って行っている。資料は、その性格上、漢字が多く、文語文で書かれているので、可能な限

り、図表や写真を取り入れて、学生が理解し易く、興味を懐くように工夫している。

( 演習自己評価 )

　日本法の歴史について、受講者各自が関心の持つ課題を選び、原則として一時限一名が報告を

行い、全員で討議している。文献・資料の調査から始め、それらを読んで報告する手法を修得す

るには、時間を要するので通年制にしている。課題は、古代から現代まで様々である。三年次の

受講者は、四年次も継続して履修する傾向がある。四回生の報告を手本に、また四回生の助言に

より、三回生は一年で格段に成長する。演習継続の重要性を痛感する。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法文化 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　『法文化』講義の前半は、森下敏男教授が、後半は、私が担当した。後半では、日本法文化の

歴史的特色に焦点を当てて講義した。初講義でもあり、受講者（約 15 名）の反応を覗いながら

の試行錯誤であった。将来の法曹の歴史的関心を涵養しうることができればと念じている。
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３　法学研究科・研究者コース

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

日本法史特殊講義 2004 年度前期 2 単位
日本法史特殊講義 2005 年度前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）１人 （2005 年度）２人
指導学生の
学会活動

濱口瑞穂（博士後期課程）法制史学会近畿部会報告『人足寄場の創設と刑事政策の転換』
2004 年 10 月、同志社大学

〔自己評価〕

　2004 年度は、日本近代における西欧法の摂取、2005 年度は、日本近代の刑事法・裁判制度に

関する文献を読んで、受講者が分担報告し討議した。受講者中に社会人学生が数名おり、法史へ

の関心の高さが目立った。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 法制史学会、比較家族史学会
学会等役員 法制史学会理事

２　教育活動

大阪市立大学法学部　日本近代法制史 2005 年度後期、非常勤

神戸大学大学院国際協力研究科　比較法制論演習 2004 － 2005 年度通年

　　　　　　　　　　　　　　　比較法制論 2004 年度後期

増島　建（国際関係論・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　204 年に欧州委員会が日本における２番目の EU インステｲテﾕート・イン・ジャパンの公募を

発表して以降、その応募作業に追われ、またその後幸いに神戸大学を幹事校とする、関西学院大

学・大阪大学との３大学コンソーシアムにＥＵインステｲテﾕート関西（EUIJ 関西）の設立が決まっ

てからは、その立ち上げ作業が始まり、自分自身の研究・教育活動はその結果として、思うよう

に進展しなかった。しかし EUIJ 関西を成功に導くことが間接的に自分自身の研究・教育活動の

将来の基盤をも築くことに結びつくと多少楽観的ではあるが信じており、今後組織が軌道に乗れ

ば、自分自身の研究・教育活動を発展させられるものと期待している。何よりも法学研究科、神

戸大学、パートナー大学、駐日欧州委員会代表部等の優れた研究者・実務者との交流による人的
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接触が自分自身にとっての最大の「成果」であると思っており、貴重なご支援をいただいた関係

各位への感謝の気持ちで一杯である ( なお本自己評価報告の記述には、特に自己の研究・教育と

関わらない限り、EUIJ 関西において関与した研究・社会連携・国際交流活動は含めていない )。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
増島建
( 単著 )

アフリカ立法府支援のあり
方－理論的分析と提言－

独立行政法人国際
協力機構国際協力
総合研修所

2004 年 6 月 調 査 報 告
書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
増島建
( 単著）

紛争と開発－ＥＵの事例か
ら－

世界の予防外交の
総合的研究

2005 年 3 月 133-139 頁 報告書

２　研究成果の概要と自己評価

　国際協力分野で近年問われているのが、開発途上国での武力紛争とそれに伴う復興支援・平和

構築の問題であるが、この問題に民主化・ガバナンス支援の観点から域外国が解決に向けて何が

できるのかを考えてきた。「アフリカ立法府支援のあり方」は、国際協力機構（JICA）の客員研

究員としての報告書であり、比較政治学の知見をアフリカの民主化・ガバナンス支援に生かそう

としたものである。また「紛争と開発ー EU の事例からー」は、科研報告書であるが、開発援助

にとって従来「タブー」であった紛争（特に軍事的側面）問題が、概念的・組織論的にどのよう

な問題を開発関係者につきつけることになったのかを、概略的にではあるが、EU の事例を中心

にして探求しようとしたものである。またこの間、EUIJ 関西オープニング記念として、2005 年

10 月３日に内外の著名な専門家を招いて「人道危機と市民社会の役割」と題する国際シンポジ

ウムを多くの共催・後援団体のご協力で開催し、その企画にあたったのも自分の研究にとっては

有意義であったと信じている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際関係論 2004 年度後期 4 単位
1 年次演習 2004 年度後期 2 単位
国際関係論（夜間主） 2004 年度後期 4 単位
国際関係論 2005 年度後期 4 単位
研究指導 2005 年度後期 8 単位
日本・EU 関係論 2005 年度後期（共同分担） 2 単位
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〔1自己評価〕

 １年次演習は前年度の基礎演習に続き学部１～２年生向けの少人数講義であったが、国際関係・

政治に関心がある学生の参加を得て大変深い経験であった。また夜間主の研究指導もはじめての

経験であったが、社会人を相手にしての国際関係の指導は、意欲ある学生たちの姿勢もあり、大

変自分には有意義であった。少人数教育は、「顔が見える」だけに、教員側にとっても緊張を強

いられるが、報われることが多いことを再発見できた。「国際関係論」は理論を主として扱うだ

けに、なかなか学生にとってはなじめない講義かと思われるが、国際関係理論に関連する映画を

コメントしてもらったり、新しい事例を紹介したりと一応工夫はしているつもりであるが、まだ

改善の余地があるかもしれない。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

ヨーロッパ法 2005 年度前期（一部分担） 4 単位

〔自己評価〕

　ＥＵの対外関係についての回をゲスト講師とともに担当した。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

国際関係論特殊講義 2004 年度後期 2 単位
国際関係論特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）３人
指導学生の
学会活動 日本ＥＵ学会 2005 年研究大会にて報告

〔自己評価〕

　国際関係論特殊講義は、EUIJ 科目となったため、EU の対途上国政策をテーマとしている。

できるだけ学生が EU、広くヨーロッパに関心をもってもらうとともに、開発途上国の現状にも

目を向けてもらえるように努めたいと考えている。

４　ＦＤ活動

　特になし

５　学内各種委員等

 研究科・学部：学部教務委員（2004 年度）、公開講座委員（2004 年度）、図書委員（2004 年度）、

国際提携委員（2004 年度、2005 年度）、法学研究科 EUIJ 関西運営委員、法学研究科 EUIJ 関西ワー
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キング・グループ代表

　全学：公開講座委員（委員長、2004 年度）、環境管理センター運営委員（2004 年度）、EUIJ

関西特命副代表

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会

日本政治学会、日本国際政治学会、比較政治学会、日本平和学会、国際開発学
会、日本ＥＵ学会、日本・ベトナム研究者会議、日仏政治学会、American Society 
for Public Administration, Association for the Study of Modern and Contemporary 
France

学会等役員 日仏政治学会幹事
シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

日本国際政治学会 2004 年度全国大会実行委員会副委員長

研究会活動 2004 年１月名古屋大学法制度整備支援科研研究会に参加

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

　特になし

４　国際交流
海外出張 2005 年６月 11 日～ 26 日　欧州委員会招聘プログラムによりブリュッセル出張

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（Ｃ）

民主化支援の国家・国際機
関・NGO －総合的枠組みの
構築をめざして

増島　建 平成 15 年度
～ 18 年度

２　その他の研究助成

　特になし
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丸山　英二（英米法、医事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この期間における研究活動は、主として、インフォームド・コンセント、臨床研究、遺伝医学、

生殖補助医療、疫学研究・公衆衛生活動、医療記録の開示、個人情報保護、臓器移植、精神医療

などに関する法律問題を対象とするものであった。

　今後なすべき仕事としては、刊行後 16 年を経た講義案『入門アメリカ法』の改訂、遺伝医学・

遺伝相談、臨床研究、生殖補助医療、精神医療の法律問題についての研究をまとめること、そし

て、わが国の医事法の英文概説書の執筆、と掲げることができるが、時間的能力的制約を思うと

はなはだ心許ないものがある。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

丸山英二
( 単著 )

医学研究における個人情報保
護

宇都木伸・菅野純夫・
米本昌平編『人体の
個人情報』（日本評
論社）

2004 年 06 月 127 ～ 150 頁 学術論文

丸山英二
( 単著 )

ゲノム医科学と社会̶̶法学
の立場から

文部科学省科学研究
費補助金特定領域
研究「ゲノム」4 領
域ゲノム医科学ネッ
トワーク委員会、同
統合ゲノム社会との
接点委員会編『ゲノ
ム医科学と社会̶̶
個人情報の保護を中
心に』

2004 年 07 月 69 ～ 84 頁 講演記録

丸山英二
( 単著 )

生命科学研究に関する政府指
針管見

SRL宝函 2004 年 07 月 28 巻 1 号
42 ～ 46 頁

学術論文

丸山英二
( 単著 )

多胎減数手術の倫理と法的問
題点

産婦人科の世界 2004 年 08 月 56 巻 8 号
99 ～ 104 頁

学術論文

丸山英二
( 単著 )

インフォームド・コンセント及び、
代諾をめぐる諸問題と政府指
針（前半）

Organ Biology 2004 年 12 月 11 巻 4 号
333(53) ～
338(58) 頁

研究ノート

丸山英二
( 単著 )

インフォームド・コンセント及び、
代諾をめぐる諸問題と政府指
針（後半）

Organ Biology 2005 年 04 月 12 巻 1 号
65 ～ 72 頁

研究ノート

丸山英二
( 単著 )

シンポジウム「生命倫理と法」
アメリカ

比較法研究 2005 年 05 月 66 号 13 ～
24 頁

学会報告

丸山英二
( 単著 )

シンポジウム「臓器移植をめぐ
る今日的問題」わが国の法律・
法案における承諾要件

年報医事法学 2005 年 08 月 20 号 50 ～
56 頁

学会報告
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丸山英二
( 単著 )

「人体情報に関する生命倫理基
本法」（「人倫研プロジェクト」
ワーキンググループ・提言「身
体・組織の利用等に関する生
命倫理基本法」(4)̶̶(4)提
言・その4）

北大法学論集 2005 年 09 月 56 巻 3 号
1486 ～ 1461
頁

学術論文

丸山英二
( 単著 )

個人情報保護法 分子細胞治療 2005 年 10 月 4 巻 5 号 67
～ 70 頁

研究ノート

丸山英二
( 単著 )

死と臓器移植をめぐる生命倫
理

坂本百大・青木清・
山田卓生編『生命倫
理̶̶21 世紀のグ
ローバル・バイオエ
シックス』（北樹出版）

2005 年 10 月 125 ～ 139 頁 学術論文

丸山英二
( 単著 )

ゲノム医科学と社会̶̶法学
の立場から

文部科学省科学研究
費補助金特定領域
研究「ゲノム」4 領
域ゲノム医科学ネッ
トワーク委員会・統
合ゲノム社会との接
点委員会編『ゲノム
医科学と社会』

2006 年 02 月 127 ～ 138 頁 講演記録

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
丸山英二 先端医学と生命倫理 厚生労働科学研究

費補助金・先端医学
研究等普及啓発セミ
ナー「先端医学の普
及・発展を目指して
－市民とともに倫理
を語る」（リーガロイ
ヤルホテル京都）

2004 年 5 月 ヒュ－マンサ
イエンス振興
財団

一般講演

丸山英二 先端医学と生命倫理 厚生労働科学研究
費補助金・先端医学
研究等普及啓発セミ
ナー「先端医学の普
及・発展を目指して
－市民とともに倫理
を語る」（新潟ワシン
トンホテル）

2004 年 6 月 ヒュ－マンサ
イエンス振興
財団

一般講演

丸山英二 生命倫理と法・Ⅱアメリカ 比較法学会第67回
総会全体シンポジウ
ム（金沢大学）

2004 年 6 月 比較法学会 シ ン ポ ジ
スト

丸山英二 先端医学と生命倫理 厚生労働科学研究
費補助金・先端医学
研究等普及啓発セミ
ナー「先端医学の普
及・発展を目指して
－市民とともに倫理
を語る」（ホテルグラ
ンコート名古屋）

2004 年 7 月 ヒュ－マンサ
イエンス振興
財団

一般講演
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丸山英二 Genetic Testing of Children 
for the Sake of Other Family 
Members

15th World Congress 
on Medical Law 
(Sydney Convention 
and Exhibition 
Centre)

2004 年 8 月 World 
Association 
on Medical 
Law

学会報告

丸山英二 医療と人権̶̶医療と生命倫
理と法

特定医療法人愛仁会
グループ診療部・管
理職研修会（大阪府
病院年金会館）

2004 年 10 月 特定医療法人
愛仁会

一般講演

丸山英二 バイオテクノロジーと生命倫理
と法

バイオテクノロジー基
礎講座（臨床研究情
報センター）

2004 年 10 月 TRI・神戸大
学共催

一般講演

丸山英二 医療過誤と法律・個人情報保
護法と医療情報

医療苦情・事故対
応のための実践講座

（九州大学医系キャン
パス百年講堂）

2004 年 10 月 九州大学医学
研 究院医 療
ネットワーク学
講座

公開講座

丸山英二 医事法学と生命倫理 日本生命倫理学会第
16回年次大会（鳥
取環境大学）

2004 年 11 月 日本生命倫理
学会

基調講演

丸山英二 わが国の法律・法案における
承諾要件（シンポジウム「臓
器移植をめぐる今日的問題」）

第 34 回日本医事法
学会総会（明治大学
駿河台キャンパス）

2004 年 11 月 日本医事法学
会

シ ン ポ ジ
スト

丸山英二 医療と生命倫理と法 兵庫県災害医療セン
ター医療安全対策研
修会

2005 年 1 月 兵庫県災害医
療センター

研修会

丸山英二 遺伝子診断・検査と差別 総合科学技術会議・
生命倫理に関する勉
強会（中央合同庁舎
4号館）

2005 年 1 月 総合科学技術
会議

報告

丸山英二 国の倫理指針によるバンク利用
のあり方と研究機関のIRBの
役割

第 4回ヒューマンサ
イエンス研究資源バ
ンク技術講習会「“ヒ
ト組織”の研究資源
化」（千里ライフサイ
エンスセンター）

2005 年 1 月 ヒューマンサ
イエンス振興
財団

一般講演

丸山英二 地域がん登録の法的倫理的環
境整備に関する研究

平成16 年度第 3 次
対がん総合戦略研究
事業研究成果発表会

（（財）がん研究振興
財団国際研究交流会
館）

2005 年 3 月 厚生労働省 研究報告

丸山英二 カルテの電子化における個人
情報の保護̶̶(2)法律家の
立場から（シンポジウム「精
神医療における個人情報の保
護」）

法と精神医療学会第
20回大会（慶應義
塾大学信濃町キャン
パス北里講堂）

2005 年 3 月 法と精神医療
学会

シ ン ポ ジ
スト

丸山英二 Ethical and Legal Framework 
and Aspects of Biobanks in 
Japan

The Legal 
Implications of 
Biobanking(Taipei 
International 
Convention Center)

2005 年 8 月 National 
Tsing Hua 
University

報告
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丸山英二 医療事故と法律；医療行為と
刑法；個人情報保護法と医療
情報

平成17 年度医療事
故・苦情対応のため
の人材養成講座（九
州大学医系キャンパ
ス百年講堂）

2005 年 9 月 九州大学医学
研 究院医 療
ネットワーク学
講座

公開講座

丸山英二 遺伝医学に関する各種ガイドラ
インの法的・倫理的側面

日本人類遺伝学会第
50回大会（川崎医
療福祉大学）

2005 年 9 月 日本人類遺伝
学会

特別講演

丸山英二 個人情報保護法 第 43回全国大学保
健管理研究集会（山
形テルサ）

2005 年 10 月（社）全国大
学保健管理協
会

リ レ ー 教
育講演

丸山英二 オーダーメイド医療実現化プロ
ジェクトとELSI委員会

盛岡「オーダーメイ
ド医療を考える」公
開シンポジウム（盛
岡市民文化ホール）

2005 年 11 月「オーダーメイ
ド医療を考え
る」シンポジ
ウム実行委員
会・ELSI 委
員会

シ ン ポ ジ
スト

丸山英二 先端医学と倫理：再生医療
等先端医学研究実施時には
どのような倫理的配慮が必要
か̶̶法律の立場から

平成17 年度厚生労
働科学研究費補助
金・先端医学研究等
普及啓発セミナー（神
戸国際会議場）

2005 年 12 月 ヒューマンサ
イエンス振興
財団

一般講演

丸山英二 地域がん登録の法的倫理的環
境整備に関する研究

平成17 年度第 3 次
対がん総合戦略研究
事業研究成果発表会

（（財）がん研究振興
財団国際研究交流会
館）

2006 年 1 月 厚生労働省 研究報告

丸山英二 子どもが組織ドナーになること
の法的倫理的考察

厚生労働科学研究費
成果報告会／第5回
ハッピースマイルクラ
ブ例会（神戸大学医
学部付属病院・神緑
会館）

2006 年 2 月 神戸大学医学
系研究科小児
科学教室

一般講演

２　研究成果の概要と自己評価

　自らの関心のままに研究対象が広がるとともに、仕事量も依頼されるままに増加したため、個々

の仕事にあてる時間が不足しがちになってきている。初心に帰り、丹念に仕事をするよう心懸け

たい。

　それにしても、最近は、原稿を無理に書くようにし向けてくれる編集者、講演で話すように半

ば強制してくれる人・団体、講演会や研究会のようなところで丸山の述べたことについて過ちを

指摘してくれる人、新しい内容の授業をするよう求めてくる大学、など、周囲の方々のおかげで、

自分の自由意思ではとてもやろうとは思わないこと、できるとは思えないことをさせられ、結果

的には、不十分なものであるが、なにがしかの成果が残り、また、何よりも得難い体験・経験を

積ませて戴いている。このことに思いを致し、あらためて感謝したい。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法 2004 年前期 4 単位
英米法（夜間主） 2004 年前期 4 単位
英米法 2005 年前期 4 単位
1 年次演習 2004 年後期 2 単位
演習 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　英米法に関しては、教科書に使っている拙書『入門アメリカ法』の改訂をなすべき時期を迎え

ているにもかかわらず、日々の仕事にかまけてできないでいる。部分的改訂にせよ、1 日も早く

第 2 版の刊行に持ち込みたい。演習に関しては、自分の研究の一端を学生の方に伝えることがで

きればと願っているが、今ひとつうまく授業を展開できずにいる。しかし、受講生の意見を聴く

のは勉強になり、また、わずかではあるが毎年の開講を求める声もあるので、2007 年度からは

毎年の開講を目指したい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

アメリカ法 2005 年前期 4 単位

〔自己評価〕

　アメリカ法の英文資料をさほどためらうことなく処理できる能力の涵養を目指して授業を行っ

たが、英文資料の取扱いに手こずり、また、受講生の講義の準備に費やすことのできる時間も限

られているので、どのようなあり方がよいのか暗中模索の状態にある。とりあえずは、教材・資

料からあまり離れることなく、わかりやすい授業を提供に努めたい。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法特殊講義 2004 年度後期 2 単位
英米法特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）２人
指導学生の
学会活動 日本ＥＵ学会 2005 年研究大会にて報告

〔自己評価〕

　英米法特殊講義に関しては、貴族院の司法的機能の廃止、最高裁判所の設置、大法官の職務権

限の縮小といった激動期にあるイギリス憲法をとりあげようと、それなりに準備も行っていたの
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であるが、受講生がおらず、現実には不開講に終った。深く反省し、より基本的なところに焦点

を定める授業展開を考えたい。研究指導に関しては、諸般の事業で休学状態にある学生が多かっ

た。就職を求める学生がいるものの、指導が行き届かずその実現が得られていないので、この点

も深く反省したい。

４　ＦＤ活動

　対象期間中に特記すべきことはない。

５　学内各種委員等

　医学系研究科医学倫理委員会委員、同遺伝子解析研究倫理審査委員会委員、医学部付属病院遺

伝子治療臨床研究審査委員会委員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本医事法学会、日本生命倫理学会、日米法学会、比較法学会、法と精神医療学会、
日本疫学会

学会等役員 日本医事法学会、日本生命倫理学会、日米法学会、比較法学会、法と精神医療学
会の各理事、日本生命倫理学会の情報委員会委員。

学会誌等編
集委員

日本医事法学会機関誌『年報医事法学』編集幹事（2004 年 7 月まで）、日本生命
倫理学会機関誌『生命倫理』編集委員、日米法学会機関誌『アメリカ法』編集委
員

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

日本医事法学会総会第 34 回総会シンポジウム企画委員（2004 年）

研究会活動 唄孝一教授を囲む『代諾勉強会』に参加している。

２　教育活動

2004 年 6 月 30 日に名古屋大学大学院医学系研究科のヤング・リーダーズ・プログラム＝コ

ロキアムにおいて、“Genetic Testing of Children for the Sake of Other Family Members: Ethical 

and Legal Issues”の課題で講義を行った。

３　社会における活動

　※期間を明記したもの以外は、全期間にわたって委員を務めた。

　独立行政法人日本学術振興会科学研究費委員会専門委員（第 1 段審査〔書面審査〕委員）（2004

年 1 月～ 2005 年 12 月）、神戸市保健医療審議会委員、神戸市精神医療審査会委員、兵庫県精神

障害者への適切な医療の提供のための有識者会議委員（2004 年 9 月～ 2005 年 3 月）。

　神戸市立中央市民病院倫理委員会委員、兵庫県立こども病院倫理委員会委員、兵庫県災害医療

センター倫理委員会委員、神戸赤十字病院倫理委員会委員、兵庫県立加古川病院倫理委員会委員、

( 財 ) 放射線影響研究所被爆二世健康影響調査倫理委員会委員、九州大学病院心臓移植外部評価



168 169

委員会委員（2005 年 7 月～）、国立成育医療センターミレニアムプロジェクト推進のための共

同研究第三者委員会委員（2004 年 12 月～ 2005 年 3 月）、同ヒト ES 細胞研究倫理審査委員会委

員（2005 年 11 月～）、独立行政法人医薬品医療機器総合機構研究業務運営評議会委員（2004 年

7 月～ 2005 年 3 月）、同実用化研究評価委員会委員（2004 年 7 月～ 2005 年 3 月）、独立行政法人

医薬基盤研究所運営評議会委員（2005 年 5 月～）、同実用化研究評価委員会委員（2005 年 5 月

～）、同研究倫理審査委員会委員（2005 年 6 月～）、先端医療振興財団生命倫理審議会委員、同

治験審査委員会委員・医薬品等臨床研究審査委員会委員、同臨床研究情報センター倫理委員会委

員、ヒューマンサイエンス振興財団資源供給審査委員会委員、同研究資源バンク倫理審査委員会

委員、（社）日本臓器移植ネットワーク西日本支部運営委員会委員（2004 年 7 月～）、田辺製薬（株）

ヒト ES 細胞研究倫理審査委員会委員、シスメックス（株）中央研究所研究倫理審査委員会委員、

ステムセルサイエンス（株）ヒト ES 細胞研究倫理審査委員会委員、同ヒト由来資料研究倫理審

査委員会委員 (2005 年 8 月～）。

　日本疫学会倫理審査委員会委員、がん研究に携わる特定領域研究倫理審査委員会委員（2005

年 7 月～）、独立行政法人科学技術振興機構「心身や言葉の健やかな発達と脳の成長」研究に係

る倫理規定検討委員会委員（2004 年 6 月～ 9 月）、同倫理審査委員会委員（2004 年 10 月～）、「個

人の遺伝情報に応じた医療の実現プロジェクト」ELSI ワーキンググループメンバー（2003 年 8

月～ 2004 年 9 月）、同 ELSI 委員会委員（2004 年 9 月～ 2005 年 8 月）、( 財 ) 日本公衆衛生協会

先端医科学研究に関する倫理的・法的・社会的問題についての調査研究 ELSI 委員会委員（2005

年 9 月～）、日本多施設共同コーホート研究社会的諸問題検討委員会委員（2005 年 5 月～）、

JPHC 研究遺伝子解析研究実施検討委員会委員（2005 年 1 月～ 2006 年 3 月）。

４　国際交流

海外出張

　2004 年 12 月ドイツ（ドイツにおける地域がん登録の実態調査）、2005 年 2 月
フランス（フランスにおける地域がん登録の実態調査）、2005 年 8 月台湾（バイ
オバンクの法的問題に関する国際会議出席及び生命倫理に関する資料収集）、2005
年 11 月連合王国（遺伝医学と社会との接点のあり方に関する調査と資料収集）。

外国人研究
者受入れ

Kenny Gundle（ケニー・ガンドー、スタンフォード大学卒、フルブライト奨学金
による留学生）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
(C2)

医療・医学研究における人体
の利用に関する倫理的法的諸
問題の実証的・比較法的研究

研究代表者 平成 15 ～
17 年度

特定領域
研究

ゲノム研究成果の医療への応
用に関する研究

分担研究者（福嶋義光）平成 17 年度

厚生労働
科学研究費

地域がん登録の法的倫理的環
境整備に関する研究

主任研究者 平成 16 ～
18 年度
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厚生労働
科学研究費

タスクフォースによる先端医学
と社会の調和のための基盤整
備

分担研究者（小林英司）平成 17 年度

厚生労働
科学研究費

厚生労働行政施策の基盤とな
る疫学研究の適切な推進に関
する研究

分担研究者（玉腰暁子）平成 15 ～
17 年度

２　その他の研究助成

　特になし

森下　敏男（ロシア法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　病気と闘いながらの研究・教育生活で、十分だったとは言えないが、一応のことはやったと思

う。あと３年がんばるのみ。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

森下敏男 近代とは何か 社会体制と法 2004 年 6 月 5 号・21 －
27 頁

学術論文

森下敏男 現代ロシアにおける刑事手
続上の人権問題（下）

神戸法学雑誌 2004 年 12 月 54 巻 3 号・
133 － 181 頁

学術論文

森下敏男 ロシア政治の現段階と基本
構図（上）

神戸法学雑誌 2005 年 3 月 54 巻 4 号・
147 － 174 頁

学術論文

森下敏男 ロシア政治の現段階と基本
構図（下）

神戸法学雑誌 2005 年 9 月 55 巻 2 号・
37 － 87 頁

学術論文

森下敏男 ロシア連邦検察庁法・弁護
士法

神戸法学年報 2005 年 3 月 21 号・21 －
115 頁

その他（資
料）

２　研究成果の概要と自己評価

　「現代ロシアにおける刑事手続上の人権問題」は、憲法裁判所の判例を分析したもので、人権

問題、刑事訴訟手続、憲法裁判という三つの問題が交錯する分野を扱ったものである。「ロシア

政治の現段階と基本構図」は、2003 年 12 月の下院選挙の結果の分析と、その後の政治構図をに

照明を当てた。ソ連末期以来行ってきた選挙結果の分析の継続である。検察庁法と弁護士法の翻

訳は、その後行っているロシアの司法制度の研究の準備作業である。いずれも社会主義崩壊後の

ロシア法・政治研究の空白部分を埋める意味をもつと思う。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

ロシア法 2004 年前期、2005 年後期 4 単位
社会科学原理 2004 年後期、2005 年後期 2 単位
3・4 年次演習 2004 年通年、2005 年前期 通年 4 単位、前期 2 単位

〔自己評価〕

　分かりやすい講義を心がけているつもりなので、学生の評価も改善されたと思う。試験の採点

は主として絶対評価の方法によっているので、年により採点結果に変動があり（不可が極端に多

い年もあった）、この点の工夫が必要と思っている。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法文化 2005 年後期分担 2 単位

〔自己評価〕

　05 年が初めての授業であったが、受講学生も思ったより多く、実定法の学習とは別の法学の

雰囲気を示すことができたと思う。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

ロシア法 2004 年後期、2005 年前期 2 単位
比較法文化論 2004 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　受講生が少ないので、毎年受講学生の研究分野を聞き、それにあわせたテーマに授業内容を変

更している。学生の需要には応えているのかもしれないが、予定とは異なる授業になるため、十

分でない憾みもある。

４　ＦＤ活動

　特になし

５　学内各種委員等

　神戸大学百年史編集委員会委員、神戸法学叢書刊行委員会委員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 比較法学会、ロシア・東欧学会
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研究会活動 比較法学会理事（2004 年まで）

２　教育活動

　特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（C)

現代ロシアの司法制度改革と
訴訟構造の転換

森下敏男 2004 年度－
2006 年度

２　その他の研究助成

　特になし

安永　正昭（民法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　銀行取引、とりわけ預金にかかる問題につき論文、及び判例評釈を書いた。ジュリストの連載

座談会を共同企画し、出席をした。民法の新しいテキストを共同企画し、そのうち１冊を責任（共

同）編集した。科研費での共同研究に参加し、インターネット社会における不法行為法上の新し

い問題を研究し、論文にまとめた。教育活動は、学部と法科大学院と双方を担当し、負担が重い

という印象であった。 

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

安永正昭
（分担執筆）

阿部泰隆編著『京都大学井
上教授事件』

信山社 2004 年 6 月 学術書

安永正昭
（分担執筆）

民法Ⅰ－総則〔第 3 版〕 有斐閣 2005 年 4 月 教科書

安永正昭
（分担執筆）

信託および資産の管理運用
制度に関する法的諸問題

財団法人トラスト
60

2005 年 3 月 研 究 報 告
書

安永正昭
（分担執筆）

基本法コンメンタール物権
〔第 5 版〕新条文対照補訂版

日本評論社 2005 年 10 月 コ ン メ ン
タール

安永正昭
（共同編集・
分担執筆）

法学講義民法Ⅰ総則 悠々社 2005 年 9 月 教科書
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（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

安永正昭
（単著）

盗難通帳による預金の払戻
しと金融機関の免責－副印
鑑からの印影偽造の事例－

金融法務事情 2004 年 6 月 1709 号 21 頁
－ 32 頁

学術論文

安永正昭
（単著）

弁護士個人名義の預かり金
口座に係る預金債権の帰属

民商法雑誌 2004 年 9 月 130 巻 4・5
号 830 頁－
849 頁

判例評釈

安永正昭
（共著）

不動産法セミナー(1) ～ (11) ジュリスト 2005 年 5 月
以降

1289号、1292
号、1294 号、
1295号、1297
号、1298 号、
1299号、1300
号、1302 号、
1303号、1305
号

その他（座
談会）

安永正昭
（単著）

預かり金の預金口座の差押え
等と信託成立の抗弁

上記財団法人トラス
ト60『信託及び資産
の管理運用制度に関
する法的問題』所収

2005 年 3 月 55頁－81頁 学術論文

安永正昭
（単著）

準占有者に対する弁済．相殺 日本評論社『民事法
Ⅱ』所収

2005 年 8 月 329頁－342
頁

その他（事
例演習）

安永正昭
（単著）

住宅都市整備公団値下げ販売
事件

判例評論（判例時報）2006 年 2 月 564号 (1912
号 )195頁－
199頁

判例評釈

安永正昭
（単著）

インターネット上での名誉・プ
ライバシー侵害からの法的保
護の現状

民商法雑誌 2006 年 3 月 133巻 4・5号
1頁－30頁

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
安永正昭 盗難通帳による預金の払戻しと

金融機関の免責－副印鑑から
の印影偽造の事例－

関西金融法務懇談
会例会（大阪）

2004 年 4 月 関西金融法務
懇談会

一般

安永正昭 住宅都市整備公団値下げ販売
事件

神戸大学民法判例
研究会（神戸大学）

2005 年 12 月 神戸大学民法
判例研究会

その他（判
例研究）

２　研究成果の概要と自己評価

　預金にかかる問題につき論文、及び判例評釈を書いた。１つは、預金通帳の盗難による払戻し

について金融機関の免責を一定の場合制限すべきであると論じた。他方は、普通預金者の認定に

ついての問題につて論じた。ジュリストの連載座談会を共同企画し、出席をし、新しい不動産法

について啓発されるところ大であった。また、科研費での共同研究に参加し、インターネット社

会における不法行為法上の新しい問題を研究し、個人としては、名誉毀損、プライバシーの侵害

からの保護をテーマに論文にまとめた。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

2 年生ゼミ 2004 年前期 2 単位
民法 A 2004 年後期 4 単位
民法 A（夜間主） 2004 年後期 4 単位
民法 A 2005 年後期 4 単位

〔自己評価〕

　民法Ａの講義は、レジュメの詳しいものを用意して、それに沿って、講義した。基本的知識を

教えることが趣旨であるので、細かい解釈論にまでは立ち入らなかった。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法Ⅰ 2005 年前期 4 単位分（8 単位科目中）
対話型演習・民事法総合 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　民法１はレジュメを用意して、講義に臨んだが、時間数の不足のため、思うようなレベルにま

では立ち入れなかった。対話型演習民事法総合は、民訴、商法の教員の参加を得て、共同で、講

義をした。参考資料を先に渡して、質疑応答形式の講義と、重要問題について言い分方式の問題

を設定し、それに対してレポートを求める形式の講義とを併用した。一定の効果があったと考え

る。

３　法学研究科・博士課程

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）７人 （2005 年度）４人

〔自己評価〕

　指導学生が多く、論文の指導は大変であったが、いずれも、相応の成果を上げたと評価できる。

４　ＦＤ活動

　2006 年 2 月に開催された法科大学院の教育方法についての会議に参加した。

５　学内各種委員等

　法学研究科人事委員（2004 年度～）
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本私法学会、金融法学会、信託法学会、比較法学会、日本法社会学会、日独法
学会

学会等役員 金融法学会理事（1991 年 10 月～、2002 年 10 月～副理事長）、信託法学会理事（1993
年～）

研究会活動 関西信託研究会、関西金融法務懇談会、神戸大学民法判例研究会

２　教育活動

　近畿大学法科大学院「民法 A」2004 年度～ 2005 年度（非常勤講師）、放送大学「不動産取引法」

2004 年度冬学期（非常勤講師）

3　社会における活動

司法試験第 2 次試験考査委員（1997 年度～ 2005 年度）、法制審議会臨時委員〔倒産法部会〕（～

2005 年 2 月）、法制審議会臨時委員〔電子債権法部会〕〔部会長〕（2006 年 2 月～）、国土交通省

近畿地方整備局事業評価監視委員会委員（2001 年 11 月～）、（財）全国銀行学術研究振興財団選

考委員（1992 年～）、大学評価・学位授与機構法科大学院認証評価委員会専門委員（2004 年 6

月～ 2006 年 4 月）、兵庫県収用委員会委員〔会長〕（2005 年 4 月～）、兵庫県弁護士会懲戒委員

会委員（2005 年 4 月～）、神戸市苦情処理審議会〔会長〕（2000 年 6 月～）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
（A）（2）

情報ネットワーク社会における
個人の利益・価値相互間の調
整と不法行為法の役割

研究代表者 ～ 2005 年

２　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

財団法人トラ
スト60

信託及び資産の管理運営制度
に関する法的諸問題の研究

研究代表者 ～ 2004 年

財団法人トラ
スト60

信託及び資産の管理運営制度
に関する法的規律のあり方

研究分担者 2005 年～

山田　誠一（民法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　民法全般について研究・教育を行なうとともに、共同所有、法人、金融取引、信託について、



174 175

特に関心をもって、研究を行なった。今後も、同様の研究・教育を行なう予定である。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

山田誠一 不動産の共有者の1人が行な
う不実の持分移転登記の抹消
登記請求

法学教室 2004 年 4 月 283 号
98-99 頁

判例評釈・
解説

山田誠一 破産終結決定がされて法人格
が消滅した会社を主債務者と
する保証人が主債務の消滅時
効を援用することの可否

金融判例研究 2004 年 9 月 14 号
26-29 頁

判例評釈・
解説

山田誠一 権利能力なき社団の成立要件 星野英一＝平井宜雄
＝能見善久編、民法
判例百選Ⅰ第5版新
法対応補正版

2005 年 4 月 26-27 頁 判例評釈・
解説

山田誠一 入会団体による総有権確認請
求権

星野英一＝平井宜雄
＝能見善久編、民法
判例百選Ⅰ第5版新
法対応補正版

2005 年 4 月 168-169 頁 判例評釈・
解説

山田誠一 動産・債権を用いた新しい資
金調達方法と動産・債権譲渡
公示制度、動産・債権譲渡公
示制度の整備に向けて

金融法研究 2005 年 6 月 21 号 66-80
頁

会議録

山田誠一 偽造キャッシュカード・盗難
キャッシュカードとATMから
の払戻し

金融法務事情 2005 年 8 月 1746 号
53-61 頁

学術論文

山田誠一 自動継続特約付定期預金債権
の消滅時効期間は、解約申入
れ後初めての満期日の翌日から
起算されるとされた事例

金融判例研究 2005 年 9 月 15 号 26-29
頁

判例評釈・
解説

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
山田誠一 動産・債権を用いた新しい資

金調達方法と動産・債権譲渡
公示制度、動産・債権譲渡公
示制度の整備に向けて

金融法学会大会（司
法書士会館・東京）

2004 年 10 月 金融法学会 一般講演

山田誠一 偽造キャッシュカード・盗難
キャッシュカードとATMから
の払戻し

金融法学会大会（福
岡大学・福岡）

2005 年 10 月 金融法学会 一般講演

２　研究成果の概要と自己評価

　公益法人・非営利法人、債権・動産担保、有限責任投資事業組合、信託（信託法および信託業法）、

偽造キャッシュカードについて、研究を行ない、そのうちの一部について、研究の成果を発表し

た。研究活動は、全体として、おおむね順調に進捗した。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法演習 2004 年後期 2 単位
民法演習 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　民法演習（2004 年度後期）は、金融取引法をテーマに、重要な最高裁判決を素材にして行ない、

民法演習（2005 年度後期）は、不法行為法をテーマに、重要な最高裁判決を素材にして行なった。

いずれも、おおむね良好な内容で行なわれた。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法Ⅰ 2004 年度前期 8 単位
対話型演習不法行為法 2004 年度後期 2 単位
対話型演習物権・責任財産法 2005 年度前期 4 単位（2 単位＊ 2 科目）

〔自己評価〕

　民法Ⅰは、１L（未修者コース）向けに行ない、対話型演習不法行為法は、２L（既修者コースのみ）

向けに行ない、対話型演習物権・責任財産法は、３L（既修者コースのみ）向けに行なった。い

ずれも、おおむね良好な内容で行なわれた。

３　法学研究科・博士課程

　担当なし

４　ＦＤ活動

法科大学院民法Ⅰ（2004 年度前期）では、詳細な講義教材を作成して配布し、サイトに掲載

した［http://www2.kobe-u.ac.jp/̃yamada/0401/0401tex.pdf］

法科大学院対話型演習不法行為法（2004 年度後期）では、判例教材を作成して配布した。

法科大学院対話型演習物権・責任財産法（2005 年度前期）では、判例教材を作成して配布す

るとともに、各回の授業項目メモを作成して配布した。

５　学内各種委員等

　評議員（2004 年 4 月から）

法学研究科長・法学部長（2005 年 10 月から）
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会、比較法学会、日仏法学会、金融法学会、信託法学会

２　教育活動

　特になし

3　社会における活動

法制審議会幹事（2003 年 10 月から 2004 年 8 月まで、同年 10 月から現在）、金融審議会特別

委員（全期間）、司法試験考査委員（2006 年 1 月から現在）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 C 消費者に対する信用供与取引
についての民事法的規律のあり
方

研究代表者 2003 年 度か
ら 2005 年 度
まで

基盤研究 A 情報ネットワーク社会における
個人の利益・価値相互間の調
整と不法行為の役割

研究分担者（研究代表
者、安永正昭）

2003 年 度か
ら 2005 年 度
まで

２　その他の研究助成

　特になし

山田　隆夫（法曹実務教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　法科大学院の実務家教員として、担当科目を通じ、以下の点に焦点をあてて活動している。まず、

学生に①法律家としての職務規範（弁護士法・弁護士職務基本規程・日弁連報酬に関する規程等）

に関する基本知識、その実践的能力や知恵（法曹職務規範を実践するためにどのような心構えや

配慮が必要なのか）を事例の分析を通して獲得してもらうことである。ついで、②学生に法律実

務家として要求される問題解決能力の基礎をなす能力を獲得してもらうことである。具体的には、

ア）法的主張の構成能力（事案を分析・整理し、法令を解釈・適用し、法理的にも法常識的にも

通用力ある法的主張を構成する能力）、イ）法的主張の文章的表現能力、ウ）対論能力を獲得である。

また、③より実践的な実務的問題解決能力、すなわち、事件を動態として取り扱い、事件のすじ

を的確に見極めながら、解決に至る手続を適切に選択し、当事者にとっても社会・法常識から見
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ても妥当かつ公正な解決を志向する一連の統合的な問題解決能力を学生に修得してもらうことに

も配慮している。今後の課題は、まず、A．自分の実務経験と学生への教育とをどのように統合

するか、すなわち、実務教員の内容とレベルをどのように設定するかである。法律実務家として

要求される能力は非常に多様であるが、法科大学院では時間的制約や学生の進度による限界から、

教育可能なものはそのうちのごく基礎的なものに限定される。実務経験から実務家に必要と考え

る能力のうち、どの程度・範囲の能力・資質を教育の対象として選択すべきかという問題である。

そこで、2004 年 4 月 1 日から 2006 年 3 月 31 日までの間は、上記①②に焦点をあてたが、なお、

継続的に検討する必要を感じる。ついで、今後の課題と考えるのは、B．実務教育メソッドの開

発である。従来の大学で行われていた講義中心の教授方式では実務教育には限界がある。ケース

メソッド・総合法律演習方式・対話対論方式など適切な実務教育メソッドの開発を企図している。

最後の課題として、C．実務教育に際して個々の法分野における法制度・法論理・判例準則等に

関する情報の正確性及び学理的な視点の確保をどのように図るかである。今日にのような複雑・

多様な法状況のもとでは実務家教員の個人的努力では限界があり、研究者教員と実務家教員との

協力が不可欠である。その協力のあり方や役割分担について教育実践レベルで取り組みたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

山田隆夫
（分担執筆）

一問一答民事再生の実務［新
版］

経済法令研究会 2006 年 2 月 実務書

山田隆夫
（分担執筆）

一問一答破産法大改正の実
務｛新版］

経済法令研究会 2005 年 1 月 実務書

山田隆夫
（分担執筆）

一問一答改正特別清算の実務 経済法令研究会 2006 年 6 月 実務書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

山田隆夫 企業の内部統制システムの構
築とリスク・マネジメント

田邉光政編『今中利
昭先生古希記念最新
倒産法・会社法をめ
ぐる実務上の諸問題』

2005 年 6
月

776 ～ 847
頁

実 務 研 究
論文

２　研究成果の概要と自己評価

　①倒産法の実務書としては、すでに、四宮章夫・中井康之編『一問一答改正会社更生法』（経

済法令研究会・2003 年）の執筆を分担していたが、同じシリーズの破産法及び民事再生法に関

する実務書の執筆を分担した。②環境法の分野で、山田隆夫「環境法の枠組みと自然物の権利」

山村・関根編『自然の権利』（信山社・1996 年）を発表していたが、この考え方は担当していた

奄美自然の権利訴訟のおける原告適格の主張につながった（奄美自然の権利訴訟の一審判決と当

事者の主張は、久留米大学法学第４２号 115 ～ 140・第 43 号 355 ～ 385・第 44 号 121 ～ 169・
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第 47 号 57 ～ 81）。他方、日常的に担当している企業法の分野でも、環境問題や人権問題への対

応は不可避となっている。企業活動にかかわる実体法・企業組織法で、これらの問題を考える法

的枠組みを実務家として試考したのが、上記「企業の内部統制システムの構築とリスク・マネジ

メント」である。今後、機会を捉えて、さらに、民法・会社法・法人処罰にかかる刑事実体法等

の分野において具体的な実務的検討を行いたい。

3　法曹実務経験の概要と自己評価

　Ａ．実務経験　①企業法務（基本取引契約書・共同開発契約書等の企業契約書作成及び作成指導、

特許法・実用新案法違反事件への対応、不正競争防止法違反事件への対応、株主総指導、会社分割・

合併・清算・特別清算等企業の事業再編の指導、会社法（平成 18 年５月１日施行）への対応（研

修会等での講演・内部統制システム構築に関する指導等）、独禁法遵守マニュアルの改訂、労働

問題・労働事件への対応）、②民事商事事件：中小会社での取締役間の紛争・株主取締役間の紛争・

スポーツ事故・著作権侵害損害賠償請求訴訟その他訴訟案件・相談案件等多数）、③倒産法：民

事再生事件監督委員４件（大阪地方裁判所・１件は係属中）・大規模破産事件破産管財人１件（大

阪地方裁判所）・会社更生管財人代理（大阪地方裁判所）、破産会社特別清算人１件（大阪地方裁

判所）、法人自己破産申立１件、④民事執行法：不動産担保収益執行事件（収益執行管理人）１件（係

属中）、⑤その他：預金保険制度に関連する法的スキームの継続的検討、⑥環境行政法：奄美自

然の権利訴訟１審・控訴審（確定）原告（控訴人）側、永源寺第２ダム訴訟事件原告側１審・控

訴審（係属中）、⑦行政法：住民訴訟原告側１件、包括外部監査人補助者（2000 年～ 2002 年の

３年間）、⑧刑事事件：否認事件１件、⑨研修等での講演：金財研修会講師（営業譲渡・会社分

割等を利用した企業再建の法律と実務・2002 年）大阪地方裁判所第４民事部司法修習生研修講

師（2002 年）・執行官（近畿地区）研修会講師（2004 年）・裁判所職員総合研修所執行官実務研

究会講師（2005 年）、⑩大学非常勤講師（久留米大学法学部・環境法・2000 年～ 2007 年、但し、

2003 年・2006 年は休講）、⑪報告：神奈川大学法学研究所主催のシンポジウム「自然保護と法」

において、「奄美『自然の権利』訴訟についてー自然の価値とその法的保護」というタイトルで、

パネリストとして報告（2001 年・於：神奈川大学）、⑫研究会参加：公共哲学研究会環境倫理研

究会合同研究会（2006 年３月・於：千葉大学）に招待出席（鬼頭秀一教授の報告に対するコメ

ントを担当）。

　B．自己評価：商事事件・倒産事件・環境事件等を中心に訴訟案件・相談案件に関与した。また、

実務経験に伴い実務研究論文を発表し、実務書の執筆に加わった。その他、研修会講師・大学（久

留米大学法学部）の非常勤講師等をつとめた。過去 5 年間は幅広い分野の高度な業務に関与する

機会に恵まれた。また、研究会講師・研究会への出席・大学の非常勤講師・法科大学院実務家教

員などの経験を通じ、研究者・実務家等との交流機会を得るとともに担当業務を再検討（実務的

観点だけでなく学理的に）する機会を多く得た。



180 181

Ⅲ　学内活動

１　学部

　担当なし

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対演法曹倫理 2004 年後期・2005 年後期 2 単位
R ＆ W ゼミ弁護士実務 2005 年前期 2 単位
対演総合法律 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　①対話型演習法曹倫理：弁護士職務規範（弁護士法・弁護士職務基本規程・日弁連報酬に関す

る規程等）の各条文の内容・趣旨・解釈の修得を第 1 目的としたが、法曹実務の現場での実践的

な対応を図るため事例検討方式・総合法律演習方式により実施した。その際、ソクラテック・メ

ソッドを併用することで学生に法曹職務規範を状況に即して意識化・内面化してもらおうとした。

また、裁判官教官と検察官教官をお招きし、各 1 時限ずつ、裁判官・検察官の職務倫理、裁判官・

検察官から見た弁護士倫理を講義して頂いた。各演習時の教材と事例（詳細シラバス）に則して

レジュメを作成・配布した。これは演習での理解を促進し、復習の便宜を図り、事例に関連する

法律知識を補充する趣旨である。すべてが試行錯誤であり、2004 年後期と 2005 年後期を比較す

ると進め方・教材・レジュメの内容をかなり改訂した。学生は興味をもって参加してくれたよう

であるが、クラスの参加者数が年々増加しているため学生一人一人への浸透度を強化することが

今後の課題である。

　② R ＆ W ゼミ弁護士実務：学生に法律実務家として要求される問題解決能力の基礎をなす能

力を獲得してもらうことを目的とした。第 1 に、ア）法的主張の構成能力（事案を分析・整理し、

法令を解釈・適用し、法理的にも法常識的にも通用力ある法的主張を構成・展開する能力）、イ）

法的主張の文章的表現能力、ウ）対論能力の獲得である。また、より実践的な実務的問題解決能力、

つまり、事件を動態として取り扱い、事件のすじを的確に見極めながら、解決に至る手続を適切

に選択し、当事者にとっても社会・法常識的に見ても公正・妥当な解決を志向する全体的な問題

解決能力を修得してもらうことにもある程度配慮した。具体的には、民事系の裁判例を取り上げ、

参加者に原告・被告等当事者の立場に立ってあらためて事案の事実面を分析・整理し、法的主張

を構成したうえ、ゼミで報告してもらい討議を行う。その報告・討議の結果をもとに事案につい

てレポート（事案の分析と法的主張を内容とする）の作成を求めるという方式をとった。学生・

教員ともに非常なエネルギーを要したが、参加学生はかなりのレベルで事案分析能力、文書作成

能力が向上したように思う。

　③対話型演習総合法律：R ＆ W ゼミ弁護士実務と同様な目的をもって取り組んだが、公法系・

刑事系・民事家法分野について、研究者教員のご協力を頂いて作成した事例式問題を学生に検討

してレポートを提出してもらい演習時間に討議した。演習時間に研究者教員にもご出席頂き、説



180 181

例に対し、学理的視点と実務的視点の双方から検討を行った。参加学生の多くがこの科目に高い

関心を示したようであるが改善すべき点はまだ多くあると思う。

　④実務経験と法科大学院での職務の関わり：各担当科目で作成した説例は実際に実務で経験し

た事例を参考に多くの法律家が経験すると思われるとものを作成した。多くの学生を前に対話型

演習を行う場合、法廷での弁論、各種講演・研修での講師経験等にヒントを得ながら進めたが、

多数の学生に一定期間内に実務科目を理解してもらうにはかなりの工夫を要した。学生は事件の

事実面を分析する訓練を十分に受けていない。また、当然のことながら実務経験がないため事件

を動態として捉える姿勢に乏しい。さらに、法的主張の構成や法的主張文書の作成について十分

な訓練を受けていない。これらを学生にいかに伝えるかは法律実務とは大きく異なる仕事である。

実務経験のうち法科大学院での職務に応用できたのは、法文書作成能力と尋問技術である。平易

で簡潔で要を得た文書作成方法を学生に伝える必要性を感じたが、この際、実務文書の作成方法

を基礎とした。他方、対話型演習でも R ＆ W ゼミにおいて参加学生に問題意識を深めてもらう

ためにソクラテック・メソッド（対論方式）を用いたが、このメソッドは尋問技術と共通する要

素を多く含んでいる。もっとも、実務経験が直ちに法科大学院の職務に結びつくものではなくさ

らに多くの工夫の必要があると感じた。

　⑤法科大学院での職務と実務：法科大学院で研究者教員と共同で担当した科目については、そ

の分野の学問動向の先端に触れることができ多くの刺激を受けた。また、学生と討議することで、

現在担当している事件について新たな分析視点をうることができ、過去に担当した事件について

多くの反省機会が得られた。さらに、学生に実務能力を伝えるに際し、あらためて、関連科目の

基本書・論文に目を通し最新の学問動向（ことに原理的・基本的な問題点）に触れ、関連案件の

判例準則を確認する機会を得た。他方、各科目の専門家である研究者教員の方々に日常的に疑問

点をお聞きする機会が得られた。これらは実務に従事しているだけでは得難いチャンスである。

この他、他の実務家教員との交流や共同で行った業務により実務家の姿勢として多くの示唆を頂

いた。

３　法学研究科・博士課程

　担当なし

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

　特になし

２　教育活動

　特になし
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3　社会における活動

久留米大学法学部非常勤講師・環境法（2000 年～ 2007 年、但し、2003 年・2006 年は休講）

山本　顯治（民法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

(1) 契約法の基盤をなす「自己決定」の支援についての基礎理論的研究を行った。

(2) 不法行為法における「過失」判断基準を例として、不法行為法学における「権利論」の意義

を検討した。

(3) 継続的消費者契約紛争を例として、「救済法」の在り方について研究を行った。

(4) 民事法の基礎にある「当事者像」について、消費者事件を例に取った研究を行った。

(5) 神戸大学法学研究科 COE プログラム「市場化社会の法動態学」において、「法学と隣接諸科学」

とりわけ、経済学、市場哲学との隣接横断的研究を進めた。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

山本顯治
（単著）

非援助の支援と民事法学
－法・コンテクスト・技法－

和田・樫村・阿部編
『法社会学の可能性』
（法律文化社）

2004 年 8 月 165-196 頁 学術論文

山本顯治
（単著）

法主体のゆくえ 日本法社会学会編
『法社会学』

2006 年 3 月 第 64 号 1-10
頁

学術論文

山本顯治
（単著）

現代不法行為法学における「厚
生」対「権利」　－不法行為法
の目的論のために－

民商法雑誌 2006 年 3 月 133 巻 6 号 1
頁 -51 頁

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
山本顯治 法主体のゆくえ 日本法社会学会 2005 年 5 月 日本法社会

学会
口頭発表

２　研究成果の概要と自己評価

(1) 契約法の基盤をなす「自己決定」の支援についての基礎理論的研究については、和田等編『法

社会学の可能性』（法律文化社）にて公表した。近時その含意を十分に踏まえることなく頻用さ

れている「自己決定の支援」概念を再吟味し、民事法における新たな理論動向との連続性を明ら

かにした。特にルールを中心とする法思考により見落とされてきた「技法」という観点の重要性

を明らかにした。
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(2) 不法行為法における「過失」判断基準を例として、不法行為法学における「権利論」の意義

についての研究を、民商法雑誌にて公表した。そこでは、「厚生」を中核とする考え方との対比

において、「権利論」の意義と射程を明らかにすることが必要であることを明らかにした。

(3) 民事的「救済法」研究については、具体的な消費者契約紛争を例に取り研究を行った。これ

は科学研究費の支援を受けて研究中であるが、まとまった形での公表を予定している。

(4) 民事法の基礎にある「当事者像」研究については、日本法社会学会全体シンポジウムを企画

委員の一人として企画し、シンポジウムにて報告を行った。また、その成果を、日本法社会学会

編『法社会学　第 64 号』にて公表した。そこでは、「自律的・合理的」当事者像というものに

対する理解如何が裁判の実際や、制度理解において重要な役割をなしていることを明らかにした。

(5) 神戸大学法学研究科 COE プログラム「市場化社会の法動態学」において、隣接諸科学との

共同研究を推進した。今後は、この研究を踏まえて、具体的な研究成果の形で公表を行いたいと

考えている。

(6) 今後は契約法の基礎理論に関するまとまった論稿を公表したいと考えている。また、COE 研

究の成果を Law School での教育に還元できればと考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民法 II 2004 年前期 2 単位
1 年次演習 2004 年後期 2 単位
社会科学のフロンティア 2004 年後期 2 単位（オムニバス形式）
演習 2005 年前期 2 単位
民法 C 2005 年後期 4 単位
1 年次演習 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたっては、講義レベルを落とさず、かつ分かりやすくなるように心がけている。

また、インターネット上の掲示板を活用し、随時講義に対する質問を受け付けている。ゼミにお

いては、メールでの質疑応答を行った。講義期間中は講義終了後毎回学生が熱心に質問に来る状

態であり、質問内容からもこちらの伝えたいことが伝わっているとの手応えを感じている。

　また、この点は講義評価アンケートにおいてもこちらの意図が学生に伝わっていることが感じ

られるものとなっており、好評を得ている。

　反省点としては、講義が少々詳しすぎる、マニアックにすぎる部分があるかもしれないという

点について考慮中であるのと、新カリキュラムに替わったことに十分こちらが対応できず、４単

位で契約法、法定債権関係、そして親族相続までもを納得の行く形で講義することができなかっ

たことは次年度以降なんらかの対策が必要かと考えている。
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２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習契約法 2004 前期、2005 前期 2 単位

〔自己評価〕

対話型演習契約法は、学生とこちらの意図がうまくマッチし、非常に充実した時間を送ること

が出来た。

対話型という慣れない形式ではあったが、一定人数得以下では、講義形式よりも対話型形式の

方が、明らかにアドバンテッジがあると感ずることが出来た。

個人的には対話型演習を「実り多い」ものとするためには、受講生が 30 人前後がベストであり、

40 人台となると、若干人数オーバーであり、本来の対話型の良さが生かされないのでははない

かと感じている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

大学院特講 2004 年後期、2005 年前期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）１人 （2005 年度）１人

〔自己評価〕

　2004 年度は修士課程大学院生を 1 名、2005 年度は他大学からの編入学博士後期課程院生 1 名

を指導した。

前者は、修士課程を卒業後、研究者の道を志し、博士後期課程への編入が認められた。

後者は、2005 年度後期において、研究成果を公表し、また 2006 年度にも雑誌に掲載が決定し

ている。継続的に成果が公表されるよう指導を行ってゆきたいと考えている。

４　ＦＤ活動

　2004 年、2005 年と相互参観へと講義を公開している。

また、学内での授業方法改善等に関する FD 会合に参加している。

５　学内各種委員等

　国際提携委員

21 世紀 COE プログラム研究員等審査委員会委員
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 私法学会、法社会学会、法哲学学会、英米法学会、ドイツ法学会、生命倫理学会、
倫理学会

学会等役員 法社会学会企画委員会委員（2003 年～ 2005 年度）
シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

2005 年度日本法社会学会全体シンポジウム企画委員

研究会活動 神戸大学民法判例研究会、COE 研究会

２　教育活動

　特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究（C) 交渉促進規範論の観点から見
た救済判決の可能性　̶継
続的消費者契約紛争を例とし
て̶

研究代表者 2004 年 -2006
年

２　その他の研究助成

　特になし

山本　弘（民事訴訟法、倒産法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　ここ２年間は、業績目録にも記載した、谷口安平先生と福永有利先生の古稀記念に献呈した論

文の執筆に充てた時間以外の時間を、これも業績目録に記載した『ケースブック民事訴訟法』の

初版および改訂版の執筆と、2006 年度中に刊行をめざしている民事訴訟法（判決手続）の教科

書（有斐閣アルマシリーズの一冊として、長谷部由起子教授、松下淳一教授と共同執筆）の執筆

に費やすことで終わった。次の２年間は、この教科書の上梓と、同じく有斐閣から依頼されてい

る民事保全法に関する体系書の執筆準備に専念したいと思っているが、評議員に選出されたため、

行政事務に忙殺され十分な研究の時間が取れないのではないかと懸念している。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
山本弘

（共著）
ケースブック民事訴訟法 弘文堂 2004・4 教科書

山本弘
（共著）

ケースブック民事訴訟法［第
二版］

弘文堂 2005・12 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
山本弘 演習（裁判公開原則の意義） 法学教室 2004・4 283 号 114 頁

～ 115 頁
学 生 向 け
解説

山本弘 演習（法人格なき社団の権利
能力）

法学教室 2004・5 284 号 116 頁
～ 117 頁

学 生 向 け
解説

山本弘 民事訴訟法学の見地からみた
行政事件訴訟法改正

民商法雑誌 2004・9 130 巻 6 号
56 頁～ 84 頁

学術論文

山本弘 演習（民事訴訟における専門
家の役割）

法学教室 2004・10 289 号 116 頁
～ 117 頁

学 生 向 け
解説

山本弘 演習（既判力の反射的効力） 法学教室 2005・1 291 号 116 頁
～ 117 頁

学 生 向 け
解説

山本弘 現行倒産法制における営業譲
渡の規律

福永有利先生古稀記
念『企業紛争と民事
手続法理論』（商事
法務）

2005・6 815 頁～ 842
頁

学術論文

山本弘 遺言執行者の当事者適格に関
する一考察

谷口安平先生古稀記
念『現代民事司法の
諸相』（成文堂）

2005・6 11 頁～ 52 頁 学術論文

山本弘 請求異議の訴え（4） 別冊ジュリスト177
号『民事執行・保全
判例百選』

2005・8 42 頁～ 43 頁 判例評釈

山本弘 相殺 鎌田薫他編『民事法
Ⅱ担保物権・債権総
論』（日本評論社）

2005・10 315 頁～ 126
頁

学 生 向 け
解説

山本弘 多数当事者の債権関係 鎌田薫他編『民事法
Ⅱ担保物権・債権総
論（日本評論社）

2005・10 367 頁～ 374
頁

学 生 向 け
解説

山本弘・
山本和彦

変容する民事訴訟実務と研究
者の視座

山本和彦編『民事訴
訟の過去・現在・未
来』（日本評論社）

2005・7 133 頁～ 176
頁

対談

２　研究成果の概要と自己評価

　ケースブック民事訴訟法［第二版］は、初版本に上訴と再審の部分が欠落していたのを補った

ものである。初版と同様同書を使用する教師に向けていわゆるティーチャーズ・マニュアルが用

意されている。項目ごとに担当者の個性により、マニュアルの内容、体裁もさまざまであるが、

わたくしが担当した部分は、当該問題に関する学説と判例の現状を示すと同時に、場合によって

は一定の私見まで提示するものとなっており、十分に一つの学術論文として扱いうるものと信じ

ている。また、谷口先生の古稀記念論集に献呈した論文は、複雑な様相を呈している遺言執行者

の職務権限・当事者適格に関する判例を整理し、遺言執行者の当事者適格の存否の判断に明確な
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基準を画すことを意図したものである。また、民商法雑誌に掲載した行政事件訴訟法改正に関す

る論文は、特に新法の目玉である被告行政機関に対する裁判所の釈明処分の特則規定の内容を事

案解明義務論の角度から考察するという、ユニークな視点を示したものである。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

民事訴訟法 2004 年度前期 4 単位
民事訴訟法 2005 年度前期 4 単位
演習 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年前期の民事訴訟法の授業は、法科大学院フィーバーが学部学生諸君の間でも生じてい

るせいか、本学に着任して以来初めて経験する人数の学生が受講し、学期初めには立ち見が出る

くらいであった。従来の学部における民事訴訟法教育は、受講者が必ずしも法曹を志望する者に

限定されてないという制約により、内容的に中途半端なものとならざるを得なかったが、法科大

学院が設置され、しかも本学のそれが民事訴訟法を既習者コースの試験科目としている関係で、

受講した学生の多くは、法科大学院既習者コースへの進学か 1500 人に増員された現行司法試験

の受験を目指すものであると受け取れたので、担当者としてもそれに相応しい、かなり内容的に

高度な講義をすることができた。また、2005 年後期の民事訴訟法演習は、学部の講義で意図し

たことの延長として、受講者を法科大学院既習者コース進学や現行司法試験の論文式突破を目指

す者に限定し、法科大学院向けに作成した『ケースブック民事訴訟法』を用いて、判例を題材と

した対話方式による演習とした。3 年生には若干難しかったと思われるが、参加した 4 年生は優

秀でよくついてきてくれた。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習民事執行法 2004 年度前期 2 単位
対話型演習民事訴訟法 2005 年度前期 2 単位
応用民事訴訟法 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年前期の対話型演習民事執行法の講義を通して、既習者コース入学者の民事訴訟法の基

本的な知識の不十分さを実感した。一応既習者試験では民事訴訟法の試験を課しているものの、

2 科目欠点で自動的に不合格というルールとの関係で、採点を甘めにせざるを得ないという事情

もあって、入試が民事訴訟法についての基本知識を欠く者とそうでない者を選別する機能を必ず

しも果たしていないことが示された。そこで、全くの課外授業であるが、後期学期の授業のない

時間を利用して、13 回民事訴訟法の基本問題に関する補習授業を実施したところ、多数の学生
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が自発的に参加した。これによって学生の民事訴訟法の知識レベルをある程度引き上げることが

できたせいか、2005 年度の対話型演習民事訴訟法は比較的良い教育効果が得られたのではない

かと考えている。2005 年度の 2 年生向けの応用民事訴訟法は、前年度の課外補習の経験を生か

して新たに開設した科目である。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

実定法特殊講義（民事訴訟法）2004 年度後期 2 単位
実定法特殊講義（民事訴訟法）2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）２人 （2005 年度）１人

〔自己評価〕

　いずれも司法試験、裁判所事務官試験、国家ならびに地方の公務員試験の受験希望者であり、

修士論文の作成指導は就職の目処がたった 10 月以後の短期間に限定されるため、必ずしも十分

な指導ができたとはいえない。ただ、法科大学院の設置に伴い、実定法科目についてはこの中途

半端な専修コースが廃止となるので、今後は法科大学院での実務法曹養成教育に専念できること

となる

４　ＦＤ活動

　2004 年度に同僚の法科大学院の対話型演習を二つ（窪田教授の契約法、宇藤助教授の刑事訴

訟法）参観し、翌年度の対話型演習民事訴訟法の実施の参考とした。

５　学内各種委員等

　学生委員（2003 年 4 月より 2005 年 3 月まで）、保険管理センター運営委員（2003 年 4 月より

2005 年 3 月まで）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 民事訴訟法学会会員、仲裁 ADR 法学会会員

学会等役員 東京大学民事訴訟法研究会、関西民事訴訟法研究会、民事訴訟法学会関西支部研
究会に参加した。

２　教育活動

　特になし
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Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究
Ｃ（一般）

「多数の権利者を代表する者
による権利者のための訴訟
追考に関する総合的研究」

研究代表者 2004 年度か
ら 2006 年度

２　その他の研究助成

　特になし

行澤　一人（商事法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

Ⅰ　当該期間における研究活動は主に証券取引法における改正の動向をにらみつつ、その中で従

来の研究課題であるブローカー、ディーラーが fiduciary（受認者）として顧客に対する関係で負

うべき義務規範のあり方を探求するということに向けられた。また、近年の会社法をめぐる動向

をフォローしつつ、特に大きな社会的話題となった企業の敵対的買収に対する防衛策を巡る判例

等を分析し、また 2005 年商法大改正・会社法の成立を巡る法思想的な変化の状況を捉えること

にも留意した。今後は、加速された自由化の行き過ぎに対する規制のゆり戻しが論じられる中で、

証券市場において発行会社やブローカー、ディーラーを信認的地位において捉えることが、投資

家の市場に対する信頼を維持するためにどのような意義を持ち得るのか、という点を考究してい

きたい。

Ⅱ　教育活動としては、この二年間を通じて、学部 1 年生、2 年生に向けられた少人数教育を担

当した。そこでは、判例、さらには具体的な事件の生の資料・素材に当たらせながら、どのよう

に学生の興味・関心を喚起・維持しつつ、基礎的な実定法教育に架橋していくか、という課題に

取り組んだ。その過程で直に得られた感触をもとに、さらにこの点でノウハウを蓄積することを

心がけたい。また、法科大学院においては、2005 年度に 3 年生向けの選択科目として、「商取引

法」を担当した。そこでは、商法総則・商行為法・手形法の分野を中心に、民法や破産法、会社

法等に目を配りながら、現実に生起してくる問題に対する総合的な「取引法」的発想と分析の視

角を得させることに注力した。この課題は、同時期にオムニバス形式で民法専攻の教授との協力

関係の下で開講された民事法総合演習においても取り組まれた。今後は、自分自身の研究成果を

より効果的にこの講義科目に反映させることに努めたい。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

証券取引法
研究会編・共
著

平成 16 年の証券取引法等の
改正　（別冊商事法務）

株式会社　商事法
務

2005 年 8 月 研 究 報 告
書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

近藤光男・田
村詩子・志谷
匡史・川口恭
弘・黒沼悦郎・
行澤一人・吉
井敦子（共著）

定款自治による株主の救済　
　（上）（下）

旬刊商事法
務

2004 年 5 月
25 日
2004 年 6 月
5 日

1698 号
4-16 頁
1699 号
16 頁 -26 頁

学術論文

行澤一人 ERISAにおける信認義務者の
下した判断に対する司法審査
の基準

旬刊商事法
務

2004 年 6 月
25 日

1701 号
48 頁－ 51 頁

米 国 判 例
評釈

行澤一人 証券取引法における最良執行
義務

旬刊商事法
務

2004 年 9 月
25 日

1709 号
14 頁－ 23 頁

学術論文

行澤一人 営業の賃貸借に商法 26 条 1
項の類推適用が認められた事
例

旬刊商事法
務

2005 月 6 月
15 日

1734 号
50 頁－ 54 頁

判例評釈

行澤一人 地方公債を取引するディーラー
によるマークアップ規制

旬刊商事法
務

2005 年 10 月
25 日

1745 号
55 頁－ 58 頁

米 国 判 例
評釈

行澤一人 商法大改正・新会社法成立の
意義～法体系の観点から

日韓・韓日弁
護士協議会
誌－第 27 回
大阪総会－

2005 年 11 月
19 日

27 号
14 頁ー 17 頁

講演記録

行澤一人 銀行による偽造手形の支払 別冊ジュリス
ト（手形小切
手判例百選
第六版）

2004 年 10 月 173 号
38 頁－ 39 頁

判例評釈

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
行澤一人 改正証券取引法における民事

責任規定の見直し
証券取引法研究会

（開催場所）大江橋
法律事務所

2004 年 10 月
22 日

証券取引法
研究会

研究報告

行澤一人 証券取引法における民事責任
の消滅時効期間の問題

証券取引法研究会
（開催場所）大江橋
法律事務所

2004 年 10 月
22 日

証券取引法
研究会

研究報告

行澤一人 商法大改正・新会社法成立の
意義～法体系の観点から

日韓・韓日弁護士協
議 会　　　　 第 27
回大阪総会（開催場
所）　ホテルニュー
オータニ

2005 年 11 月
19 日

日 韓・ 韓 日
弁護士協議
会

講演

行澤一人 企業買収防衛策に係る最近の
判例の揺らぎ

凌霜法曹会研究会
（開催場所）大阪凌
霜クラブ

2005 年 6 月
20 日

凌霜法曹会 講演
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行澤一人 企業買収防衛策に関する最近
の動向～アメリカ法と比較して

（主催・開催場所）
高橋総合法律事務
所

2005 年 10 月
11 日・10 月
18 日

高橋総合法
律事務所

講演

２　研究成果の概要と自己評価

Ⅰ　証券市場における発行会社ないしブローカー、ディーラーを信認的地位として捉える従来か

らの研究が、平成 16 年改正証券取引法における証券会社の投資家・顧客に対する①最良執行義

務及び②民事責任の観点において分析研究することでより具体化されたことは、今期の重要な研

究成果の一つとして位置づけられる。特に①について、1998 年以降の金融ビッグバン政策によ

り証券市場における市場間競争という概念が導入され、実際その方向で取引所外取引が活性化さ

れてきたが、反面、価格形成の不透明化等「市場の分裂」といわれる負の現象も懸念されるとこ

ろであった。そこで、証取法は、証券会社に最良執行義務を課し、証券会社の注文処理に際して、

投資家・顧客の最善利益を図るべきことを規定したのである。もっとも、この「最良執行義務」

という観念は、元来アメリカ法における信認義務に基づくものとして捉えられ、従来、必ずしも

我が国法体系において明確に位置づけ得なかったものであり、かつ研究も手薄であった。本研究

により、この点での今後の法解釈・運用をより深めるための道筋を示しえたのではないかと考え

ている。②については、平成 16 年改正により、従来認められてこなかった、発行会社の虚偽表

示等に基づく流通市場における証券購入者に対する民事責任が導入されたことについて、制度の

意義ないし解釈を分析すると共に、この責任を信認関係という観点から評価する可能性を探って

みた。今後、この種の訴訟が増えてくるのかどうかということも含めて、今後の展開に一つの見

通しを示し得たのではないかと考えている。

Ⅱ　その他、今期は、会社法関係で、平成17年商法大改正・会社法典成立という大変動を経験した。

このことについては、若干の概観的な考察を法曹関係者の間で共有することができたが、およそ

研究ノートに留まる程度のものであり、今後の本格的な研究への着手を期すところである。さら

に、ライブドアによる敵対的買収が社会的に注目される大事件となり、これを機に、証券市場の

規制の在り方が再度問い直されると共に、会社法的観点においては買収防衛策の可否及び方法が

経済界の大きな関心の的となった。この点についても、アメリカ法における最近 20 年の状況と

比較しつつ、なお定まらない日本の判例のブレを指摘する研究を法曹関係者の間で公表したが、

これもやや啓蒙的なレベルに留まり、本格的な研究にまでは至らなかった。新会社法の研究と併

せて、今後この点についても、洞察を深めていきたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

法政基礎演習 2004 年度前期 2 単位
商法Ⅱ（昼間主） 2004 年度後期 4 単位
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商法演習 2004 年度後期 2 単位
法政基礎演習 2005 年度前期 2 単位
実定法入門演習 2005 年度前期 2 単位
商法Ⅱ（夜間主） 2005 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

Ⅰ　2 年間、学部 1 年生、2 年生に対する少人数教育に携わった（1 年生科目として法政基礎演習、

2 年生科目として実定法入門演習）ことで、法学初学者を本格的な基礎的実定法教育に架橋する

ためのノウハウをある程度蓄積することができたし、学生の学習意欲も高めることができたと考

えている。特に、2 年生対象の実定法入門演習では、法人論、代理論を軸に民法と商法を私法と

いう観点から、広い連続性の中で捉えさせることができたのではないかと考えている。

Ⅱ　商法Ⅱは夜間主、昼間主ともに、商法総則及び手形小切手法の領域を、講義形式で講義した。

幅広い講義科目であるが、重要な論点を絞りこんで、考察する判例も重要なものだけを精選して

講じることで、学習意欲・効果共に高めることができたのではないかと考える。実際、学生の期

末のアンケートにおいても、一定の評価を得ることができた。

Ⅲ　3,4 年生向けの商法演習では、会社法・商取引法の範囲から、時代に対する感度の高いトピッ

クを私がリストアップして、その中から学生が任意に選択したものを毎回担当者として発表し、

議論をするという形式のゼミを行った。3 年生は会社法の理解が未だ不十分であったため消化不

良を起こしたかもしれないが、4 年生にとっては就職を意識することもあって、各自興味深く取

り組めたようであった。今後は、3 年生と 4 年生で選択するテーマを分けることを考えたい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

商取引法 2005 年度後期 2 単位
民事法総合演習（オムニバス）2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

Ⅰ　商取引法は、法科大学院 3 年次配当科目として位置づけられているため、学生がこれまで学

んでいた民法、会社法その他私法領域の知識を纏め上げながら、商法総則・商行為法の領域の問

題を総合的に学んでいくという基本姿勢をとった。そして、広範な「商取引法」の領域から、特に「総

合私法」的観点から重要かつ有益と思われるトピックを絞込み、論点ごとに重要判例を素材とし

て、特に実際の商取引の実務感覚を強調しながら講義、検討を試みた。講義は、ソクラテスメソッ

ドを併用し、一回につき、最低 15 人程度の学生を指名し、簡単な議論を試みた。講義中は二回

にわたって、小テスト実施し、期末試験と併せて成績評価した。これらのテストでは、判例を素

材として、実際に争われた事実関係をそのまま提示して、法的主張を整理させ、判決等を起案さ

せるものとした。選択科目ではあるが学生の参加意欲は総じて高く（50 名程度）、3 年次の私法

の総まとめ科目として効果的に所期の成果を挙げ得たのではないかと思う。この点、期末におけ

るアンケートでも一定の評価を得られた。



192 193

Ⅱ　民事法総合演習においては、全 13 回のうち、4 回を民法の教授と共に担当した。うち一回は、

実際にあった事件で高度に民商法的な分析を要するものを素材として、実際に判決メモを起案さ

せ、講義では結論を異にするものが分かれて、弁論を戦わせるということを行ってみた。学生の

評価も上々で、彼らの学習意欲を刺激しえたのではないかと考えている。もっとも、4 回という

限られたコマ数なので、どのようなトピックないし素材を選択するかということが、今後の課題

として残された。今回は偏りがあったことは否定できない。

３　法学研究科・博士課程

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）３人 （2005 年度）３人

〔自己評価〕

　外国人留学生を二人、二年間にわたって指導した。高い学習意欲と修士論文作成への動機付け

を維持することができた結果、二人とも提示したテーマにおいて一定水準に達する修士論文を完

成し得た。もう一人は日本人学生であり、リサーチペーパーによる論文提出を指導したが、やや

指導が不十分であったことは否めない。

４　ＦＤ活動

　特になし

５　学内各種委員等

　2004 年度・2005 年度を通して、大学院教務委員会、評価委員会に所属した。また、同期間、

神戸法学会理事であった。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会、日本海法学会、信託法学会
研究会活動 神戸大学商事法研究会、企業立法研究会、証券取引法研究会

２　教育活動

　特になし
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米丸　恒治（行政法・教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　これまで、行政法を専門分野としつつも、その各論的なテーマ、特に現代的な行政現象の研究

を行ってきた。この２年間の研究活動を振り返ると、法科大学院の発足に伴い研究環境が大きく

変わったこと、さまざまな法制度改革が急速に進められている一方で、それをフォローし法学的

な観点から調査研究し分析を加えることの遅れが感じられること、などを痛感している。　この

２年間では、特に情報社会基盤法と電子政府・電子行政に関わる法律問題を取り上げて集中的に

研究を進めてきており、必要な法的な課題・制度的な改善を要する事項の明確化等についての分

析研究については一定の成果はあげてきていると思われる。しかしなお、現実の展開をみるかぎ

り、研究活動が追い付いていないことを痛感している。

　教育面では、特に法科大学院の行政法科目の教育に関わって、まださまざまな工夫・試行錯誤

が必要だと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

米丸恒治
（共編）

『インターネット法情報ガイ
ド』

日本評論社 2004 年 10 月 その他

米丸恒治
（共編）

『レクチャー行政法（第 2
版）』

法律文化社 2005 年 4 月 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

米丸恒治
（単著）

総論－地方行政と地域経済に
おける競争政策の現状とその
問題点－

平成15 年度公正取
引委員会委託調査報
告書「地方行政と地
域経済における競争
政策の現状とその問
題点」

2004 年 4 月 1-21 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

その他の行政体 室井力編『新現代
行政法入門（2）－』
法律文化社

2004 年 4 月 47-59 頁 その他

米丸恒治
（単著）

行政訴訟改革の成果と課題 法学セミナー594号 2004 年 5 月 54-56 頁 その他

米丸恒治
（単著）

電子政府と組織認証 多賀谷一照・松本恒
雄編『情報ネットワー
クの法律実務』第一
法規

2004 年 5 月 5441-5450 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

行政組織・資料執筆分担 紙野健二・市橋克哉
編『資料現代行政法』
第2版、法律文化社

2004 年 7 月 19-34 頁 その他
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米丸恒治
（単著）

Electronic Government in 
Japan

Martin Eifert/Jan 
Ole Pueschel （ed.）, 
National Electronic 
Government 
- Compareing 
governance 
structures in multi-
layer administrations, 
Routledge （London, 
New York）

2004 年 7 月 136-181 学術論文

米丸恒治
（単著）

電子署名法制とタイムスタンプ
に関する規定の整備

タイムビジネス推進
協議会『タイムビジ
ネスに関するドイツ動
向調査報告書』

2004 年 7 月 3-27 頁 調査報告

米丸恒治
（単著）

指定確認検査機関に対する監
督処分と適正手続保障

大阪地裁平成14 年
（行ウ）第145 号事
件意見書

2004 年 8 月 その他

米丸恒治
（単著）

地方行政と地域経済における
競争政策の現状とその問題点

公正取引646号 2004 年 8 月 2-5 頁 その他

米丸恒治
（単著）

行政手続のオンライン化 芝池義一・小早川光
郎・宇賀克也編『行
政法の争点』第3版

2004 年 9 月 68-69 頁 その他

米丸恒治
（単著）

第三者認証機関論－第三者機
関の公共性とその担保－

神長勲ほか編・室井
力先生古稀記念『公
共性の法構造』頸草
書房

2004 年 11 月 97-125 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

行政手続のオンライン化とその
課題

神戸法学雑誌 54 巻
4号

2005 年 3 月 65-120 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

「民」による権力行使－私人に
よる権力行使の諸相とその法的
統制－

小林武・見上崇洋・
安本典夫編『「民」
による行政』法律文
化社

2005 年 4 月 52-80 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

電子署名法制度の在り方に関
する調査研究

日本情報処理開発協
会（経済産業省委託
調査）『電子署名法
の在り方と電子文書
長期保管に関する現
状調査報告書』

2005 年 4 月 1-49 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

規制影響分析制度の導入と課
題

平成16 年度公正取
引委員会委託調査報
告書「教育・福祉・
医療分野の事業活動
と競争政策」（公正
取引協会）

2005 年 3 月 52-73 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

e文書法の構造と内容 タイムビジネス推進
協議会編著『概説　
e- 文書法』NTT 出
版

2005 年 7 月 28-45 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

教育・福祉・医療分野の事業
活動と競争政策－委託調査全
体の紹介－／規制影響分析制
度の導入と課題

公正取引568号 2005 年 8 月 2-3、
14-18 頁

その他
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米丸恒治
（単著）

判例評論－決裁の手続の終了
した文書の作成上その基礎と
なった文書が公開請求の対象
として福井県公文書公開条例
（昭和六一年福井県条例第二
号。平成一二年福井県条例第
四号による改正前のもの。）二
条一項に規定する「公文書」
に当たるとされた事例　（①事
件）地方自治法一

判 時 1900 号 判 評
560号

2005 年 9 月 211-216 頁 判例評釈

米丸恒治
（単著）

ドイツ連邦情報公開法の概要 季報情報公開・個人
情報保護18号

2005 年 9 月 42-49 頁 学術論文

米丸恒治
（単著）

補遺：行政立法手続 見上ほか『レクチャー
行政 法（第 2 版）』
法律文化社）

2005 年 10 月 1-4 頁 その他

米丸恒治
（単著）

放送局の一本化調整のための
行政指導－メトロポリタン・テ
レビ一本化事件－

堀部・長谷部編『メ
ディア判例百選』有
斐閣

2005 年 12 月 210-211 頁 判例評釈

米丸恒治
（単著）

権利実現のための行政規制 長尾治助編『レク
チャー消費者法（第
3版）』法律文化社）

2006 年 2 月 230-258 頁 その他

米丸恒治
（単著）

指定確認検査機関の行った建
築確認についての損害賠償責
任主体

民商法雑誌133巻 4・
5号

2006 年 2 月 860-866 頁 判例評釈

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
米丸恒治
（単著）

電子カルテにおける医療情報
の証拠能力－法律面での課題：
証拠能力の確保と長期保存－

第24回医療情報学
連合大会

2004 年 11 月 医療情報学会 招待講演

米丸恒治
（単著）

電子署名の安全な利用と電子
署名法の課題 －施行状況検討
の年にあたって－

ネットワーク法学会
研究大会

2005 年 11 月 ネットワーク法
学会

学会報告

米丸恒治
（単著）

電子カルテの証拠性の長期的
な確保について－電子署名およ
びタイムスタンプの利用と長期
保存の課題を中心に－

日本医事法学会研究
大会

2005 年 11 月 日本医事法学
会

学会報告

２　研究成果の概要と自己評価

　この期間においても、現代的な行政手法・行政現象の法的な整序を課題として研究活動を進め

てきた。その重要な研究分野として、①民営化・民間委託と密接な関係を有する指定機関・指定

法人制度の研究、②行政の情報化・電子化に伴う法的問題の検討および情報社会を支える基盤的

な法制度に重点をおいている。そのうち①の点については、現実の法改正や行政実務の展開にた

いして十分な研究を進めきれていない。かろうじて重要な法的問題点をまとめあげて、基本的な

考え方を示すことができたにとどまる。②の分野では、電子政府や社会の電子化・情報化に伴う

法律問題のうち、特にその安全性・信頼性を支える電子署名・時刻認証のあり方に焦点をあわせて、

その法的問題点を分析してきた。特に比較法的にみたときに、安全な認証基盤の構築という点で、

多くの法的問題点、法改正の課題があることを明らかにすることができた。また 2006 年度に予
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定されている法制度の検討の機会ヘ向けた提言もそれなりに行うことができたと考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

行政法 B2 2004 年度前期、2005 年度前期 2 単位
行政法演習 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　２単位での行政救済法の授業は、内容的に極めて概説的にならざるを得ず、重点にまた事例に

即した授業が十分に行えていない。今後、教材・授業方法の改善とあわせて検討すべき課題だと

考えている。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対演行政法 2004 年度前期 4 単位
対演行政法 1 2005 年度前期 2 単位
対演行政法 2 2005 年度後期 2 単位
行政法基礎 2004 年度後期、2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　行政法基礎については、２単位で行政法総論 + 行政救済法の概要を扱うという極めて制限さ

れた条件の中で、重要な説明事項に限って授業をし、事例問題が解決できる応用能力をつけても

らうべく授業内容を検討した。概説的な授業の部分も、かなりの時間不足に悩まされたが、オッ

フィスアワーも含めてなんとか授業内容をこなすことができた。なお事例問題を使った訓練や授

業方法という点では改善すべき点が残っている。　対演行政法は、授業内容を事前に十分検討す

る余裕がもてず、授業をこなしたこともあり、今後内容的にもまた授業方法の点でも検討すべき

課題がある。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

実定法演習 2004 年度、2005 年度 2 単位
自治体法政策演習 2004 年度、2005 年度 2 単位
法政演習 2004 年度、2005 年度 2 単位
行政法特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔研究指導〕
指導学生数（2004 年度）６人 （2005 年度）５人
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〔自己評価〕

　社会人学生を含む多様な研究関心に対して、こちらも問題関心に触発されながら研究を進める

ことが多いが、なお十分な内容的指導が行えているかについては検討の余地がある。時間的には、

なかなか十分な指導時間が確保できていないかもしれないと考えている。

４　ＦＤ活動

　2005 年度においては、法科大学院の授業などでプレゼンテーション方法の改善などを試みて

いる。なお教材の改善等の必要があると痛感している。

５　学内各種委員等

　六甲台情報ネットワーク運営委員会委員、学部情報委員会委員、スペースコラボレーション事

業実施委員会委員、全学公開講座委員会委員、農学部ＰＦＩ事業審査委員会委員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本公法学会、日本地方自治学会、日本医事法学会、情報ネットワーク法学会、
法とコンピュータ学会

研究会活動 関西行政法研究会、司法ＩＴ化研究会、官僚制研究会など

２　教育活動

　甲南大学、立命館大学政策科学部・法学研究科、名古屋経済大学法学研究科における非常勤講

師（行政法・情報法関連科目）

３　社会における活動

社会システムとしての電子署名・認証基盤構築に向けた普及啓発フォーラム（JESAP）報告・

パネル（「電子署名による長期文書保管」）、ＥＣＯＭセミナー講演＋パネルディスカッション（ｅ

文書法、文書の長期保管等）、関行研「民による権力行使－私人による権力行使の諸相とその法

的統制」報告、台湾・東呉大学講演「日本における電子政府の現状と課題」、同「日台・行政訴

訟法改正の比較研究」パネルディスカッション報告、参加、ＰＫＩセミナー＆ＪＥＳＡＰセミナー

（電子署名関連法制＆電子文書の長期保管テクニカルセミナー） 、ＤＤＴＦシンポジウム講演「電

子署名の安全な利用と電子署名法の課題」・パネルディスカッション、京都市市民参加推進フォ

－ラム委員、舞鶴市情報公開･個人情報保護審議会委員、国土交通省・ＭＯＴＡＳ刷新可能性検

討委員会委員、尼崎市公文書公開制度検討懇話会委員、公正取引委員会委託・社会的規制と競争

政策に関する研究会座長、財団法人 日本データ通信協会・タイムビジネス信頼・安心認定制度

検討委員会委員、日本ＰＫＩフォ－ラム・情報セキュリティ水準向上に向けた電子署名・認証基

盤の現状に関する調査研究委員会委員長、尼崎市公文書公開・個人情報保護審議会委員、財団法

人 日本データ通信協会・タイムビジネス信頼・安心認定制度諮問委員会委員、財団法人先端医
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療振興財団利益相反管理委員会委員

４　国際交流
海外出張 台湾（台北市・東呉大学、中央研究所）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 C 行政の電子化と行政法制の
適合化の研究

研究代表者 2002-2005
年度

基盤研究 C 行政情報化と行政法理論の
再構築の研究

分担者 2005-2007
年度

２　その他の研究助成

　特になし
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青木　哲（民事手続法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究活動については、民法上の組合に対する強制執行についてより多面的に考察をすべく、関

連する問題の検討を行った。特に、有限責任事業組合契約に関する法律の制定や信託法の改正を

契機に、組合財産や信託財産に対する強制執行のあり方について検討した。

　教育活動については、民事訴訟法と執行・倒産法の講義をそれぞれ初めて行った。授業の準備

の際に、具体的な事例・設例を念頭において理解を深め、また、授業において、具体的な事例・

設例を示すようにした。

　今後は、在外研究を通じて、ドイツにおける実体法および手続法を全般的かつ体系的に理解す

るとともに、手続法の諸原則の基礎にある考え方について検討を加えることにより、将来の研究・

教育活動に活かしたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
青木哲

（分担執筆）
Ｑ＆Ａ破産法の実務 新日本法規 2005 年 5 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
青木哲

（単著）
Satoshi Aoki

民法上の組合の債務と強制
執行（1）̶̶ドイツ民事訴
訟法 736 条をめぐる学説の
展開̶̶
Gesellschaftsschulden und 
Zwangsvollstreckung gegen 
BGB-Gesellschaft （1）

法学協会雑誌 2004 年 4 月 121 巻 4 号
435 頁～ 470
頁

学術論文

青木哲
（単著）

Satoshi Aoki

民法上の組合の債務と強制
執行（2）̶̶ドイツ民事訴
訟法 736 条をめぐる学説の
展開̶̶
Gesellschaftsschulden und 
Zwangsvollstreckung gegen 
BGB-Gesellschaft （2）

法学協会雑誌 2006 年 3 月 123 巻 3 号
441 頁～ 488
頁

学術論文

青木哲
（単著）

取立権の行使̶̶保険契約
の解約権

民事執行・保全判
例百選

2005 年 8 月 148 頁～ 149
頁

判例解説

青木哲
（単著）

医療法人の総会決議不存在
確認の利益

民商法雑誌 2005 年 10 月 133 巻 1 号
183 頁～ 190
頁

判例紹介

青木哲
（単著）

Markus Jasper Stahlschmidt, 
Die GbR in der Insolvenz 

（2004, Peter Lang）

民事訴訟雑誌 2006 年 3 月 52 巻 170 頁
～ 178 頁

紹介
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（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
青木哲 民法上の組合における組合財

産に対する強制執行
関西民事訴訟法研究
会（エルおおさか）

2004 年 6 月 関西民事訴訟
法研究会

一般

青木哲 民法上の組合における組合財
産に対する強制執行

民事訴訟法研究会
（東京大学）

2004 年 7 月 民事訴訟法研
究会

一般

青木哲 判例評釈（最判平成14 年 9
月12日判時1801号 72頁）

神戸大学民法判例研
究会（神戸大学）

2004 年 9 月 神戸大学民法
判例研究会

その他（判
例評釈）

青木哲 有限責任事業組合制度におけ
る組合に対する訴訟と強制執
行

日本民事訴訟法学会
関西支部研究会（島
根ビル）

2005 年 4 月 日本民事訴訟
法学会関西支
部

一般

青木哲 判例評釈（最判平成16 年 7
月6日民集58巻 5号1319頁）

神戸大学民法判例研
究会（神戸大学）

2005 年 5 月 神戸大学民法
判例研究会

その他（判
例評釈）

青木哲 判例評釈（最判平成16 年 7
月6日民集58巻 5号1319頁）

東京大学判例民事法
研究会（東京大学）

2005 年 5 月 東京大学判例
民事法研究会

その他（判
例評釈）

青木哲 判例評釈（最判平成17 年 7
月15日裁時1392号 2頁）

神戸大学民法判例研
究会（神戸大学）

2005 年 12 月 神戸大学民法
判例研究会

その他（判
例評釈）

２　研究成果の概要と自己評価

　民法上の組合に対する強制執行についての研究を進めた。この問題について、研究報告の機会

を得るとともに、助手論文の公表を進めた。また、2005 年に成立し施行された有限責任事業組

合契約に関する法律における、組合に対する訴訟と強制執行の際に生じる問題点について考察し、

研究報告をした。関連する問題として、第三者異議の訴えにおいて法人格否認の法理が適用され

るのかどうかを判断した最高裁判決について判例評釈の報告をした。また、2005年 4月～8月に、

大阪の弁護士を中心とする信託法研究会に参加する機会を得て、実務的な観点から信託法の改正

の方向を考察するとともに、信託財産に対する強制執行の問題を検討した。さらに、ドイツにお

ける民法上の組合の倒産手続について紹介した。これらの研究を通じ、民法上の組合に対する強

制執行の問題について、より多面的に理解を深めることができた。

　判決手続について、相続人の地位の不存在確認の訴えが固有必要的共同訴訟であるのかどうか

を判断した最高裁判決について判例評釈の報告をし、また、医療法人における総会決議不存在確

認の訴えについて確認の利益の有無を判断した最高裁判決の判例紹介をした。これらの判例研究

を通じて、紛争解決のための訴訟のあり方について考察した。

　また、2004 年の 8 月～ 9 月に、民事訴訟の実態調査に参加する機会を得て、多種多数の訴訟

について訴訟記録を閲覧することにより、民事訴訟法の改正が現実の訴訟の進行にどのような影

響を与えているのかを考察した。

　倒産法について、2005 年 5 月に公刊された『Ｑ＆Ａ破産法の実務』のうち、双方未履行双務

契約の部分と否認権の効果の部分の執筆の機会を得て、改正された破産法の理解を深めた。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

外国書講読（独書） 2004 年前期 2 単位
特別講義　民事法（執行・倒産法）（夜間主） 2004 年後期 4 単位
民事訴訟法（夜間主） 2005 年前期 4 単位
外国書講読（独書） 2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　民事訴訟法と執行・倒産法の講義をそれぞれ初めて行った。授業の準備の際に、具体的な事例・

設例を念頭において理解を深め、また、授業においても、具体的な事例・設例を示すようにした。

　「特別講義民事法（執行・倒産法）」は、実体法との関係を重視しつつ、手続の流れを把握しや

すいように配慮した。また、受講生がノートを取らなくて良いように、詳細なレジュメを配布した。

　「民事訴訟法」は、まず手続の全体像を示し、次に基本的事項を説明し、最後に応用的事項を

説明することで、各手続の全体における位置づけや、各問題の体系における位置づけを把握しや

すいように配慮した。次回のレジュメをあらかじめ配布することで、受講生が予習をしやすいよ

うに配慮した。受講生に復習のための課題を与え、次回の授業の冒頭に確認することで、受講生

に復習の機会を与えるとともに、受講生の理解を確認しながら授業を進めた。

２　法科大学院

　担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

ドイツ法文献研究 2004 年前期 2 単位
ドイツ法文献研究 2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　ドイツ法文献研究では、2004 年度、Dieter Medicus, Grundwissen zum Bürgerlichen Recht の

導入部分を読んだ。2005 年度は、Ekkehard Schumann, Die ZPO-Klausur の設例部分を中心に読

んだ。参加者の関心が多様であることから、あまり専門的な内容にならないように配慮した。一

回の授業で扱う分量を多くせず、参加者に丁寧に読むように求めた。

４　ＦＤ活動

法学部および法科大学院の授業を参観した（2004 年度、2005 年度）。

司法研修所における法科大学院教員研修プログラムに参加した（2005 年度）。
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５　学内各種委員等

　法学研究科広報委員（2004 年度）

法学研究科僚友会幹事 (2004 年度）

ＣＤＡＭＳワーキング・グループ委員（2004 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本民事訴訟法学会、日本私法学会

研究会活動 日本民事訴訟法学会関西支部研究会、関西民事訴訟法研究会、神戸大学民法判例
研究会、東京大学民事訴訟法研究会、東京大学判例民事法研究会

２　教育活動

　特になし

３　社会における活動

　特になし

４　国際交流
海外出張 ドイツ・ケルン大学にて在外研究（2006 年 3 月から）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究 C 多数の権利者を代表する者
による権利者のための訴訟
追行の総合的研究

研究分担者（研究代表
者：山本弘）

2004 年 4 月
～ 2006 年 3
月

２　その他の研究助成

　特になし

淺野　博宣（憲法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2004 年 7 月にアメリカ合衆国からの在外研究を終え帰国した（2002 年 8 月から 2 年間在外研

究を行った。2002 年 8 月から 2003 年 8 月までコロンビア大学ロー･スクール、2003 年 8 月から

2004 年 7 月までカリフォルニア大学バークレー校ロースクール）。帰国後は、とりわけ司法審査
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の基準の問題を中心に、在外研究で得た知見･問題意識の具体化に取り組んでいる。

　教育の面では、問題に対する答え方を教える前に、まずは、問題を問題として捉えられるよう

になることが重要であると考えている。そのために、どのような教え方が適切か工夫を行ってい

るところである。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

淺野博宣
（共著）

憲法学の現代的論点 有斐閣 2006 年 3 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

淺野博宣 正当な補償の支払時期 判例セレクト 2004 2005 年 3 月 法学教室 294
号別冊付録 9
頁

判例評釈

淺野博宣 リチャード･ポズナーの民主
主義

アメリカ法 2005 年 1 月 2004 年 2 号
303 ～ 309 頁

書評

淺野博宣 タレントおっかけ本の出版
差止め

別冊ジュリスト 2005 年 12 月 別冊ジュリ
ス ト 179 号
152 ～ 153 頁

判例評釈

２　研究成果の概要と自己評価

　2 年間の在外研究で得た問題意識･知見を具体化するべく研究に取り組んでいる。具体的には

二つの問題について取り組んでおり、一つは、これまで個別的に検討されてきた司法審査の基準

についてより体系的な見地から一般化･体系化しようとするものである。もう一つは、ブッシュ

政権以降とりわけ意識されるようになった外交関係に対する憲法の統制である。『憲法学の現代

的論点』に寄稿したものは、学生向けという制約はあったものの、その成果の一部である。今後

はこれらをよりまとまった形にすることをめざしている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

憲法 2004 年後期 4 単位
憲法Ⅲ 2004 年後期 2 単位
2 年ゼミ 2004 年後期 2 単位
外国書講読 2004 年後期 2 単位
憲法 2005 年後期 4 単位
1 年次演習 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年度の憲法の講義では、章立ては一般の教科書に従いつつ、各回の講義ごとにその章で
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最も重要な判例を一つ取り上げ、その判例から具体的な問題について説明するという方式を取っ

た。この方式は、問題を念頭におきながら考えつつ教科書を読むように促すことを狙ったもので

あるが、他方では、基本的知識の確実な習得という点では難があることも見受けられた。そこで、

2005 年の同じ憲法の講義では、設問式のレジュメを配布して、基本的な知識の確実な習得がで

きるように配慮する講義を行った。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

比較憲法 2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　法科大学院で実務家を希望する学生に対して、より理論的･学術的な性格の強い比較憲法とい

う科目を教える意義、どのように教えるか、ということに配慮した。前半では、憲法解釈におい

て比較法をどのように利用できるか、どのように利用すべきか、について検討し、後半でアメリ

カを中心に具体的な憲法上の問題点について検討した。

　受講生の反応からすると、具体的な憲法上の問題点について、より突っ込んで考えることの方

に関心があるようである。次年度以降は、その方向をより強化してこの科目を構成しようと考え

ている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法文献研究 2004 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年度では、アメリカ連邦最高裁の 2003 年の判決 Lawrence v. Texas と 2004 年の判決 Elk 

Grove United School Disrict v. Newdow をアメリカ憲法についての解説を交えつつ輪読した。

４　ＦＤ活動

2004 年本法科大学院の授業参観を行った（神戸大学）。

2005 年本法科大学院の授業参観を行った（神戸大学）。

上記以外に、各年 4 回～ 5 回専門を共通にする学内教員と授業方法等に関する会合に参加し

ている。

５　学内各種委員等

法学研究科広報委員（2004 年度）

法学研究科評価委員（2005 年度）
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法科大学院認証評価ワーキンググループ（2005 年度）

法科大学院教育改善ワーキンググループ（2005 年度）

法科大学院教務ワーキンググループ（2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 公法学会、全国憲法研究会

２　教育活動

　首都大学東京法科大学院 2005 年度夏季集中講義（非常勤講師）

３　社会における活動

　特になし

４　国際交流

海外出張 2002 年 8 月～ 2004 年 7 月アメリカ（在外研究）、2006 年 2 月アメリカ（法曹養
成の実情に関する調査）

池田　公博（刑事法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　対象となる 2 年間のうち、2005 年 7 月 31 日までの 1 年 3 ヶ月にわたり、ケルン大学外国・国

際刑事法研究所（ドイツ連邦共和国）において在外研究を行った。当地では、ドイツ刑事手続に

おける基本的な諸原則について理解を得ると同時に、これを踏まえつつ、近時新たに生じてきた

問題に対する実践的な関心に基づいて議論の対象とされている領域について、検討を加える機会

を得た。これらは、解釈論のみならず立法的対応の局面においても動きの大きな分野であり、そ

の状況はわが国に与える示唆も大きいものがあるため、以上の成果についてはさらに検討を深め、

今後早期に公表したいと考えている。

　帰国後は、在外研究前より準備していた助手論文の公刊に向けた作業を引き続き行い、他方で、

後期に学部昼間主講義、ならびに法科大学院における対話型演習を担当した。この 2 年間は、わ

が国の刑事司法をめぐる議論状況においても、立法、判例ならびに解釈論的な進展には著しいも

のがあったため、いずれの講義内容も、刑事手続の基本的な諸原則を十分に理解することを第一

義としつつも、こうした新たな状況の理解をも可能にするものとして構成した。今後もこの方針

を継続したいと考えている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
池田公博 ドイツ参審裁判における裁

判官と参審員の協働
神戸大学刑事判例
研究会（神戸大学）

2006 年 2 月 神戸大学刑事
判例研究会

その他（比
較法研究）

２　研究成果の概要と自己評価

　対象期間中の大半において在外研究を行い、現在その成果について公表を準備している。在外

研究中は、近時わが国でも実際的な検討の対象とされている、刑事司法への国民参加、捜査手続

段階での被疑者の権利保障、手続関係人による公判手続外での非公式協議を通じた刑事事件処理

といった問題に加えて、とりわけ欧州統合や国際刑事裁判所の設立と関連して問題とされている、

越境的ないし国際的な刑事司法のあり方について検討を加える機会を得た。

　いずれも刑事手続の基本的な原則の理解に変容をもたらす可能性がある問題であり、それゆえ

に、基本的な原則を正確に理解することが、新たな対応の必要性・許容性を適切に評価する上で

重要であると思われる。今後も、基本的な問題の正確な理解をおろそかにすることなく、現代的

な課題への対応を検討していきたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

刑事訴訟法・刑事訴訟法１（捜査・公訴・公判）2005 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　学部の講義にあたり、毎回、講義内容のレジュメを用意し、また実際の講義においては基本的

な部分を繰り返して説明することにより、受講生の理解の定着が図られるように心がけている。

また、講義の末尾には次回講義の予習範囲を伝達し、講義内容の理解の促進を図った。

　新たな試みとして、学期の中間に短答択一式試験による小テストを実施し、成績評価において

考慮の対象とした。専ら捜査法分野における基本的な知識の定着度を測るものであったが、短答

択一式という形式がこの目的の達成に適切なものであるかどうかも含めて、今後も検討を加えな

がら改善を図りたい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

対話型演習刑事手続法 2005 年度後期 2 単位
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〔自己評価〕

　法科大学院の講義においては、その目標とするレベル、また、対話型演習という形式自体につ

いて試行錯誤の連続であった。もっとも、本年度においては同内容の演習を、2 名の教員が分担

して 2 クラス開講したことにより、これを担当する教員の間で目標レベル設定や講義内容の選択・

決定、進度調整、講義方法、成績評価等について随時協議・相談を行うこととしたため、当該協

議を通じ、上掲の問題の克服という観点からは効率的かつ効果的な対応ができたものと考えてい

る。

　成績評価においては、平常点・レポート・小テスト・期末試験を組み合わせて行うこととして

いるが、新司法試験合格という目標達成に向けた実力養成という観点から、とりわけ期末試験以

外の中間的な課題の形式・頻度・内容等について引き続き検討を加え、適切な方法を見出したい

と考えている。

３　法学研究科・博士課程

担当なし

４　ＦＤ活動

　2005 年 9 月に本研究科僚友会主催で開催されたランチョン・スタッフセミナー（第 14 回（平

成 17 年度第 2 回））において、「ドイツ参審裁判における裁判官と参審員との協働－裁判員制度

検討の手がかりとして」とのタイトルで報告を行った（神戸大学）。

　そのほか、2005 年度、本法科大学院刑事法関係科目及びその他科目の授業参観を行った（神

戸大学）。

上記以外に、同一講義を分担担当する教員との間で、各回の講義に先立って内容の打ち合わせ

を行い、あわせて講義方法、成績評価等についても意見交換を行っている。また、関連科目担当

教員との間でも、講義内容の相互調整を行うため定期的に意見交換を行っている

５　学内各種委員等

　広報委員（2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本刑法学会
研究会活動 神戸大学判例刑事法研究会、東京大学刑事判例研究会

２　教育活動

　特になし
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３　社会における活動

　特になし

４　国際交流

海外出張

2003 年 8 月より 2005 年 7 月までの 2 年間、ドイツ連邦共和国・ケルン大学外国
国際刑事法研究所において在外研究を行った（2004 年 7 月までの期間、2003 年度
文部科学省在外研究員（研究課題「刑事手続立法に関する研究」）としての研究助
成を得た）。
2004 年 9 月　ドイツ（ドイツ法曹大会（ボン）に出席）
2005 年 5 月　ドイツ（ドイツ刑法学会（フランクフルト・アン・デア・オーダー）
に出席）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

国際水準に立
つ法学・政治
学若手教員
研究支援プロ
グラム（神戸
大学）

テロリズム犯罪の未然防止
策の検討

研究代表者 2005 年～
2006 年

２　その他の研究助成

　特になし

池田　千鶴（経済法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この 2 年間は、合併規制、とくに混合合併の分析を行った。今後の 2 年間は、今までの研究

成果をふまえて、規制産業における合併規制の研究をおこなうことを考えている。具体的には、

電気通信事業法を取り上げてみたい。教育活動については、海外の研究者を招聘して、授業手法・

授業内容の向上を目指す取り組みを行った。今後もこのような機会があれば、引き続き、取り組

んでいきたい。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

池田千鶴
（単著）

競争法における合併規制の目
的と根拠̶EC競争法における
混合合併規制の展開を中心と
して̶

神戸法学雑誌 2004-2005 年 54 巻 2 号
428 頁－ 4 号
369 頁

学術論文

池田千鶴
（単著）

ECと米国の合併規制～GE/
Honeywell 事件をめぐって

国際商事法務 2004 年 6 月 32 巻 6 号
（通巻504号）
723 頁

研究ノート

池田千鶴
（単著）

独占禁止法第24 条に基づく差
止請求・引渡請求̶三光丸事
件̶

公正取引 2004 年 9 月 647 号 42 頁 判例評釈

池田千鶴
（単著）

社会的規制の規制改革と競争
政策̶教育・福祉・医療分野
を中心として̶

『教育・福祉・医療
分野の事業活動と競
争政策』（平成16年
度公正取引委員会委
託調査報告書）

2005 年 3 月 調 査 報 告
書

池田千鶴
（単著）

教育・医療・福祉分野におけ
る独占禁止法を適用する場合
の解釈上の問題点

公正取引 2005 年 8 月 658 号 8 頁 研究ノート

池田千鶴
（単著）

中国における競争政策 神戸法学雑誌 2005 年 4 月 55 巻 1 号 23
頁

翻訳

２　研究成果の概要と自己評価

米国とＥＣとの競争当局の間で結論が全く異なった GE/Honeywell 合併事件をきっかけとし

て、ＥＣ競争法の下での混合合併規制の展開を詳細に検討し、これをふまえて競争法における合

併規制の目的と根拠を考察した。

独禁法違反行為に対しては、公取委によるエンフォースメントの他に、私人による執行も重要

なサンクションとなる。私人による執行のうちの独禁法 24 条に基づく差止請求について判例研

究を行った。

教育・医療・福祉分野における独禁法の適用について、公正取引委員会の委託調査を受けて研

究を行った。

2004 年 10 月に行われたＣＤＡＭＳ主催のシンポジウムで、日本の他に、中国、韓国、シンガ

ポールの競争法の現状が報告され、中国の王暁曄教授の報告を翻訳した。

この 2 年間で研究報告がないので、次の 2 年間の課題としたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

外国書講読 ( 英書 ) 2004 年前期 2 単位
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〔自己評価〕

　2004 年度は、欧州委員会がマイクロソフト社に対して出したＥＣ条約 82 条（支配的地位の濫

用の禁止）違反の委員会決定を読んだ。学部生でも委員会決定を無理なく読めるように、最初は、

同委員会決定に関するプレスリリースを取り上げた。英語を母語とする国からの留学生も指導し

た。英語の読解力をふまえて、さらに、日本語への翻訳の仕方、専門用語への対応等に一定の成

果があったと思われる。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

ヨーロッパ法 2005 年前期 2 単位
R ＆ W ゼミ経済法 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　ヨーロッパ法は、複数の教員によるオムニバス形式の授業であり、私はＥＣ競争法を 5 回に

わたり担当した。2005 年前期開講前の 2004 年の段階から、ヨーロッパ法の教育内容と教育手法

の向上のための準備を行い、そのために、欧州委員会の官僚養成機関として修士課程を提供する

College of Europe からパブロ・デングラー講師を招聘して、教員・大学院生を対象にＥＣ競争法

についてのモデル授業を行っていただいた。そこでの知識・経験をヨーロッパ法での授業に生か

すことができた。

　Ｒ＆Ｗゼミ経済法は、経済法に関する問題を自ら作成し、学生が毎回 1 問から 2 問を事前に

解いてレポートやメモを作成してくるのを前提に、ゼミにおいて問題の検討を行った。学生が作

成したレポートやメモを毎回添削して返却した。レポートを作成する際に、先例を調査する能力

もついたのではないかと思う。来年度以降に改善すべき点は、パソコンでレポートを作成するこ

とを認めたために、重要な要件の定義等の基本事項について手で書いて覚えるという作業が抜け

落ちてしまった点である。そのため、いくつかの回については、手書きのレポートを課した方が

いいのではないかと思われるので、次年度に試みてみたい。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法文献研究 2004 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年度は、欧州委員会がマイクロソフト社に対して出したＥＣ条約 82 条（支配的地位の濫

用の禁止）違反の委員会決定を読んだ。アジアからの留学生に対して、指導を行った。

４　ＦＤ活動

　年に 5 ～ 6 回専門を共通にする学外教員と授業方法等に関する研究会に参加している。
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　2005 年前期開講の法科大学院向け授業「ヨーロッパ法」の教育内容と教育手法の向上のため

の準備を 2004 年の段階から行い、そのために、欧州委員会の官僚養成機関として修士課程を提

供する College of Europe からパブロ・デングラー講師を招聘して、教員・大学院生を対象にＥ

Ｃ競争法についてのモデル授業を行っていただいた。そこでの知識・経験をヨーロッパ法での授

業に生かすことができた。

　2005 年 10 月に、前年に引き続き College of Europe からパブロ・デングラー講師を招聘して、

EUIJ 認定プログラム講義としてヨーロッパ競争法の集中講義（2 単位、15 コマ）を開講するよ

うに、オーガナイズした。

５　学内各種委員等

法学研究科広報委員会委員（2004 年度～）

法学研究科 Web 管理小委員会委員（2004 年度～）

ＥＵＩＪワーキンググループ（2005 年度～）

法学研究科衛生管理者（2005 年度～）

その他、神戸大学法学部出身の法曹が組織する凌霜法曹会と法学研究科との連絡役もしている。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本経済法学会
研究会活動 独禁法研究会、関西経済法研究会

２　教育活動

　特になし

３　社会における活動

　JICA 競争政策研修講師（途上国向け：2004 年～、中国向け：2005 年～）

４　国際交流

海外出張

2004 年 2 月　米国（国務省主催インターナショナル・リーダーシップ・プログラ
ムに招待される）
2006 年 3 月　ベルギー（EUIJ 奨学金部会委員としてインターンシップ・サマー
セミナーの情報収集）

外国人研究
者受入れ パブロ・デングラー（Colllege of Europe 講師）（2004 年及び 2005 年の 2 回）
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Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究（Ｂ）IT 経済社会の形成と競争政策
上の課題に関する総合的研究

研究分担者
（研究代表者：根岸哲）

～ 2004 年

２　その他の研究助成

　特になし

宇藤　崇（刑事法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　従来、研究テーマを、①捜査上の違法の法的処理、②捜査上の処分の適法性基準、③非典型的

訴訟障害に基づく形式裁判として研究を進めてきた。今期も基本的は同様である。後述のように、

いくつかの業績はこれらのテーマにかかわる。また、刑事訴訟法の改正に伴い、公判手続を中心

に基本原則・原理との関連につき再検討を迫るような問題も生じている。従来の研究のほか、今

期公表したほとんどすべての論考を作成するにあたって、考察を行ってきた。2005 年度、さき

の法改正に伴い刑事訴訟規則も改正されたことから、実務での運用も開始されたところであり、

来期も同様の考察を進めていきたい。

　教育面でも、法科大学院での刑事訴訟法関連授業を中心に、刑事訴訟法の改正の影響は大きい。

先に言及した研究の成果を踏まえた教育を進めている。なお、法科大学院については、開始され

て初めて 2 年間ということも、戸惑いも小さいとはいえないが、授業方法の徐々なる改善に努め

ている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
宇藤崇

（単著）
常習特殊窃盗と一事不再理の
効力

平成15 年度重要判
例解説

2004 年 6 月 202 頁～ 204
頁

判例評釈・
解説

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 4 月 283 号 118 頁
～ 119 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 5 月 284 号 120 頁
～ 121 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 6 月 285 号 98 頁
～ 99 頁

その他
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宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 7 月 286 号 120 頁
～ 121 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 8 月 287 号 118 頁
～ 119 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 9 月 288 号 116 頁
～ 117 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 10 月 289 号 170 頁
～ 171 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 11 月 290 号 122 頁
～ 123 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2004 年 12 月 291 号 132 頁
～ 133 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 1 月 292 号 136 頁
～ 137 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 2 月 293 号 144 頁
～ 145 頁

その他

宇藤崇
（単著）

形式裁判の内容的確定力 刑事訴訟法判例百選
〔第8版〕

2005 年 2 月 206 頁～ 207
頁

判例評釈・
解説

宇藤崇
（単著）

ワークショップ 6　違法捜査の
規制について

刑法雑誌 2005 年 2 月 44 巻 2 号
139 頁～ 142
頁

会議録

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 3 月 294 号 172 頁
～ 173 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 4 月 295 号 186 頁
～ 187 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 5 月 296 号 164 頁
～ 165 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 6 月 297 号 130 頁
～ 131 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 7 月 298 号 136 頁
～ 137 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 8 月 299 号 136 頁
～ 137 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 9 月 300 号 192 頁
～ 193 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 10 月 301 号 98 頁
～ 99 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 11 月 302 号 132 頁
～ 133 頁

その他

宇藤崇
（単著）

コメント・長井秀典『数罪と量
刑』について

判例タイムズ 2005 年 11 月 1188 号 32 頁
～ 33 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2005 年 12 月 303 号 124 頁
～ 125 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2006 月 1 月 304 号 182 頁
～ 183 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2006 年 2 月 305 号 150 頁
～ 151 頁

その他

宇藤崇
（単著）

演習・刑事訴訟法 法学教室 2006 年 3 月 306 号 120 頁
～ 121 頁

その他

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
宇藤崇 違法捜査の規制について 日本刑法学会

（広島大学）
2004 年 5月 日本刑法学会 その他
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２　研究成果の概要と自己評価

　法学部生・法科大学院生を中心的な読者層とする法律雑誌で、2 年間の連載の機会を得た。今

般の刑事訴訟法改正、重要判例をも含めて、刑事訴訟法の主要課題を一とおりながら考察する

ことができ、従来の研究の到達点と課題を検討する上で、有意義であったと思われる。また、

2004 年度開始された法科大学院での授業との関連でも、その成果を有効に利用することができ

たように思われる。

ところで、さきにも触れたように、①捜査上の違法の法的処理、②捜査上の処分の適法性基準、

③非典型的訴訟障害に基づく形式裁判を中心的なテーマとして、従来研究を進めてきた。2 年間

の雑誌連載でも、これらのテーマを正面、側面から取り扱っている。また、2004 年日本刑法学

会において、関連するテーマにつき、ワークショップをオーガナイズする機会を得た。さらに研

究を進める上で貴重な経験であった。

最後に、刑法分野において、従来と異なる研究の展開があった。③非典型的訴訟障害に基づく

形式裁判との関係で、刑法における量刑論について考察してきたが、刑事訴訟法と刑法との領域

区分を中心に取り扱ったものであり、量刑論の取り扱い方としては幾分側面的なものであった。

今期、刑事実務研究会において現役裁判官との量刑論を研究する機会を得たことから、来期をも

含めてしばらく量刑論を検討することとなった。それゆえ、この関連での論考を得ることができ

た。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

刑事訴訟法（夜間主） 2004 年前期 4 単位
1 年次演習 2004 年後期 2 単位
1 年次演習 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年度前期の刑事訴訟法では、捜査から裁判にいたる刑事事件に関する第一審終了までの

手続を取り扱った。夜間主コースの授業で、受講生の中には多くの社会人も含まれていたことか

ら、授業内容として現実社会における刑事手続の役割といった、若干法解釈学とは異なる観点か

らのアプローチを意識した。もっとも、授業としてさきの意識がうまく実現したものであったか

は別論である。

　2004 年度後期、2005 年度後期では、１年次演習を担当した。何れも死刑存廃論に関するテー

マを取り扱った。１年次演習科目が、学部として始めての取り組みであり、試行錯誤を余儀なく

されるところもあったが、学生が主体的に文献に取り組み、論を構築する基礎を固めるという、

当初プランは達成されたのではないかと思われる。
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２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

応用刑事手続法 2004 年前期 2.0 単位
裁判・行政の基本構造 2004 年前期 0.5 単位
対演・刑事手続法 2004 年後期 2.0 単位
応用刑事手続法 2005 年前期 2.0 単位
裁判・行政の基本構造 2005 年前期 0.5 単位
刑事手続法 2005 年後期 4.0 単位
対演・刑事手続法 2005 年後期 2.0 単位

〔自己評価〕

　2 年次生を受講者とした応用刑事手続法、対演・刑事手続法について。2004 年度という法科

大学院制度開始時点からの担当ということで、試行錯誤の授業運営であったと思われる。何れの

授業でも、その運営は学生との双方向のものであり、多くの場合、授業そのものの到達点も、学

生の授業準備、取り扱ったテーマに関する理解度に依存してしまい。安定した授業運営までに時

間を要した。今期の 2 年間を通じて、学生を中心とした授業運営のあり方についての理解を深め

るとともに、今後のより安定的な授業運営の手がかりも得られたのではないかと考えている。

　1 年次生を受講者とした刑事手続法では、2005 年度後期の授業担当ということもあり、2 年次

生を対象とした授業での運用手法を踏まえつつ、同じく問答形式で授業を進めた。ただ、なお効

率的な知識伝達の必要性が大きいことから、補助的な授業用レジュメを配布し、あらかじめかな

り細部にわたる予習課題を与えていた点で、2 年次生を対象とした授業とは異なっていた。効率

的な知識伝達の側面で、かかる方法で十分か否かについては、今後も検討課題とした。

３　法学研究科・博士課程

担当なし

４　ＦＤ活動

【2004 年度】

司法研修所において法科大学院教員研修プログラムに参加した（司法研修所）。

本法科大学院開講科目につき授業参観を行った（神戸大学）。

【2005 年度】

本法科大学院開講科目につき授業参観を行った（神戸大学）。

「指導教員と学生が共同研究する " 実践　応用演習 ":　定期試験の出題方針と授業展開につい

て」（仮題）ロースクール研究 [ 民事法研究会 ]1 号（2006 年 3 月）に寄稿し、法科大学院にお

ける刑事訴訟法関連科目についての教育に関して検討課題を提示した。

上記以外に、各年 4 回～ 5 回専門を共通する学内教員と授業方法等に関する会合に参加して

いる。
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５　学内各種委員等

【全学】

入試機械化委員（2005 年～）

環境管理センター運営委員（2005 年～）

【法学研究科】

法学研究科広報委員（2004 年～）

法学研究科実務教育ワーキング・グループ・メンバー（2004 年～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本刑法学会
シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

2004 年日本刑法学会（広島）において、ワークショップ「違法捜査の規制について」
をオーガナイズした。

研究会活動 神戸大学刑事判例研究会（神戸大学）、大阪刑事実務研究会（大阪高裁・地裁）、
刑事手続法研究会（同志社大学）

２　教育活動

　同志社大学法学部「刑事訴訟法 1・2」2004 年度後期（非常勤講師）

３　社会における活動

　司法試験考査委員（刑事訴訟法・口述試験担当 :　2004 年度～ 2005 年度）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手研究（B) 犯罪捜査の規律に果たす裁判
官の役割に関する研究

研究代表者 2004 年度～
2005 年度

２　その他の研究助成

　特になし
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興津　征雄（行政法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2005 年 4 月に助教授に採用されたので、学内活動についてはその後の 1 年間が報告対象期間

である。もっとも、着任後直ちにフランス・パリ第 2 大学における在外研究に従事したため、教

育活動および学内事務には直接には関与していない。このような寛大に過ぎる扱いを認めてくだ

さった本研究科の先生方には、本当に感謝の言葉もない。せめて在外研究の成果を具体的に形に

することで、このご恩に報いたいと願っている。

　さて、この期間の研究活動の大部分はフランスにおいて遂行された。在外研究の目的は、フラ

ンスの行政訴訟制度を訴訟類型論および裁判官の権限の観点から分析し、構造的な把握を試みる

ことであった。こうした研究は日本でもすでに相当の蓄積を見ているところではあるけれども、

在外研究の期間中に最近 10 年間の判例の展開を綿密に分析することにより、従来日本で知られ

ていたフランス行政訴訟のイメージが大きな変化の途上にあることが明らかになった。向こう 2

年間の研究課題は、こうした変化を 19 世紀以降の行政訴訟の展開の中に位置づけ、訴訟類型お

よび裁判官の権限という論点が歴史的・理論的に果たしていた／これから果たす（べき）機能に

ついて考察することである。なお、在外研究は 2007 年 3 月まで継続の予定である。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

興津征雄
（単著）

Sabine BOUSSARD, L'étendue 
du controle de cassation 
devant le Conseil d'État. Un 
controle tributaire de l'excès de 
pouvoir (Nouvelle 
Bibliothèque de Thèses, vol. 13, 
Paris : Dalloz, 2002, 11+470p.) 
( 学界展望 フランス法 ) 

国家学会雑誌 2004 年 6 月 117 巻 5・6
号 698 頁－
702 頁

その他
（書評）

２　研究成果の概要と自己評価

研究成果としては、本学着任前に公表された書評 1 篇があるのみである。この書評は、越権

訴訟が先行する行政決定を攻撃するという点で全面審判訴訟と共通の構造を持つにも拘らず、

裁判官の権限が全面審判訴訟の場合に比べて制限されている（係争行政決定の取消しにとどま

り、変更や代置はできない）という現象を、越権訴訟と歴史的起源を同じくする破毀申立て（上

告）における裁判官の権限と関連させて考察しようとしたものである。もっとも、越権訴訟裁

判官の権限が取消しに限定されるのはなぜかという問いに対して、越権訴訟はもともと破毀申

立てから分化したものだという周知の歴史的事実を指摘することは容易であるが、現在までに

確立された取消しの概念と破毀の概念との間には相当の隔たりがあり、この両者の対応（ある
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いは非対応）関係を論証するには、歴史的観点からなおいっそうの精査が必要である。この書

評ではそうした問題の一端を示すにとどまり、十分満足のいくものとすることができなかった。

　これとは別に、1995 年の行政訴訟制度改革以降 10 年余にわたる判例の展開を、裁判所と行政

庁との役割分担の変化という観点から分析した論文を在外研究中に完成させた（民商法雑誌 134

巻 3 号、4・5 号（2006 年）詳細は次期報告する）。

Ⅲ　学内活動

１　学部

在外研究中のため担当なし。

２　法科大学院

在外研究中のため担当なし。

３　法学研究科・博士課程

在外研究中のため担当なし。

４　ＦＤ活動

2005 年本法科大学院行政法関係科目の授業参観を行った（神戸大学）。

５　学内各種委員等

在外研究中のため担当なし。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本公法学会、日仏法学会

研究会活動 行政判例研究会（東京）、フランス行政法研究会（東京）、東京大学公法研究会・
公法判例研究会

２　教育活動

　特になし

３　社会における活動

　特になし

４　国際交流
海外出張 2005 年 4 月～ 2007 年 3 月 フランス（パリ第 2 大学において研究に従事）
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Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

特別研究員
奨励費

取消訴訟システムと行政行為
概念̶̶行政の第一次判断権
とは何か̶̶

研究代表者 2004 年度

２　その他の研究助成

　特になし

鹿毛　利枝子（政治過程論・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2002 年後半から取り組んできた、日本の非営利・民間公益活動についての研究を、2005 年前

半、博士論文としてハーバード大学に提出、学位を得た。本研究は、日本の非営利分野の歴史に

ついての、政治学的アプローチからの初めての本格的実証研究である。2005 年から 2006 年にか

けてのハーバード大学での在外研究（文部科学省海外先進教育研究実践支援プログラム）を通し

て、さらに最新の研究に触れ、多くの研究者との交流を図ることができた。今後は本研究を更に

発展させ、著書としてまとめると同時に、論文としても発表の場を求めたい。2004 年～ 5 年に

かけてはまた、伊藤光利研究代表の科研プロジェクト「変革期における執政集団の比較研究」に

も参加の機会を得た。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

鹿毛利枝子「内閣府国民生活局『ソーシャ
ル・キャピタル̶̶豊かな人間
関係と市民活動の好循環を求
めて」

ノンプロフィット・レ
ビュー

2004 年 12 月 第 4 巻 1 号 書評

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態

Rieko Kage Democracy, Major Wars, and 
Civic Engagement

New England 
Political Science 
Association

（アメリカ・ポーツマ
ス）

2004 年 5 月 New England 
Political
Science
Association

パネリスト



220 221

Rieko Kage Civic Engagement in Defeated 
Societies:  Evidence from 
Postwar Japan

American Political 
Science Association

（アメリカ・シカゴ）

2004 年 8 月 American 
Political
Science
Association

パネリスト

Rieko Kage The Impact of War on Civic 
Engagement:  Japan in the 
Wake of World War II

Association 
for Research 
of Nonprofit 
Organizations and 
Voluntary Action

（アメリカ・ロサンゼ
ルス）

2004 年 11 月 Association 
for Research 
of Nonprofit
Organiza-
tions and 
Voluntary 
Action

パネリスト

鹿毛利枝子 ソーシャル・キャピタルへの政
策的アプローチ　 

政策メッセ（大阪） 2005 年 1 月 政策分析
ネットワー
ク

パネリスト

Rieko Kage Civic Engagement in the 
Wake of War: Implications for 
Afghanistan and Iraq

American Political 
Science Assoc

（アメリカ・ワシントン
DC）

2005 年 8 月 American 
Political
Science
Association

パネリスト

Rieko Kage The Impact of War on Civic 
Engagement:  Evidence from 
Five Countries

Association 
for Research 
of Nonprofit 
Organizations and 
Voluntary Action

（アメリカ・ワシン
トン DC）

2005.11 Association 
for Research 
of Nonprofit 
Organizations
and
Voluntary 
Action

パ ネ リ ス
ト

２　研究成果の概要と自己評価

ここ数年は、博士論文の完成を目指して、アメリカでの学会報告中心の活動となった。これら

の学会報告では、意見交換の貴重な機会を得るとともに、海外での報告に慣れるという意味でも

非常に有用であった。今後は、これらの学会報告論文を練り直し、英字媒体での公刊を目指したい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

外国書講読 2004 年度後期 4 単位
政治学文献研究 2004 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　外国書講読・政治学文献研究においては、主としてアメリカを題材に扱った文献を選ぶことで、

学生の関心を引きつけることができた。頻繁に単語テストを行うことで、全般的な単語力のアッ

プにも努めた。英文の読解力の向上については、今後も教育方法の改善を目指したい。

２　法科大学院

担当なし
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３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

政治学文献研究 2004 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　外国書講読・政治学文献研究においては、主としてアメリカを題材に扱った文献を選ぶことで、

学生の関心を引きつけることができた。頻繁に単語テストを行うことで、全般的な単語力のアッ

プにも努めた。大学院生については、文献に関連した分野に関連する研究の発展状況も適宜紹介

することで、理論面でのニーズに応えられたのではないかと考える。他方、英文の読解力の向上

については、今後も教育方法の改善を目指したい。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

国際交流委員（2004.4-2005.3)・法学部教務委員（2004.4-2005.3)・ＣＯＥプロジェクト「市場

化社会の法動態学」ワーキンググループ委員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本政治学会・日本ＮＰＯ学会・American Political Science Association, 
Association for Research on Nonprofit Organizations and Voluntary Action

学会誌等編
集委員 『ノンプロフィット・レビュー』誌レフェリー

研究会活動 関西行政学研究会、関西政治経済学研究会

２　教育活動

2005.3-2006.3 まで、文部科学省「海外先進教育研究実践プログラム」採択課題・「非営利分野

における理論と実践の架橋」の下、ハーバード大学にて非営利分野の教育の取り組みについてヒ

アリング・調査。

３　社会における活動

内閣府社会経済総合研究所委託調査「コミュニティ機能再生とソーシャル・キャピタルに関す

る研究調査」委員
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４　国際交流

海外出張

2004 年 4 月～ 6 月、アメリカ・ハーバード大学、2004 年 8 月アメリカ政治学
会 発 表 お よ び 資 料 調 査、2004 年 11 月 Association for Research on Nonprofit 
Organizations and Voluntary Action 学会発表および資料調査、2005 年 3 月～ 2006
年 3 月アメリカ・ハーバード大学国際問題研究所にて客員研究員として在外研究

（文部科学省「海外先進教育研究実践支援プログラム」）。

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手Ｂ 日本の非営利分野をめぐる歴
史的研究

研究代表者 2004.4-
2005.3

２　その他の研究助成
種目 研究代表者 or 分担者 期間

文部科学省先進教育研究実践支援プログラ
ム

鹿毛利枝子 2005.3-
2006.3

加藤　貴仁（商法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　2004 年 10 月 1 日に神戸大学に着任して以来、株式会社の企業統治と企業金融が交錯する領域

を中心に研究活動を行ってきた。ただ、2005 年に入ってからは、会社法改正作業のフォローアッ

プに時間を割かざるをえなかった。会社法改正作業に関する研究成果は、法学部における講義に

反映させることができたが、その一方、企業統治と企業金融に関する研究成果を十分に公表する

ことができなかった。今後 2 年間は、現在、執筆中の株主間の議決権配分に関する論文の完成に

全力を注ぐ予定である。また、会社法に加えて、証券取引法など会社の利害関係人の利益に密接

に関係する分野を研究対象に加えることによって、より実態に即した理論枠組みの構築に努めた

いと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

加藤貴仁 合併 法学教室 2005 年 5 月 296 号 12 ～
13 頁

学術論文

加藤貴仁 種類株式 法学教室 2006 年 1 月 304 号 18 ～
24 頁

学術論文
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加藤貴仁 株主間の議決権配分 - 一株
一議決権原則の機能と限界 -

法学協会雑誌 2006 年 1 月 123 巻 1 号
121 ～ 204 頁

学術論文

加藤貴仁 現物出資に対する詐害行為
取消権の適用の可否

ジュリスト 2006 年 2 月 1305 号 138
～ 141 頁

判例評釈

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
加藤貴仁 現物出資に対する詐害行為

取消権の適用の可否
商事判例研究 2005 年 4 月 東京大学商

法研究会
一般

２　研究成果の概要と自己評価

(1) 会社法

株式会社の議決権が株主間で配分される方法が企業統治 ( 会社経営のあり方など ) にどのよう

な影響を与えるのか、また、企業金融 ( 証券市場の資源配分機能など ) にどのような影響を与え

るのかを研究している。「株主間の議決権配分 - 一株一議決権原則の機能と限界 -」( 加藤 [2006b])

は日本において株式会社制度が活発に利用されはじめた明治時代以降の法制度と経済状況の変

遷、そして、アメリカ法とドイツ法との比較法研究を踏まえて、現在の日本の状況のもとで、望

ましい規制のあり方を探求するものである。「合併」( 加藤 [2005]) は、加藤 [2006b] の研究成果

の一部を、実際に生じた事件(UFJ銀行をめぐる支配権争奪戦)との関係で論じたものである。「種

類株式」[2006a] は、会社法改正のフォローアップ作業の研究成果の一部である。

〔自己評価〕

会社法改正作業のフォローアップなどもあり、加藤 [2006b] の刊行が大幅に遅れている。今後

2 年間で、完成させることが目下の課題である。また、研究分野が株式制度に偏っていることを

問題点として認識している。加藤 [2006b] の完成のめどがついた時点で、会社法の他の分野の問

題についても積極的に研究活動を行いたい。

(2) 会社法と倒産法の学際領域

会社の財務状態が悪化した場合に適用される法制度が、そのような状態になる以前の会社関係

者の行動に与える影響について研究を行っている。「現物出資に対する詐害行為取消権の適用の

可否」( 加藤 [2006c]) は、中小企業のオーナーが、会社債権者の意向を無視して新会社を設立し

たことが、会社債権者を害するか否かが問題となった事件の評釈である。

〔自己評価〕

「法の経済分析ワークショップ」において倒産法の経済分析に関する研究を行っているが、そ

の研究成果を個人として公表するにはいたっていない。今後の 2 年間は、会社法・倒産法の変化

に対して、会社関係者がどのような行動をするかを理論・実証の両面から研究する予定である。



224 225

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

①外国書購読（英語） 2004 年度前期 2 単位
②商法Ⅰ 2005 年度前期 4 単位
③外国書講読（独語） 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　①と③は外国語文献を精読することを内容とした少人数の授業である。①ではアメリカ会社法

の基本的な教科書を対象に授業を行った。英語文献が対象であるから、質疑応答形式で授業を進

めることで、受講者が内容を正確に理解しているかを確認し、さらに、できるだけ日本法とアメ

リカ法の差異について考えさせるように努めた。②では EU の内部者取引指令のドイツにおける

国内法化に関する問題を扱った文献を講読した。ドイツ語が対象であるから、段落ごとに受講者

に逐語訳をさせ、内容を正確に理解させる　ように務めた。

　②は会社法の講義形式の授業である。毎回配布するレジュメに従い講義するという形で授業を

進行した。2005 年度前期は会社法の改正作業中であり、商法と会社法の差異にもできるだけ触

れるように努めた。ただし、その結果、レジュメの内容がいたずらに複雑になったきらいがある。

講義は、現在の会社法の構造 ( 関係者の利害調整の方法 ) を受講者が理解することに重点を置い

て行った。ただ、会社法は頻繁に改正がなされること、法科大学院での会社法教育との関係から、

現行法の理解にとどまらず、会社法の理論的な側面についても教育をする必要があると感じてい

る。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・研究者コース

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

①英米法文献研究 2004 年度前期 2 単位
②ドイツ法文献研究 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　①と②は、学部〔担当講義〕①③との合併授業である。したがって、自己評価については学部

〔担当講義〕①③と同じである。

４　ＦＤ活動

2004 年および 2005 年、本学部および法科大学院の民事法関係科目の授業参観を行った（神戸

大学）。
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５　学内各種委員等

法学研究科評価委員（2005 ～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会

研究会活動 神戸大学商事法研究会、東京大学商法研究会、京都大学商法研究会、法の経済分
析ワークショップ

２　教育活動

特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

科学研究費補助金若手研究
(B)

株式会社における議決権の配
分と企業金融･企業統治との関
係について

研究代表者 2005 年度～

２　その他の研究助成
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

国際水準に立つ法学・政治学
若手教員研究支援プログラム

（神戸大学）

株式会社規制の手段としての
証券取引所の自主規制

研究代表者 2005 年度

榊　素寛（商事法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　従来から行ってきた保険契約法の研究がこの 2 年間の中心であった。具体的には、告知義務、

特別解約権、保険事故の偶然性の立証責任 3 点につき、複数の研究成果を公表した。この一連の

研究は、保険契約者と保険者との利害調整に関する契約締結時・契約関係存続段階・請求段階の

それぞれにおける調整メカニズムに対する批判的な考察であり、今後ともこの分野の研究は継続

する予定である。また、これ以外にも、判例研究を中心に複数の研究成果を公表した。教育面に

関しては、商法Ⅲ（商行為・保険・運送）を連続して担当する一方、英米法文献研究も同様に連

続して担当した。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

榊　素寛
（共著）

商法判例集 有斐閣 2004 年 10 月 その他

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

榊　素寛
（単著）

告知義務の意義とその限界
（二）

法学協会雑誌 2005 年 6 月 122 巻 6 号
1 頁～ 66 頁

学術論文

榊　素寛
（単著）

告知義務の意義とその限界
（三）

法学協会雑誌 2005 年 12 月 122 巻 12 号
1 頁～ 69 頁

学術論文

榊　素寛
（単著）

特別解約権の基礎 落合誠一先生還暦記
念・商事法への提言

2005 年 4 月 741 頁～ 780
頁

学術論文

榊　素寛
（単著）

保険料のリベート規制の根拠に
関する批判的考察̶保険料の
割引・割戻・特別利益提供の
禁止は必要か？（その1）

損害保険研究 2006 年 2 月 67 巻 4 号
29 頁～ 68 頁

学術論文

榊　素寛
（単著）

告知義務の意義とその限界 私法 2004 年 4 月 66 号 177 頁
～ 183 頁

その他（学
会 報 告 要
旨）

榊　素寛
（単著）

Uberrimae fidei - the assured's 
duty of disclosure in insurance 
contract law

私法 2004 年 4 月 66 号 212 頁
～ 211 頁

その他（学
会 報 告 要
旨）

榊　素寛
（単著）

傷害保険契約における偶然性
の立証責任

旬刊商事法務 2004 年 9 月 1708 号 41 頁
～ 44 頁

判例評釈

榊　素寛
（単著）

代理人を用いて締結された生
命保険契約における告知義務
違反

保険事例研究会レ
ポート

2004 年 10 月 191 号
9 頁～ 19 頁

判例評釈

榊　素寛
（単著）

訴訟担当支配人による訴訟行
為の効力とみなし弁済の成否

ジュリスト 2005 年 3 月 1285 号 121
頁～ 124 頁

判例評釈

榊　素寛
（単著）

生命保険契約における保険事
故の偶然性の立証責任

保険事例研究会レ
ポート

2005 年 8 月 199 号
13 頁～ 23 頁

判例評釈

榊　素寛
（単著）

保険金の支払事由を火災に
よって損害が生じたこととする
火災保険契約の約款に基づき
火災保険金の支払を請求する
場合における火災発生の偶然
性の主張立証 責任

民商法雑誌 2005 年 9 月 132 巻 6 号
207 ～ 227 頁

判例評釈

榊　素寛
（単著）

誤振込みによる受取人の預金
の成否

別冊ジュリスト173
号・手形小切手判例
百選（第6版）

2004 年 10 月 222 頁～ 223
頁

判例解説

榊　素寛
（単著）

被相続人を保険契約者兼被保
険者，共同相続人の一部を保
険金受取人とする死亡保険金
請求権が特別受益の持戻しの
対象となるか

法学教室 2005 年 8 月 299 号 122 頁
～ 123 頁

判例解説

榊　素寛
（単著）

自賠法72条1校後段に基づく
損害てん補額算定における過
失相殺と葬祭費支給額控除と
の先後関係

法学教室別冊判例セ
レクト2005（法学教
室306号別冊付録）

2006 年 3 月 20 頁 判例解説
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（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
榊　素寛 海上保険における最大善意の

原則について
日本海法学会 2004 年 10 月 日本海法学会 一般

榊　素寛 保険料のリベート規制 保険業法に関する研
究会

2005 年 4 月 保険業法に関
する研究会

一般

榊　素寛 保険料のリベート規制 法の経済分析ワーク
ショップ

2005 年 9 月 法の経済分析
ワークショップ

一般

榊　素寛 保険料のリベート規制 関西保険業法研究会 2005 年 11 月 関西保険業法
研究会

一般

榊　素寛 傷害保険契約における偶然性
の立証責任

京都大学商法研究会 2004 年 5 月 京都大学商法
研究会

その他（判
例研究）

榊　素寛 代理人を用いて締結された生
命保険契約における告知義務
違反

保険事例研究会 2004 年 9 月 保険事例研究
会

その他（判
例研究）

榊　素寛 訴訟担当支配人による訴訟行
為の効力とみなし弁済の成否

東京大学商法研究会 2004 年 11 月 東京大学商法
研究会

その他（判
例研究）

榊　素寛 法人の機関による保険事故招
致

京都大学商法研究会 2005 年 6 月 京都大学商法
研究会

その他（判
例研究）

榊　素寛 生命保険契約における保険事
故の偶然性の立証責任

保険事例研究会 2005 年 7 月 保険事例研究
会

その他（判
例研究）

榊　素寛 保険事故の偶然性の立証責任 保険問題研究会 2005 年 11 月 保険問題研究
会

一般

榊　素寛 手付放棄による契約解除がな
された際の宅建業者の報酬請
求権

東京大学商法研究会 2006 年 2 月 東京大学商法
研究会

その他（判
例研究）

榊　素寛 モラル・リスク抑止法理の統合
的考察

生保・金融法制研究
会

2005 年 11 月 生保・金融法
制研究会

一般

榊　素寛 複数のモニタリングシステム相
互の関係

企業立法研究会 2006 年 3 月 企業立法研究
会

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　本期間においては、①保険契約法の法理の基礎的な研究、②保険募集に関する研究、③その他

の判例研究及び原稿の執筆の 3 点が柱となった。

　①については、逆選択やモラル・ハザードを抑止する法理に関する研究が主であり、告知義務

（契約締結時の情報非対称性の解消の法理）、特別解約権（契約存続中における信頼関係破壊を根

拠とした契約の解除権として学説が説明してきた法理）、保険事故の偶然性の立証責任（保険事

故が故意に招致されたことを保険者が立証しなければならないか、それとも保険事故が故意に招

致されたわけではないことを保険金請求者が立証しなければならないか）の 3 点が中心である。

この 3 点につき、保険者と保険契約者の利害調整をどのような形で統合的に構築するのが望まし

いかという観点から、現行法の解釈論の枠組みに限られず、立法論的提言も念頭に置いた議論の

構築を行った。

　②に関しては本期間から本格的な研究を始めたものであり、保険料のリベート規制（保険料の

割引・割戻し及び特別利益の提供を禁止する旨の保険業法の規定）の根拠について批判的な考察

を行った論文を公表している（2 回連載であり、第 2 回は 2006 年 5 月公表）。現行規制の根拠に

ついて、近時の日本では数少ないこの問題を正面から批判的に考察した論文である。また、保険
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募集規制の研究は次期間でも中心となると思われる。

　③については、複数の研究会の報告担当であったり、依頼された原稿を執筆するに過ぎず、本

格的な研究を行っているとは言い難いが、中期的に自らの守備範囲を広げるべく積極的に担当し

ている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

商法Ⅲ 2004 年前期 4 単位
外国書講読 2004 年後期 2 単位
商法Ⅲ・商法 A 2005 年前期 4 単位
外国書講読 2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　今回の 2 年間の商法の講義内容はおおむね同一であり、教科書及び自作のレジュメ（1 回あた

り 6 ～ 8 頁）を中心に講義した。2004 年度は受講者数は少なかったが、小テストを複数回行い、

学生の理解度を確かめながら、また、学生の「書く」能力の育成にも貢献できるよう講義を行っ

た。2005年度は受講者数が約5倍に増加したが、2004年度の講義方針に加え、板書ではなくパワー

ポイントを使った講義を行った（教室のサイズから、当該年度の学生の理解を助けるために板書

よりも効果的と判断したことと、翌年度以降の大講義に備えた実験的な試み）。

　両年度とも、小テストは予告なく行い、緊張感をもって予習復習を行うよう促したが、その効

果は受講生により分かれ、中間層以上の学生の学習の底上げには効果は高かったが、最も勉強し

なければならない、理解度が十分ではない層の定期的な学習にはあまり結びついていなかったよ

うに思われる。普段からそれほど学習するわけではない学生にどのように学習のインセンティヴ

を与えるかは、引き続き模索しなければならない課題である。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法文献研究 2004 年後期 2 単位
英米法文献研究 2005 年前期 2 単位

〔自己評価〕

　英米法文献研究は、学部生の外国書講読を兼ねる内容であり、教材の選択に苦労した。具体的

には、この 2 年度については大学院生の教育をメインに考えてやや難易度の高い教材を選択した

ものの、授業の進度は全参加者のことを勘案せざるを得ず、大学院生の教育に最適な進度という



230 231

ことはできなかった。科目の性格上仕方ないとはいえ、どのような授業の展開をするかは、試行

錯誤せざるを得ないと考える。

４　ＦＤ活動

2004 年度および 2005 年度、本学部・研究科の複数の科目の授業参観を行った。

５　学内各種委員等

図書委員（2004 年度～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本私法学会、日本海法学会

研究会活動

主として、神戸大学商事法研究会、企業立法研究会、法の経済分析ワークショップ、
東京大学商法研究会、京都大学商法研究会、関西保険業法研究会、保険業法に関
する研究会、保険事例研究会、損害保険契約法研究会、生保・金融法制研究会。また、
これ以外にも複数の研究会に適宜参加している。

２　教育活動

特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究（C）倒産をめぐる法制度の経済
分析

研究分担者 2003 年～
2006 年

若手（B） 保険契約法におけるモラル・
リスク抑止法理の統合的考
察

研究代表者 2005 年～

2　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

損保ジャパ
ン記念財団

新保険業法 研究代表者 2004 年～

櫻庭　涼子（労働法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この２年間は、年金改革論議や少子高齢化の進展の中で注目されている、年齢差別禁止の法規

制を主たるテーマとして研究を行った。諸外国の年齢差別の法規制を比較考察し、その特質を抽
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出することを試みた博士論文を公表するに至り、これまでの研究に一応の区切りをつけることが

できたと考えている。

　教育面では、理解しやすい授業を行うことができたと考えているが、今後は、多様な学生が受

講していることをふまえ、それら多様な学生の知的好奇心を満たす内容になるよう、努力してい

きたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

櫻庭涼子
（共著）

望ましい就業規則 社会経済生産性本
部

2005 年 10 月 その他

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

櫻庭涼子
（単著）

有期雇用労働 労働法の争点 2004 年 12 月 275-276 頁 解説

櫻庭涼子
（単著）

高齢者の雇用対策̶若年者と
の利害調整の観点から

日本労働研究雑誌 2004 年 12 月 534 号 17-26
頁

学術論文

櫻庭涼子
（単著）

年齢差別禁止の差別法理とし
ての特質̶比較法的考察から
得られるもの̶ （1）

法学協会雑誌 2004 年 12 月 121 巻 12 号
1-76 頁

学術論文

櫻庭涼子
（単著）

雇用における年齢差別̶アメリ
カおよび EUの状況

ジュリスト 2005 年 1 月 1282 号
119-125 頁

学術論文

櫻庭涼子
（単著）

判例紹介：General Dynamics 
Land Systems, Inc. v. Cline, 
540 U.S. 581, 124 S. Ct. 1236 

（2004）

アメリカ法 2005 年 1 月 2004-2 号
364-369 頁

学術論文

櫻庭涼子
（単著）

年齢差別禁止の差別法理とし
ての特質̶比較法的考察から
得られるもの̶ （2）

法学協会雑誌 2005 年 3 月 122 巻 3 号
1-72 頁

学術論文

櫻庭涼子
（単著）

年齢差別禁止の差別法理とし
ての特質̶比較法的考察から
得られるもの̶ （3）

法学協会雑誌 2005 年 5 月 122 巻 5 号
76-164 頁

学術論文

櫻庭涼子
（単著）

年齢差別禁止の差別法理とし
ての特質̶比較法的考察から
得られるもの̶ （4）

法学協会雑誌 2005 年 6 月 122 巻 6 号
67-119 頁

学術論文

櫻庭涼子
（単著）

年齢差別禁止の差別法理とし
ての特質̶比較法的考察から
得られるもの̶ （5完）

法学協会雑誌 2005 年 9 月 122 巻 9 号
1-69 頁

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
櫻庭涼子 高齢者の雇用促進政策̶若年

者との利害調整は可能か？̶
労働政策研究会議 2004 年 7 月 日本労使関係

研究協会
一般講演

２　研究成果の概要と自己評価

　この２年間は主に、諸外国における、雇用における年齢差別をめぐる法規制の内容・展開につ
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いて研究を行った。既存の研究をベースとしつつ、アメリカの判例動向と、EC 指令を受けての

EU 加盟国の対応に関する追跡調査を行ったうえで、それら諸外国の法制度を紹介する論文をい

くつか執筆した。また、このテーマに関する博士論文を公表した。この論文は、米国・ＥＵにお

ける年齢差別禁止法を、伝統的な差別禁止法（人種差別、性差別の禁止）と対比してその特質を

抽出するという分析視角から検討するものであり、その分析結果として、日本における高齢者に

対する雇用政策との類似性があるということを明らかにしている。博士論文を公表するに至った

ことで、これまでの研究に一応の区切りがついたが、実態的な側面についての研究が課題として

残っている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

労働法Ⅰ 2004 年度後期 4 単位
外国書講読（英書） 2004 年度後期 2 単位
労働法Ⅱ 2005 年度前期 4 単位

〔自己評価〕

　労働法Ⅰ、Ⅱともに、わかりやすい授業になるよう工夫をして講義を行った。各回ごとに配る

レジュメの最初に、重要な論点が含まれる事例を掲げて、具体的なイメージをつかんでもらって

から授業に入る、板書をする、個別の質問に丁寧に答える等の点を心懸けた。これらの点はおお

むね好評だったようであるが、反面、板書に割く時間が長くなってしまい、また、意欲的な学生

の知的好奇心を刺激する内容でなかったのではないかと思われる点を反省している。今後は、わ

かりやすい授業になるよう一層努力するとともに、効率的に情報を伝える工夫をし（予習資料を

配布する、パワーポイントを用いるなど）、また精緻な学説の議論や外国法を紹介するなどして

労働法のおもしろさを感じてもらえるような授業にするよう努めていきたい。外国書講読につい

ては、学生ごとにニーズが異なり、授業の進行に難しさを感じた。課題の選定などを今後より工

夫したいと考えている。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法文献研究 2004 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　2004 年度後期の英米法文献研究では、Comparative Labour Law and Industrial Relations in 
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Industrialized Market Economies から、差別に関する論文を選び、精読を行った。この文献は、

比較労働法の基本文献であり、大学院生が研究の手がかりを得るのにふさわしいものだったと考

えている。ただ、少し物足りなかったかもしれないので、取り上げる文献の選定を今後工夫したい。

４　ＦＤ活動

　2004 年度および 2005 年度に、法学研究科の労働法関連科目の授業を参観した（神戸大学）。

５　学内各種委員等

2004 年度、2005 年度本学法学研究科広報委員会委員

2004 年度、2005 年度本学セクシュアル・ハラスメント相談員

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本労働法学会、国際労働法社会保障法学会、日独労働法協会
研究会活動 東京大学労働法研究会、関西労働法研究会

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

特になし

４　国際交流
海外出張 2005 年 12 月　アメリカ（雇用差別立法の立法資料の収集）

５　受賞
受賞者名 受賞名 受賞の対象 授与機関名 受賞年月
櫻庭涼子 冲永賞 論文「年齢差別禁止の差別法理と

しての特質̶比較法的考察から得
られるもの̶ （1）～（5・完）」

労働問題リサーチ
センター

2006 年 3 月

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手研究（B) 雇用差別の禁止と契約自由の
原則の関係についての研究

研究代表者 2005 年 4 月～
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2　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

国際水準に立つ法学・政治学
若手教員研究支援プログラム

（神戸大学）

雇用の流動化と労働者の秘密
保持義務・競業避止義務

研究代表者 2005 年～
2006 年

渋谷　謙次郎（ロシア法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究に関しては、当初の予定よりも遅れながらも編著書を刊行することができ、自分の研究テー

マのひとつである言語法と言語権について、道筋をつけることができたのではないかと思ってい

る。また現代ロシア法の研究については、現段階での自分の研究テーマ（連邦制と民族関係法）

に関しておよそ半分くらいに到達したに過ぎず、今後の２年間で残りの部分を完結させたい。教

育に関しては、学部・大学院ともに新規科目を受け持ち、教材の選択や講義の進め方に関して、

いまだ試行錯誤の段階であるが、今後の２年間で自分なりのフォーマットを作っていきたい。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類

渋谷謙次郎
（編著）

欧州諸国の言語法̶欧州統
合と多言語主義̶

三元社 2005 年 6 月 学術書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

渋谷謙次郎 現代ロシアの国家統一と民
族関係立法（四）

神戸法学雑誌 2005 年 3 月 第 54 巻第 4
号　201 ～
233 頁

学術論文

渋谷謙次郎 ロシア・東欧法 法律時報 2005 年 12 月 第 77 巻 13
号　283 ～
287 頁

その他

渋谷謙次郎 ロシア連邦制の現段階 比較法研究 2006 年 3 月 第 67 号 51
～ 64 頁

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態

渋谷謙次郎 現代ロシアの連邦制̶その遠
心化と求心化̶

比較法学会（上智大
学）

2005 年 6 月 比較法学会 一般講演

２　研究成果の概要と自己評価

　『欧州諸国の言語法』は複数の執筆者からなる資料・解説集であり、自分が編者にたずさわっ
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たのは初めてであり、予定より大幅に遅れたが、刊行にこぎつけることができた。今後、この

著書を踏み台に（主に旧ソ連圏を対象に）言語権や言語法の問題の研究を深めていきたい。その

他、論文や学会報告では、変動の激しいロシアの連邦制や民族関係のフォローが主たるものであ

り、ソ連解体後のロシアの連邦制の推移や現時点での問題点を明らかにすることができたと思わ

れる。今後は、個別の民族関係立法やそれに関連する憲法裁判の分析などの研究に入り、総じて、

現代ロシアの国家統一と民族関係法の統一的把握につとめたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

基礎法入門 2004 年度前期 2 単位
1 年次演習 2004 年度後期 2 単位
基礎法入門 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　基礎法入門は 2004 年度に始まった科目であり、様々な諸分野からなる「基礎法」をどのよう

にして「入門科目」として新入生にわかりやすく提供するか、試行錯誤でやってきた。いまだ履

修者が十分に満足できるような講義たり得ていないという反省点も残るが、従来の反省点を活か

しつつ、2006 年度は複数の基礎法教員によるオムニバス形式を試みる。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

比較法制度論 2004 年度後期 2 単位
比較法制度論 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　比較法制度論は 2004 年度から始まった科目であり、これに関しても、年によってテーマを変

えるなどして試行錯誤でやってきた。2005 年度は「所有権」をテーマに、講義形式とゼミナー

ル形式を合体させた形でやってきたが、教材の選択や授業の進め方に改良の余地もあり、今後、

引き続き「所有権」をテーマに比較法制度論の充実をはかっていく。

４　ＦＤ活動

　特になし
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５　学内各種委員等

学部教務委員（2004 ～）、広報委員（2004 ～）、図書委員（2005 ～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 比較法学会
研究会活動「社会体制と法」研究会

２　教育活動

東京大学法学部「ロシア・旧ソ連法」2005 年度後期（非常勤講師）、慶応義塾大学総合政策学

部「比較体制論」2005 年度 12 月 10 日講演

３　社会における活動

特になし

４　国際交流
海外出張 2005 年９月　ロシア連邦（資料収集）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間
基盤 B 文化的少数派の権利擁護に関

する国際比較研究：哲学的ア
プローチと歴史学的アプローチ
の統合

研究分担者（研究代表
者：飯田文雄）

2004 年度～

基盤 B 多言語社会生成の歴史的条件
に関する総合的研究

研究分担者（研究代表
者：原聖）

2004 年度～

2　その他の研究助成

特になし

島並　良（知的財産法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　この 2 年間は、職務発明制度を中心とした特許法研究と、侵害関与者責任を中心とした著作権

法研究を行った。教育面では、1 年目は学部で知的財産法全体を、2 年目は法科大学院で特許法
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等を講じた。今後も引き続き上記の 2 つの法分野を研究するとともに、法科大学院で特許法等に

関する授業を受け持つ予定である。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
島並良 職務発明訴訟と当事者の期待 L&T 2004 年 4 月 23 号 156 頁 研究ノート
島並良 登録制度の活用 知的財産研究所編

『知的財産ライセンス
契約の保護－ライセ
ンサーの破産の場合
を中心に－』所収

2004 年 11 月 205-221 頁 学術論文

島並良 東京高裁の『考え』を読む ジュリスト 2005 年 3 月 1286 号
78-79 頁

研究ノート

島並良 職務発明対価請求権の法的性
質（上）

特許研究 2005 年 3 月 39 号 21-31
頁

学術論文

島並良 職務発明制度の理論的基礎 L&T 2005 年 4 月 27号112-119
頁

招 待 講 演
録

島並良 外国特許を受ける権利に関す
る職務発明対価請求の可否

ジュリスト 2005 年 9 月 1296 号
78-83 頁

学術論文

島並良
（共著）

特集・新司法試験プレテスト
選択科目－8 科目の魅力と入
門『知的財産法』

法学セミナー 2005 年 10 月 610 号 6-10
頁

学生向け

Shimanami 
Ryo

The Nichia Corporation 
Employee Invention Case 
Settlement - Interpreting 
the Tokyo High Court's 
Reasoning-

A.I.P.P.I Nov. 2005 Vol.30 No.6, 
306-310 

研究ノート

島並良 職務発明に関する権利の配分
と帰属

相澤英孝ほか編『知
的財産法の理論と現
代的課題－中山信弘
先生還暦記念論文
集』所収

2005 年 12 月 109-125 頁 学術論文

島並良 被用者が入社前にした考案の
使用者への承継に関する黙示
契約の成否と対価

知財管理 2006 年 1 月 56 巻 1 号
123-127 頁

判例評釈

２　研究成果の概要と自己評価

　職務発明制度を中心とした特許法研究と、侵害関与者責任を中心とした著作権法研究を行った。

前者は論点に分けて論文として公表した。後者についても近日中に公表予定である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

一年次演習 2004 年度後期 2 単位
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無体財産法 2004 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　「一年次演習」では、知的財産法の最新判例を扱うと共に、冬期休暇の課題として英語文献を

読む訓練を行ったが、一部の熱心な学生を除き消化不良に終わった感がある。「無体財産法」で

は知的財産法全般について講じたが、その際にパワーポイントと詳細なレジュメを活用すること

で一定の学習効果をあげることができた。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

知的財産法 2 2005 年度前期 4 単位
応用知的財産法 2005 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　「知財法 2」では詳細なレジュメを活用して特許法を講じた。「応用知財法」では国際知財法に

ついて講じたのち、内外から講師を招聘すると同時に、学生に論点報告を課した。いずれも 4 単

位という充分な時間をかけることができたので、それなりの学習効果を上げられたものと考える

が、知財法は新司法試験での選択科目であることから、初年度の試験結果に応じてまた改めて方

針・内容を修正する必要があるかも知れない。

３　法学研究科・博士課程

担当なし

４　ＦＤ活動

　特になし

５　学内各種委員等

全学情報セキュリティー委員（全期間）、法学研究科広報委員・ホームページ担当（全期間）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 工業所有権法学会、日本著作権法学会、法と経済学学会、情報ネットワーク法学
会

研究会活動 東京大学知的財産法研究会等

２　教育活動

特になし
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３　社会における活動

文化審議会著作権分科会法制問題小委員会デジタル対応ワーキングチーム委員（文化庁）、法

令外国語訳推進のための基盤整備に関する関係省庁連絡会議作業部会委員（司法制度改革推進室）

４　国際交流

海外出張 2004 年 4 月、2005 年 3 月いずれもアメリカ合衆国（フォーダム大学国際知的財産
法シンポジウム出席）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

基盤研究（A）情報ネットワーク社会における
個人の利益・価値相互間の調
整と不法行為法の役割

研究分担者（安永正昭代
表）

2004.4.1 ～
2006.3.31

特定領域研
究

21世紀におけるわが国の国際
取引関係法の透明化と充実化

研究分担者（河野俊行
代表）

2004.4.1 ～
2006.3.31

2　その他の研究助成

特になし

島村　健（環境法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　教育面では、2004 年 4 月 1 日の神戸大学着任後、すべてがはじめての経験であった。環境法

の分野では、近年法令の数も増大し、少ない授業数で全体を概観するのは困難な情勢になってい

る。したがって、学部・大学院では、環境法令の全体を大急ぎで概説するという講義の代わりに、

環境法各論の一定の分野にフォーカスし、実務上の問題、法政策の動向も合わせて講義する方針

で授業を行った。その際、弁護士、行政官、企業の専門家等ゲストスピーカーを招く試みを行っ

た。法科大学院では、そのような方法をとることはできないため、環境法全体を解説することと

ならざるをえなかった。法科大学院における授業のやり方は今後改善してゆくこととしたい。

　研究面では、後記のように相当数の研究プロジェクト・研究会に新たに関わることができ、他

分野の研究者との交流、新たな視点の獲得といった効用があったが、反面、当初計画していた環

境法固有のテーマ（法原則等）に関する研究の進捗が鈍化したという反省点もあった。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（著書）
著者名 著書名 出版機関名 発行年月 著書分類
島村健

（共著）
ケースブック環境法 有斐閣 2006 年 6 月 教科書

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類
島村健 日本における国・自治体間

の紛争調整の制度
ジュリスト 2006 年 3 月 1308 号 156

～ 160 頁
会議録

島村健
（訳）

行政法における学問的・技
術的知見の摂受

自治研究 2006 年 6 月 82 巻 6 号 15
～ 34 頁

訳

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
島村健 判例評釈（圏央道あきるの事

件第一審判決等）
行政判例研究会 2004 年 8 月 行政判例研究

会
その他（判
例研究）

島村健 再訪－O157判決とその周辺　
情報提供による危険予防とその
帰結

「環境法における予防
原則と企業活動」

2005 年 9 月 早稲田大学法
学部COE

一般

島村健 日本における国・自治体間の紛
争調整の制度

シンポジウム「第二
次地方分権改革への
展望」

2005 年 11 月 東京大学法学
部COE

一般

島村健 判例評釈（関西水俣病上告審
判決）

東京大学公法判例研
究会（合判）

2005 年 12 月 東京大学公法
判例研究会

その他（判
例研究）

島村健 医療への行政法的アプローチ 研究集会　人文・社
会科学振興プロジェ
クト研究「市場シス
テムのガバナンス」
－市場補完・統御の
法制度設計に向けた
知の再編－

2006 年 1 月 人 文・ 社 会
科学振興プロ
ジェクト研究

「市場システム
のガバナンス」
－市場補完・
統御の法制度
設計に向けた
知の再編－

一般

島村健 製品への環境法的アプローチ 研究集会　人文・社
会科学振興プロジェ
クト研究「市場シス
テムのガバナンス」
－市場補完・統御の
法制度設計に向けた
知の再編－

2006 年 2 月 人 文・ 社 会
科学振興プロ
ジェクト研究

「市場システム
のガバナンス」
－市場補完・
統御の法制度
設計に向けた
知の再編－

一般

２　研究成果の概要と自己評価

　着任後、後掲するさまざまな研究プロジェクトに参画することとなった。研究会の場での議論

や、研究報告を準備する段階において、様々な面で視野が広がり有益であったが、これらを活字

にするには至っていないものも多く、この点は反省している。

　行政法関係では、上記の研究会報告、判例評釈等に関連する分野の研究を行った。環境法関係
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についても同様である。これに加えて、環境責任への法的アプローチに関する研究の進展は必ず

しも芳しくないので、次年度および次々年度はこの点により多くの時間を割くこととしたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

外国書講読（英書） 2004 年前期 2 単位
特別講義環境法政策論 2004 年後期 2 単位
2 年ゼミ 2004 年後期 2 単位
外国書講読（英書） 2005 年後期 2 単位
環境保護と法 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　｢2 年ゼミ ｣ は、公害・道路環境に関する諸問題から、道路・交通政策を考えるという主題で行っ

た。地元の道路環境問題について提起された訴訟をとりあげ、弁護士へのヒアリング、兵庫県前

環境局長・近畿地方整備局の担当官・企業の物流担当者・ＮＧＯの担当者による講演を組み込み、

また合宿を行ったことで、参加者との間で議論を深めることができたと思う。

　｢ 特別講義環境法政策論 ｣ は、気候変動政策をとりあげた。国際交渉のプロセスと現段階、国

内における気候変動政策の展開を、比較法政策の視点を含めて扱った。形式としては、講義のほ

か、文献を適宜参加者に割当てて報告を求めた。内容が複雑で専門的であったため、参加者への

理解度という点では不十分な点もあったかもしれないと反省している。

　｢ 環境保護と法 ｣ は、廃棄物・リサイクル政策を扱った。受講者が多かったため、双方向的な

授業を断念し、私の授業のほか、市・県・環境省の行政官、弁護士、国際法学者のゲストスピー

チを依頼し、それぞれの現場でどのような問題が起きているかを、参加者に伝えてもらうことと

した。個別に行ったアンケートによれば、参加者は、このような授業形式に比較的肯定的な評価

を示している。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

環境法Ⅰ 2005 年度前期 2 単位
環境法Ⅱ 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　はじめて法科大学院における環境法の授業を行った。これまで、本学では、継続的に環境法の

授業が行われたこともなく、全国的にみても、継続的かつ本格的に環境法の授業が行われている

大学は極めて少数であり、教科書・教材についても豊富にあるとはいえない。また、環境法が新

司法試験の選択科目とされたため、この点からの制約もあり、本年度の授業は試行錯誤の繰り返

しであった。次年度以降は、私も編集・執筆に参画した「ケースブック環境法」（有斐閣・近刊）



242 243

を用いた授業を行うことを予定している。

　授業内容としては、法令の数が多いこともあり、また、法政策的な議論も重要であるため、知

識提供型の部分が多くならざるをえない。今年度の反省としては、この部分で情報量が多すぎた

かもしれないという点がある。今後、工夫をしてゆくこととしたい。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法文献研究 2004 年前期 2 単位
環境法政策論特殊講義 2004 年後期 2 単位
英米法文献研究 2005 年後期 2 単位
環境保護と法特別特殊講義 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

指導学生はなし。授業に関しては学部に関するものと同様。

４　ＦＤ活動

　2004 年度、2005 年度、法学部・大学院・大学院それぞれについて、相互授業参観に参加した。

　弁護士会館で行われている、法科大学院における環境法教育に関する懇談会に逐次参加してい

る。

５　学内各種委員等

入学試験機械化委員会委員（2004 年度）

法学研究科広報委員（2005 年度）

法学研究科 COE 運営委員会ワーキングループ（2005 年度）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 環境法政策学会

研究会活動

東京大学公法判例研究会、行政判例研究会、環境法政策研究会、環境法研究会（大
塚直教授主催）、上智大学環境法研究会（北村喜宣教授主催）、早稲田大学法学部
COE 研究会（環境法における予防原則と企業活動）、東京大学法学部 COE 政策シ
ステムの創出、神戸大学法学部 COE 研究プロジェクト「越境資源移動の法動態学」、
地球温暖化研究会、人文・社会科学振興プロジェクト研究「市場システムのガバ
ナンス」－市場補完・統御の法制度設計に向けた知の再編－

２　教育活動

なし

３　社会における活動

行政不服審査法研究会委員（2005 年度）
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４　国際交流

海外出張
2005年 5月・中国（上海。越境廃棄物に関する調査・研究）、2006年 2月・ドイツ（ミュ
ンヘン・フライブルク。環境責任に関する調査・研究）、2006 年 3 月・中国（北京。
越境廃棄物に関する調査・研究）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手研究（B）環境責任論における法学の
役割とは？

研究代表者 2004 年度～
2006 年度

基盤研究
（A）

公共事業コントロール法と
土地利用規制の連携

研究分担者 2004 年度～

2　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

村田学術振
興財団

国際環境政策の国内的実現に
関する事例分析

研究代表者 2004 年度

昭和シェル石
油地球環境
研究財団

環境団体訴訟の制度設計論 研究代表者 2004 年度

日本学術振興
会

人文・社会科学振興プロジェ
クト研究「市場システムのガバ
ナンス」－市場補完・統御の
法制度設計に向けた知の再編
－

研究分担者 2005 年度～

嶋矢　貴之（刑事法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　後掲のように、研究活動初期からの課題であった過失犯の共同正犯について、その刊行を完結

し、学会報告を行い、一つの目途をつけることができた。今後は、これらを基礎に刑法総論の共

犯論分野での研究を発展的に行っていきたい。また研究活動初期の第 2 の柱であった国際的な汚

職の規制について公表を開始した。解釈論と政策論の融合・接合という課題に取り組みながら可

及的速やかに完結を目指したい。

　教育活動については、刑法・刑事政策のいずれにおいても、すべてが初めての活動であり、諸

事不慣れであった点は否めないが、授業評価アンケートを見る限り、大過はなく終えることはで

きた。教育に際しては、講義対象分野の理解が主目的であるが、常に、それ以外のより一般的な

技能の養成を付加的な目的としている。今後は、研鑽の上、主従双方の目的の十全な達成のため、

内容面及び技術面での向上を図りたいと考えている。
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Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

嶋矢貴之
（単著）

過失犯の共同正犯論（2・完）
－共同正犯論序説

法学協会雑誌 2004 年 10 月 121 巻 10 号
151 － 213 頁

学術論文

嶋矢貴之
（単著）

国際的な汚職の規制（1） 神戸法学雑誌 2005 年 3 月 53 巻 4 号
235 － 276 頁

学術論文

嶋矢貴之
（単著）

過失犯の共同正犯論 刑法雑誌 2006 年 2 月 45 巻 2 号
167 － 181 頁

学術論文

嶋矢貴之
（単著）

賄賂罪 法学教室 2006 年 3 月 306 号 55 －
63 頁

学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
嶋矢貴之 不法収益の没収・追徴 第99回判例刑事法

研究会（神戸大学）
2004 年 7 月 神戸大学判

例刑事法研
究会

その他（判
例研究）

嶋矢貴之 過失犯の共同正犯論 第 83回日本刑法学
会（北海道大学）

2005 年 6 月 日本刑法学
会

一 般 講 演
（個人報告）

嶋矢貴之 事後強盗罪における窃盗の機
会継続性

第2回下級審判例研
究会（東京大学）

2006 年 2 月 下級審判例
研究会

その他（判
例研究）

２　研究成果の概要と自己評価

(1) 刑法

　過失犯の共同正犯という視角から、理論的に不明確な点が多々残る共同正犯論へとアプローチ

するという試みは、一定の成果を得た。また公表の完了、学会での個別報告と一定の形にできた

ことも安堵している。引き続き、細部を詰める作業、集積した判例を読み解く作業、他の視角か

ら分析する作業などにより研究の発展を図るともに、共犯論以外の分野についても研究の幅を広

げることが今後の課題である。

(2) 刑事政策

　現今、わが国の刑事立法、政策に重大な影響を与えている要因として、国際化、特に国際的な

取り決めが挙げられる。そのうち 2003 年末に成立した国連腐敗対策条約を対象に、条約成立ま

での経緯やその比較法を踏まえた内容的検討などを行った助手論文を 2004 年に執筆した。その

成立経緯等に関する部分を「国際的な汚職の規制（1）」において公表した。引き続き内容のアッ

プデートを行いつつ、国際的な取り決めに刑事法政策としてどのように対応すべきか、さらには

解釈論と慎重に接合された政策論を探求しつつ、公表を目指して研究を行っていきたい。また、

論文「賄賂罪」及び研究報告「不法収益の没収・追徴」は、本研究における着想から発展させた

研究成果である。
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Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

外国書講読（英書）　 2004 年度前期 2 単位
刑法／刑法Ⅰ（総論）（夜間
主コース）

2004 年度後期 4 単位

〔自己評価〕

　いずれも初の講義であり、様々な点で試行錯誤の側面もあったが、前者については、英文書を

読みその概要を簡単に記述できるようになること、後者については、ごく基本的な刑法の理解及

び最低限の法律答案作成能力を養うことを目的に授業を行った。具体的には、前者では、内容把

握が比較的容易であることを考慮し、わが国刑事司法制度を分析した英書を対象とし、課題を段

階的に高度化させる手法で行った。後者については、毎回レジュメを配布し、それに沿って講義

すると共に、小テストを行い、その上で、成績評価上のインセンティブを設け、一定の水準に達

するまで繰り替えし添削とリライト要求を行った。目的の十全な達成にはなお改良工夫の余地が

ある。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

刑事学 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　実務家養成という法科大学院の性質を考慮し、実務家に必要となるであろう刑事学という観点

から、最新の立法などを踏まえた教材を作成し、対話も取り入れた講義を行った。また問題点や

状況を手短にまとめ、口頭で要領よく報告する能力を養うという観点から、課題を割り振り、簡

単な口頭報告（ブリーフィング）を受講者全員に求めた。後者については、その実施方法や指導

方法につき様々な課題が残っている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

英米法文献研究 2004 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

基本的には上記外国書講読に準ずるが、対象学生が留学生であったこともあり、日本語作文能

力の向上にも努めた。
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４　ＦＤ活動

　2004 年法科大学院刑事法関係科目の授業参観を行った（神戸大学）。

2004 年教員研修プログラム（刑事実務講義研修）に参加した（関西大学）。

2005 年司法研修所において法科大学院教員研修プログラムに参加した（司法研修所）。

上記以外に、各年 4 ～ 5 回、専門を共通にする学内教員との授業方法・計画等に関する会合

に参加している。

５　学内各種委員等

法学研究科評価委員（2004 年度～）

法学研究科僚友会幹事（2005 年度～）

法学研究科企画室第 2 学舎改修ワーキンググループ委員（2005 年度～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 日本刑法学会

研究会活動 判例刑事法研究会（神戸大学）、刑事判例研究会（東京大学）、下級審判例研究会（東
京大学）

2　教育活動

　特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手研究（B）国際汚職の処罰根拠、射程及
び実効的規制に関する比較法
的考察

研究代表者 ～ 2004 年度

若手研究（B）マネーロンダリング規制の理論
的・政策的研究

研究代表者 2005 年度～

基盤研究
（B2）

交通事犯に対する刑事実体法・
手続法的対応

研究分担者 ～ 2005 年度

2　その他の研究助成

特になし
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関根　由紀（社会保障法・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

 2004 年 4 月 1 日着任後、実務（ILO・国際労働機関）に就いていた期間中に、めまぐるしい変

化と発展を遂げてきた社会保障法、社会保障制度の最新の議論について、遅れを取戻すことに多

くの時間を費やしたが、その間、国際労働機関に勤務中に扱ってきた人権問題、特に差別問題、

及び貧困問題を視野に入れた社会保障の分野、とりわけ最低所得保障に関わる生活保護、基礎年

金、雇用保険における失業給付に関心を向けてきた。とはいえ、これらはまだまとまった研究と

はなり得ていなく、今後更に方向性を明確にしつつ、海外、特に EU 諸国、及び中国との比較も

しながら研究を進めていきたいと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

関根由紀 「労働者」の法的概念：フラン
ス（翻訳と解題）

労働政策研究報告書
『「労働者」の法的概念：
7カ国の比較法的考
察』

2005 年 2 月 20 頁 -28 頁 翻 訳・ 解
題

関根由紀 EUにおける労働紛争解決シス
テムの全体的動向

労働問題リサーチセ
ンター編『雇用社会
の変化と労働紛争解
決システムの課題及
びその解決の方法』

2005 年 3 月 243 頁 -266
頁

研究ノート

関根由紀 採用時のHIV 抗体検査，及び
それに基づく辞職勧奨行為の
違法性

ジュリスト 2005 年 12 月 1303 号 171
頁 -174 頁

判例評釈

関根由紀 Actualit_s Juridiques: Japon Bulletin de droit 
compar_ du travail 
et de la s_curit_ 
sociale

2006 年 1 月 2005 年号
276 頁 -280
頁

日 本 法 紹
介

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
関根由紀 採用時のHIV 抗体検査及びそ

れに基づく辞職勧奨行為の違
法性：東京都（警察学校・警
察病院HIV 検査）事件

東京大学労働法研究
会

2004 年 7 月
2 日

東京大学法
学政治学研
究科

判例研究

関根由紀 傭車運転手の労働者性（「和
歌の海運送事件」和歌山地判
平16.2.9）

東京大学労働法研究
会

2005 年 6 月
17 日

東京大学法
学政治学研
究科

判例研究

２　研究成果の概要と自己評価

　公表した論文、研究会での報告は対象期間中、社会保障法よりも労働法（機会均等、不当解雇、

労働者性など）に関するものが多かったが、いずれも所得保障（労働による所得の保護）に関わ
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る社会保障とは関係の深い労働法の分野であり、基礎となる部分である。今後もこのような研究

を継続しつつ、より直接的に社会保障による所得保障（失業給付、生活保護）、及び生活保護受

給者の圧倒的多数を占める高齢者の所得保障（高齢者雇用、年金も含める）に関する研究を、国

際的な動向にも注目しつつ深めていきたいと考えている。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

1 年次演習 2004 年後期 2 単位
外国書講読 2004 年後期 2 単位
福祉と法 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　福祉と法（社会保障法）の授業に関して、予想をはるかに超える受講者であったため、準備段

階で想定していたように、学生に質問をしながら授業を進めることができず、一方的な講義となっ

てしまい学生の理解度についても十分に把握できていなかったことを反省している。今後は大人

数であっても、より学生が参加できるような工夫を模索中である。授業の中で、外部講師に講演

に来てもらった際に学生に短い感想文を提出させたが、よい刺激となり感触がよかったので今後

も継続したい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

社会保障法 2005 年度前期 2 単位
ヨーロッパ法 2005 年度前期 2 単位

〔自己評価〕

　社会保障法の講義に関しては、受講者の大多数が社会保障の予備知識が殆どないという事情も

あり、制度の各論説明に終わってしまい、判例の検討を含めた法的な議論が不十分であったこと

を反省している。今後は制度論の部分をよりコンパクトにわかりやすくまとめる工夫をし、改善

していきたいと考えている。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

フランス法文献研究 2004 年後期 2 単位

〔自己評価〕

受講者のフランス語に関する理解の水準が別れていたため、授業を二つに分け、文献の難度と
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授業の進め方の速さを変えて開講した。その甲斐あり、それぞれのクラスでまとまった文献を最

後まで読み終えることができ、またフランスの法制度に関する議論もでき、一定の成果が得られ

たと考えている。また、外国から招聘した研究員との交流も持つことができ、会話ができる学生

にはいい刺激となった。今後もこのような機会を確保しつつ授業を進めて行きたい。

４　ＦＤ活動

　特になし

５　学内各種委員等

国際提携委員（2005 年 4 月～）；EUIJ 関西図書・WEB 部会員（2005 年 4 月～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 社会保障法学会、関西社会保障法学会、関西労働法学会
学会誌等編
集委員 社会保障法学会「社会保障法雑誌」編集委員

研究会活動 東京大学労働法研究会

２　教育活動

特になし

３　社会における活動

兵庫地方最低賃金審議会委員（2005 年 6 月～）

４　国際交流

海外出張

2005 年 9 月北米（ニューヨーク市立大学；コロンビア大学；ジョンズ・ホプキン
ズ大学（ワシントン DC））EUIJ 図書・ウェブ委員として、北米の EU センターを
訪問し、資料センター視察・責任者との会合；EU センターとの研究交流について
意見交換；2006 年 2 月フランス・ベルギー（フランス・ベルギーにおける自営業
者の年金制度に関する調査）

外国人研究
者受入れ

ロドルフ・ミュノズ（ベルギー・カレッジオブヨーロップ講師）；ドミニク・ハン
フ（ベルギー・カレッジオブヨーロップ教授）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

厚生労働
科研

自営業者と年金制度 研究分担者 2005 年 4 月～

2　その他の研究助成

特になし
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高橋　裕（法社会学・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　今期のうちの四分の三は英国において在外研究を行なった（一年はロンドン大学 London 

School of Economics and Political Science 法学部にて、半年はカーディフ大学 The ESRC Centre 

for Business Relationships, Accountability, Sustainability and Society にて）。その間は、一方では

ヨーロッパの社会理論の過去と現況とについて集中的にサーヴェイし、他方では英国の民事司法

制度・紛争処理制度に関する経験的研究を進めることとなったが、とりわけ前者の面での成果が

大きかったと考えている。というのは、その過程でこれまでの自分の研究活動の傾向を整理した

ことを通じて、今後とるべき理論的視角を明確にしえたためである。帰国後にさっそくそのよう

な理論的・方法論的自覚のもと論文を執筆することとなったが（詳細は「２　研究成果の概要と

自己評価」欄を参照）、今後も同様の方向性、すなわちシステム論的視角に準拠したマクロ社会

学的視点と経験的検討とを結びつけるという方向性のもとで研究活動を行なっていきたいと考え

ている。

　教育活動の面では、帰国後に担当した授業の全てが、過去に担当したことのないものであった

ということもあり、試行錯誤を繰り返したというべきであるが、いずれの授業においても熱心な

受講生に恵まれ、授業遂行上のアイディアを（さらには研究上のアイディアをも）得るところが

多かった。来期は、今期の経験で得られた収穫を受講生諸君に還元したいと考えている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

高橋　裕 裁判の枠組みと法 法学入門 2006（別
冊法学セミナー）

2004 年 4 月 24 ～ 31 頁 その他

高橋　裕 借地借家調停と法律家－日本に
おける調停制度導入の一側面－

早川吉尚ほか編著・
ADRの基本的視座

2004 年 7 月 93 ～ 134 頁 学術論文

高橋　裕 事件類型・訴訟類型と利用者
調査

佐藤岩夫ほか編・利
用者からみた民事訴訟
－司法制度改革審議
会「民事訴訟利用者
調査」の2次分析－

2006 年 3 月 173 ～ 192 頁 学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
Hiroshi 

Takahashi
Alternative Dispute Resolu-
tion : «Alternative» for what, 
anyway ? 

Law and Justice 
Beyond Borders: 
Annual Meeting 
of the Research 
Committee of 
Sociology of Law, 
ISA （於 Carré des 
sciences, Paris）

2005 年 7 月 Research 
Committee 
of Sociology 
of Law, 
International 
Sociological 
Association

一般
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２　研究成果の概要と自己評価

　上記の研究成果のうち「裁判の枠組みと法」および「借地借家調停と法律家」は事実上前期の

成果であるので、詳述は避ける。

　今期のうちの一年半を英国で過ごし、その間に理論的・経験的研究の双方を進めたことは上述

したとおりである。まずは理論的研究の詳細から。その面では、マクロ社会学的視角からの法社

会学研究の重要性を再認識し、そのうえで、システム論に準拠しつつ経験的研究を行なうことの

可能性を検討した。その直接的な産物として、帰国後に「ＡＤＲの生成」を執筆・脱稿したが、

2006 年 3 月の時点では未刊である（和田仁孝編『ＮＪ叢書　法社会学』法律文化社、に所収）。

　つづいて経験的研究の詳細について。英国滞在中、ＬＳＥでの受入教員が英国における司法

部研究の第一人者である Kate Malleson 氏であったこととも関係して、同氏の研究を視野に収め

つつ、日本の裁判官のキャリアについて分析を行なった。先行する関連研究にしばしば色濃い

イデオロギー批判的色彩から可能な限り逃れつつも、批判的かつ経験的な議論を行なおうとする

試みである。“Career Patterns of Japanese Judges”と題された同論稿は Dai-Kwon Choi & Kahei 

Rokumoto (eds.), Judicial System Transformation in the Globalizing World, Seoul National U.P. に所

収予定であるが、同書も未刊。

　他の業績は、既往の研究関心の延長線上に位置づけられる。国際法社会学会（ＲＣＳＬ）年

次大会における研究報告“Alternative Dispute Resolution : «Alternative» for what, anyway?” は、

日本のＡＤＲ就中民事調停の機能変容について、欧米の法社会学者に説明しようとしたもの。論

文「事件類型・訴訟類型と利用者調査」は、前期の業績「紛争の展開過程と紛争類型」の発展と

して、裁判所利用者へのアンケート調査の結果を利用しながら紛争・事件の類型化を試みたもの

である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

一年次演習 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　本授業では、網谷龍介教授・季衛東教授と組みながら、計３クラスの学生を受講生とする演習

を行なった。目標として設定したのは、参加者に (a) 学術論文の読み方、(b) レポートの書き方、

（c) プレゼンテーションの仕方、を身につけさせるということである。具体的には、毎回一定の

難度の研究論文を熟読させるとともに、その作業を前提としてレポートを執筆させ、また授業内

での討論・報告に臨ませる、という方法をとった。このうちで最も効果があったと思われるのは

(b) の点であり、これには、レポート課題を毎回添削して返却したことが与って力あったと思わ

れる。教員の負担は軽くなかったが、効果が現に看取し得たこと、学生にもおおむね好評であっ

たことから、今後も同種の授業を担当する際には継続したい作業である。他方、(c) の点につい
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ては十分な効果を上げられなかったというべきである。(a)(b) の２点について集中的に説明を重

ねるだけで授業時間の大半を費やすこととなり、受講生自身に報告のための充分な時間を与えら

れなかったことに起因する（実際、受講生からは「演習形式をもっと前面に出して欲しい」とい

う希望も聞かれた）。限られた授業時間のどこに重点を置くかというのは教員にとって常に難し

い問題として現前するが、今後も試行を繰り返さざるをえまい。

２　法科大学院

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

ＡＤＲ論 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　「ＡＤＲ論」は、私としては初めて担当する授業であり、かつ、全国的にみても授業科目とし

ては類例の多くないものであるので、試行錯誤の連続であった。「実践的というよりは学理的、

実定法学的というよりは基礎法学的・法社会学的な観点から授業を行なう」という基本的方向性

は維持し得たと認識しているし、そのような方向性の重要性は受講生にも理解されたと考えてい

る。とはいえ、そのような方向性をとった分・抽象的な議論が多くの比重を占めたことも否めな

い。具体的な紛争、ならびに弁護士実務との関連でＡＤＲについて考えさせる機会を受講生に与

えるということを念頭に置きながら、取り上げる素材を、次年度以降も積極的に改善していく予

定である。

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

現代法社会学特殊講義 2005 年度後期 2 単位

〔自己評価〕

　「現代法社会学特殊講義」では、「リスク」および「リスク社会」という近時の社会学上の鍵概

念を手がかりとしながら、現代の日本社会において望ましいと考えられる環境紛争処理・解決制

度のあり方について考察を加えるという作業を行なった。幅広い年齢・バックグラウンドの受講

生に恵まれ、研究上の知見も含めて多くの刺激を受けることとなった。受講生の取り組み方もお

おむね熱心であったといってよい。ただ、主題の性質上、理論的検討が多くなり、その点で一部

の受講生が一定の困難を感じてもいたようである。そのような問題が生じるのは当初から予想し

ていたことではあったが、対処が万全ではなかったということでもあろう。法社会学の講義・演

習を行なううえでは今後も必ず継続的に直面せざるを得ない問題であるので、今回の経験を生か

すことを心がけたい。



252 253

４　ＦＤ活動

・2005年10月：シンポジウム「法科大学院におけるＡＤＲ教育」（日本弁護士連合会主催）に

参加。

・2006年2月：シンポジウム「模擬法律事務所はロースクールを変えるか－シミュレーション教

育の国際的経験を学ぶ－」（関西学院大学法科大学院　形成支援プログラム）に参加。

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会 日本法社会学会、民主主義科学者協会法律部会、仲裁・ＡＤＲ法学会、日米法学会、
環境社会学会

研究会活動 日本法社会学会関西研究支部、日本法社会学会関東研究支部

２　教育活動

特になし

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

特定領域 「法化社会における紛争処理と
民事司法」のうちの研究計画
班「市民の法使用の実態と課
題－司法型，行政型，民間型
ADRの使用－」

研究分担者 2003 年度～
2008 年度

基盤（A）「公共事業コントロール法と土
地利用規制の連携」

研究分担者 2004 年度～
2006 年度

2　その他の研究助成
財団名 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

旭硝子財団「リスク社会」における環境
紛争の実効的解決制度の構
築

研究分担者 2004 年度～
2005 年度

民事紛争処
理研究基金

ADR としての英国諸審判所
の制度と機能

研究代表者 2005 年度

簑原　俊洋（政治学・助教授）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　研究に関して言えば、この三年間は資料調査を中心とした期間であった。また、複数のプロジェ

クトを抱えることを余儀なくされたため、多忙を極めることになった。とは言え、学会報告など
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を通じて海外交流の機会を多く得ることができ、研究内容を国際的に発信できた収穫は大きかっ

た。とりわけ、他国の学会の年次大会で日本人以外の研究者との学術交流は実り多く、今後多く

の国際共同プロジェクトに繋がるものと思われる。個人の研究としては、従来日米の二国間関係

か日英米の三国関係にシフトしつつある。この他にも、移民問題、日露戦争、通信諜報、そして

小村寿太郎に関する関する研究が引き続き行われる。教育面では、新たにオムニバス方式の授業

に挑戦するなど、大変充実したものであった。その中でも、一年生ゼミで得た体験は貴重であり、

将来への糧になることは間違いない。その他には、非常勤や初めての集中講義を経て多くの経験

を得ることができた。ただ、振り返ってみると研究活動と教育活動との比重が後者にやや傾きす

ぎた傾向があるので、今後はより良いバランスが保てるように配慮したいと思う。研究面での展

望は、待望の単著の出版である。処女作の出版より３年半が経過しているで、来年度には是非と

も二冊目を刊行したいと考えている。なお、いくつかの研究論文（英字も含む）も来年には発表

できる見通しとなっている。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

簑原俊洋 日露戦争と列強への台頭：
小村外交と大陸国家への道

国際問題 2005 年 9 月 ７～ 22 頁 学術論文

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
簑原俊洋 Japanese Diplomacy in 

Transition: Can Japan Shed 
the Scepter of the Past?

Center for Future 
and Strategic 
Studies

2004 年 4 月 K u w a i t  
University

招待講演

簑原俊洋 Intelligence and Decision 
Making: Japan's Diplomatic 
Sigint Operations and Togo's 
Decision for War.

Asian Studies 
Association of 
Australia, Biennial 
Conference

2004 年 7 月 Aus t r a l i a n  
N a t i o n a l  
Univeristy

パネリスト

簑原俊洋 No Choice but to Rise?: 
The Hull Note, Diplomatic 
Intelligence and Togo's 
Fateful Decision for War.

Joint East Asian 
Studies Conference

2004 年 9 月 University of 
Leeds

パネリスト

簑原俊洋 Magic or Maelstrom?: 
Japaanse Sigint Operations 
and the Decision for War.

British International 
History Group, 
Annual Conference

2004 年 9 月 University of 
East Anglia

パネリスト

簑原俊洋 戦前日本のSIGINTの歴史と
政策決定への影響：日米交渉
の最終局面の事例として

国際政治学会・日本
外交史部会

2004 年 10 月 国際政治学
会

パネリスト

簑原俊洋 Pondering the Prospect of 
a Pacific Alliance: Korea in 
the Context of U.S-Japan 
Relations.

Department of 
Japanese and 
American Studies, 
Seminar Series

2004 年 11 月 Pyongtaek 
University

招待講演
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簑原俊洋 Point-of-No-Return: Foreign 
Minister Togo Shigenori, 
Sigint and dhe Decision for 
War.

Association for 
Asian Studies, 
Annual Conference

2005 年 4 月 Association 
for Asian 
Studies

パネリスト

簑原俊洋 The Portsmouth Conference 
and U.S.-Japan Relations

第 0 次大戦としての
日露戦争

2005 年 5 月 慶應大学東
アジア研究
所・ 読 売 新
聞 社・ 中 央
公論新社

パネリスト

簑原俊洋 移民問題と日米関係：カリフォ
ルニア州の排日運動と排日移民
法

東アジア国際政治史
研究会

2005 年 7 月 中央大学 その他

簑原俊洋 Navigating Perilous Waters: 
Komura Diplomacy and 
Japan's Emergence as a 
Great Power

British International 
Studies Association, 
Annual Conference

2005 年 12 月 British 
International 
Studies 
Assoication 
and 
University of 
St. Andrews

パ ネ リ ス
ト

簑原俊洋 No Choice but to Rise?: 
Reinterpreting Foreign 
Minister Togo Shigenori's 
Fateful Decision for War.

Department of 
Asian Studies, 
Seminar Series

2006 年 1 月 Leeds 
University 
and the 
Jopan 
Society

招待講演

簑原俊洋 Intelligence Blowback: 
The Policy Implications for 
Prewar Japanese Sigint

East Asia Institute, 
Japan Centre 
Seminar

2006 年 2 月 Faculty of 
Oriental 
Studies, 
University of 
Cambridge

招待講演

簑原俊洋 The Fog of Diplomacy: 
Collpase of the U.S.-Japan 
Negotiations and the Last 
Chance for Peace in 1941.

Center for Pacific 
Asia Studies 
Seminar

2006 年 2 月 Center for 
Pacific Asia 
Studies, 
University of 
Stockholm

招待講演

簑原俊洋 Intelligence in Diplomacy: 
The 1941 U.S.-Japan 
Negotiations as a Case 
Study.

Japan Society of 
Scotland Seminar 
Series

2006 年 3 月 Japan 
Society of 
Scotland and 
Univeristy of 
Edinburgh

招待講演

簑原俊洋 Intelligence and Crisis 
Diplomacy: Why the Modus 
Vivendi led to Pearl Harbor.

Department 
of Politics and 
International 
Relations, Seminar 
Series

2006 年 3 月 University of 
Aberdeen

招待講演

簑原俊洋 Stunned Beyond Belief: A 
New Interpretation as to 
why Diplomacy Failed in 
Preventing the War. 

Institute for Asia 
Pacific Studies, 
Seminar Series

2006 年 3 月 University of 
Nottingham

招待講演

簑原俊洋 Japanese Black Chamber: 
The History of Prewar 
Japanese Cryptanalysis 
and its Impact on Policy 
Decisions.

International 
Studies Association, 
Annual Convention

2006 年 3 月 International 
Studies 
Association

パネリスト
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２　研究成果の概要と自己評価

　研究成果は、日米移民問題、日露戦争、そして通信諜報が三つの柱となった。移民問題の研究

は、総仕上げの段階に達しており、来年に刊行が予定されている排日運動の単著でひとまず終了

することになる。日露戦争の研究は昨年が１００周年ということもあり、国際会議への参加等極

めて急ピッチで私の主観心であるポーツマス講和会議の研究を行う必要があった。このテーマに

関しても、英米で報告を行う貴重な機会を得、多くの専門家から有益な助言を得ることができた。

なお、『国際問題』の他に、来年中にはオランダの出版社ブリルより英字の研究論文、そして慶

應大学出版会からは邦文の研究論文がそれぞれ刊行される予定となっている。この研究は、いず

れ発展させ、ミネルヴァ書房から出版されることになっている小村寿太郎の研究に取り込みたい

と考えている。そして、最後の研究が、最も厄介な通信諜報の研究である。その性質上、諜報に

関する資料は秘匿性が高く、それらを渉猟して全体像を把握するのは困難を極める。そこで、海

外の専門家との情報交換がとりわけ重要となり、そのゆえ、上記した様に海外の多くの機関や学

会で研究報告を行った。こうしたことから、同研究も後三年程度で完成できる見込みが立つよう

になった。最後に自己評価だが、研究論文が少ないのが気になるが、これはサイクルの問題が影

響しているという事実は否めない。他方、国際的な場において研究を積極的に発信したことは評

価されるべきであろう。なお、次期ファカルティー・レポート時には、研究報告は減り、その分

研究論文が増えていることが予想されるが、個人的に最も期待したいのは、単著の原稿の完成と

その出版である。

Ⅲ　学内活動

１　学部

〔担当講義〕

担当授業科目名 開講学期 単位数
1 年次演習 2004 年度　後期 2 単位
社会分析基礎演習 2005 年度　前期 2 単位
法政基礎演習 2005 年度　前期 2 単位
外国書購読（英書） 2005 年度　前期 2 単位
政治学・政治学Ⅱ 2005 年度　前期 4 単位

〔自己評価〕

　学部の教育面では、新鮮な体験が多くあった三年間であった。とりわけ、新たに導入されたオ

ムニバス方式の授業は多くのチャレンジを投げかけ、それに慣れるのにかなりの努力を要した。

学生サイドも、それぞれスタイルが違う教員に慣れるのは大変だったであろうが、その反面、早

い段階で自分の学問的関心分野、および自分に相応しい教員の講義スタイルが確認できたので、

結果的には良い試みであったように思う。なお、初めて担当した社会分析基礎演習は、二回生を

ターゲットにしたゼミであるという性質から、学生の希望を取り入れ、かなり個性的な授業にす

ることができた。具体的には、英文を積極的に取り入れつつ、古典的名著から現在の著作に至っ

てリアリズムの系譜を探った。教える方としても準備には時間がかかったが、それだけ価値があ
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るものとなった。他方、夜間の講義では、大学院生まで履修できるようになり、主たる履修者で

ある学部生とのレベル差に苦慮した。しかし、ＡＶを積極的に使用し、二コマ連続の講義である

にもかかわらず、学生の関心を維持することができたように思う。今後の課題としては、パワー

ポイントをより多く講義に用いたいと考える。

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

現代政治特殊講義Ⅰ 2004 年度　前期 2 単位
外国文献研究（政治学） 2005 年度　後期 2 単位

〔自己評価〕

　大学院の講義では、昨今の英語の重要性を考え、積極的に英文の教材を取り入れた。くわえて、

英文に慣れさせるために、精読よりもむしろ多読することに力を入れた。現代政治特殊講義では、

開戦への道が主要テーマであった。そこで、日英米を代表する研究者の論文を読ませ、それぞ

れの見解の違いについて議論した。他方、外国文献級ではより一般なテーマを設定し、政治学と

歴史学の接点について考察・議論した。用いたテキストは、Colin Elman and Miriam F. Elman, 

eds. Bridges and Boundaries: Historians, Political Scientists, and the Study of International Relations. 

Cambridge: MIT Press, 2001 である。玉石混淆の論文集であるが、学生にはその内容を整理する

と共に、評価してもらった。学生にとって新鮮であったのが、アメリカのアカデミズムがいかに

アメリカを中心に展開されているかという実態と、日本における政治学・歴史学の状況とアメリ

カの状況がいかに異なるかであった。いくつかの講義には、エール大学からの客員であったオー

スリン助教授も出席したため、議論はかなり盛り上がることになった。このように、教育面では

かなり充実した三年間であった。今後の課題としては、学生が英語で論文を書けるように指導し

たいと考える。

４　ＦＤ活動

各年２～３回、専門を共通にする学内外の教員と授業方法等に関する会合に参加している。

2004 年４月には、クウェート大学の学部講義を参観した。　　　　　　　　　

2005 年 10 月より開始した在外研究の機会を活かし、10 回程度オックスフォード大学、およ

びケンブリッジ大学の講義・セミナー等を参観した。

５　学内各種委員等

広報委員　（2004 年度～）、国際提携委員（2004 年度～）、欧文紀要編集委員（2004 年度～）
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Ⅳ　学外活動

１　学界における活動

所属学会

（国内）：日本アメリカ学会、日本移民学会、日本国際政治学会、日本政治学会、
日本政治研究学会

（米国）：American Historical Association, Association of Asian Studies, Society of 
Historians of American Foreign Relations, International Studies Association

（英国）：British Association of Japanese Studies, British International History 
Group, British International Studies Association 

シンポジウ
ム・学術講
演会等の主
催等（国内、
国際）

2005 年６月学術講演会・「Civil Society の形成」（国内）
2005 年６月シンポジウム・日韓関係フォーラム（国内）

研究会活動 神戸大学日本政治外交史研究会、神戸大学日米関係史研究会、中央大学東アジア
国際政治史研究、京都大学 20 世紀と日本研究会、関西政治史研究会

２　教育活動

カイロ大学政治経済学部「日本外交」2004 年４月（集中講義）、クウェート大学社会科学学部「日

本外交」2004 年４月（集中講義）、大阪学院大学外国語学部「アメリカ史」2004 年～ 05 年度（非

常勤講師）、同大学国際学部「移民史」2004 年～ 05 年度（非常勤講師）、大阪外国語大学地域文

化学部「アメリカ歴史政治経済研究 III」、および「英米文化 II」2004 年～ 05 年度（非常勤講師）、

名古屋市立大学人文社会学部「日米文化論 II」2004 年８月（夏期集中講義）

３　社会における活動

淡路太平洋フォーラム研究会（委員）、アジア太平洋賞（審査員）　国際交流基金関西国際セン

ター（招聘講師）、国際交流基金海外派遣神戸市婦人有権者連盟招聘講師、米日財団リーダーシッ

プ・プログラム（デレゲート）、ブリティシュ・アメリカン・プログラム（フェロー）、外務省グ

ローバル・ユース・エクスチェンジ（デレゲート）

４　国際交流

海外出張

2004 年 4 月　エジプト、クウェート（招聘講演）、7 月　オーストラリア（AAAS
での学会報告）、8 月　アメリカ　（USJLP 会議への出席）、9 月　イギリス（EAJC、
および BIHG での学会報告）、11 月　韓国（招聘講演）、2005 年 4 月　アメリカ（AAS
学会報告）、10 月より英国オックスフォードにて在外研究

外国人研究
者受入れ マイケル・オースリン　（エール大学・助教授）

Ⅴ　外部研究補助金取得状況

１　科学研究費補助金
種目 研究課題 研究代表者 or 分担者 期間

若手奨励（B）フーバー政権期における国
務省の極東政策と日米関係、
1929－33年

代表者 02 年～
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若手奨励（B）戦間期における日英米の情報
支配の実態と政策決定への影
響

代表者 05 年 ～（10
月以降は辞
退）

基盤研究（B）新時代の日米関係を規定する
要因の解明：史的展開と国内
政治過程からの総合的分析

分担者（代表者：　　
五百旗頭真）

04 年 4 月～
07 年 3 月迄

2　その他の研究助成

特になし

的場　朝子（国際私法、国際民事手続法・講師）

Ⅰ　研究・教育活動の総括と今後の展望

　国際民事保全命令の発令管轄について、欧州における動向を ECJ の先決判断やフランス裁判

所の裁判例と日本の裁判所の裁判例とを比較検討してきた。今後は、ドイツや米国における裁判

例を比較法の観点から検討していくと共に、仲裁廷による保全命令のような、裁判所以外の主体

による発令についても研究を進める予定である。なお、現職は 2005 年 4 月～である。

Ⅱ　研究活動の内容と自己評価

１　研究成果

（論文）
著者名 論文名 掲載誌名 発行年月 巻・号・頁 論文分類

的場朝子 紹介 Gilles Cuniberti, Les 
mesures conservatoires portant 
sur des biens situe a l'etranger

国際法外交雑誌 2005 年 9 月 204 巻 2 号
297-302 頁

研究ノート

（研究報告）
発表者名 研究発表名 発表会議名 発表年月 主催者名 発表形態
的場朝子 著作権侵害関連訴訟の国際

裁判管轄
国際私法研究会（学
習院大学）

2004 年 3 月 国際私法研
究会

その他（判
例研究）

２　研究成果の概要と自己評価

　研究課題である国際民事保全の諸問題のうち、日本法上の仮差押のように金銭債権を被保全債

権とする保全制度については、ECJ の判断例やフランスの国内裁判所の諸例の検討を中心とし

て考察を進めることができた。今後は、ドイツ・米国等に検討範囲を広げていくことにより、日

本の裁判所が国際的な争訟において保全制度を運用していく際に指針となる国際的なルールが事

実上であれ存在するといえるのかどうか、研究を深めることが必要である。他方、非金銭債権を

非保全債権とする保全処分については、国際的な具体例が多くないこともあって、今後の課題が
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多い。まずは、基礎的な事実の調査から始めるべきであろう。知的財産関連紛争などにおける保

全の実態につき、国内外での聞き取り調査を行いたい。

Ⅲ　学内活動

１　学部

担当なし

２　法科大学院

担当なし

３　法学研究科・博士課程

〔担当講義〕
担当授業科目名 開講学期 単位数

日本政治概説 2005 年前期 2 単位
日本法概説 2005 年後期 2 単位

〔自己評価〕

　「日本政治概説」「日本法概説」とも、博士前期課程の留学生を対象としている。必ずしも政治

分野を専攻する者のみが「日本政治概説」を受講するわけではなく、また、政治専攻の留学生も「日

本法概説」を受講できる。どの程度の知識を有する者の受講を前提とすべきかが問題だが、結局、

内容としては、ある程度の知識を既に持つ者がさらに関心をもって自ら調べてみるインセンティ

ブになることを目指すことにした。「日本法概説」では、様々な法律分野の裁判例を毎回１つ取

り上げて検討するため、特定の法分野について仔細な情報を与えることは予定していない。判決

文の読み方から始まって、評釈の探し方や分析の仕方を学び、裁判所も１度訪問し、裁判を傍聴

した。また、レジュメの作成方法や形式、文献引用の仕方など、基礎的な作法であっても、留学

生の場合は必ずしもこれらに習熟しているとは限らないので、今後とも蔑ろにしないように学生

を指導していくつもりである。

４　ＦＤ活動

特になし

５　学内各種委員等

国際提携委員会議事録担当（2005 年 4 月～）

Ⅳ　学外活動

１　学界における活動
所属学会 国際私法学会、国際法学会、国際商取引学会
研究会活動 関西国際私法研究会、国際私法研究会
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２　教育活動

特になし
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